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第１章 総則 
《危機管理室》 

 

 計画の方針 
 

第１ 計画の目的 

この計画は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 42 条の規定に基づき、

大規模な地震災害に対処するため、広島市防災会議が作成する計画である。本計画の

目的は、市域における地震災害に係る災害予防、災害応急対策に関して、本市及び防

災関係機関等が行うべき事項を定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の推

進を図り、市民の生命、身体及び財産を地震災害から保護することである。 

 

第２ 計画の位置付け 

１ この計画は、地震災害に対処するための基本的な計画を定めるものであり、広島市

地域防災計画の「震災対策編」として位置付ける。 

２ この計画は、平成 25 年度に広島県が公表した「広島県地震被害想定」を基に実施し

た「平成 25 年度広島市地震被害想定」において想定された地震災害に対処するための

基本的な計画であり、その活動の指針となるものである。 

 

第３ 計画の構成及び内容 

この計画の構成及び内容は、次のとおりとし、この計画に定めのない事項について

は、広島市地域防災計画（基本・風水害対策編）によるものとする。 

１ 総則 

想定する地震災害等について定める。 

２ 震災予防計画 

地震災害の発生を未然に防止し、又は被害を最小限にとどめるため、本市及び防災

関係機関等がとるべき措置等について定める。 

３ 震災応急対策 

地震発生直後から応急復旧の終了に至るまでの間において、主として本市災害対策

本部がとるべき措置等について定める。 

４ 津波災害対策 

津波災害の発生を未然に防止し、又は被害を最小限にとどめるための総合的な津波

災害対策の基本的考え方等について定める。 

 

第４ 計画の修正 

この計画は、災害対策基本法第 42 条の規定に基づき、毎年検討を加え、必要がある

と認めるときは、これを修正するものとする。 

 

第５ 細部計画の策定 

この計画に基づく諸活動の展開に必要な細部計画（地域防災計画に規定する対策を

効果的に実施するための具体的な活動要領を記載したマニュアル等）については、本

市各局等及び各区並びに防災関係機関等においてあらかじめ定めておくこととし、か

つ、今後、関係機関等との連携を図りながら、適宜修正・見直しを行っていくことと

する。 

 

第６ 計画の習熟 

本市各局等及び各区並びに防災関係機関等は、平素からこの計画及びこの計画に関

連する他の計画の習熟に努めるものとする。 
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 本市の概況 
 

第１ 自然条件等 

本市は、中国山地を背にし、瀬戸内海に面した都市であり、平地部の面積は市域面

積の約 17％に満たない。 

平地部は、太田川デルタとその上流に続く沖積低地が主体であり、その他の平地部

は、八幡川・瀬野川・安川等に沿って分布する。臨海部には、藩政時代の干拓、明治

以降の埋立てによって造成された人工平地が広がる。そこは満潮位以下になる、いわ

ゆる「ゼロメートル地帯」であり、かつ、軟弱地盤に砂層がのる「液状化危険地帯」

である。また、デルタ地域は、太田川の６本の派川によって分断されている。 

山地部・丘陵部の大部分は、花崗岩類とこの花崗岩類に貫入された古生層の流紋岩

類からなるが、防災上特に問題なのは風化しやすい花崗岩類である。平地部周辺の丘

陵地では、深層風化によって脆くなった風化花崗岩「真砂土」が厚く分布しているた

め、集中豪雨等によって斜面崩壊や土石流が発生しやすい。 

 

第２ 既往の地震等 

１ 有感地震 

本市における有感地震（人体に感じる地震）は、平成 11 年までは年平均 5～6 回程

度であったが、平成 12 年 10 月に発生した「鳥取県西部地震」及び平成 13 年 3 月に発

生した「芸予地震」の余震活動により、平成 12～13 年は 30～40 回程度に増えた。平

成 14 年以降は、余震活動も減衰し、10 回から 20 回程度となっている。 

1920 年以降において、一般的に市民が恐怖を感じる震度４以上の地震は、1921 年

（大正 10 年）、1978 年（昭和 53 年）、1983 年（昭和 58 年）、2000 年（平成 12 年）、

2001 年（平成 13 年）、2006 年（平成 18 年）、2014 年（平成 26 年）に発生した。最近

では、2016 年（平成 28 年）に鳥取県中部を震源とした地震により震度４を観測した。 

注）１．1996 年(平成 8 年)４月から震度観測は体感による観測から計測震度計による

観測となり、有感地震（震度１以上）としている。 

２．広島市域での震度観測点は、広島地方気象台のみから 1998 年(平成 10 年)10

月から 9 地点、2004 年（平成 16 年）1 月から 12 地点、2011 年（平成 23 年）1

月からは 10 地点となっている。 

２ 被害地震 

本市における既往の被害地震についてみると、有史以来数十回記録している。 

このうち、資料が明らかで最大の被害があったのは、1905 年（明治 38 年）６月２

日に発生した芸予地震である。 

表１－２－１ 広島市における被害地震 

発 生 

年月日 

震源地 

又は地震名 

震源要素等 広島市の状況 
全体の津

波の状況 

北緯 東経 マグニチュード 震度 震央距離 被害程度  

684.11.19 南海道沖 32.3～33.3゜ 133.5～135.0゜ 8.3 5 230 不明 10～20m 

 887. 8.26 南海道沖 33.0゜ 135.0゜ 8.0～8.5 5 286 不明 10～20m 

1099. 2.22 南海道沖 32.5～33.5゜ 135.0～136.5゜ 8.0～8.3 5 325 不明 - 

1361. 8. 3 南海道沖 33.0゜ 135.0゜ 8.0～8.5 5 286 不明 10～20m 

1605. 2 .3 南海道沖 33.0゜ 134.9゜ 7.9 5 278 不明 10～20m 

1649. 3.17 安芸・伊予 33.7゜ 132.5゜ 7.0±1/4 5 以上 83 家屋倒壊はまれ 無し 

1686. 1. 4 安芸・伊予 34.0゜ 132.6゜ 7.0～7.4 5 以上 43 家屋倒壊はまれ 無し 

1707.10.28 宝永地震 33.2゜ 135.9゜ 8.4 5 347 家屋倒壊はまれ 30m 以上 

1854.12.24 安政南海地震 33.0゜ 135.0゜ 8.4 5 以上 323 家屋倒壊はまれ 30m 以上 

1854.12.26 伊予西部 33.3゜ 132.0゜ 7.3～7.5 - - 不明 無し 

1857.10.12 安芸・伊予 34.0゜ 132.5゜ 7 1/4±0.5 5 程度 56 家屋倒壊はまれ 無し 

1872. 3.14 島根県西部 35.2゜ 132.1゜ 7.1±0.2 5 72 家屋倒壊はまれ 無し 



 

 
3 

1905. 6. 2 安芸灘 34.1゜ 132.5゜ 7 1/4 5 以上 31 
家屋倒壊かなりあ

り。県内死者 11 名 
無し 

1946.12.21 南海道沖 33.0゜ 135.6゜ 8.0  4 程度 353 
負傷者あり。家屋、

道路の被害 
4～6m 

1949. 7.12 安芸灘 34.1゜ 132.7゜ 6.2 3 48 
県内死者 2 名。道路

の亀裂多し 
無し 

2000.10. 6 鳥取県西部 35.17゜ 133.21゜ 7.3 4 126 

軽傷者あり。ｶﾞﾗｽ

窓・壁破損、屋根瓦

被害 

無し 

2001. 3.24 安芸灘 34.07゜ 132.43゜ 6.7 5 強 38 

半壊 112 棟。一部損

壊 6,715 棟。重傷 10

名、軽傷 18 名など 

無し 

2006. 6.12 大分県西部 33.08゜ 131.26゜ 6.2 4 － 軽傷 2 名 無し 

2011.11.21 広島県北部 34.9゜ 132.9゜ 5.4  3 71 軽傷 1 名 無し 

2014.3.14 伊予灘 33.7゜ 131.9゜ 6.2 4 78 軽傷 5 名 無し 

 

第３ 地震災害からみた地域特性 

１ 地盤の概要 

本市の地形は、平地と山地に大きく二分でき、それぞれの地形に対応する特徴的な

地盤が見られる。 

太田川沿いに拡がる平地は、地形の性質上、可部付近から太田川放水路への分岐点

付近までを太田川下流低地、より下流部を太田川三角州地帯と呼び区分される。 

⑴ 太田川三角州地帯  

太田川三角州地帯には、広島の市街地の主要部が立地している。太田川三角州を

構成する地盤は花崗岩を基盤とし、その上にのる地盤の構成層は下位から順に、基

底砂礫層、下部砂層又は流積マサ土層、上部粘土層、上部砂礫層、最上部層に区分

される。下部砂層から上位の層は沖積層であり、基底砂礫層は洪積層である。基盤

となる花崗岩は中生代以前の貫入岩で、山地を構成する花崗岩と同じものであるが、

風化が進んでおり、地下に分布する場合でも 10ｍ以上も風化層をもつことがある。 

⑵ 太田川下流低地 

太田川下流低地では、可部付近から下流に扇状地性の低地が分布し、堆積物のほ

とんどは砂礫からなり、表層部に薄く砂又はシルト質砂層がのっている。この扇状

地性の低地は、ＪＲ可部線の古市橋付近まで達しているが、高瀬大橋付近の狭さく

部より下流では、表層部の砂質堆積物がやや厚く、５ｍ～６ｍになる。 

一方、祇園より下流部は、地盤という点では、太田川三角州の延長部の性格をも

つが、細粒な堆積物からなる最上部層が厚いため、表層部の地盤は、太田川三角州

よりも悪い。 

祇園付近と古市橋付近の間や安古市付近は、扇状地性低地と三角州の延長部との

中間的な性質をもつ。 

⑶ 瀬野川三角州地帯の地盤 

瀬野川三角州地帯は、ほとんどが海田町に入るが、縁辺部が広島市域に入ってい

る。北縁の船越南付近では、基底面は－30ｍを超えるところがあり、基底面は基底

砂礫層の上面で、より上部の地盤は、太田川三角州地帯と似ている。南縁部は、矢

野川の低地で、基底面は浅く、砂層や砂礫層が卓越する。 

⑷ 佐伯区の三角州性低地 

八幡川と岡の下川で囲まれる三角州性低地は、太田川三角州地帯と同様に、地盤

は砂質となり、沖積層は厚くなっている。 

⑸ その他の地域の特性 

比較的規模が大きく、傾斜があまり大きくない谷底地（三篠川などの谷底低地）

では、河床堆積物である砂礫がよく発達し、細粒の堆積物は砂質なものが薄くのる

だけであることが多い。これに対して、傾斜がかなりあり、扇状地状を呈する地域

では、表層部に礫まじりの砂層が比較的厚くのることが多い。 
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一方、山麓緩斜面や丘陵地の一部などでは、基盤岩の風化物質が厚くなっており、

特に、花崗岩からなる地域で著しい。 

２ 地盤構造からみた地震災害の危険性 

⑴ 砂質地盤の液状化危険 

太田川河口のデルタ地帯には地表面下－30ｍに達する軟弱な粘土層があり、その

粘土層の上に存在する厚さ数メートルの上部砂層は、Ｎ値が一般に 20 以下であり、

しかも地下水位が高くなっていることもあって、地震時の液状化という観点からみ

ると、極めて危険度の高い地層となっている。 

この上部砂層は、１ｍ前後の表土層のすぐ下から７ｍ～10ｍくらいの深さまで存

在するが、太田川河口のデルタ地帯の扇のかなめである戸坂より上流側を除いては

10ｍを大幅に超えるところはない。 

このような地盤条件からみて、新潟、仙台、秋田等における最近の経験を併せて

考慮すると、デルタ市街地の大部分は液状化危険地帯であると判断され、特に南部

においてその危険性が高い。 

⑵ 斜面崩壊の危険 

降雨による斜面崩壊の危険箇所は、そのまま地震時の危険斜面と考えられる。市

域周辺の斜面の大部分は、降雨によって崩壊しやすい風化花崗岩からなっている。 

地質的に見て、危険斜面を主に含むものと思われる花崗岩地帯、特に、そのうち

風化が深く及んでいると思われる地域は、市域全域にわたっている。 

⑶ 宅地造成地の危険 

山腹を切り盛りして住宅団地を造成すると、普通、一番下に高い擁壁によるひな

段式の宅地が造成され、最も高い場所の上に長大切取斜面が残される。地震時に最

も危険と思われるのは、この高い擁壁と長大法面の両者である。 

また、高盛土が行われた旧谷筋では、降雨時に地下水が集まって流れていること

が多いので、盛土のしめ固めが不十分な所では、降雨後に地震が発生すると、液状

化の危険性が高いと考えられる。 

⑷ 水害の危険 

広島のデルタ地帯のほとんどは明治以前の古い干拓地であるため、最近の沿岸埋

立地以外はいわゆる海抜「ゼロメートル地帯」が多くなっている。このため、大規

模な地震が発生した場合、海岸寄りの地域が広い範囲にわたって液状化現象による

災害を受ける可能性があり、この結果、海岸及び河川堤防の破壊による水害の問題

が想定される。 

 

 

 地震被害想定 
 

本市域に影響を及ぼす地震の想定とこれに基づく被害の予測を行い、震災対策の基礎資

料とするため、平成 25 年度に広島県が公表した「広島県地震被害想定調査」を基に、行政

区又は小学校区ごとの詳細分析を行い、「平成 25 年度広島市地震被害想定」を取りまとめ

た。 

 

第１ 「地震被害想定調査」の見直し 

中央防災会議においては、平成 23 年 3 月に発生した東日本大震災（東北地方太平洋

沖地震）の地震・津波を調査分析し地震・津波対策を検討する「東北地方太平洋沖地

震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会」が設置（平成 23 年 4 月）され、

「今後、地震・津波の想定を行うにあたっては、あらゆる可能性を考慮した最大クラ

スの巨大な地震・津波を検討していくべきである。」と報告された。 

また、内閣府に設置された「南海トラフの巨大地震モデル検討会」（平成 23 年 8 月

設置）では、想定すべき最大クラスの対象地震の設定方法が検討されるとともに、中

央防災会議防災対策推進検討会議の下に設置された「南海トラフ巨大地震対策検討ワ

ーキンググループ」（平成 24 年 4 月設置）では、南海トラフ巨大地震が発生した場合
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の被害想定の手法等について検討され、想定に関する方針や手法等が確立した。 

広島県においては、こうした国の検討等を踏まえ、平成 18 年度の県地震被害想定を

見直すこととし、平成 25 年 10 月、県域において想定しうる最大クラスの地震が発生

した場合の被害想定の取りまとめを行った。 

本市においても、同様に平成 19 年度の広島市地震被害想定を見直すこととし、広島

県から本市域に係る解析データを入手の上、「南海トラフ巨大地震」などの想定地震ご

とに、行政区・小学校区単位で人的・物的被害等を推計する作業を行い、本市の地震

被害想定を取りまとめた。 

想定地震については、「平成 25 年度広島県地震被害想定調査」を参考に、広島市に

おける過去の地震被害及び活断層の分布状況から、次の基準により選定した。 

なお、選定した想定地震のうち、震源が海域に位置するものについては、津波につ

いても併せて被害想定を行うこととした。 

 

表１－３－１ 選定した想定地震 

想定地震 
選定基準※1 想定対象 参考 

① ② ③ 地震 津波 広島市に被害を及ぼした主な地震 

１ プレート間の地震      昭和 21 年（1946 年）南海地震 

安政元年（1854 年）安政南海地震 

宝永 4 年（1707 年）宝永地震 南海トラフ      

 1)南海トラフ巨大地震 ○ ○ ○ ○ ○ 

２ プレート内の地震      平成 13 年（2001 年）芸予地震 

昭和 24 年（1949 年）安芸灘 

明治 38 年（1905 年）芸予地震 

安政 4 年（1857 年）芸予地震 

日向灘及び南西諸島海溝周辺      

  2)安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震 ○ ○ ○ ○ ○ 

３ 地殻内の地震      平成 12 年（2000 年）鳥取県西部

地震 

明治 5 年（1872 年）浜田地震 五日市断層帯      

 
3)五日市断層による地震  ○ ○ ○ － 

4)己斐－広島西縁断層帯による地震  ○ ○ ○ － 

岩国断層帯      

 5)岩国断層帯による地震  ○ ○ ○ － 

安芸灘断層群※2      

 6)広島湾－岩国沖断層帯による地震  ○ ○ ○ ○ 

※1 選定基準 

①歴史的に繰り返し発生し、将来発生する可能性が高い地震 

②地震調査研究推進本部が長期評価を行っている「主要活断層帯」による地震 

③地震規模及び本市と震源との距離から、発生した際に本市に及ぼす被害が甚大となる可能性が高い 

地震 

※2 安芸灘断層群 

安芸灘断層群は平成 28 年から、新たな知見により、断層の位置関係や連続性を再整理し、「安芸灘

断層帯」、「広島湾－岩国沖断層帯」の 2 つの断層帯に区分されている。 

≪想定地震の選定基準≫ 

① 歴史的に繰り返し発生し、将来発生する可能性が高い地震 

② 地震調査研究推進本部が長期評価を行っている「主要活断層帯」による地震 

③ 地震規模及び本市と震源との距離から、発生した際に本市に及ぼす被害が甚大

となる可能性が高い地震 
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図１－３－１ 想定地震の震源域・活断層等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 「平成 25 年度広島市地震被害想定」の結果一覧 

「平成 25 年度広島市地震被害想定」の結果は、次表のとおりである。この表を利用

するにあたっては、次の事項に注意を要する。 

１ 想定地震の選定は、地震調査本部の「基盤的調査観測対象活断層」や広島県の「広

島県地震被害想定調査報告書（平成 25 年 10 月）」等から、本市に及ぼす被害が甚大と

なる可能性の高い地震を対象としていること。 

２ 地震被害の様相と規模は地震発生の季節、時刻によって著しく異なる。そのため、

表では想定地震ごとに、被害が甚大となると思われる「季節－時刻ケース」に分けて

示していること。 

３ 被害想定とは、最悪の条件を設定したうえで、過去の被害から学術的に導かれる被

害の最大値である。現実には悪条件すべてがかかわることは稀有であるから、実際に

起こる被害は、ほとんどの場合、ここで示される数値より小さく現れることに留意す

る必要がある。被害想定の数値は、数値そのものに意味があるのではなく、当該地域

にとってどのような種類の被害が、どの程度に起こり得るかの目安として、それに対

してどのような対策がなされるべきかといった指針として利用するのが望ましいこ

と。 

４ 被害想定結果の数値は、主に 250m メッシュ単位で試算しているとともに、区ごと又

は小学校区ごとに、その面積に応じて按分・積算していることから、数点が積み重ね

られたものであること。 

  

④五日市断層帯 

（己斐-広島西縁断層帯） 

③五日市断層帯 

（五日市断層） 
⑥安芸灘断層群 

（広島湾-岩国沖断層帯） 
⑤岩国断層帯 

②安芸灘～伊予灘～豊後水道 

（プレート内） 

：地殻内(活断層)の地震 

：プレート間・内の地震 

：県界 

：市界 

凡 例 

①南海トラフ（プレート間） 
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表１－３－２ 平成 25 年度広島市地震被害想定結果（概要） 

 
 

第３ 被害想定結果 

１ 想定項目ごとの被害の特徴 

⑴ 建物被害 

建物被害のうち全壊棟数については、想定地震の中で「南海トラフ巨大地震」の

場合が最多となっており、次いで「安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震」の場合が多

くなっている。 

「南海トラフ巨大地震」による全壊棟数が多くなっている要因としては、液状化

によるところが最も大きく、次いで津波によるところが大きくなっている。 

「安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震」による全壊棟数が多くなっている要因とし

陸側ケース
津波ケース1

北から破壊 北から破壊 北から破壊 東から破壊 北から破壊

9.0 7.4 7.0 6.5 7.6 7.4

プレート間 プレート内 地殻内 地殻内 地殻内 地殻内

- 40% 不明 不明 0.03～2% 不明

中区,東区,南
区,西区,安佐
南区,安芸区,

佐伯区

中区,東区,南
区,西区,安佐
南区,安佐北
区,安芸区,佐

伯区

中区,東区,南
区,西区,安佐
南区,安佐北
区,安芸区,佐

伯区

中区,東区,南
区,西区,安佐
南区,安佐北
区,安芸区,佐

伯区

なし

中区,東区,南
区,西区,安佐
南区,安芸区,

佐伯区

3.1% 13.9% 15.6% 14.4% 0.0% 6.1%

8.6% 8.6% 8.6% 8.6% 6.1% 8.5%

4 28 48 76 0 6

0 0 0 0 0 0

6 47 64 85 0 12

津波
被害

津波の浸水面積（ha） 3,817 2,824 - - - 1,955

液状化 津波 揺れ 揺れ 液状化 液状化

18,696 9,272 4,738 6,299 2,043 4,003

44,120 35,139 21,778 26,949 3,831 20,388

*1 0 18 18 36 0 9

冬･深夜 冬･深夜 冬･深夜 冬･深夜 冬･18時 冬･深夜

津波 津波 建物倒壊 建物倒壊 建物倒壊 津波

3,907 4,592 149 246 1 3,089

2,670 5,394 3,782 5,054 79 2,774

642 660 256 422 11 416

*1 4,535 4,530 1,144 3,431 0 0

*1 401,156 379,848 348,476 360,801 161,859 333,636

*1 73,443 90,306 24,107 30,963 413 58,888

*1 38,060 46,746 12,091 15,611 207 29,628

*1 120,628 119,374 0 0 0 80,521

266 289 241 239 73 199

199 252 199 226 54 159

25 52 52 54 20 55

*1 172,041 129,180 13,108 17,165 4,012 94,870

*3 78,385 78,385 78,385 78,385 78,385 78,385

*1 619,349 465,049 47,188 61,795 14,442 341,531

*1 5,144 4,672 3,577 3,727 1,653 4,015

*2 38 464 1,682 1,462 2,100 1,138

可燃物（万t） *1 33.43 15.29 7.98 10.79 3.17 6.44

不燃物（万t） *1 101.38 59.01 29.34 37.85 14.27 26.59

*4 111 152 143 143 38 89

8 23 17 22 0 14

0 0 0 1 0 0

①行政庁舎等 20 23 26 31 11 21

②避難拠点施設 290 463 419 462 100 336

③医療施設 20 34 31 35 7 28

*1 23,610 17,236 9,261 10,841 4,097 10,656

*1 37,477 28,082 8,522 8,206 5,417 12,379

※ は、被害の最大値を示す
*1：冬 18時、風速11m/s
*2：冬 深夜、風速11m/s
*3：昼12時
*4：朝7時～8時

南海トラフ
巨大地震

安芸灘～
伊予灘～
豊後水道

五日市断層
己斐－広島西

縁断層帯
岩国断層帯

安芸灘断層群
（広島湾－岩
国沖断層帯）

マグニチュード

地震タイプ

今後30年以内の発生確率

地震動
・

液状化

震度6弱以上のエリア

市全面積に対する面積率

市全面積に対する液状化危険度面積率（PL>15の面積率)

想定項目

想定地震

土砂
災害

①急傾斜地

危険度ランクが高い箇所②地すべり

③山腹崩壊

建物
被害

全壊の主な原因

全壊棟数（棟）

半壊棟数（棟）

焼失棟数（棟）

人的
被害

死傷者数が最大となる発災季節･時間

死傷者の主な原因

死者数（人）

負傷者数（人）

重傷者数（負傷者の内数）（人）

食料の需要量（当日・1日後）（食）

仮設トイレの需要量（当日・1日後）（基）

ライフ
ライン
施設
被害

上水道（1日後の断水人口）（人）

下水道（1日後の機能支障人口）（人）

電力（直後の停電軒数）

通信（直後の固定電話不通回線数）

都市ガス（1日後の供給停止戸数）

ため池（災害発生の危険性が高いため池の箇所数）

重要施設
使用に支障のある施設数
(棟)

交通施
設被害

道路（被害箇所数）

鉄軌道（被害箇所数）

港湾（揺れによる被害箇所数）

生活
支障

避難所避難者数（当日・1日後）(人)

帰宅困難者数（人）

*1

経済
被害

直接被害（億円）

間接被害（億円）　※広島県全体

医療機能支障（医療需要過不足数）　（＜0：不足)

災害廃
棄物

災害廃棄物発生量

その他
の被害

エレベータ内閉じ込め者数（人）

危険物施設の被害箇所数（箇所）
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ては、津波によるところが最も大きく、次いで揺れによるところが大きくなってい

る。 

⑵ 人的被害 

人的被害のうち死者数については、想定地震の中で「安芸灘～伊予灘～豊後水道

の地震」の場合が最多となっており、次いで「南海トラフ巨大地震」の場合が多く

なっている。 

「安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震」及び「南海トラフ巨大地震」による死者数

が多くなっている要因としては、いずれも津波によるところが最も大きく、次いで

建物倒壊によるところが大きくなっている。 

⑶ ライフライン施設被害 

上水道の断水人口、下水道の機能支障人口及び都市ガスの供給停止戸数について

は、想定地震の中で「南海トラフ巨大地震」の場合が最多となっており、次いで「安

芸灘～伊予灘～豊後水道の地震」の場合が多くなっている。 

停電軒数及び固定電話不通回線数については、想定地震の中で「安芸灘～伊予灘

～豊後水道の地震」の場合が最多となっており、次いで「南海トラフ巨大地震」の

場合が多くなっている。 

⑷ 生活支障 

発災当日・１日後の避難所避難者数については、想定地震の中で「南海トラフ巨

大地震」の場合が最多となっており、次いで「安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震」

の場合が多くなっている。避難者数は、基本的には時間の経過に伴い逓減する見込

みである。 

帰宅困難者数については、震度５弱以上で公共交通機関が点検等のため停止する

ことを前提としたことから、想定地震すべての場合において同じ人数となっている。 

⑸ 経済被害 

建物やライフライン施設、その他の公共施設などに係る直接経済被害額について

は、想定地震の中で「南海トラフ巨大地震」の場合が最多となっており、次いで「安

芸灘～伊予灘～豊後水道の地震」の場合が多くなっている。 

２ 地震動等の予測 

⑴ 地震動 

ア 南海トラフ巨大地震 

本市域における最大震度は６弱であり、中区、東区、南区、西区、安佐南区、

安芸区、佐伯区の７区に分布する。震度６弱の面積率は市全域の 3.1%、中区で最

大の 35.8%となる。 

イ 安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震 

本市域における最大震度は６弱であり、８区全てに分布する。震度６弱の面積

率は市全域の 13.9%、中区で最大の 99.9%となる。 

ウ 五日市断層による地震 

本市域における最大震度は６強であり、安佐南区、佐伯区の２区に分布する。

震度６強の面積率は市全域の 0.7%、佐伯区で最大の 2.4%となる。 

エ 己斐－広島西縁断層帯による地震 

本市域における最大震度は６強であり、中区、東区、西区、安佐南区の４区に

分布する。震度６強の面積率は市全域の 1.2%、安佐南区で最大の 6.5%となる。 

オ 岩国断層帯による地震 

本市域における最大震度は５強であり、安佐北区を除く７区に分布する。震度

５強の面積率は市全域の 6.1%、中区で最大の 79.1%となる。 

カ 安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）による地震 

本市域における最大震度は６弱であり、安佐北区を除く７区に分布する。震度

６弱の面積率は市全域の 6.1%、中区で最大の 78.3%となる。 
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図１－３－２ 震度分布図 

南海トラフ巨大地震           安芸灘～伊予灘～豊後水道 

 

 

 

 

 

 

 

 

五日市断層             己斐－広島西縁断層帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩国断層帯          安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 液状化 

ア 南海トラフ巨大地震 

危険度が極めて高い(30＜PL)領域は、安佐北区を除く７区に分布する。その面

積率は市全域の 6.0%、中区で最大の 89.5%となる。 

イ 安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震 

危険度が極めて高い(30＜PL)領域は、８区全てに分布する。その面積率は市全

域の 8.5%、中区で最大の 99.4%となる。 

ウ 五日市断層による地震 

危険度が極めて高い(30＜PL)領域は、安佐北区を除く７区に分布する。その面

積率は市全域の 7.5%、中区で最大の 99.4%となる。 

エ 己斐－広島西縁断層帯による地震 

危険度が極めて高い(30＜PL)領域は、区全てに分布する。その面積率は市全域

の 8.3%、中区で最大の 99.4%となる。 
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オ 岩国断層帯による地震 

危険度が極めて高い(30＜PL)領域は、佐伯区のみに分布する。その面積率は市

全域の 0.2%、佐伯区で最大の 0.8%となる。 

カ 安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）による地震 

危険度が極めて高い(30＜PL)領域は、安佐北区を除く７区に分布する。その面

積率は市全域の 6.1%、中区で最大の 82.4%となる。 

 

図１－３－３ 液状化危険度分布図（PL 値） 

南海トラフ巨大地震            安芸灘～伊予灘～豊後水道 

 

 

 

 

 

 

 

 

五日市断層                己斐－広島西縁断層帯 

 

 

 

 

 

 

 

 

岩国断層帯           安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯） 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 津波 

想定地震のうち、「南海トラフ巨大地震」、「安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震」、

「安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）による地震」については、津波による被

害を想定した。 

被害想定を行う上で必要となる津波解析は、広島県の既往調査「広島県地震被害

想定調査報告書（平成 25 年 10 月）」の解析結果を用いた。 
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構造物が機能しない場合：地震発生から 3 分後に、盛土構造物※１は 25％の高さ、

［構造物なし］     コンクリート構造物※２は 0％の高さになる。ただし、地 

震発生から 3 分以内に津波が構造物を越流すると構造

物なし（その区間は破堤する。）とすることとした。 

構造物が機能する場合 ：津波が構造物を越えるまでは当該構造物は機能し、越

［構造物あり］     流すると構造物なし（その区間は破堤する。）とするこ 

ととした。 

 

※１ 盛土構造物：横断図、台帳や航空写真に基づき、盛土構造が確認できるもの 

※２ コンクリート構造物：盛土構造物以外のもの 

 

図１－３－４ 最大浸水深分布図 

南海トラフ巨大地震 

[構造物なし]               [構造物あり] 

 

 

 

 

 

 

 

 

安芸灘～伊予灘～豊後水道 

[構造物なし]               [構造物あり] 

 

 

 

 

 

 

 

 

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯） 

[構造物なし]               [構造物あり] 
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３ 被害の想定 

⑴ 建物被害 

揺れ、液状化、土砂災害、火災を原因とする全壊棟数、半壊棟数を 250m メッシュ

単位で、津波を原因とする場合は 10m メッシュ単位で想定した。 

 

表１－３－３ 建物被害棟数（冬 深夜 風速 11m/s） 

 

 

 

地震名

（棟）

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊
出火
件数

残出火
件数

焼失
棟数

中区 31 570 2,963 4,200 0 0 598 1,311 3,592 6,081 0 0 0

東区 2 315 909 1,787 3 7 27 863 940 2,971 0 0 0

南区 9 655 2,734 4,107 5 12 1,681 12,614 4,429 17,388 0 0 0

西区 63 919 2,692 4,198 1 2 587 667 3,343 5,785 0 0 0

安佐南区 43 748 1,876 3,301 3 7 0 0 1,922 4,055 1 0 0

安佐北区 0 178 357 925 3 6 0 0 359 1,109 0 0 0

安芸区 4 395 1,124 1,180 2 4 754 1,738 1,884 3,316 0 0 0

佐伯区 24 509 2,106 2,542 1 2 95 361 2,226 3,415 0 0 0

全市 176 4,289 14,760 22,239 17 39 3,743 17,554 18,696 44,120 3 0 0

火災による建物被害

（件）

南海トラフ巨大地震

建物被害

（棟）

津波

（棟）区域 （棟） （棟） （棟）

揺れ 液状化 土砂災害 合計

地震名

（棟）

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊
出火
件数

残出火
件数

焼失
棟数

中区 433 2,780 713 1,038 0 0 772 3,279 1,918 7,097 1 0 0

東区 285 2,179 64 152 4 9 22 546 375 2,887 1 0 4

南区 603 3,533 589 914 7 16 2,072 3,245 3,270 7,708 1 0 4

西区 549 3,369 489 787 1 2 786 2,124 1,825 6,282 1 0 3

安佐南区 297 2,734 129 319 3 8 0 0 430 3,060 1 0 0

安佐北区 19 1,263 104 263 3 7 0 0 126 1,533 1 0 2

安芸区 385 2,713 101 186 2 5 475 1,394 964 4,298 1 0 4

佐伯区 133 1,479 159 360 1 2 72 434 365 2,275 1 0 2

全市 2,704 20,050 2,348 4,018 21 49 4,199 11,022 9,272 35,139 8 0 18

安芸灘～伊予灘～豊後水道

建物被害

（棟）区域

液状化 土砂災害 火災による建物被害

（件）

揺れ

（棟） （棟） （棟）

合計

（棟）

津波

地震名

（棟）

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊
出火
件数

残出火
件数

焼失
棟数

中区 179 1,844 713 1,086 0 0 - - 892 2,930 1 0 2

東区 35 869 64 153 4 8 - - 103 1,030 1 0 0

南区 41 1,106 589 1,019 5 11 - - 634 2,136 1 0 3

西区 492 3,804 489 823 1 3 - - 981 4,630 1 0 2

安佐南区 323 3,030 129 319 4 8 - - 455 3,358 1 0 3

安佐北区 7 457 87 230 2 6 - - 97 692 1 0 0

安芸区 2 195 96 190 1 2 - - 98 387 0 0 0

佐伯区 1,312 6,253 163 358 1 4 - - 1,477 6,614 2 0 8

全市 2,390 17,558 2,330 4,178 18 42 - - 4,738 21,778 8 0 18

火災による建物被害

（件）

五日市断層

建物被害

区域

揺れ

（棟） （棟） （棟） （棟）

液状化 土砂災害 合計

（棟）

津波
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※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 
 

⑵ 人的被害 

建物倒壊（屋内収容物移動・転倒による被害を含む。）、土砂災害、火災、津波等

を原因とする死者、負傷者、重傷者数（負傷者の内数）を想定した。 

 

  

地震名

（棟）

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊
出火
件数

残出火
件数

焼失
棟数

中区 546 3,017 713 1,071 0 0 - - 1,260 4,089 1 0 0

東区 245 2,140 64 152 4 10 - - 313 2,302 1 0 2

南区 123 1,685 589 1,016 7 16 - - 718 2,717 1 0 2

西区 1,034 5,144 489 811 1 3 - - 1,524 5,958 2 0 9

安佐南区 1,838 7,833 129 308 5 12 - - 1,972 8,153 4 0 23

安佐北区 38 808 87 229 2 6 - - 128 1,043 1 0 0

安芸区 1 345 99 199 1 2 - - 102 546 0 0 0

佐伯区 127 1,783 155 356 1 2 - - 283 2,141 1 0 0

全市 3,952 22,755 2,325 4,142 22 52 - - 6,299 26,949 11 0 36

火災による建物被害

（件）

己斐－広島西縁断層帯

建物被害

（棟）

津波

（棟）区域

液状化

（棟） （棟） （棟）

土砂災害揺れ 合計

地震名

（棟）

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊
出火
件数

残出火
件数

焼失
棟数

中区 154 1,730 713 1,078 0 0 161 1,938 1,029 4,746 1 0 0

東区 44 557 59 133 2 6 1 21 107 717 0 0 0

南区 124 1,618 589 1,001 6 13 406 2,754 1,125 5,386 1 0 0

西区 101 1,611 489 820 1 2 174 1,569 765 4,002 1 0 3

安佐南区 2 435 120 295 3 6 0 0 124 736 0 0 3

安佐北区 0 4 36 93 1 3 0 0 37 100 0 0 0

安芸区 0 172 92 174 1 2 189 1,310 282 1,658 0 0 0

佐伯区 363 2,617 155 348 1 2 15 74 534 3,042 1 0 3

全市 789 8,743 2,252 3,943 15 35 947 7,666 4,003 20,388 4 0 9

火災による建物被害

（件）

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）

建物被害

（棟） （棟） （棟） （棟）

津波

区域

揺れ 液状化 土砂災害 合計

（棟）

地震名

（棟）

全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊 全壊 半壊
出火
件数

残出火
件数

焼失
棟数

中区 0 91 712 1,091 0 0 - - 712 1,183 0 0 0

東区 0 2 26 54 1 2 - - 27 58 0 0 0

南区 0 47 567 981 2 5 - - 569 1,033 0 0 0

西区 0 90 470 791 0 1 - - 470 882 0 0 0

安佐南区 0 2 70 172 0 1 - - 71 174 0 0 0

安佐北区 0 0 5 14 0 0 - - 5 14 0 0 0

安芸区 0 1 53 97 0 1 - - 54 98 0 0 0

佐伯区 0 78 135 309 1 2 - - 136 388 0 0 0

全市 0 311 2,039 3,509 5 11 - - 2,043 3,831 1 0 0

岩国断層帯

建物被害

区域 （棟） （棟） （棟） （棟）

火災による建物被害

（件）（棟）

揺れ 液状化 土砂災害 合計津波
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表１－３－４ 原因別人的被害（冬 深夜 風速 11m/s） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

地震名

死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者

中区 2 168 4 1 28 4 0 0 0 0 0 0 622 293 100 0 0 0 624 460 103

東区 1 51 1 0 9 1 0 0 0 0 0 0 28 13 4 0 0 0 29 64 6

南区 2 154 3 1 26 3 0 0 0 0 0 0 1,750 822 280 0 0 0 1,752 976 283

西区 2 154 3 1 26 3 0 0 0 0 0 0 612 287 98 0 0 0 613 442 101

安佐南区 1 108 2 1 18 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 108 2

安佐北区 0 20 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 20 1

安芸区 1 63 1 0 11 1 0 0 0 0 0 0 785 369 126 0 0 0 786 432 127

佐伯区 1 119 3 1 20 3 0 0 0 0 0 0 99 47 16 0 0 0 101 166 18

全市 10 837 18 4 140 18 1 1 1 0 0 0 3,896 1,831 623 0 0 0 3,907 2,670 642

(人） (人） (人）

屋内収容物移動・転倒

津波 ブロック塀等の倒壊数火災土砂災害 合計

(人）

南海トラフ巨大地震

人的被害

区域

建物倒壊

(人） (人） (人）

地震名

死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者

中区 0 20 0 0 16 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 20 0

東区 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 1 0

南区 0 16 0 0 13 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 16 0

西区 0 13 0 0 11 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 13 0

安佐南区 0 2 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 2 0

安佐北区 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 0 0

安芸区 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 1 0

佐伯区 0 4 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 4 0

全市 0 57 0 0 47 0 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 0 57 0

(人） (人） (人）

土砂災害 火災 津波 ブロック塀等の倒壊数

屋内収容物移動・転倒

合計

(人）

岩国断層帯

人的被害

区域

建物倒壊

(人） (人） (人）

地震名

死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者

中区 49 1,013 84 2 58 11 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 49 1,013 84

東区 12 249 21 1 15 3 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 12 249 21

南区 28 572 48 1 33 6 1 1 0 0 0 0 - - - 0 0 0 28 573 48

西区 59 1,225 102 3 71 13 0 0 0 0 1 0 - - - 0 0 0 59 1,225 102

安佐南区 76 1,582 132 4 92 17 0 0 0 0 2 1 - - - 0 0 0 77 1,585 133

安佐北区 5 101 8 0 6 1 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 5 101 9

安芸区 4 81 7 0 5 1 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 4 81 7

佐伯区 11 227 19 1 13 2 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 11 227 19

全市 244 5,049 421 12 292 55 2 2 1 0 3 1 - - - 0 0 0 246 5,054 422

屋内収容物移動・転倒

土砂災害 火災

(人） (人） (人）

津波 ブロック塀等の倒壊数 合計

(人）

己斐－広島西縁断層帯

人的被害

区域

建物倒壊

(人） (人） (人）

地震名

死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者

中区 28 714 48 2 45 8 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 28 714 48

東区 3 80 5 0 5 1 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 3 80 6

南区 20 504 34 1 32 6 0 1 0 0 0 0 - - - 0 0 0 20 505 34

西区 31 785 53 2 49 9 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 31 785 53

安佐南区 14 362 24 1 23 4 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 14 362 25

安佐北区 3 75 5 0 5 1 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 3 76 5

安芸区 3 78 5 0 5 1 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 3 78 5

佐伯区 46 1,181 80 3 74 13 0 0 0 0 0 0 - - - 0 0 0 46 1,182 80

全市 148 3,779 255 9 237 43 1 2 1 0 1 0 - - - 0 0 0 149 3,782 256

(人） (人）

ブロック塀等の倒壊数

屋内収容物移動・転倒

火災

区域

建物倒壊

(人） (人） (人）

土砂災害 合計

(人）

五日市断層

人的被害

津波

(人）

地震名

死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者

中区 37 975 65 2 55 10 0 0 0 0 0 0 814 201 68 0 0 0 851 1,176 133

東区 11 297 20 1 17 3 0 0 0 0 0 0 23 6 2 0 0 0 34 303 22

南区 38 1,014 67 2 58 11 0 1 0 0 0 0 2,184 539 184 0 0 0 2,223 1,554 251

西区 33 883 59 2 50 9 0 0 0 0 0 0 829 205 70 0 0 0 862 1,088 128

安佐南区 14 363 24 1 21 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 14 363 24

安佐北区 4 104 7 0 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 105 7

安芸区 16 414 28 1 24 4 0 0 0 0 0 0 501 124 42 0 0 0 517 538 70

佐伯区 9 248 17 1 14 3 0 0 0 0 0 0 76 19 6 0 0 0 86 267 23

全市 163 4,298 286 9 246 45 1 2 1 0 1 0 4,427 1,093 372 0 0 0 4,592 5,394 660

土砂災害 火災 津波 ブロック塀等の倒壊数

屋内収容物移動・転倒

(人） (人） (人）

合計

(人）

安芸灘～伊予灘～豊後水道

人的被害

区域

建物倒壊

(人） (人） (人）

地震名

死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者 死者 負傷者 重傷者

中区 13 512 24 1 44 8 0 0 0 0 0 0 518 166 57 0 0 0 531 678 80

東区 2 61 3 0 5 1 0 0 0 0 0 0 4 1 0 0 0 0 6 63 3

南区 11 421 19 1 37 6 0 0 0 0 0 0 1,305 419 142 0 0 0 1,316 840 162

西区 9 348 16 1 30 5 0 0 0 0 0 0 560 180 61 0 0 0 569 528 77

安佐南区 2 72 3 0 6 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 72 3

安佐北区 1 21 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 21 1

安芸区 1 55 3 0 5 1 0 0 0 0 0 0 607 195 66 0 0 0 608 249 69

佐伯区 8 306 14 1 27 5 0 0 0 0 0 0 48 15 5 0 0 0 56 322 19

全市 46 1,796 83 5 156 27 1 1 1 0 1 0 3,042 976 332 0 0 0 3,089 2,774 416

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）

人的被害

(人） (人） (人）

屋内収容物移動・転倒区域

建物倒壊

(人） (人）

合計

(人）

火災 津波 ブロック塀等の倒壊数

(人）

土砂災害
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⑶ ライフライン施設被害 

ア 上水道 

水道管及び浄水場を対象とし、揺れ、津波による断水人口を想定した。 

 

表１－３－５ 上水道の断水（冬 18 時 風速 11m/s） 

 
※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

 

イ 下水道 

流域下水道、公共下水道、農業集落排水の埋設管（取付管を除く幹線・枝線管

渠）及び下水処理場を対象とし、揺れ、津波による下水道機能支障人口を想定し

た。 

 

表１－３－６ 下水道の機能支障（冬 18 時 風速 11m/s） 

※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

 

ウ 電力 

揺れ、火災、津波による電柱被害に伴う停電軒数を 250m メッシュで想定した。

電力の被害は、火災被害の影響を受けるため、火災による焼失棟数が最大となる

冬 18 時、風速 11m/s の条件で想定した。 

 

表１－３－７ 電力の停電（冬 18 時 風速 11m/s） 

※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

 

地震名
南海トラフ
巨大地震

安芸灘～伊予
灘～豊後水道

五日市断層
己斐-広島西縁

断層帯
岩国断層帯 安芸灘断層群

区域 断水人口（人） 断水人口（人）断水人口（人） 断水人口（人）断水人口（人） 断水人口（人）

中区 913 1,613 113 811 0 0

東区 664 1,471 31 537 0 0

南区 803 444 11 254 0 0

西区 1,191 739 210 1,327 0 0

安佐南区 451 54 77 434 0 0

安佐北区 38 34 6 12 0 0

安芸区 330 152 1 3 0 0

佐伯区 144 23 695 53 0 0

合計 4,535 4,530 1,144 3,431 0 0

地震名
南海トラフ
巨大地震

安芸灘～伊予灘
～豊後水道

五日市断層
己斐-広島西縁

断層帯
岩国断層帯 安芸灘断層群

区域 機能支障人口（人） 機能支障人口（人） 機能支障人口（人） 機能支障人口（人） 機能支障人口（人） 機能支障人口（人）

中区 30,420 28,226 26,829 26,777 18,827 29,821
東区 36,088 42,667 31,538 40,281 8,815 29,272
南区 39,320 42,033 30,695 31,111 22,361 43,879
西区 65,899 66,641 68,980 66,347 44,892 76,359
安佐南区 79,365 65,267 76,439 102,427 18,971 53,872
安佐北区 59,908 53,147 33,501 38,140 2,633 17,086
安芸区 37,239 40,985 15,391 17,033 8,354 21,676
佐伯区 52,917 40,881 65,103 38,684 37,006 61,670

合計 401,156 379,848 348,476 360,801 161,859 333,636

地震名
南海トラフ
巨大地震

安芸灘～伊予
灘～豊後水道

五日市断層
己斐-広島西縁

断層帯
岩国断層帯 安芸灘断層群

区域 停電軒数（軒）停電軒数（軒） 停電軒数（軒）停電軒数（軒）停電軒数（軒）停電軒数（軒）

中区 32,774 35,658 7,144 10,304 117 25,127
東区 1,396 3,383 1,077 2,110 5 461
南区 21,410 27,504 3,087 4,248 81 18,029
西区 16,121 19,436 8,329 10,037 189 13,724
安佐南区 339 828 1,392 2,923 5 74
安佐北区 4 285 145 285 0 2
安芸区 860 2,449 39 39 4 324
佐伯区 538 764 2,894 1,018 12 1,147

合計 73,443 90,306 24,107 30,963 413 58,888



 

 
16 

エ 通信 

市内の加入電話の回線数を対象に、揺れ、火災、津波による電柱被害に伴う固定

電話の不通回線数を 250m メッシュで想定した。通信の被害は、火災被害による影

響を受けるため、焼失棟数が最大となる冬 18 時、風速 11m/s の条件で想定した。 

 

表１－３－８ 通信の被害（固定電話）（冬 18 時 風速 11m/s） 

※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

 

オ 都市ガス 
市内の都市ガス供給戸数を対象に、安全装置（SI センサー）の揺れによる作動

を 250m メッシュ単位で想定し、同装置が制御する低動圧管及び中圧導管ブロッ
クにおけるガス供給戸数から安全装置の動作に伴う供給停止戸数を想定した。併
せて、津波による製造設備の被害を 10m メッシュ単位で、停電に伴う供給停止戸
数を区単位で想定した。 

 
表１－３－９ 都市ガスの被害（冬 18 時 風速 11m/s） 

※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

 
⑷ 交通施設被害 

 道路 
数値地図 25000（空間データ基盤）※に記載されている全ての道路を対象とし、津

波浸水域は津波による被害箇所を 10m メッシュで、津波浸水域外は揺れによる被害
箇所を 250m メッシュで想定した。 

※ 数値地図 25000（空間データ基盤）：国土地理院が発行する数値地図データで、25,000 分

の 1 地形図に記載されている全ての道路が含まれる。 

 
表１－３－１０ 道路の被害 

 
※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 
 

地震名
南海トラフ
巨大地震

安芸灘～伊予灘
～豊後水道

五日市断層
己斐-広島西縁断

層帯
岩国断層帯 安芸灘断層群

区域 被害箇所数（箇所） 被害箇所数（箇所）被害箇所数（箇所）被害箇所数（箇所）被害箇所数（箇所）被害箇所数（箇所）

中区 31 27 18 18 12 23
東区 16 22 16 20 3 13
南区 45 39 21 22 12 32
西区 37 38 33 33 15 35
安佐南区 32 37 48 53 9 29
安佐北区 54 67 45 46 3 19
安芸区 22 29 11 14 3 14
佐伯区 29 31 49 34 17 34

合計 266 289 241 239 73 199

地震名
南海トラフ
巨大地震

安芸灘～伊予灘
～豊後水道

五日市断層
己斐-広島西縁断

層帯
岩国断層帯 安芸灘断層群

区域 不通回線（回線）不通回線（回線）不通回線（回線）不通回線（回線） 不通回線（回線） 不通回線（回線）

中区 6,352 8,884 2,077 3,239 0 5,098
東区 312 609 161 581 0 169
南区 17,866 22,363 415 531 0 11,779
西区 6,635 9,683 1,973 5,058 0 6,479
安佐南区 123 277 1,789 5,591 0 292
安佐北区 0 95 86 117 0 0
安芸区 6,043 4,060 6 4 0 4,358
佐伯区 729 775 5,585 491 207 1,453

合計 38,060 46,746 12,091 15,611 207 29,628

地震名
南海トラフ
巨大地震

安芸灘～伊予灘
～豊後水道

五日市断層
己斐-広島西縁断

層帯
岩国断層帯 安芸灘断層群

区域 供給停止戸数（戸）供給停止戸数（戸） 供給停止戸数（戸）供給停止戸数（戸） 供給停止戸数（戸）供給停止戸数（戸）

中区 32,789 32,753 0 0 0 19,805
東区 3,346 3,343 0 0 0 0
南区 46,652 46,601 0 0 0 27,641
西区 23,510 23,484 0 0 0 20,043
安佐南区 56 55 0 0 0 56
安佐北区 0 0 0 0 0 0
安芸区 2,511 1,385 0 0 0 1,131
佐伯区 11,765 11,753 0 0 0 11,844

合計 120,628 119,374 0 0 0 80,521
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⑸ 生活支障 

 避難者 

建物やライフラインの被害に伴い、避難所避難又は疎開が必要となる住居制約者

を避難者とみなして、当日・1 日後、1 週間後、1 か月後の避難者を建物被害やライ

フライン被害が最大となる冬 18 時、風速 11m/s の条件で想定した。 
 

表１－３－１１ 避難者数（冬 18 時 風速 11m/s） 

 

 

 

 

 

※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

  

地震名

避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計

中区 38,434 19,988 58,422 10,129 4,574 14,703 4,393 10,250 14,642

東区 8,750 4,550 13,300 2,306 1,041 3,347 1,000 2,333 3,333

南区 47,856 24,888 72,744 12,612 5,695 18,307 5,470 12,762 18,232

西区 31,022 16,133 47,156 8,175 3,692 11,867 3,546 8,273 11,819

安佐南区 17,002 8,842 25,845 4,481 2,023 6,504 1,943 4,534 6,477

安佐北区 1,712 890 2,602 451 204 655 196 457 652

安芸区 10,009 5,205 15,214 2,638 1,191 3,829 1,144 2,669 3,813

佐伯区 17,256 8,974 26,230 4,547 2,054 6,601 1,972 4,602 6,574

合計 172,041 89,472 261,513 45,338 20,475 65,813 19,663 45,880 65,543

区域
（人）

南海トラフ巨大地震

（人）

避難者数
(当日・1日後)

避難者数
(1週間後)

生活支障

避難者数
(1か月後)
（人）

地震名

避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計

中区 32,800 16,809 49,609 6,644 2,584 9,228 2,747 6,410 9,158

東区 6,259 3,208 9,466 1,268 493 1,761 524 1,223 1,747

南区 41,145 21,086 62,231 8,335 3,241 11,576 3,446 8,041 11,488

西区 26,263 13,459 39,722 5,320 2,069 7,389 2,200 5,133 7,333

安佐南区 7,384 3,784 11,168 1,496 582 2,077 618 1,443 2,062

安佐北区 1,416 726 2,142 287 112 398 119 277 395

安芸区 8,425 4,318 12,743 1,707 664 2,370 706 1,647 2,352

佐伯区 5,488 2,812 8,300 1,112 432 1,544 460 1,073 1,532

合計 129,180 66,202 195,382 26,168 10,176 36,344 10,820 25,247 36,067

（人） （人） （人）

安芸灘～伊予灘～豊後水道

区域

生活支障

避難者数
(当日・1日後)

避難者数
(1週間後)

避難者数
(1か月後)

地震名

避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計

中区 2,928 1,952 4,881 2,440 2,440 4,880 1,464 3,416 4,881

東区 667 444 1,111 556 556 1,111 333 778 1,111

南区 3,646 2,431 6,077 3,038 3,038 6,077 1,823 4,254 6,077

西区 2,364 1,576 3,939 1,970 1,970 3,939 1,182 2,758 3,939

安佐南区 1,295 864 2,159 1,079 1,079 2,159 648 1,511 2,159

安佐北区 130 87 217 109 109 217 65 152 217

安芸区 763 508 1,271 635 635 1,271 381 890 1,271

佐伯区 1,315 877 2,191 1,096 1,096 2,191 657 1,534 2,191

合計 13,108 8,739 21,847 10,923 10,923 21,846 6,554 15,293 21,847

（人） （人） （人）

五日市断層

区域

生活支障

避難者数
(当日・1日後)

避難者数
(1週間後)

避難者数
(1か月後)
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※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

  

地震名

避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計

中区 3,835 2,557 6,391 3,227 3,227 6,454 1,917 4,474 6,391

東区 873 582 1,455 735 735 1,469 437 1,019 1,455

南区 4,775 3,183 7,958 4,018 4,018 8,036 2,388 5,571 7,958

西区 3,095 2,064 5,159 2,605 2,605 5,209 1,548 3,611 5,159

安佐南区 1,696 1,131 2,827 1,427 1,427 2,855 848 1,979 2,827

安佐北区 171 114 285 144 144 287 85 199 285

安芸区 999 666 1,664 840 840 1,681 499 1,165 1,664

佐伯区 1,722 1,148 2,869 1,449 1,449 2,897 861 2,009 2,869

合計 17,165 11,444 28,609 14,444 14,444 28,888 8,583 20,026 28,609

（人） （人） （人）

己斐－広島西縁断層帯

区域

生活支障

避難者数
(当日・1日後)

避難者数
(1週間後)

避難者数
(1か月後)

地震名

避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計

中区 896 597 1,494 747 747 1,494 448 1,046 1,494

東区 204 136 340 170 170 340 102 238 340

南区 1,116 744 1,860 930 930 1,860 558 1,302 1,860

西区 723 482 1,206 603 603 1,206 362 844 1,206

安佐南区 396 264 661 330 330 661 198 463 661

安佐北区 40 27 67 33 33 67 20 47 67

安芸区 233 156 389 194 194 389 117 272 389

佐伯区 402 268 671 335 335 671 201 469 671

合計 4,012 2,674 6,686 3,343 3,343 6,686 2,006 4,680 6,686

（人） （人） （人）

岩国断層帯

区域

生活支障

避難者数
(当日・1日後)

避難者数
(1週間後)

避難者数
(1か月後)

地震名

避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計 避難所 避難所外 合計

中区 21,194 10,807 32,002 2,608 1,225 3,833 1,150 2,683 3,833

東区 4,825 2,460 7,285 594 279 873 262 611 873

南区 26,390 13,457 39,847 3,248 1,525 4,773 1,432 3,341 4,773

西区 17,107 8,723 25,830 2,105 989 3,094 928 2,166 3,094

安佐南区 9,376 4,781 14,157 1,154 542 1,696 509 1,187 1,696

安佐北区 944 481 1,425 116 55 171 51 120 171

安芸区 5,519 2,814 8,334 679 319 998 299 699 998

佐伯区 9,515 4,852 14,368 1,171 550 1,721 516 1,205 1,721

合計 94,870 48,377 143,247 11,675 5,484 17,159 5,148 12,011 17,159

（人） （人） （人）

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）

区域

生活支障

避難者数
(当日・1日後)

避難者数
(1週間後)

避難者数
(1か月後)
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⑹ 経済被害（直接被害額） 

直接被害額の想定では、被害を受けた施設及び資産の復旧、再建に要する費用を

被害額として算定した。直接被害額が最も大きいのは「南海トラフ巨大地震」で 2.4

兆円となり、続いて「安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震」で 1.7 兆円、「己斐‐広島

西縁断層帯による地震で」1.1 兆円となる。 
民間部門 ：建物、資産（家庭用品、その他の償却資産、棚卸資産） 

準公共部門：電力施設、ガス供給施設、通信施設、鉄道施設 

公共部門 ：上水道施設、下水道施設、公共土木施設（道路、港湾等）、農地･漁港、災害廃棄物処理費用  

 

表１－３－１２ 直接被害額（冬 18 時 風速 11ｍ/s） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※ 小数点以下の四捨五入により計が合わない場合がある。 

地震名

（億円） （億円） （億円）

民間 準公共 公共

中区 2,707 70 731

東区 902 23 244

南区 3,530 91 953

西区 2,461 63 665

安佐南区 970 25 262

安佐北区 443 11 120

安芸区 1,543 40 417

佐伯区 745 19 201

合計 13,301 342 3,593

合計（民間＋準公共＋公共） 17,236

安芸灘～伊予灘～豊後水道

区域

経済被害

直接被害

地震名

（億円） （億円） （億円）

民間 準公共 公共

中区 1,792 53 707

東区 245 7 97

南区 2,012 59 793

西区 1,459 43 575

安佐南区 261 8 103

安佐北区 46 1 18

安芸区 585 17 231

佐伯区 1,084 32 428

合計 7,485 220 2,951

合計（民間＋準公共＋公共） 10,656

安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）

区域

経済被害

直接被害

地震名

（億円） （億円） （億円）

民間 準公共 公共

中区 829 4 516

東区 36 0 22

南区 690 4 430

西区 579 3 361

安佐南区 100 1 63

安佐北区 8 0 5

安芸区 65 0 41

佐伯区 210 1 131

合計 2,517 13 1,567

合計（民間＋準公共＋公共） 4,097

岩国断層帯

区域

経済被害

直接被害

地震名

（億円） （億円） （億円）

民間 準公共 公共

中区 1,198 20 590

東区 532 9 262

南区 754 12 371

西区 1,636 27 806

安佐南区 2,202 36 1,084

安佐北区 235 4 116

安芸区 136 2 67

佐伯区 491 8 242

合計 7,184 119 3,538

合計（民間＋準公共＋公共） 10,841

己斐－広島西縁断層帯

区域

経済被害

直接被害

地震名

（億円） （億円） （億円）

民間 準公共 公共

中区 870 15 512

東区 228 4 134

南区 628 11 370

西区 1,215 20 716

安佐南区 788 13 464

安佐北区 163 3 96

安芸区 108 2 63

佐伯区 1,766 30 1,041

合計 5,766 97 3,398

合計（民間＋準公共＋公共） 9,261

五日市断層

区域

経済被害

直接被害

地震名

（億円） （億円） （億円）

民間 準公共 公共

中区 3,260 48 534

東区 1,192 17 195

南区 6,451 94 1,057

西区 3,065 45 502

安佐南区 1,942 28 318

安佐北区 449 7 74

安芸区 1,741 25 285

佐伯区 1,934 28 317

合計 20,035 293 3,282

合計（民間＋準公共＋公共） 23,610

南海トラフ巨大地震

区域

経済被害

直接被害



 

 
20 

４ 小学校区別の総合危険度評価 

  ⑴ 危険度の評価基準 

これまで本市では、小学校区別に建物、人的、避難、ライフラインの４指標につい

て危険度評価を行い、それらの結果をレーダーチャートで総合的に表現し、自主防災

組織の防災まちづくりの活動に生かしてきた。 

今回の被害想定の大きな特徴として、「南海トラフ巨大地震」や「安芸灘～伊予灘～

豊後水道の地震」などにおいて、沿岸部では津波災害により甚大な被害を受けること

が明らかとなった点が挙げられる。 

そこで、各地域における津波災害の危険度を明らかにすることを目的に、人的被害

を「津波」と「津波以外」に区分し、建物被害、人的被害（津波以外）、人的被害（津

波）、避難者数、ライフライン施設被害の各想定項目の想定項目について、それぞれの

基準値（％）に基づき、小学校区別に危険度評価（５段階のランク付け）を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 表の見方 

小学校区ごとに行った前述の５指標の危険度評価ランク（１～５）を全て合計し、

５つの想定地震ごとにランクの計を表示した。ランクの計が大きいほど総合危険度が

相対的に高い（最大値 25）。 

小学校区ごとに６つの想定地震が起こった場合、どのような被害に遭いやすいのか、

事前にどのような対策をとる必要があるかなど、総合的に考える資料として活用して

もらいたい。 

１ 建物被害 ２ 人的被害（津波以外）
建物被害率＝{建物被害棟数（全壊＋半壊/2）}／建物棟数 人的被害率（津波以外）＝（死者数＋重傷者数）／人口

　※）津波以外に要因による死者数、重傷者数を対象

危険度 ランク 基準値（％） 危険度 ランク 基準値（％）
低い 1 0% ≦建物被害率≦ 2.5% 低い 1 0% ≦人的被害率≦ 0.005%
↑ 2 2.5% ＜建物被害率≦ 5% ↑ 2 0.005% ＜人的被害率≦ 0.010%

3 5% ＜建物被害率≦ 10% 3 0.010% ＜人的被害率≦ 0.015%
↓ 4 10% ＜建物被害率≦ 20% ↓ 4 0.015% ＜人的被害率≦ 0.020%

高い 5 20% ＜建物被害率　 高い 5 0.020% ＜人的被害率　

３ 人的被害（津波） ４ 避難者数
人的被害率（津波）＝（死者数＋重傷者数）／人口 避難者率＝避難者数／人口
　※）津波による死者数、重傷者数を対象

危険度 ランク 基準値（％） 危険度 ランク 基準値（％）
低い 1 0% ≦人的被害率≦ 0.01% 低い 1 0% ≦避難者率≦ 2.5%
↑ 2 0.01% ＜人的被害率≦ 0.02% ↑ 2 2.5% ＜避難者率≦ 5%

3 0.02% ＜人的被害率≦ 0.03% 3 5% ＜避難者率≦ 10%
↓ 4 0.03% ＜人的被害率≦ 0.04% ↓ 4 10% ＜避難者率≦ 20%

高い 5 0.04% ＜人的被害率　 高い 5 20% ＜避難者率　

５ ライフライン被害
ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害率＝（断水率＋停電率＋不通回線率＋下水道支障率）

危険度 ランク 基準値（％）
低い 1 0% ≦ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害率≦ 20% ※断水率＝断水人口／人口
↑ 2 20% ＜ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害率≦ 40%  　停電率＝停電数／電灯軒数

3 40% ＜ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害率≦ 60%  　不通回線率＝不通数／回線数
↓ 4 60% ＜ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害率≦ 80% 　 下水道支障率＝下水道支障人口／人口

高い 5 80% ＜ﾗｲﾌﾗｲﾝ被害率　
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表１－３－１３ 小学校区別の総合危険度評価の一覧表（中区） 

 

  

A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計

中区 白島小学校 5 2 1 5 3 16 4 5 1 5 3 18 3 5 0 2 3 13 4 5 0 3 4 16 1 1 0 1 1 4 2 1 1 5 2 11

基町小学校 4 1 1 5 3 14 3 5 1 4 3 16 2 3 0 1 2 8 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 2 1 1 4 2 10

幟町小学校 4 2 5 5 5 21 4 5 5 5 5 24 3 5 0 2 3 13 3 5 0 2 3 13 2 1 0 1 1 5 3 5 5 4 3 20

袋町小学校 4 1 5 5 5 20 4 5 5 5 4 23 3 5 0 1 3 12 4 5 0 2 3 14 2 1 0 1 1 5 3 5 5 4 4 21

竹屋小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 3 5 0 2 2 12 4 5 0 3 2 14 2 1 0 1 1 5 4 5 5 5 4 23

千田小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 3 5 0 2 3 13 4 5 0 3 2 14 2 1 0 1 1 5 4 5 5 5 5 24

中島小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 3 5 0 2 2 12 3 5 0 3 2 13 3 1 0 1 1 6 4 5 5 5 3 22

吉島東小学校 5 2 5 5 3 20 4 5 5 5 3 22 3 5 0 2 1 11 3 5 0 3 1 12 3 1 0 1 1 6 4 5 5 5 3 22

吉島小学校 5 3 5 5 4 22 4 5 5 5 4 23 3 5 0 2 1 11 3 5 0 3 2 13 3 1 0 1 1 6 4 5 5 5 3 22

広瀬小学校 4 2 1 5 3 15 4 5 1 5 2 17 4 5 0 2 3 14 4 5 0 2 4 15 2 1 0 1 1 5 3 5 1 5 3 17

本川小学校 5 1 2 5 3 16 4 5 1 5 3 18 4 5 0 2 2 13 4 5 0 2 2 13 2 1 0 1 1 5 3 5 1 5 2 16

神崎小学校 5 1 5 5 5 21 5 5 5 5 5 25 3 5 0 2 2 12 4 5 0 3 2 14 3 1 0 1 1 6 4 5 5 5 4 23

舟入小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 3 5 0 3 2 13 4 5 0 3 2 14 3 1 0 1 1 6 4 5 5 5 5 24

江波小学校 5 3 5 5 4 22 4 5 5 5 4 23 3 5 0 2 2 12 4 5 0 3 2 14 2 1 0 1 1 5 4 5 5 5 4 23

岩国断層帯
安芸灘断層群

（広島湾－岩国沖断層帯）区 学校名
南海トラフ巨大地震 安芸灘～伊予灘～豊後水道 五日市断層 己斐－広島西縁断層帯

※ Ａ：建物被害のランク、 Ｂ：人的被害（津波以外）のランク、 Ｃ：人的被害（津波）のランク、 Ｄ：避難者数のランク、 Ｅ：ライフライン施設のランク 

  表中の網掛けは想定 6 地震の中で最大となる地震を示す。 

図１－３－５ 校区位置図（中区） 
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表１－３－１４ 小学校区別の総合危険度評価の一覧表（東区） 

 

 

A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計

東区 福木小学校 1 1 1 1 3 7 1 2 1 1 2 7 1 2 0 1 2 6 1 3 0 1 3 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

温品小学校 2 1 1 3 2 9 3 5 1 3 3 15 1 2 0 1 1 5 2 5 0 1 2 10 1 1 0 1 1 4 1 1 1 2 1 6

上温品小学校 1 1 1 1 1 5 2 5 1 3 2 13 1 2 0 1 1 5 1 5 0 1 2 9 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

戸坂小学校 2 1 1 3 3 10 2 4 1 3 3 13 1 2 0 1 2 6 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 1 1 1 2 2 7

戸坂城山小学校 1 1 1 1 1 5 1 2 1 1 1 6 1 1 0 1 1 4 2 5 0 1 1 9 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

東浄小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

中山小学校 2 1 1 2 2 8 2 5 1 3 3 14 1 2 0 1 2 6 2 5 0 1 2 10 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

牛田新町小学校 3 1 1 4 2 11 1 2 1 2 2 8 1 1 0 1 2 5 2 5 0 1 3 11 1 1 0 1 1 4 1 1 1 3 1 7

早稲田小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 2 0 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

牛田小学校 4 2 1 5 2 14 3 5 1 4 3 16 2 4 0 1 3 10 3 5 0 2 3 13 1 1 0 1 1 4 1 1 1 4 2 9

尾長小学校 4 1 5 5 3 18 4 5 5 5 4 23 1 2 0 1 2 6 2 4 0 2 3 11 1 1 0 1 1 4 2 1 1 4 3 11

矢賀小学校 4 1 5 5 3 18 4 5 5 4 4 22 1 3 0 1 2 7 2 4 0 2 3 11 1 1 0 1 1 4 2 1 5 4 3 15

岩国断層帯
安芸灘断層群

（広島湾－岩国沖断層帯）区 学校名
南海トラフ巨大地震 安芸灘～伊予灘～豊後水道 五日市断層 己斐－広島西縁断層帯

※ Ａ：建物被害のランク、 Ｂ：人的被害（津波以外）のランク、 Ｃ：人的被害（津波）のランク、 Ｄ：避難者数のランク、 Ｅ：ライフライン施設のランク 

  表中の網掛けは想定 6 地震の中で最大となる地震を示す。 

図１－３－６ 校区位置図（東区） 
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表１－３－１５ 小学校区別の総合危険度評価の一覧表（南区） 

 

A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計

南区 荒神町小学校 5 3 5 5 3 21 4 5 5 5 4 23 2 5 0 2 2 11 3 5 0 2 2 12 1 1 0 1 1 4 3 5 1 5 2 16

大州小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 2 3 0 2 3 10 2 5 0 3 3 13 1 1 0 1 1 4 3 1 5 5 5 19

青崎小学校 5 2 5 5 4 21 3 5 5 4 3 20 1 5 0 2 1 9 2 5 0 2 1 10 1 1 0 1 1 4 2 5 5 5 2 19

向洋新町小学校 2 1 4 2 3 12 1 1 5 1 2 10 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

段原小学校 5 2 5 5 4 21 4 5 5 5 4 23 2 5 0 2 2 11 2 5 0 2 2 11 1 1 0 1 1 4 3 4 5 4 3 19

比治山小学校 5 1 5 5 5 21 5 5 5 5 5 25 1 2 0 3 3 9 2 3 0 3 3 11 1 1 0 1 2 5 4 1 5 5 5 20

皆実小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 3 5 0 3 2 13 3 5 0 3 2 13 3 1 0 1 1 6 4 5 5 5 5 24

翠町小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 3 5 0 3 1 12 3 5 0 4 2 14 3 1 0 1 1 6 4 5 5 5 5 24

大河小学校 5 3 5 5 5 23 4 5 5 5 5 24 2 5 0 2 2 11 2 5 0 3 2 12 1 1 0 1 1 4 3 5 5 5 4 22

黄金山小学校 3 1 5 4 3 16 2 5 5 3 3 18 1 3 0 1 1 6 1 5 0 1 1 8 1 1 0 1 1 4 1 3 4 3 2 13

仁保小学校 5 2 5 5 5 22 4 5 5 5 4 23 2 5 0 2 2 11 2 5 0 2 2 11 1 1 0 1 1 4 3 5 5 5 4 22

楠那小学校 3 1 5 4 1 14 3 5 4 4 2 18 1 5 0 1 1 8 2 5 0 1 1 9 1 1 0 1 1 4 2 5 2 3 1 13

宇品東小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 2 5 0 3 1 11 3 5 0 3 2 13 2 1 0 1 1 5 4 5 5 5 5 24

宇品小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 3 5 0 3 2 13 3 5 0 3 2 13 3 1 0 1 2 7 4 5 5 5 5 24

元宇品小学校 2 2 2 3 1 10 2 3 1 3 1 10 1 3 0 1 1 6 1 4 0 1 1 7 1 1 0 1 1 4 2 4 1 2 1 10

似島小学校 3 2 5 4 1 15 1 5 1 3 1 11 1 5 0 1 1 8 1 5 0 1 1 8 1 1 0 1 1 4 3 5 1 3 1 13

似島学園小学校 4 4 3 5 1 17 4 5 1 5 1 16 2 5 0 2 1 10 2 5 0 2 1 10 2 1 0 1 1 5 3 5 1 5 1 15

岩国断層帯
安芸灘断層群

（広島湾－岩国沖断層帯）区 学校名
南海トラフ巨大地震 安芸灘～伊予灘～豊後水道 五日市断層 己斐－広島西縁断層帯

図１－３－７ 校区位置図（南区） 

※ Ａ：建物被害のランク、 Ｂ：人的被害（津波以外）のランク、 Ｃ：人的被害（津波）のランク、 Ｄ：避難者数のランク、 Ｅ：ライフライン施設のランク 

  表中の網掛けは想定 6 地震の中で最大となる地震を示す。 
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表１－３－１６ 小学校区別の総合危険度評価の一覧表（西区） 

 

 

A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計

西区 大芝小学校 4 3 1 5 2 15 4 5 1 5 3 18 3 5 0 2 2 12 4 5 0 2 3 14 1 1 0 1 1 4 1 1 1 5 1 9

三篠小学校 4 1 1 5 3 14 3 5 1 4 3 16 3 5 0 1 4 13 4 5 0 2 5 16 1 1 0 1 1 4 1 1 1 4 2 9

天満小学校 4 2 2 5 4 17 4 5 1 5 3 18 4 5 0 2 2 13 4 5 0 2 4 15 2 1 0 1 2 6 3 5 1 5 2 16

観音小学校 5 2 5 5 5 22 5 5 5 5 5 25 3 5 0 2 3 13 4 5 0 3 3 15 3 1 0 1 2 7 4 5 5 5 5 24

南観音小学校 5 3 5 5 5 23 5 5 5 5 5 25 3 5 0 3 5 16 4 5 0 3 5 17 3 1 0 1 4 9 4 5 5 5 5 24

己斐小学校 3 1 5 4 4 17 3 5 2 4 3 17 3 5 0 1 3 12 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 1 1 1 3 3 9

己斐上小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 3 0 1 2 7 2 5 0 1 4 12 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

己斐東小学校 2 1 1 3 2 9 2 5 1 3 2 13 1 4 0 1 2 8 3 5 0 1 4 13 1 1 0 1 1 4 1 1 1 2 1 6

山田小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 5 0 1 2 9 1 5 0 1 1 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

古田台小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 3 0 1 2 7 1 3 0 1 2 7 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

古田小学校 4 1 5 5 3 18 3 2 5 4 3 17 3 5 0 1 3 12 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 2 1 5 4 3 15

高須小学校 3 1 5 4 3 16 3 4 5 3 3 18 3 5 0 1 2 11 3 5 0 1 2 11 1 1 0 1 1 4 2 1 5 3 3 14

庚午小学校 5 1 5 5 5 21 5 5 5 5 5 25 3 5 0 2 3 13 4 5 0 3 3 15 1 1 0 1 2 5 4 4 5 5 5 23

草津小学校 4 2 5 5 5 21 4 5 5 5 5 24 4 5 0 2 3 14 3 5 0 2 3 13 2 1 0 1 2 6 3 5 5 5 5 23

鈴が峰小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 2 3 0 1 2 8 1 1 0 1 2 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

井口台小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

井口小学校 3 1 1 4 2 11 2 5 1 3 2 13 3 5 0 1 3 12 2 5 0 1 2 10 1 1 0 1 2 5 2 1 1 3 3 10

井口明神小学校 4 1 2 4 4 15 3 5 1 4 5 18 3 5 0 1 4 13 3 5 0 1 3 12 3 1 0 1 4 9 3 5 1 3 5 17

岩国断層帯
安芸灘断層群

（広島湾－岩国沖断層帯）区 学校名
南海トラフ巨大地震 安芸灘～伊予灘～豊後水道 五日市断層 己斐－広島西縁断層帯

※ Ａ：建物被害のランク、 Ｂ：人的被害（津波以外）のランク、 Ｃ：人的被害（津波）のランク、 Ｄ：避難者数のランク、 Ｅ：ライフライン施設のランク 
  表中の網掛けは想定 6 地震の中で最大となる地震を示す。 

図１－３－８ 校区位置図（西区） 
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表１－３－１７ 小学校区別の総合危険度評価の一覧表（安佐南区） 

 

 

 

 

  

図１－３－９ 校区位置図（安佐南区） 

A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計

安佐南区 梅林小学校 1 1 1 2 2 7 1 2 1 1 2 7 1 2 0 1 2 6 2 5 0 1 3 11 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

八木小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 2 0 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

川内小学校 1 1 1 2 3 8 1 2 1 2 2 8 1 2 0 1 2 6 2 5 0 1 3 11 1 1 0 1 1 4 1 1 1 2 2 7

緑井小学校 3 1 1 4 2 11 1 2 1 2 2 8 1 2 0 1 2 6 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 1 1 1 3 2 8

東野小学校 4 1 1 5 3 14 3 5 1 4 2 15 1 2 0 1 2 6 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 1 1 1 4 1 8

中筋小学校 4 1 1 5 2 13 3 5 1 4 3 16 2 4 0 1 2 9 4 5 0 2 4 15 1 1 0 1 1 4 1 1 1 4 2 9

古市小学校 3 1 1 4 2 11 3 5 1 3 2 14 2 5 0 1 2 10 4 5 0 1 3 13 1 1 0 1 1 4 1 1 1 4 1 8

大町小学校 4 2 1 5 2 14 2 4 1 3 2 12 2 3 0 1 3 9 3 5 0 2 3 13 1 1 0 1 1 4 1 1 1 4 2 9

毘沙門台小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 3 0 1 2 7 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

安東小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 2 6 1 1 0 1 2 5 1 5 0 1 3 10 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

安小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 1 5 1 2 0 1 2 6 2 5 0 1 2 10 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

上安小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

安北小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 2 5 1 4 0 1 2 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

安西小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 1 5 1 2 0 1 3 7 2 5 0 1 3 11 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

原南小学校 4 2 1 5 3 15 3 5 1 4 2 15 1 2 0 1 1 5 4 5 0 2 3 14 1 1 0 1 1 4 1 1 1 4 2 9

原小学校 4 2 1 5 3 15 3 5 1 4 3 16 2 3 0 2 2 9 4 5 0 2 5 16 1 1 0 1 1 4 1 1 1 5 2 10

祇園小学校 4 2 1 5 4 16 3 5 1 4 3 16 3 5 0 1 3 12 4 5 0 2 5 16 1 1 0 1 1 4 1 1 1 4 2 9

長束小学校 4 2 1 5 3 15 3 5 1 4 2 15 1 3 0 2 1 7 5 5 0 2 5 17 1 1 0 1 1 4 2 1 1 4 2 10

長束西小学校 2 1 1 3 2 9 1 3 1 2 2 9 1 2 0 1 1 5 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 1 1 1 2 1 6

山本小学校 3 1 1 4 3 12 2 5 1 3 2 13 2 5 0 1 3 11 4 5 0 1 4 14 1 1 0 1 1 4 1 1 1 3 2 8

春日野小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 2 0 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

伴南小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 2 5 1 1 0 1 2 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

大塚小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 2 6 2 5 0 1 4 12 3 5 0 1 4 13 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

戸山小学校 1 1 1 2 1 6 1 5 1 1 1 9 4 5 0 1 1 11 2 5 0 1 1 9 1 1 0 1 1 4 1 4 1 1 1 8

伴小学校 1 1 1 1 4 8 1 1 1 1 3 7 2 5 0 1 5 13 3 5 0 1 5 14 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 3 7

伴東小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 1 5 2 4 0 1 3 10 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

岩国断層帯
安芸灘断層群

（広島湾－岩国沖断層帯）区 学校名
南海トラフ巨大地震 安芸灘～伊予灘～豊後水道 五日市断層 己斐－広島西縁断層帯

※ Ａ：建物被害のランク、 Ｂ：人的被害（津波以外）のランク、 Ｃ：人的被害（津波）のランク、 Ｄ：避難者数のランク、 Ｅ：ライフライン施設のランク 
  表中の網掛けは想定 6 地震の中で最大となる地震を示す。 
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表１－３－１８ 小学校区別の総合危険度評価の一覧表（安佐北区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図１－３－１０ 校区位置図（安佐北区） 

A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計

安佐北区 井原小学校 2 1 1 2 5 11 1 5 1 2 4 13 1 1 0 1 1 4 1 2 0 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

志屋小学校 1 1 1 2 1 6 1 5 1 2 1 10 1 4 0 1 1 7 1 5 0 1 1 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

高南小学校 1 1 1 2 5 10 1 5 1 1 5 13 1 2 0 1 2 6 1 2 0 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

三田小学校 1 1 1 2 5 10 1 5 1 2 5 14 1 3 0 1 2 7 1 4 0 1 2 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

狩小川小学校 1 1 1 1 4 8 1 5 1 2 4 13 1 3 0 1 2 7 1 4 0 1 2 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

深川小学校 1 1 1 1 3 7 1 2 1 2 3 9 1 2 0 1 2 6 1 2 0 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

亀崎小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

真亀小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

倉掛小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

落合東小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 2 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

落合小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 2 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

口田東小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 2 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

口田小学校 2 1 1 3 2 9 2 3 1 2 3 11 1 2 0 1 2 6 3 5 0 1 3 12 1 1 0 1 1 4 1 1 1 2 1 6

大林小学校 1 1 1 2 2 7 1 5 1 2 2 11 1 4 0 1 1 7 1 5 0 1 1 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

三入小学校 1 1 1 2 4 9 1 3 1 1 3 9 1 2 0 1 3 7 1 3 0 1 2 7 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

三入東小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

可部小学校 1 1 1 2 4 9 1 2 1 1 3 8 1 2 0 1 3 7 1 2 0 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

可部南小学校 1 1 1 1 3 7 1 2 1 1 2 7 1 2 0 1 2 6 1 2 0 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

亀山小学校 1 1 1 1 3 7 1 2 1 1 3 8 1 2 0 1 2 6 1 2 0 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

亀山南小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 2 0 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

鈴張小学校 1 1 1 1 1 5 1 2 1 1 1 6 1 2 0 1 1 5 1 2 0 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

小河内小学校 1 2 1 2 5 11 1 5 1 1 3 11 1 5 0 1 3 10 1 5 0 1 2 9 1 1 0 1 1 4 1 4 1 1 1 8

飯室小学校 1 1 1 1 2 6 1 3 1 1 2 8 1 3 0 1 1 6 1 4 0 1 1 7 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

久地小学校 1 1 1 1 1 5 1 5 1 1 1 9 2 5 0 1 1 9 1 5 0 1 1 8 1 1 0 1 1 4 1 3 1 1 1 7

久地南小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 2 0 1 2 6 1 2 0 1 2 6 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

筒瀬小学校 1 1 1 1 1 5 1 5 1 1 1 9 1 5 0 1 1 8 2 5 0 1 1 9 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

日浦小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 2 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

岩国断層帯
安芸灘断層群

（広島湾－岩国沖断層帯）区 学校名
南海トラフ巨大地震 安芸灘～伊予灘～豊後水道 五日市断層 己斐－広島西縁断層帯

※ Ａ：建物被害のランク、 Ｂ：人的被害（津波以外）のランク、 Ｃ：人的被害（津波）のランク、 Ｄ：避難者数のランク、 Ｅ：ライフライン施設のランク 
  表中の網掛けは想定 6 地震の中で最大となる地震を示す。 
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表１－３－１９ 小学校区別の総合危険度評価の一覧表（安芸区） 

 

 

 

A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計

安芸区 瀬野小学校 1 1 1 2 4 9 2 5 1 3 5 16 1 2 0 1 1 5 1 4 0 1 2 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

みどり坂小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

中野小学校 1 1 1 2 3 8 3 5 1 3 4 16 1 2 0 1 2 6 1 3 0 1 2 7 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

中野東小学校 1 1 1 2 2 7 2 5 1 3 3 14 1 2 0 1 1 5 1 2 0 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

畑賀小学校 1 1 1 2 2 7 2 5 1 2 2 12 1 3 0 1 1 6 1 3 0 1 1 6 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 2 6

阿戸小学校 2 1 1 2 5 11 3 5 1 3 5 17 1 3 0 1 1 6 1 4 0 1 2 8 1 1 0 1 1 4 1 1 1 2 2 7

船越小学校 5 4 5 5 5 24 5 5 5 5 5 25 1 5 0 3 2 11 2 5 0 4 2 13 1 1 0 1 1 4 4 5 5 5 5 24

矢野西小学校 4 1 5 5 4 19 3 5 5 4 3 20 1 3 0 1 1 6 1 3 0 2 1 7 1 1 0 1 1 4 1 1 5 4 2 13

矢野小学校 4 2 5 5 5 21 3 5 5 4 4 21 1 3 0 1 2 7 1 3 0 2 2 8 1 1 0 1 2 5 1 1 5 4 3 14

矢野南小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

岩国断層帯
安芸灘断層群

（広島湾－岩国沖断層帯）区 学校名
南海トラフ巨大地震 安芸灘～伊予灘～豊後水道 五日市断層 己斐－広島西縁断層帯

※ Ａ：建物被害のランク、 Ｂ：人的被害（津波以外）のランク、 Ｃ：人的被害（津波）のランク、 Ｄ：避難者数のランク、 Ｅ：ライフライン施設のランク 
  表中の網掛けは想定 6 地震の中で最大となる地震を示す。 

図１－３－１１ 校区位置図（安芸区） 
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表１－３－２０ 小学校区別の総合危険度評価の一覧表（佐伯区） 

 

 

 

図１－３－１２ 校区位置図（佐伯区） 

A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計 A B C D E 計

佐伯区 湯来東小学校 1 1 1 1 1 5 1 5 1 1 2 10 2 5 0 1 2 10 1 4 0 1 1 7 1 1 0 1 1 4 1 3 1 1 1 7

湯来西小学校 1 3 1 1 1 7 1 5 1 1 1 9 1 5 0 1 1 8 1 5 0 1 1 8 1 1 0 1 1 4 1 5 1 1 1 9

湯来南小学校 1 1 1 1 3 7 1 1 1 1 2 6 1 5 0 1 4 11 1 2 0 1 2 6 1 1 0 1 2 5 1 1 1 1 3 7

石内小学校 1 1 1 1 3 7 1 3 1 1 3 9 3 5 0 1 5 14 3 5 0 1 5 14 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 3 7

河内小学校 1 1 1 1 2 6 1 3 1 1 2 8 4 5 0 1 4 14 2 5 0 1 3 11 1 1 0 1 2 5 1 1 1 1 3 7

五月が丘小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 2 5 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

藤の木小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 5 0 1 2 9 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

彩が丘小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

美鈴が丘小学校 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 1 5 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 0 1 1 4 1 1 1 1 1 5

八幡東小学校 3 1 1 4 3 12 1 2 1 1 2 7 4 5 0 1 5 15 2 5 0 1 3 11 1 1 0 1 2 5 2 1 1 3 4 11

八幡小学校 1 1 1 1 2 6 1 1 1 1 1 5 3 5 0 1 5 14 1 3 0 1 2 7 1 1 0 1 2 5 1 1 1 1 3 7

五日市観音西小学校 1 1 1 1 2 6 1 2 1 1 2 7 3 5 0 1 4 13 1 3 0 1 2 7 1 1 0 1 2 5 1 1 1 1 3 7

五日市観音小学校 3 1 1 4 3 12 1 3 1 2 2 9 4 5 0 1 4 14 2 4 0 1 2 9 1 1 0 1 2 5 2 1 1 3 4 11

五日市中央小学校 5 3 1 5 3 17 2 5 1 3 3 14 4 5 0 2 4 15 2 4 0 3 2 11 1 1 0 1 3 6 3 1 1 5 3 13

五日市小学校 4 3 2 5 4 18 2 5 1 3 4 15 4 5 0 2 5 16 2 4 0 3 3 12 1 1 0 1 3 6 3 3 1 5 5 17

五日市東小学校 4 2 1 5 2 14 2 2 1 2 2 9 4 5 0 2 4 15 3 5 0 2 2 12 1 1 0 1 2 5 3 1 1 4 3 12

五日市南小学校 5 2 5 5 4 21 4 5 5 5 4 23 4 5 0 2 5 16 2 5 0 3 2 12 2 1 0 1 3 7 4 5 1 5 5 20

楽々園小学校 4 3 5 5 4 21 4 5 5 5 4 23 4 5 0 2 5 16 2 5 0 2 1 10 2 1 0 1 2 6 4 5 5 5 5 24

岩国断層帯
安芸灘断層群

（広島湾－岩国沖断層帯）区 学校名
南海トラフ巨大地震 安芸灘～伊予灘～豊後水道 五日市断層 己斐－広島西縁断層帯

※ Ａ：建物被害のランク、 Ｂ：人的被害（津波以外）のランク、 Ｃ：人的被害（津波）のランク、 Ｄ：避難者数のランク、 Ｅ：ライフライン施設のランク 

  表中の網掛けは想定 6 地震の中で最大となる地震を示す。 
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第４ 中央防災会議防災対策推進検討会「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググルー

プ」による調査・検討 

南海トラフ巨大地震が発生した場合の調査・検討結果は次のとおり。 

 

※ 四捨五入により計が合わない場合がある。 

※ 人的被害の津波は、避難意識の高低を考慮し、人的被害と建物被害の火災は、風速

を考慮し、それぞれ幅をもって示している。 

  

区  分 全国 広島県 

地震規模 マグニチュード 9.0 

最大震度 ７ ６強 

人的被害（死者） 

 

※冬・深夜に発

生した場合 

建物倒壊 約 82,000 人 約 700 人 

津波 
約 117,000 人 

～約 230,000 人 
約 60 人 

急傾斜地崩壊 約 600 人 約 20 人 

火災 
約 8,600 人 

～約 10,000 人 
－ 

ブロック塀・自動販売

機の転倒、屋外落下物 
約 30 人 － 

計 
約 208,230 人 

～約 322,630 人 
約 800 人 

堤防・水門の機能不全

による津波の死者増

分 

約 15,000 人 

～約 23,000 人 
約 1,000 人 

計 
約 223,230 人 

～約 345,630 人 
約 1,800 人 

建物被害（全壊） 

 

※冬・夕方に発

生した場合 

揺れ 約 1,346,000 棟 約 11,000 棟 

液状化 約 134,000 棟 約 12,000 棟 

津波 約 144,000 棟 約 200 棟 

急傾斜地崩壊 約 6,500 棟 約 300 棟 

火災 
約 2,314,000 棟 

～約 2,371,000 棟 
約 1,100 棟 

計 
約 3,944,500 棟 

～約 4,001,500 棟 
約 24,000 棟 

堤防・水門の機能不全

による津波による建

物被害の増分 

約 21,000 棟 約 1,800 棟 

計 
約 3,965,500 棟 

～約 4,022,500 棟 
約 25,800 棟 
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第５ 想定地震の今後の発生確率 

地震調査研究推進本部地震調査委員会が評価した今後の地震発生確率は次のとおり。  

１ プレート内地震、海溝型地震 

想定地震 
今後の発生確率 平均発生間隔 

10 年以内 30 年以内 50 年以内 最新発生年月日 

南海トラフ地震 30％ 70％～80％ 

90％程度 

もしくは 

それ以上 

次回までの標準

的な値 88.2 年 

78.0 年前 

安芸灘～伊予灘～豊後水道

のプレート内地震 
20％程度 40％程度 60％程度 

60.3 年 

― 

評価時点は、令和６年（2024 年）１月１日 

 

２ 活断層型地震 

想定地震 
今後の発生確率 平均発生間隔 

30 年以内 50 年以内 100 年以内 最新活動時期 

岩国－五日市

断層帯(五日市

断層区間)によ

る地震 
平均活動間隔が判明していない等の理由に

より、地震発生確率及び地震後経過率を求

めることができない。 

不明 

7 世紀以後－12 世紀以前 

岩国－五日市

断層帯(己斐断

層区間)による

地震 

不明 

約 23,000 年前以前 

岩国－五日市

断層帯（岩国断

層区間）による

地震 

0.03％～2％ 0.05％～3％ 0.1％～6％ 

約 9,000 年－18,000 年 

約 10,000 年前－11,000

年前 

安芸灘断層帯

による地震※ 
0.1％～10％ 0.2％～20％ 

0.4％～

30％ 

2,300－6,400 年程度 

約 5,600 年前以後－ 

約 3,600 年前以前 

広島湾－岩国

沖断層帯によ

る地震※ 

平均活動間隔が判明していない等の理由に

より、地震発生確率及び地震後経過率を求

めることができない。 

不明 

不明 

評価時点は、令和６年（2024 年）１月１日 

※ 安芸灘断層群は平成 28 年から、新たな知見により、断層の位置関係や連続性を再整理

し、「安芸灘断層帯」、「広島湾－岩国沖断層帯」の 2 つの断層帯に区分されている。 
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第２章 震災予防計画 
 

 方針 
《危機管理室》 

 

第１ 想定する地震及び事業推進 

１ 「平成 25 年度広島市地震被害想定」を踏まえた対応 

第１章第３節では、想定地震として「南海トラフ巨大地震」、「安芸灘～伊予灘～豊

後水道の地震」、「五日市断層帯（五日市断層）による地震」、「五日市断層帯（己斐－

広島西縁断層帯）による地震」、「岩国断層帯による地震」及び「安芸灘断層群（広島

湾-岩国沖断層帯）による地震」の６つを掲げている。 

平成 7 年（1995 年）1 月 17 日の阪神・淡路大震災以降、これまで想定されていなか

った活断層等によって新潟県中越地震（平成 16 年（2004 年）10 月 23 日）、新潟県中

越沖地震（平成 19 年（2007 年）7 月 16 日）、岩手・宮城内陸地震（平成 20 年（2008

年）6 月 14 日）など、震度６弱以上を記録する大規模地震が相次いで発生しており、

いつでも、どこでも地震に遭う可能性がある。 

さらに、南海トラフ地震にあっては、その発生が極めて切迫している状況と言われ

ている。 

このことから、本市としては最悪の事態を想定する必要があるため、「平成 25 年度

広島市地震被害想定」を踏まえ、本市に大きな被害が及ぶ可能性のある 6 つの想定地

震（①南海トラフ巨大地震、②安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震、③五日市断層帯（五

日市断層）による地震、④五日市断層帯（己斐－広島西縁断層帯）による地震、⑤岩

国断層帯による地震、⑥安芸灘断層群（広島湾-岩国沖断層帯）による地震）により、

小学校区ごとに被害が最も大きくなるものを想定した予防計画を取りまとめる。 

なお、具体的な事業については、県が策定した「第６次地震防災緊急事業五箇年計

画（令和３～７年度）」等に基づき、計画的に推進するものとする。 

２ 東日本大震災を踏まえた対応 

平成 23 年（2011 年）3 月 11 日に、岩手県沖から茨城県沖までを震源域としたマグ

ニチュード 9.0 の東北地方太平洋沖地震が発生し、これまで国が個別の震源として想

定していた地震が連動したことから、想定を上回る巨大地震となり、広域にわたり甚

大な被害をもたらした。 

このため、本市は、国が行う検証作業や広島県が取りまとめた地震被害想定（「広島

県地震被害想定調査報告書 平成 25 年 10 月」）等の内容を踏まえて本市における地

震被害想定を見直し、平成 26 年 1 月に「平成 25 年度広島市地震被害想定」を公表し

た。 

本市は、「平成 25 年度広島市地震被害想定」を踏まえ、本市が大規模な被害を受け

た場合の、他の自治体からの受援計画や、国など関係機関との連携方法、災害情報の

収集・伝達方法などについて、防災上の業務継続計画の策定に取り組むものとする。 

第２ 市民と行政が一体となった取組 

災害に強いまちづくりは、行政機関・公的機関の責務として取り組まなければなら

ないものであるが、自らの命は自らが守る「自助」、自分たちのまちは自分たちで守る

「共助」、防災の主体は市民自身である、という市民の自覚があってこそ実現できるも

のである。 

したがって、「災害に強いまちづくり」のアプローチとして、「防災まちづくり」及

び「市民と行政の役割分担」を前提にするものである。 

１ 防災まちづくり 

「地域社会で住民が主体となって取り組む、防災を主目的としたまちづくり活動」

を［防災まちづくり］と定義し、すべての市民が安全で快適に暮らせる社会、そして、

豊かな人間性をはぐくみ、人が輝く社会を築き、心のよりどころとなり、誇りの持て
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る広島の創造をその目標とする。 

２ 市民と行政の役割分担 

震災予防における市民と行政の役割分担について、災害が起きる前から起きた後ま

での時系列的な局面ごとに整理した場合、次のとおりとなる。【風水害時等を含む。】 

⑴ 地震による被害を出さないために 

区  分 市  民 広 島 市 

個別建築物 

等 の 整 備 

○所有・管理する建築物の耐震診断・耐震 

改修・防火構造化、地下空間への浸水防止 

○家具・備品等の転倒防止・落下防止 

○屋外広告物・窓ガラス・瓦等の落下防止 

○ブロック塀・門柱等の転倒防止 

○土砂災害特別警戒区域における建築物

の安全確保又は移転 

○市有建築物・構造物の耐震診断・耐震改

修・防火構造化、地下空間への浸水防止 

○民間建築物耐震診断・耐震改修設計・耐

震改修補助制度の実施 

○民間建築物の耐震化に対する助言・指導 

○市有建築物の備品の転倒防止・落下防止 

○窓ガラス・瓦等の落下防止 

○ブロック塀・門柱等の転倒防止 

○土砂災害特別警戒区域における建築物の

構造規制等 

市街地等の 

整 備 

○防災まちづくり事業への取組 

 
○土地区画整理事業・市街地再開発事業等

の推進 

○道路・公園等の整備 

○防火地域・準防火地域の適正な指定 

○公共下水道（雨水排水）等の整備 

○河川改修事業・砂防事業等の促進 

○開発許可制度による規制・誘導 

 

⑵ 地震による被害を軽減するために～人命救助・救護 

区  分 市  民 広 島 市 

資機材等の 

整 備 

○救急セット（包帯・三角巾・消毒薬等）

の整備 

○救助隊・救急隊の整備 

○医療・救護体制の整備 

○自主防災組織用救助資機材の配備 

訓 練 等 の 

実 施 

○救助資機材を用いた救助訓練の実施 

○応急手当訓練の実施 

○救助訓練に対する助言・指導 

○応急手当講習の開催 

協力体制の

整 備 

○近隣の要配慮者の把握 ○他の地方公共団体等との応援協定の締結 

○民間団体等との協力協定の締結 

○要配慮者情報の把握体制の整備 

そ の 他 
 ○災害情報の収集・分析・連絡体制の整備 

○被災建築物応急危険度判定士の育成 

○専門家等との連携体制の確保 

 

⑶ 地震による被害を軽減するために～消火活動 

区  分 市  民 広 島 市 

資機材等の 

整 備 

○消火器の整備 

○バケツ等の共同整備 

○自衛消防隊の編成・資機材の整備 

○消防力の整備 

○消防水利の多様化 

訓 練 等 の 

実 施 

○消火器・バケツリレー等による消火

訓練の実施 

○自衛消防隊の消火訓練の実施 

○消火訓練に対する助言・指導 

 

協力体制の

整 備 

○自主防災組織と事業所等との応援協

定の締結 

○他の消防本部等との応援協定の締結 
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⑷ 安全に避難するために 

区  分 市  民 広 島 市 

資機材等の 

整 備 

○携帯ラジオ・懐中電灯等の整備  

訓 練 等 の 

実 施 

○避難誘導訓練の実施 

○避難場所等・避難経路等の確認 

○避難誘導訓練に対する助言・指導 

 

協力体制の

整 備 

○自主防災組織と事業所等との応援協

定の締結 

○近隣の要配慮者の把握 

○土砂災害警戒区域における警戒避難

体制の整備 

○民間団体等との協力協定の締結 

○要配慮者情報の把握体制の整備 

○土砂災害警戒区域における警戒避難体制の

整備 

そ の 他 

○家族等との緊急時連絡方法等の確認 

 

○災害情報の提供体制の整備 

○避難場所等・避難路の整備 

○市民の防災意識の啓発 

 

⑸ 避難所での円滑な生活を過ごすために 

区  分 市  民 広 島 市 

市街地等の 

整 備 

 ○輸送拠点の整備 

○緊急輸送道路の整備 

資機材等の 

整 備 

○食料・飲料水、衣類等の非常持ち出

しの準備 

 

 

○食料・生活必需品の備蓄及び調達体制の整備 

○応急給水体制の整備 

○ごみ処理体制・し尿処理体制の整備 

○保健衛生体制の整備 

○被災者の心身の健康保持体制の整備 

訓 練 等 の 

実 施 

○指定避難所運営マニュアルの検証

訓練の実施 

○指定避難所運営マニュアルの検証訓練に対

する助言・指導 

協力体制の

整 備 

○指定避難所運営マニュアルの整備 

○災害ボランティア活動への参加 

 

○指定避難所運営マニュアルの整備に対する

助言・指導 

○災害ボランティアとの連携・支援体制の整備 

 

⑹ 正常な市民生活の回復のために 

区  分 市  民 広 島 市 

ライフライン 

の 復 旧 

 ○ライフライン復旧体制の整備 

応 急 仮 設 

住宅の設置 

 ○応急仮設住宅の設置場所の適地選定 

生活の援護 

○現金・貯金通帳・印鑑・保険証等の

非常持ち出し品の準備、保険・共済へ

の加入 

○罹災証明書の発行体制の整備 

○災害救助法等に基づく援護施策の実施 

被災地域の 

復旧・復興 

○被災地域の復旧・復興事業への協力

及び被災建築物等の再建 
○被災した公共施設の早期復旧 

○被災地域の復旧・復興事業の実施 

 

【地震に強い都市構造の形成に関する計画】 
 

都市が膨張し、都市活動が活発化、複雑化するにつれて、地震災害の危険要因が増大し、

多種多様な災害の発生が懸念される。 

本市においては、都心部では雑居ビルや高層ビル等が相次いで建設され、また、周辺地

域では宅地造成等による新しい市街地の形成が行われており、大規模地震が発生した場合、

建築物の倒壊、火災の同時多発、宅地造成地の崩壊、ライフライン施設等の寸断など大災

害の発生が予想される。 

こうしたことから、災害の未然防止と都市の安全性の向上を目的とした都市の整備は重

要な課題であるといえる。 
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そこで、本市では、地震に強い都市構造を形成するため、土地利用の合理的な規制・誘

導、計画的な市街地の整備を進め、避難路・避難場所等の整備、ライフライン施設の機能

確保等本市の防災力の向上に資する施設の整備を積極的に推進する。 

 

 土地利用の合理的な規制・誘導 
 

道路・公園等の防災空間の効率的な配置、市街地の面的不燃化の促進など、防災に配慮

した土地利用への誘導等により、地震に強い都市構造の形成を図る。 

 

第１ 合理的な土地利用の推進 

   《都市整備局都市計画課・宅地開発指導課・都市機能調整部》 

本市の市域は、中国山地を背にし、瀬戸内海に面している。 

平地部は、太田川の河口に形成された三角州（デルタ）を中心とし、北部に向かっ

て、太田川沿いに細長く開けている。一方、市域面積の約３分の２に当たる部分は、

比較的急峻で、崩壊しやすい風化花崗岩質の山地部で占められている。 

このような都市的利用可能地（平坦地）が狭あいであるという地形的制約は、デル

タを中心とする既成市街地の密集化と周辺部へのスプロール化を進行させた。 

これらの経緯及び状況を踏まえ、都市の防災性の向上を図り、機能的な都市活動及

び安全で快適な市民生活の確保を実現するためには、以下の事項に配慮しながら、合

理的な土地利用を推進していくことが重要である。 

１ 無秩序な市街化を防止し、計画的かつ健全な市街地形成が行われるよう、市街化区

域及び市街化調整区域の適正な指定を行うとともに、開発許可制度等の適切な運用に

より、良好な市街地整備の誘導を図る。 

２ 市街化区域については、都市基盤施設の整備及び維持管理の効率化を推進するとと

もに、市街地形成の現況及び動向を踏まえ、用途地域の適切な指定を行い、建築活動

を適正に規制・誘導することによって、健全な市街地形成を図る。 

３ 既成市街地における木造老朽家屋の密集地区など、都市機能や居住環境上等の問題

に併せて、防災上の問題を抱える地区については、民間活力を適切に誘導しつつ再開

発を推進する。 

４ 建築物の密集化が著しいデルタ地域をはじめとする既成市街地においては、地震発

生時に同時多発する火災の延焼拡大が予想され、また、丘陵部の住宅団地等において

も、交通の途絶等による孤立化が考えられる。 

このため、道路・公園等の防災空間の効率的な配置及び整備を推進するとともに、

市街地の面的不燃化を促進するため、防火地域･準防火地域の適正な指定を行う。 

 

第２ 建築物の不燃化の促進 

  《都市整備局都市計画課、消防局指導課》 

本市の既成市街地では、近年、土地の高度利用に伴う高密化の進展とともに、建造

物の複雑化や石油・ガスといった危険物数量の増加など、災害発生の要因と危険性が

著しく増大し、かつ、多様化する状況にあり、地震時に同時多発する火災の延焼拡大

が危惧されている。 

都市計画における「防火地域」及び「準防火地域」は、建築物の構造を規制するこ

とによって、市街地の不燃化を促進し、火災の延焼危険を防除するために定めるもの

であり、次の考え方に基づき、その積極的な活用を図り、「火災に強いまちづくり」を

推進する。 

１ 「防火地域」の指定は、不特定多数の人々が集中する商業業務地や官公庁などの中

枢管理施設が集中する地区、避難場所の周辺地区及び避難路としての機能を有する広

幅員道路の沿道地区を対象として、耐火建築物が占める割合や火災発生の際の延焼拡

大の危険性などの要素を勘案したうえで行う。 

２ 「準防火地域」の指定は、不特定多数の人々が集まる商業地や近隣商業地及び建物

の密集化が著しいデルタ地域内で火災発生の際の延焼拡大の危険性が高い地区など
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を対象として行う。 

《面的な不燃化を促進する地区》 

区名 
番 
号 

地  区  名 
面積 
(ha) 

備        考 
(区域内の主要施設等) 

中区 

１ 都心地区 約 319 
市役所､中区役所､県庁､広島合同庁舎、
バスセンター、大規模施設群 

２ 都心地区(中島･住吉周辺) 約 27 アステールプラザ､広島市文化交流会館 

３ 都心地区(十日市･舟入周辺) 約 107 事務所ビル等 

東区・南区 ４ 広島駅周辺地区 約 95 ＪＲ広島駅､東区役所、大規模商業施設 

南区 

５ 南区役所周辺･京橋･段原地区 約 73 南区役所、事務所ビル等 

６ 宇品地区 約 49 広島港旅客ターミナル 

西区 

７ 
横川駅周辺･西区役所周辺･ 
中広・観音地区 

約 114 ＪＲ横川駅､西区役所 

８ 西広島駅周辺地区 約 15 ＪＲ西広島駅 

９ 井口明神･草津新町・商工ｾﾝﾀｰ地区 約 5 広島サンプラザ、大規模商業施設 

安佐南区 

10 緑井駅周辺地区 約 4 ＪＲ緑井駅 

11 安佐南区役所周辺地区 約 14 安佐南区役所 

12 西風新都中央線沿道地区 約 52 事務所ビル等 

安佐北区 13 安佐北区役所周辺地区 約 32 安佐北区役所､可部合同庁舎 

安芸区 14 安芸区役所周辺地区 約 16 安芸区役所 

佐伯区 15 五日市地区 約 50 ＪＲ五日市駅､佐伯区役所 

第３ 開発計画の規制・誘導 

  《都市整備局都市計画課・西風新都整備部・宅地開発指導課》 

都市周辺部における無秩序な市街化を防止し、計画的な市街地の整備を促進するこ

とが必要である。 

このため、開発行為の許可に当たっては、開発申請者に対し、都市計画法（昭和 43

年法律第 100 号）や広島市宅地開発指導要綱等に基づき、生活環境の悪化、崖崩れ、

溢水等の災害を防止するために適切な措置を講じさせるとともに、一定水準の道路・

公園等の公共施設等の設置を義務付け、かつ、当該造成工事による災害の発生を未然

に防止するために必要な条件を付すものとする。 

また、市街化調整区域における開発については、地区計画制度により、開発目的に

沿った用途の誘導を行うとともに、周辺の土地利用状況に応じた計画的な土地利用を

推進する。 

 

第４ 防災に配慮した宅地造成 

  《都市整備局宅地開発指導課》 

宅地造成に伴い崖崩れ又は土砂の流出を生じるおそれが大きい区域については、宅

地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）（※）に基づき宅地造成工事規制区域とし

て市域の約 65 パーセントを指定しており、宅地造成に伴う災害の防止のため、必要な

規制と指導を行うことにより、市民の生命及び財産の保護を図る。 

すなわち、宅地造成工事規制区域内において行われる宅地造成に関する工事の許可

に当たっては、同法及び広島市宅地造成等規制法施行細則（昭和 55 年広島市規則第

28 号）等に規定する技術的基準に従った擁壁、排水施設等の設置を課し、かつ、工事

中の防災措置を義務付けている。 

また、宅地造成工事規制区域内の宅地で、宅地造成に伴う災害を未然に防止する必

要があると認めた場合においては、その宅地の所有者、管理者、占有者、造成主又は

工事施行者に対し、擁壁又は排水施設等の設置又は改造その他防災上必要な措置を勧

告又は命令している。 

なお、擁壁や石垣等の築造又は改造、排水施設等の設置などの宅地防災工事の施工

に際しては、多額の資金を要するため、これらの防災工事資金の一部として、住宅金

融支援機構において、宅地等防災工事資金の融資を行っている。 

 

※ 宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）が令和 5 年 5 月に施行され、その
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規制区域を新たに指定し、盛土等の規制を行うこととされたが、規制区域を新たに

指定するまでの間は、引き続き従前の規制が行われる。 

 

 市街地の整備 
 

第１ 新市街地及び市街化地域の整備 

  《都市整備局公園整備課、道路交通局道路課》 

新市街地や市街化進行地域のうち、山麓部では既存集落を避けながら大規模な開発

が行われており、また、平地部では農地が小規模な開発により宅地化され、スプロー

ル的に市街化が進行している。 

市街化進行地域での開発は、道路・公園・下水道といった都市基盤施設の整備計画

と十分な調整が図られていないなど、良好な市街地を形成しているとは言い難く、防

災面からの問題を抱えた地区もある。 

このため、スプロール的な市街化が進行している地区、市街化があまり進行してい

ない地区、相当の宅地化が進み面的整備の実施が困難な地区などは、各々の地区の状

況に応じた手法で、道路・公園等を適切に配置し、避難場所の確保及び建て詰まりの

解消等を図る。 

新市街地については、その地域特性を最大限に活用し、隣接未整備市街地等との一

体的な公共公益施設の整備を行うことにより、良好な市街地形成を促進する。 

 

第２ 既成市街地の整備 

  《都市整備局都市機能調整部･都市計画課・青崎地区区画整理事務所、西広島駅北口地

区区画整理事務所、道路交通局街路課》 

一方、既成市街地においては、都市機能上、居住環境上及び防災上からも、早急に

改善を必要とする地区が数多く存在する。このため、それぞれの地区の現況及び特性

に応じ、「市街地の整備」を促進し、良好な市街地の形成を図る。 

向洋駅周辺青崎地区及び西広島駅北口地区については、土地区画整理事業及び公共

下水道事業を推進することにより、都市基盤及び居住環境の一体的な整備を図る。 

既成市街地の周辺部に広範に広がる都市基盤施設の未整備な地区については、土地

区画整理事業等既存事業手法あるいは地区計画制度等規制誘導方策を適所に活用し、

都市基盤施設の改善に努める。また、特に国道２号以南に多く存在する木造老朽住宅

の密集地区については、老朽住宅の建替えを促進し、住宅の共同化・不燃化及び公共

施設の整備による住環境全体の改善を図る。 

 

 道路・公園緑地・河川等の公共施設の整備 
 

地震による道路・河川等の公共施設の被害は、災害時における避難、救護、復旧対策等

に大きな障害となり、市民の社会・経済活動上計り知れない影響を及ぼすことが想定される。 

したがって、これら公共施設について、震災後直ちに機能回復を図ることはもちろんで

あるが、事前に予防措置を講じることの方がより重要かつ有効である。 

このため、これら公共施設の耐震性の強化など被害を最小限にとどめるよう諸施策を展

開する。 

 

第１ 道路・橋梁 

  《道路交通局道路課・東部地区連続立体交差整備事務所・街路課・交通施設整備部》 

道路は、市民生活を支える基本的な都市施設であり、交通機能のほか、空間機能、

都市形成機能といった多くの機能を有しており、快適な生活環境や都市基盤の整備を

図るうえで重要な役割を担っている。 

特にこの空間機能は、地震災害時における火災の延焼防止、避難路確保といった都

市防災の役目を果たしている。 

このため、地震災害時において、その機能が失われることなく十分発揮できるよう
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に広域的な主要幹線道路、地方公共団体の庁舎所在地や救援物資等の輸送拠点等を相

互に連絡する道路等の緊急輸送道路については、路面下の空洞化及び路体の緩みの調

査並びにトンネル点検を行い、異常が発見された場合には早急に対策を講じる。他の

道路についても、順次点検を行う。 

既設の橋梁については、昭和 55 年以前の道路橋示方書により設計した橋長１５メ

ートル以上の橋梁で、緊急輸送道路上の橋梁、国土交通省が規定する優先整備路線上

の橋梁及び単柱を有する跨線橋・跨道橋について、順次耐震対策工事を行う。他の既

設の橋梁についても、基準の見直しを受け緊急度の高いものから適切な対策を講じる。 

また、アストラムラインのインフラ施設（高架橋）について、落橋防止システムを

設置するなどの耐震化を進める。 

都市計画道路については、特に都市防災上、①避難場所への安全な移動のための避

難路、②消火・救護のための通行路としての機能等を有する重要な道路であることか

ら、これらに十分配慮して整備を行う。 

 

第２ 河川 

  《下水道局河川防災課》 

宅地開発及び市街化の進展などに伴う雨水流出量の増大に対処し、豪雨時の浸水被

害を防止するための河川改修については、今後とも、国、県及び本市が連携を図りな

がら、河川構造物等の耐震化を含めて、河川整備を推進する。 

また、河川水・海水を緊急時の消火用水や生活用水として活用するため、雨水貯留

施設、階段護岸、取水ピット、せせらぎ水路網等の整備を図る。 

１ 一級河川・二級河川の整備 

市内を流下する一級河川・二級河川については、これを管理する国土交通省、県に

河川整備の促進を要望している。また、県が管理する河川のうち比較的小規模で早期

改修の必要性の高い河川については、都市基盤河川改修事業として、県に代わって改

修工事を行い、河川整備の促進を図る。 

２ 準用河川・普通河川等の整備 

本市が管理する準用河川・普通河川については、緊急度の高いものから整備を推進

するとともに、既設の河川等についても機能維持に努める。 

 

第３ 海岸保全施設 

  《国土交通省広島港湾・空港整備事務所、県港湾漁港整備課》 

海岸保全施設整備については、これまでの県施行事業に加え、平成１７年度からは

国直轄事業（国土交通省）の導入により、未整備区間や老朽化し天端高不足の護岸に

ついて所要の天端高を確保するよう緊急度を考慮しながら整備を促進する。 

また、地震による液状化への対応や、堤防決壊による二次災害を防止するため、ゼ

ロメートル地帯等を中心とした海岸の堤防について、堤防強化による耐震性向上対策

を実施する。 

 

第４ 公園緑地 

  《都市整備局公園整備課》 

公園・緑地は、地震災害時において、避難場所、避難路、あるいは火災の延焼防止

のための空間地として重要な役割を担っている。 

すなわち、都市基幹公園等は指定緊急避難場所（大火）、緑道や河岸緑地は避難路あ

るいは火災の延焼を防止する空間地として機能し、応急救助活動の拠点となるなど、

防災性に優れた施設である。 

このため、引き続き、整備を推進するとともに、保全に努め、都市の防災機能の強

化を図る。 

 

第５ 農道・水路・ため池等農林業用施設 

  《経済観光局農林整備課》 

地震時における水路・ため池等の農業用施設の被害は、施設そのものの損壊にとど
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まらず、周辺地域への洪水、土石流の流下被害等をもたらす二次災害の要因となるこ

とから、農業用施設の被害を未然に防止し、又は被害を軽減するため、その整備を積

極的に推進する。特に、ため池については、老朽化による決壊を防止するため、改修

を推進するとともに、その巡回・点検に努める。 

また、農林道についても、地震時において防災機能が十分に発揮できるよう整備を

推進する。 

 

 地盤災害による被災の防止 
 

地震による地盤の液状化や崖崩れ等は、被害の拡大や二次災害を発生させるおそれがあ

ることから、これらを防止するための対策を講じる。 

また、そのために地盤地質情報（ボーリング柱状図、土質データ）等を集約し、庁内向

け GIS によりこれを一元的に管理することによって、液状化対策、崖崩れ等による建築物

等の被災防止対策などに有効活用する。 

 

第１ 液状化対策 

  《防災関係部局》 

地震による地盤の液状化現象に伴う被害は、昭和 39 年の新潟地震以来クローズア

ップされてきた。 

本市においては、多くの都市機能が集中している太田川等のデルタ地帯や臨海部は、

地震時に液状化の危険性が高いとされている。 

このため、国土交通省が、東日本大震災における各社会基盤施設等の液状化の被害

実態把握や発生メカニズムの確認等を行い、各分野に共通する技術的事項の検討を進

め、液状化対策の検討につなげる目的で設置した「液状化対策技術検討会議」の検討

成果や、「平成 25 年度広島市地震被害想定」を踏まえ、次の事項について研究・検討

等を行っていくものとする。 

１ 液状化の危険性のある地域内の既存土木構造物については、老朽化、塩害、疲労等

が想定されるものの実態を調査し、耐震補強を検討する。また、新設の土木構造物の

設計については、液状化対策を検討する。 

２ 液状化の危険性の特に高い地域を表す液状化危険度分布図等をホームページなど

により引き続き情報提供し、市民の意識啓発を図り、安全対策上の検討を促す。 

３ 地下埋設物については、復旧対策が重点となるが、重要な幹線で復旧困難が予想さ

れる箇所については、地盤の改良、杭基礎、埋設物の構造等可能な対策を検討する。 

４ 施設の設置に当たっては、地盤改良等により液状化の発生を防止する対策や液状化

が発生した場合においても施設の被害を防止する対策等を適切に実施するほか、大規

模開発に当たっても関係機関と十分な連絡・調整を図りながら対応する。 

５ 個人住宅等の小規模建築物についても、液状化対策に有効な基礎構造等についてマ

ニュアル等による普及を図る。 

 

第２ 地震に伴うがけ崩れ等による建築物等の被災防止対策 

１ 山地災害危険地区《経済観光局農林整備課》 

本市における山地災害危険地区は、県の調査結果によれば、3,796 地区となっている。 

こうした状況を踏まえ、県に対し、治山事業等の推進を働きかけるとともに、今後、

危険地区の住民への周知と警戒避難体制の整備を図る。 

 

２ 土砂災害警戒区域（急傾斜）《下水道局河川防災課、危機管理室災害予防課》 

市域における土砂災害警戒区域（急傾斜）は、県の調査結果によれば 5,006 か所（令

和５年９月２８日時点）となっている。 

こうした状況を踏まえ、事業規模に応じて県・市が役割分担して対策事業を積極的

に推進する。 

また、個人による急傾斜地の対策工事を支援するため、一定の要件を満たす所有者
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等が実施する対策工事費に対して補助金を支給する。 

さらには、毎年６月のがけ崩れ防災週間及び土砂災害防止月間には、県と本市で合

同パトロール及び広報活動を実施する。 

関係住民に対し、自主防災意識の啓発を図るため、防災教室の開催、防災パンフレ

ットの配布及びわがまち防災マップの作成等を行うなど避難体制の整備を推進する。 

３ 土砂災害警戒区域（土石流）《下水道局河川防災課、危機管理室災害予防課》 

  市域における土砂災害警戒区域（土石流）は、県の調査結果によれば、2,770 か所

（令和５年９月２８日時点）となっている。 

こうした状況を踏まえ、国・県に対し、砂防事業の促進を働きかけるとともに、関

係住民に対し、自主防災意識の啓発を図るため、防災教室の開催、防災パンフレット

の配布及びわがまち防災マップの作成等を行うなど避難体制の整備を推進する。 

４ 土砂災害警戒区域（地すべり）《下水道局河川防災課、危機管理室災害予防課》 

市域における土砂災害警戒区域（地すべり）は、県の調査結果によれば、5 か所と

なっている。 

こうした状況を踏まえ、県に対し、地すべり防止事業の促進を働きかけるとともに、

関係住民に対し、自主防災意識の啓発を図るため、防災教室の開催、防災パンフレッ

トの配布及びわがまち防災マップの作成等を行うなど避難体制の整備を推進する。 

５ 交通危険箇所《道路交通局道路課》 

道路に隣接する急傾斜法面で崩壊の危険があると思われる箇所については、災害時

の道路機能の確保を図るため、特に緊急性の高いものから整備しており、今後も、こ

の方針のもとに整備を行う。 

６ 大規模盛土造成地《都市整備局宅地開発指導課》 

本市には、これまでの調査により 333 か所の大規模盛土造成地が存在することを確

認しており、市民の防災意識の向上を図るため、その結果をマップとして公表してい

る。今後は、地震に伴う崩壊の危険性の有無を調査するなど、大規模盛土造成地の耐

震対策に取り組む。 

 

 ライフライン施設等の整備 
 

上水道、下水道、電気、ガス、通信等のライフライン関連施設や廃棄物処理施設の耐震

性の確保のほか、系統の多重化、拠点の分散、代替施設の整備等による代替性の確保を図

る。 

また、災害発生後の円滑な応急対策及びライフラインの迅速かつ効率的な復旧を図ると

ともに、市災害対策本部及びライフライン関係機関相互の情報交換、協議調整等を行うた

め、広島市ライフライン連絡調整会議を設置する。 

 

第１ 上水道施設の整備 

近年の市民生活及び都市機能は、水の常時供給を前提に成り立っており、震災時に

おいても、水道施設の被害を最小限にとどめ、可能な限り生活用水を確保する必要が

ある。 

このため、水道施設の耐震化とバックアップ機能の強化、さらには応急給水・応急

復旧等の応急対策のシステム化を図るとともに、機動的な水道システムの構築に努め

る。 

なお、これらの実施に当たっては、水道施設の耐震調査及び被害想定に基づき、整

備・拡充を図る。 

１ ライフラインの確保 

水道施設については、平常時はもとより災害時においても必要な機能が発揮できる

よう、点検・補修を適切に実施するとともに、更新・改良と耐震化を計画的に推進する。 

⑴ 配水池等の耐震化《水道局計画課》 

災害時においても安定給水を確保するため、重要度の高い基幹施設から、耐震診

断を実施したうえで、耐震性が不足している施設について、順次、耐震補強工事を
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実施する。 

⑵ 取水・浄水・配水施設の設備機器等の整備《水道局設備課》 

ア 電気・機械設備及び建築物の整備 

老朽化した取水・浄水・配水施設の電気・機械設備の改良・更新を行い、機能

の向上・充実を図るとともに、取水・浄水施設の建築物の耐震化を図り、水道施

設の安全・安定・信頼性を確保する。 

イ 非常用電源の確保 

停電時において、遠隔地にある配水池の水位の状況等を把握するため無停電電

源装置を整備するとともに、必要な設備機器を運転するため自家発電設備を整備

し、非常時の電源を確保する。 

⑶ 管路の耐震化 

ア 耐震管の整備《水道局計画課》 

管路の新設・更新においては、全て耐震管を使用し、漏水事故等の未然防止と

併せて震災対策の強化を図る。また、震災時に災害対応の中枢となる災害拠点病

院・指定避難所・市役所等の重要給水施設への供給ルートとなる管路については、

優先的に耐震化を進める。 

イ バックアップ施設の整備《水道局計画課》 

配水幹線をループ化（環状化）することにより、震災時においても給水可能と

なるよう、相互連絡管等を計画的に整備する。 

  ⑷ 配水施設の機能向上《水道局維持課》 

災害時における安定給水の向上を図るため、配水管路の整備による管網の形成を

進めるとともに、流量・水圧計を設置し、配水監視体制の充実を図る。 

⑸ 給水装置の耐震化≪水道局給水課≫ 

地盤変動に柔軟に対応できるように、配水管からの分岐部分については可とう式

サドル付分水栓及び耐震型不断水用 T 字管を、給水管についてはポリエチレン管及

び耐震継手の鋳鉄管をそれぞれ採用することで、給水装置の耐震化の拡大を図って

いる。 

⑹ 水道施設情報管理システムの充実《水道局維持課》 

平成７年 10 月に図面管理を中心とした水道施設情報管理システムの運用を開始

している。 

今後は、応急対策の迅速化に資するため、非常時の断水予測や統計・集計機能、

シミュレーション機能等を付加し、システムの充実を図る。 

⑺ 保守点検の強化《水道局維持課・設備課》 

法で定める保守点検のほか、局が定める管理指針等に基づき保守点検及び日常の

施設パトロールを強化し、安全性の確保に努める。 

２ 飲料水の確保 

水道施設が被災した直後においても飲料水を届けられるよう、次のとおり対処する。 

⑴ 配水池容量の増強《水道局計画課》 

配水池の貯留時間を確保するため、配水施設整備事業等により、容量を 14 時間分

に計画的に増強しており、今後とも配水池容量の増強を図る。 

⑵ 配水池等への緊急遮断弁の設置《水道局計画課・設備課》 

    災害時給水拠点となる容量の大きい配水池 19 池に緊急遮断弁を設置する。 

◆緊急遮断弁設置計画の主要配水池等 

【東  区】 馬木調整池                          １池 

【南  区】 黄金山配水池、似島調整池                  ２池 

【西  区】 己斐配水池、己斐高地区第一調整池、山田第一調整池      ３池 

【安佐南区】 高取第一調整池、沼田調整池、沼田調整池（増設）、(別所調整池) ４池 

【安佐北区】 亀山調整池、桐陽台第二調整池                ２池 

【安 芸 区】 瀬野川配水池、瀬野南調整池、矢野配水池            ３池 

【佐 伯 区】 坪井第二配水池、河内配水池、楠谷調整池            ３池 

【安芸郡府中町】 (府中配水池)                         １池 

   （注）カッコ内は今後設置予定のもの 
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３ 応急用資機材の確保〔「災害に強い組織体制の整備」関連事業〕《水道局維持課》 

応急対策活動を迅速かつ円滑に実施するため、応急用資機材の確保及び整備に努める。 

⑴ 現在、主要資機材については、突発事故の復旧に必要な最小限の資機材を備蓄し

ているが、災害時には貯蔵している支給材料の活用を含め、応急復旧体制の整備を

図る。 

⑵ 仮設給水栓、給水タンク、給水用ポリ袋、仮設水槽などを確保し、応急給水体制

の整備を図る。 

４ 応援体制の確立《水道局企画総務課》 

現在、19 大都市水道局災害相互応援に関する覚書、東京都水道局と広島市水道局の

災害時の救援活動に関する覚書、公益社団法人日本水道協会中国四国地方支部相互応

援対策要綱、日本水道協会広島県支部水道災害相互応援対策要綱及び広島市指定上下

水道工事業協同組合との応援協定の締結により、市内外からの応援体制は確立されて

いる。 

今後は、初動体制の強化と応援体制の組織化等について検討し、応援体制のシステ

ム化を図る。 

 

第２ 下水道施設の整備 

下水道施設等の被害を最小限にとどめ、その機能の保持を図るため、計画的な点検

及び必要に応じた耐震調査を実施し、施設の補修や補強等必要な整備を進めるほか、

広島県津波浸水想定図に基づき、施設の耐浪性の確保を図ることにより、地震・津波

に強いシステムづくりに努める。 

１ 管路施設《下水道局管路課》 

⑴ 管路施設については、点検による損傷箇所等の早期発見とその補強に重点をおい

て対処する。特に被害が予想される軟弱地盤箇所や地盤急変箇所及び構造物との接

合部分については、老朽化の著しいものから補強・布設替えを行う。 

⑵ 避難所におけるトイレ機能確保のため、仮設トイレのし尿を直接公共下水道に排

除する公共下水道接続型仮設トイレ受入施設の整備を行う。 

２ ポンプ場及び水資源再生センター《下水道局維持課・各水資源再生センター》 

施設や設備に応じて、日常点検及び定期点検を計画的に行い、損傷箇所等の補修、

補強を行うとともに、震災時に適切な対応ができるよう動線の整備を図る。 

⑴ ポンプ場及び水資源再生センターの構造物については、不等沈下、ひび割れ、漏

水、劣化及び浸水の可能性のある場所等の点検を行い、必要な補強・補修を行う。 

⑵ 構造物と機械及び電気設備の接合部は、滑動、転倒、落下等を防止するため、基

礎や固定金具等の点検と整備に努める。 

⑶ 自家発電設備及び緊急用ゲートは定期的に保守運転を行うとともに、常に稼働で

きるように手動運転操作の習熟に努める。 

⑷ 危険物及び有害物については、保管・貯蔵方法等の点検・整理を行うとともに、

配管や器具についても点検・整備を行い、二次災害の防止に努める。 

３ 下水道ＢＣＰ※の策定による災害復旧の迅速化《下水道局計画調整課》 

下水道施設が被災した場合に、下水道施設が速やかに復旧できるよう、下水道ＢＣ

Ｐを策定している。今後は、突発的に発生する災害に対して迅速に災害復旧ができる

よう、下水道ＢＣＰに基づく災害訓練を繰り返し、必要に応じて、下水道ＢＣＰの見

直しと改善を実施する。 

※ＢＣＰ(Ｂusiness Ｃontinuity Ｐlan 事業継続計画）とは、災害発生時のヒト、モノ、情報

及びライフライン等の利用できる資源に制約がある状況下においても、適切な業務執行を行う

ことを目的とした計画である。 

４ 応援体制《下水道局管理課・管路課・計画調整課》 

下水道に関する他都市等との応援体制について、21 大都市災害時相互応援に関する

協定に基づく「下水道災害時における大都市間の連絡・連携体制に関するルール」及

び中国・四国地区都市防災連絡協議会災害時相互応援協定に基づく「中国･四国ブロッ

クの下水道事業災害時支援に関するルール」の中で定めている。 

また、日本下水道事業団他４団体と災害時の応援体制について、「災害時における復
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旧支援協力に関する協定」を締結している。 

下水道施設が大規模に被災した場合は、他都市及び民間協力団体等へ、役務の提供、

緊急用資機材の調達その他必要な支援を要請する。 

 

第３ 電力施設の整備 

  《中国電力ネットワーク株式会社》 

１ 耐震性の向上 

変電設備については、その地域で予想される地震動などを勘案するほか、「変電所等

における電気設備の耐震対策指針」に基づき設計する。 

また、送電設備、配電設備の架空電線路については、氷雪、風圧及び不平均張力を

勘案して設計する。 

なお、地中電線路については、軟弱地盤箇所の洞道、大型ケーブルヘッド及びマン

ホール内のケーブル支持用ポールについて耐震設計を行う。 

２ 災害復旧の迅速化 

電力設備の広範囲、長時間にわたる停電を避けることを基本にして、配電線のルー

プ化、開閉器の遠方制御化により、信頼性の向上と復旧の迅速化を図る。 

 

第４ ガス施設の整備 

《広島ガス株式会社》 

ガス設備全般について、耐震性が確保できるよう整備を進めることとし、特にガス

導管については、ガス用ポリエチレン管の普及により耐震性の強化を図る。既設の設

備については、耐震性評価に基づき、必要に応じて補強・更新を行う。また、地震発

生時の緊急対策として、地震計や緊急遮断弁の整備を行うほか、地震発生後の効率的

な復旧対策のためにガス管のブロック形成を図る。 

 

第５ 通信施設の整備 

《西日本電信電話株式会社》 

１ ケーブルの２ルート化・分散収容の推進 

被災時の救出・救助及び防災関係機関の重要な通信を確保するため、関係通信施設

の加入者ケーブルの２ルート化・異ケーブルへの分散収容を推進する。 

２ ケーブルの地下化・洞道への収容替え 

地震・火災等から架空ケーブルの被害を防護するため、架空ケーブルの地下化、耐

震耐火構造の洞道網の建設を推進し、既設ケーブルを含め、洞道への収容替えを行う。 

３ 中継ケーブルの信頼性向上 

交換機等を収容するビル相互間を結ぶ中継ケーブルについて、洞道等地下化・２ル

ート化・ループ化を推進するとともに、無線方式の併用により、さらに信頼性の向上

を図る。 

４ 移動体通信設備の信頼性向上《株式会社ＮＴＴドコモ中国支社》 

移動体通信設備については、機動性に優れ、地震・火災等の災害時にも利用可能で

あることから、利用エリア拡大の推進及び伝送路のループ化、洞道への収容替え等に

より、さらに信頼性の向上を図る。 

 

第６ ライフライン共同収容施設等の整備 

《道路交通局道路課・街路課》 

災害時における水道、ガス、電気、通信等ライフラインの安全性・信頼性を確保す

るため、当面、都市部において幹線共同溝、供給管共同溝、電線共同溝の計画的な整

備を推進する。 

 

第７ ライフライン事業者と関連業者等の連携 

《各ライフライン事業者》 

各ライフライン事業者は、応急対策の実施にあたって関連業者との連携が重要不可

欠であることに鑑み、平素から関連業者と災害時の連絡方法や連携方法を申し合わせ



48 

 

るなど、速やかに応急対策が実施できる体制の整備を図るものとする。 

 

第８ 廃棄物処理施設の整備 

〔「災害に強い組織体制の整備」関連事業〕 

《環境局施設課・埋立地整備管理課・工務課・産業廃棄物指導課》 

１ 耐震性の向上 

廃棄物処理施設の被害を最小限にとどめ、その機能が保持されるよう計画的な点検

を行うとともに、施設等の耐震性を向上させるため、補修・補強等必要な整備に努め

る。 

また、民間処分施設に対しても、耐震性の向上に努めるよう指導を行う。 

２ ライフラインの寸断への対応 

⑴ 清掃工場の炉の立ち上げに必要な非常用自家発電機の確保を検討する。 

⑵ 清掃工場内全使用量の発電出力を有する蒸気タービンの確保を検討する。 

⑶ その他、ライフラインの寸断を想定し、廃棄物処理施設の運転に必要な資機材の

確保を検討する。 

３ 応援体制の確立 

廃棄物処理施設の損壊等により対応が困難となった場合を想定し、他の地方公共団

体等との応援体制の確立に努める。 

 

第９ 交通信号機の停電対策 

《県警察本部》 

地震災害による停電等により商用電源が停止した場合において、市域の交通混乱を

防止するため、主要な交差点に交通信号機用自動起動式発動発電機を整備するととも

に、交通信号機の停電応急対策用の可搬式発動発電機を整備する。 

 

 建築物等の耐震性の向上 
 

建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、耐震改修促進計画を策定するととも

に、建築物等の耐震補強、ブロック塀等の改修促進、窓ガラス・外装材等及び屋外広告物

の落下防止、家具の転倒防止、崖崩れ等による建築物等の被災防止等に努める。 

 

第１ 建築物等の耐震性の向上 

１ 市有建築物の耐震性の向上《市有建築物管理担当課》 

市庁舎、消防署、区役所などの災害応急対策の指揮・情報伝達等のための施設及び

病院などの医療・救護等施設、並びに危険物を貯蔵又は使用する施設については、災

害発生後も十分な機能確保が図られるよう積極的に耐震性の向上を推進する。 

また、平成 28 年４月に熊本で起きた活断層型地震による甚大な被害状況を見ると、

本市にも五日市断層や己斐断層などの活断層があることや、南海トラフ大地震の発生

も懸念されていることから、市有建築物の耐震化について、一層の取組強化を図る必

要があり、公民館など避難所となる施設や、社会福祉施設などの防災拠点となる施設

を優先して、できる限り速やかな耐震化完了を目指す。 

なお、市営住宅については、「広島市市営住宅マネジメント計画（推進プラン編）」

に基づき耐震化に取り組むものとする。 

２ 非構造部材の耐震対策《市有建築物管理担当課》 

熊本地震では、天井や照明器具の落下、窓ガラスの破損など非構造部材の損傷が原

因で避難所が使用できなかった事例もあったことから、指定避難所となる学校の屋内

運動場や区スポーツセンター等の非構造部材の耐震対策を推進する。 

３ 市有建築物の備品の転倒・落下防止策《市有建築物管理担当課》 

学校、公民館、社会福祉施設など、不特定多数の市民が利用する施設を中心に、児

童・生徒、施設利用者等の安全確保を図るため、市有建築物内に設置している保管庫、

収納戸棚等備品の転倒・落下防止策を計画的に実施する。 
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４ 民間建築物の耐震診断・耐震改修の促進《都市整備局建築指導課・住宅政策課、 

各区建築課》 

新耐震基準以前のもので、不特定多数の者が利用する大規模建築物及び避難路等沿

道の建築物については、耐震化手法検討経費、耐震改修設計等経費及び耐震改修等経

費に対する助成、避難路等沿道の建築物及び多数の者が利用する建築物については、

耐震診断経費に対する助成など必要な支援を行うとともに、パンフレット等による耐

震診断・耐震改修等に関する意識啓発や指導・助言等を行う。 

それ以外の一般建築物については、相談窓口を設置するなど市民の相談に応じると

ともに、建築関係団体を通じてパンフレット等を配付し、意識啓発を行う。 

あわせて、民間住宅の耐震化を促進するため、建物所有者等が実施する耐震診断経

費、耐震改修設計経費及び耐震改修経費に対する助成等を行う。 

５ 文化財及び文化施設等の耐震性の向上《市有建築物管理担当課、都市整備局建築指

導課、各区建築課》 

文化財及びこれらを収容する博物館、資料館、美術館等の建築物について、耐震診

断や耐震補強をはじめとした各種の耐震対策を推進・指導する。 

また、各施設の管理者は、各々の施設の耐震性の向上を図り、倒壊防止に努める。 

特に、世界遺産に指定された原爆ドームについては、保存整備計画に基づく調整を

行い、地震に対する保存措置を講じる。 

 

第２ 付属設備等の改修促進 

１ ブロック塀等の改修促進《都市整備局都市計画課・建築指導課、各区建築課》 

⑴ 点検・指導 

ブロック塀や石塀等の倒壊による被害を防止するため、建築物防災週間等に安全

点検を実施し、改善指導を行う。また、所有者による自主的な点検補強が図られる

よう技術的な相談及び指導並びにパンフレット等による啓発を行う。 

あわせて、危険なブロック塀等の撤去等を促進するため、所有者等が実施するブ

ロック塀等の撤去工事に要する経費に対する助成を行う。 

⑵ 建築・緑地協定制度及び地区計画制度の活用 

建築・緑地協定制度及び地区計画制度の市民への普及に努めるとともに、これら

制度の活用により、ブロック塀等の高さ制限や生け垣の整備を促進し、ブロック塀

等の倒壊による人的被害の防止を図る。 

２ 屋外広告物・外装材等の落下防止《都市整備局都市計画課・建築指導課》 

屋外広告物・外装材等の破損落下や飛散による被害を防止するため、建築物防災週

間等を活用して、その実態を把握し、危険なものについては改善指導に努めるととも

に、所有者及び管理者に対して維持管理を徹底するよう指導する。 

３ 家具の転倒防止《都市整備局建築指導課、危機管理室災害予防課》 

家具の移動や転倒による被害を防止するため、家具の転倒等による被害防止策の必

要性を市民に周知するとともに、家具の固定方法や配置等について情報提供に努める。 

 

第３ 建築物の防災性能の向上 

〔「災害に強い市民活動の推進」関連事業〕 

《都市整備局建築指導課、各区建築課》 

地震時の二次災害である火災による被害の拡大を防止するため、主として次の対策

を推進する。 

１ 特定建築物の定期報告 

百貨店や劇場など不特定多数の人が利用する一定規模以上の特定建築物について、

防災上、避難上の安全確保の維持管理を周知徹底するため、定期報告書の提出を義務

付ける。 

２ 防災査察と改善指導 

既設の特殊建築物について防災査察を実施し、防災上、避難上の安全確保の改善指

導を行い、建築物の維持管理の周知徹底を図る。防災改修を行う者に対しては、他の

行政機関による指導と連携して適切な改修が図られるよう指導・助言を行う。 
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【地震に強い組織体制の整備に関する計画】 

 
災害対策基本法第５条の規定により、市町村は、基礎的な地方公共団体として、当該市

町村の地域並びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災

に関する計画を作成し、これを実施する責務を有している。 

 大規模な地震災害が発生した場合、行政の震災応急対策の対応力を超える分野又は行政

の対応が困難な分野については、ボランティア等の自発的支援による役割も阪神・淡路大

震災以後大きくなっているが、その前提として、行政が行う震災応急対策及び震災復旧・

復興対策が充分になされていなければならないことは当然である。 

 そこで、本市では、地震直後の初動対応から復旧・復興に至るまで、行政が十全な応急

対策及び復旧・復興対策を行うため、地震に強い組織体制の整備に積極的に取り組む。 

 

 情報の収集・連絡体制の整備 
 

地震災害発生時の初期情報等の迅速・的確な収集・連絡体制の整備に努める。 

 

第１ 情報の収集 

《危機管理室災害対策課》 

大規模な地震が発生した場合において、被害の大きい地域からの情報が入らないこ

とによる初動対応の遅延を回避するため、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）

や各区及び旧湯来町に震度計が設置されている広島県震度情報ネットワークシステム

を活用して震度情報を得るなど、積極的な情報収集を行う。 

また、機動的な情報収集活動を行うために、無線中継局から市街地の被災状況を監

視する高所カメラやヘリコプターテレビ電送システム、道路情報提供装置等を活用し、

情報収集を行う。 

 

第２ 通信手段の確保 

《危機管理室災害対策課》 

地震による被害が本市の中枢機能に重大な影響を及ぼす事態に備え、県、国その他

防災関係機関との相互連絡を迅速かつ確実に行うための防災行政無線については、使

用周波数の変更に伴う更新に併せて、高度情報化に対応するためのデジタル化及び回

線の途絶防止を図るため、無線回線と光回線による冗長化を図っている。 

今後は、災害初期における児童・生徒等の安否確認や避難場所の被害情報、救援情

報等の相互連絡機能の確保を図るため、ボランティアによるアマチュア無線との連携

についても検討する。 

災害時の通信手段を確保するため、防災行政無線の施設及び地域衛星通信ネットワ

ーク施設の耐震性の強化並びに停電対策・補完回線の確保等の情報通信施設の危険分

散等に努めるとともに、画像伝送システムの通信手段を防災行政無線に変換するなど、

他システムとのネットワーク化による災害情報の一元化を図る。 

また、防災行政無線及び地域衛星通信を災害時に使用するためには、平常時からの

機器操作の習熟が必要であるため、本市職員は、平常時の行政連絡についても、防災

行政無線又は地域衛星通信を使用するよう努める。 

さらに、機器の総点検を定期的に実施するとともに、防災関係機関と連携した通信

訓練、通信輻輳時及び途絶時を想定した通信統制や重要通信の確保及び非常通信を取

り入れた実戦的通信訓練等を定期的に実施する。 

 

第３ 被災者等への的確な情報伝達 

《危機管理室災害対策課》 

被災者等への情報伝達手段として、防災行政無線等の整備を図るとともに、報道機

関との相互連携をより一層強化し、正確で有効な災害情報の提供体制や広報体制の充
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実・強化を図る。さらに、市民からの問い合わせ等に対応するため、災害情報窓口の

設置等を推進する。 

 

 災害応急体制の整備 
 

地震災害が発生した場合に、迅速かつ円滑に災害応急対策、災害復旧・復興を実施する

ための体制を整備する。 

 

第１ 職員参集体制の整備等 

《危機管理室災害対策課》 

連絡手段（携帯電話等）・参集手段の確保、参集職員の職場近傍での宿舎の確保等に

ついて検討するとともに、夜間・休日において対応できる体制の整備を図るなど、災

害状況に応じた本部体制の確立及び職員の非常参集体制の整備を図る。 

また、災害の推移に応じたマニュアルを各部局ごとに作成し、職員に周知するとと

もに、定期的に訓練を実施し、災害時の活動手順、使用資機材や装備の使用方法の習

熟、他の防災関係機関等との連携等について徹底を図る。 

加えて、救急救命士、被災建築物応急危険度判定士等の養成等防災活動上必要な資

格の取得を推進するとともに、実践的な防災活動に対応できる職員を育成する。 

 

第２ 職員の防災研修の実施 

《危機管理室》 

本市職員は災害発生時に計画実行上の主体として行動しなければならない。このた

めには、日頃から震災に関する一般的な知識を習得するとともに、職員自身が本計画

で規定されている所属する局部課等の分掌事務のマニュアルを通じて、当該局部課等

が災害発生時に行うべきこと、職員自身が災害発生時に行うべきことを十分に理解す

るとともに、各種会議、研修等のあらゆる機会を活用し、要配慮者への配慮や男女共

同参画の視点を取り入れた災害対応についての理解を深めるよう努めなければならな

い。 

さらに、傷病者が多数発生した場合に、軽傷者の手当を行うことができるよう、応

急手当を習得しておくことが望まれる。 

また、平常時には、地域ぐるみの住民主体の「防災まちづくり」が進むよう、地域

の防災リーダーとして活動していく必要がある。 

そこで、次の事項を中心として実践的な研修を行い、災害発生時に適切な措置がと

れるようにする。 

１ 地震及び津波に関すること。 

２ 地震防災対策として、現在講じられている施策に関すること。 

３ 災害発生時に職員の所属する局部課等が行うべきこと及び職員自身が行うべきこと。 

４ 応急手当に関すること。 

５ 「防災まちづくり」のための地域の防災リーダーの役割に関すること。 

６ 要配慮者への配慮や男女共同参画の視点を取り入れた災害対応に関すること。 
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対象 内容 実施担当 
市職員 １ 国等の実施する防災研修への職員派遣 

２ 危機管理研修会、新任区長等研修、新任防災担当職
員研修、その他必要な研修の開催 

危機管理室 

３ 新任係長級職員研修等の階層別研修に防災課目を
含めるよう計画 

研修センター 

４ 部局内防災研修会の開催 各局・区等 

市民 １ 防災教室（巡回）の開催 
⑴ パネル展示、チラシ配布による知識の普及 
⑵ 消火実験、起震車利用等による体験訓練の実施 
⑶ 映写会（映画・ビデオ・スライド）の開催 

２ 地区防災研修会・講習会等の開催 
⑴ 区単位、地域単位の代表者を対象としたもの 
⑵ 災害危険区域等特定地区住民を対象としたもの 

各消防署 
各区地域起こし推進課 

 ３ 本市の広報紙等による防災知識の普及 
⑴ 広報紙「ひろしま市民と市政」の利用によるもの 
⑵ テレビ及びラジオ広報番組並びにニュースメデ

ィアの利用によるもの 
⑶ 広報紙「自主防災ひろしま」の利用によるもの 
⑷ 本市ホームページによるもの 
⑸ 報道機関の利用によるもの 

企画総務局広報課 
各区区政調整課・地域
起こし推進課 
危機管理室災害予防課 
消防局総務課・予防課 

 ４ 各種防災運動・行事の実施によるもの 
⑴ 火災予防運動、防災週間中における各種行事の実

施 
⑵ 防災パレード・キャンペーン等の実施 
⑶ その他 

災害予防実施担当局・
区・課 

児童生徒 １ 防災副読本等の作成・配布 
２ 防災訓練・講演会の実施 

危機管理室災害予防課 
ほか 

 

第３ 消防団の充実強化 

《消防局消防団室》 

東日本大震災をはじめ、地震、局地的豪雨等による災害が各地で頻発し、消防団や

自主防災組織の活動など、地域防災の重要性はますます増大している。このため、地

域に密着し、災害が発生した場合に地域で即時に対応することができる消防団が、そ

の中核的な役割を果たすことを踏まえ、消防団のより一層の充実強化を図る。 

１ 消防団の強化 

消防団は、将来にわたり地域防災の中核として欠くことのできない代替性のない存

在であるとの認識のもと、消防団の強化を一層推進する。 

２ 消防団への入団促進 

自らの地域は自らで守るという住民の意識の啓発を図り、消防団への積極的な入団

を促進する。 

特に、将来の地域防災を担う若年層や地域コミュニティとの結びつきが強い女性の

入団を促進する。 

３ 事業所等の協力体制の推進 

消防団員の被用者の割合が高いことから、事業所等に勤務する消防団員が活動しや

すい環境や事業所の従業員等が消防団へ入団しやすい環境とするため、事業所等の消

防団に対する理解と協力を得るための取組を推進する。 

４ 消防団車庫、車両及び装備 

地域における消防団活動の拠点となる消防団車庫の建替及びポンプ車の更新等を計

画的に行うとともに、災害活動及び安全対策並びに情報連絡等に関する装備の充実を

図る。 

５ 消防団員の教育訓練 

消防団員の安全確保及び能力の向上を図るため、消防団員の教育訓練を充実すると

ともに、消防団員が参加しやすい環境整備を推進する。 
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第４ 応急復旧体制・資機材の整備等 

《各市有建築物管理担当課》 

本市及び公共機関は、それぞれの所管する施設・設備の被害状況の把握及び応急復

旧を行うため、あらかじめ体制や資機材を整備しておくものとする。また、災害対応

マニュアルの見直しをはじめ、機器の総点検の定期的実施、実践的訓練の定期的実施

や、非常時における運用計画の策定等を行うとともに、緊急用の資機材や自家発電設

備等の整備及び代替エネルギーの導入等についても検討し、災害応急対策の迅速な実

施に努める。 

特に、平和記念資料館、区民文化センター等多数の者が利用する施設及び社会福祉

施設等の社会公共施設等の管理者は、地震災害発生時にとるべき応急対策として、概

ね次の事項について、あらかじめ計画を定めておくものとする。 

１ 利用者の安全対策 

２ 出火防止措置 

３ 避難誘導 

４ 施設の点検 

５ 被害状況の報告 

６ 二次災害の防止措置 

７ 施設の開閉基準 

８ その他必要と認める応急対策事項 

また、これらの施設の管理者は、平常時から防災訓練等を通じて、地震災害発生時

の応急対策について、習熟に努めるものとする。 

 

第５ 罹災証明書交付体制の整備 

《危機管理室災害予防課、財政局税務部固定資産税課、各区、財政局税務部各市税事

務所、都市整備局建築指導課》 

罹災証明書は、災害により被災した住家等について、その被害の程度を証明したも

のであり、被災者生活再建支援等の判断材料として極めて重要な役割を果たしている

ことから、平常時から住家被害の調査に従事する職員の育成や、他の地方公共団体等

との連携を図るなど、罹災証明書を遅滞なく交付できるよう、必要な業務の実施体制

の確保を図る。 

第６ 防災拠点施設等の機能確保 

《危機管理室、各市有建築物管理担当課》 

災害対策本部、代替本部、区役所、消防署所及び病院等の防災拠点となる施設・設

備については、災害時の応急・復旧対策を実施するために重要な役割を担う施設であ

る。このため、災害発生時に迅速かつ円滑な応急・復旧体制がとれるよう、防災拠点

施設等の安全性及び機能の確保を図るものとする。 

１ 防災拠点施設 

⑴ 「発災直後から災害対応の中枢となる施設」 
区   分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

災害対策本部 ○災害対応の中枢機能 市役所本庁舎、区役所 

情報収集・ 
伝達拠点 

○地域住民に正確な情報を伝
達するとともに、災害に係る
情報を災害対策本部と受伝達
する機能 

市役所本庁舎、消防局、区役所、水道局、
消防署所、水道局管理事務所、浄水場、
広島市総合防災センター、指定緊急避難
場所（大火）、指定避難所、国・県・公共
機関等の防災関係施設 

消防拠点 
○消防活動を行う拠点として
の機能 

消防署所、消防航空隊基地、消防団車庫 

保健・医療・ 
救護拠点 

○医療・救護機能 
○保健衛生管理機能 
○遺体の収容及び火葬機能 
○障害児の支援機能 

保健所、保健センター、救護所、災害拠
点病院、舟入市民病院、似島診療所、火
葬場、こども療育センター 
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⑵ 「被災市民の生活維持に必要な施設」 

区   分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

避難場所等 
○避難場所等としての機能 
○避難者の収容機能 

指定緊急避難場所（大火）、指定避難所 

救援物資 

備蓄拠点 

○食料・生活必需品・災害対
策用資機材等の物資を備えて
おく機能 

指定避難所となる市立小中学校等、広島
市民球場防災備蓄倉庫、広島市総合防災
センター倉庫、西消防署倉庫、南消防署
宇品出張所倉庫、安芸消防団中野分団中
央車庫 

輸送拠点 
○各種物資の輸送端末地とな
る機能 

東部市場、中央市場・草津岸壁・草津漁
港、広島ヘリポート、広島港宇品地区・
宇品内港地区、太田川河川敷 

救援物資 

補給輸送拠点 

（２次拠点） 

○食料・飲料水・生活必需品・
医薬品等救援物資の受入及び
集配場としての機能 

協定等を締結している民間団体が提供
可能な施設、広島みなと公園・ﾒｯｾｺﾝﾍﾞﾝ
ｼｮﾝ等交流施設用地一帯、広島広域公園
一帯、東区スポーツセンター・広島市総
合屋内プール、安佐北区スポーツセンタ
ー 

災害ボランテ

ィア活動拠点 

○災害ボランティアの活動拠
点としての機能 

広島市総合福祉センター、各区地域福祉
センター、公民館 

給水拠点 
○飲料水・生活用水を供給す
る拠点としての機能 

浄水場、緊急遮断弁設置配水池、飲料水
兼用型耐震性防火水槽設置場所、指定緊
急避難場所（大火）、指定避難所 

⑶ 「災害復旧に必要な施設」 

区  分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

廃棄物処理 
拠点 

○生活ごみや下水等の廃棄
物を処理する拠点としての
機能 

水資源再生センター、ポンプ場、農業集落
排水処理施設、清掃工場、資源ごみ選別施
設、大型ごみ破砕処理施設、埋立地 

２ 防災拠点施設・設備等の安全性の確保 

災害対策本部、代替本部、区役所、消防署所及び病院等の防災拠点となる施設・設

備については、地震に強い施設整備を行うとともに、耐震診断や耐震補強等を行い、

これを良好な状態に保つよう努める。 

また、防災拠点施設には、災害時における用途に付随する食料、飲料水及び応急活

動用資機材等の適正な備蓄及び調達体制を整備する。 

なお、これらの防災拠点施設が被災した場合には、迅速な機能回復を図る。 

この場合の防災拠点施設の応急復旧優先度は次のとおりとする。 

【優先度１】： 最も緊急性の高い施設とし、上記１防災拠点施設の区分、確保す

べき機能、具体的施設の一覧表（以下「一覧表」という。）の⑴「発

災直後から災害対応の中枢となる施設」とする。 

【優先度２】： 緊急性の高い施設とし、一覧表の⑵ 「被災市民の生活維持に必要

な施設」とする。 

【優先度３】： 一覧表の⑶「災害復旧に必要な施設」とする。 

３ 災害対策本部機能の確保 

市災害対策本部が設置される市役所本庁舎及び区災害対策本部が設置される区役所

庁舎が災害により被害を受け、機能の喪失又は低下が生じた場合に備え、当該庁舎内

や他の施設に代替機能を確保するなど必要なバックアップ対策に努める。 

なお、市役所本庁舎が使用できない場合の代替の災害対策本部を安佐南消防署とする。  

今後、「平成 25 年度広島市地震被害想定」等を踏まえ、新たな代替施設の必要性な

どについて検討を行う。 
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４ 給水の確保対策 

防災拠点施設、避難場所及び医療施設等における給水の確保対策は、各々の拠点と

なる防災関係機関と水道事業管理者が次のとおり分担して行う。 

⑴ 防災関係機関 

ア 自己の所有する給水装置について、耐震性の再点検を行い、必要に応じて補強

対策を講じるよう努める。 

イ 大規模地震発生時には、水道管の破損や停電等による長時間の給水停止が想定

されることから、平常時から飲料水の備蓄・調達体制の整備に努める。 

ウ 指定緊急避難場所（大火）等に飲料水兼用型耐震性防火水槽を設置するよう努める。 

エ 避難所及び医療施設等には、仮設水槽、ポリ容器、飲料水用ポリ袋等をあらか

じめ常備し、応急給水の受入れに万全を期すよう努める。 

なお、建物内の受水槽で応急給水を受けようとする場合には、非常用発電機、

揚水設備、応急給水用具等をあらかじめ常備しておく必要がある。 

オ 人命に係わる救急告示病院及び人工透析が必要な患者を診療する医療機関につ

いては、給水管に耐震管を布設する等の措置を講じるよう努める。 

⑵ 水道事業管理者《水道局企画総務課》 

応急活動のシステム化と広域的応援体制の確立を図り、迅速な応急活動に努める。 

５ 停電対策 

停電時における関連施設・設備の機能を確保するため、自家発電設備等の整備を図る。  

なお、機能の維持・確保に支障を生じない期間の発電が可能となるよう燃料の確保

に努めるとともに、災害対策本部が設置される防災拠点施設等への燃料の供給要請等

を円滑に行うためのデータベースを整備する。 

また、建物の更新時等に自家発電設備その他の電気設備の浸水対策等を行う。 

 

第７ 防災関係機関相互の連携体制の確保 

災害発生時には、防災関係機関相互の連携体制が重要であり、応急活動、復旧活動

に関し、次の点に留意し、相互応援協定を締結するなど、平常時より連携を強化して

おくものとする。 

１ 一般的な防災関係機関相互の連携体制《道路交通局道路課、地方独立行政法人広島

市立病院機構広島市民病院・舟入市民病院・安佐市民病院、危機管理室、消防局警

防課》 

⑴ 人的な応援体制だけではなく、食料、水、生活必需品、医薬品、血液製剤及び所

要の資機材の調達並びに広域的な避難に必要となる施設等の相互利用等に関する応

援体制の確立を図る。 

⑵ 緊急消防援助隊等による消火・救急・救助に係る全国的な応援・受援体制を整備

する。 

⑶ 防災関係機関相互の応援が円滑に行えるよう、救援活動拠点として、ヘリポート、

待機所等の確保に努める。 

⑷ 道路啓開や被災者の輸送等、災害応急対策に必要な特別な技能・資機材・物資を

保有している企業・民間団体に対して、災害時の応援・協力協定の締結を働きかける。  

⑸ 防災関係機関等との合同訓練の実施等により連携体制の強化に努める。 

２ ライフラインの応急復旧に係わる関係機関の連携体制《各ライフライン事業者》 

⑴ ライフライン施設の応急復旧体制の確立 

電気、ガス、水道等のライフライン事業者は、地震発生時に円滑な対応が図られ

るよう、ライフラインの被害状況の予測・把握及び緊急時の供給についてあらかじ

め計画を作成しておくものとする。 

また、ライフライン施設の応急復旧に関して、広域的な応援を前提として、あら

かじめ事業者間で広域応援体制の整備に努めるものとする。 

⑵ 関係機関との調整 

広島市ライフライン連絡調整会議を設置し、災害発生後の円滑な応急対策及びラ

イフラインの迅速かつ効率的な復旧を図り、広島市災害対策本部及びライフライン

関係機関相互の情報交換、協議調整等を行う。 
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⑶ 復旧活動支援拠点の候補地の確保 

大規模災害時におけるライフラインの早期復旧を図るための活動支援拠点として

次のとおりあらかじめ候補地を指定し、災害発生時においては、施設管理者と協議

の上、使用する。 

なお、ヘリコプターや大型車両の運用、資機材保管スペース等を考慮した候補地

の追加確保に取り組む。 

区  分 候補地 

南  区 広島競輪場（周辺駐車場） 

西  区 草津公園 

安佐南区 
沼田運動広場 
太田川河川敷川内グラウンド・安佐大橋駐車場（太田川右岸・安佐大橋下流側） 
広島修道大学第一駐車場、奥畑防災調整池公園 

安佐北区 
太田川河川敷小田グラウンド・小田第二駐車場（太田川左岸・口田南一丁目） 
中国電力㈱南原研修所（多目的グラウンド等）、寺山公園 

安 芸 区 矢野南三丁目市有地 

廿日市市 廿日市市宮園野球場 

熊 野 町 熊野町民グランド 

(注) 廿日市市が被災した場合は沼田運動広場を、熊野町が被災した場合は矢野

南三丁目市有地を候補地と位置付ける。 

⑷ 道路管理者における道路占用物件の情報管理《道路交通局道路管理課・道路課》 

道路管理者は、ライフライン事業者が占有している物件について、本市と道路管

理センターをオンラインで結ぶ道路情報管理システムの利用等を通じて、道路占用

物件の管理の一元化を行い、緊急時にも即応できる情報収集体制の確立を図る。 

 

第８ 緊急輸送体制の整備 

〔「地震に強い都市構造の形成」関連事業〕 

地震災害発生時の緊急輸送活動のために、多重化や代替性を考慮しつつ輸送拠点や

緊急輸送道路の指定等緊急輸送ネットワークの整備を図る。 

なお、広島県緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会が策定する計画を、緊急

輸送道路の見直しに反映させる。 

１ 輸送拠点の指定《企画総務局総務課、道路交通局道路課、危機管理室》 

災害発生時に救援物資の受け渡しの接点となる輸送拠点は、東部市場、中央市場・

草津岸壁・草津漁港、広島ヘリポート、広島港宇品地区・宇品内港地区、太田川河川

敷とする。 

これらの施設を管理する機関及び輸送路を管理する機関と協議し、陸上輸送のみな

らず、海上輸送及び航空輸送を含めた緊急輸送ネットワークの確立に努める。また、

輸送拠点と市災害対策本部の情報連絡を円滑に行うため、通信連絡手段の整備に努める。 

２ 緊急輸送道路の指定《道路交通局道路課》 

⑴ 第１次緊急輸送道路 

他都市及び広域都市圏相互の連携を図るため、次の道路を第１次緊急輸送道路に

指定する。 

路線名 起点 終点 管理者名 

山陽自動車道 東広島市・広島市境 広島市・廿日市市境 ＮＥＸＣＯ西日本 

広島自動車道 広島ＪＣＴ 広島北ＪＣＴ ＮＥＸＣＯ西日本 

中国自動車道 北広島町・広島市境 広島市・安芸太田町境 ＮＥＸＣＯ西日本 

広島呉道路 南区仁保沖町 広島市・坂町境 ＮＥＸＣＯ西日本 

広島高速１号線 東区福田町 東区温品二丁目 広島高速道路公社 

広島高速２号線 東区温品二丁目 南区仁保沖町 広島高速道路公社 

広島高速３号線 南区仁保沖町 西区観音新町四丁目 広島高速道路公社 

広島高速４号線 西区中広町一丁目 安佐南区沼田町大塚 広島高速道路公社 
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路線名 起点 終点 管理者名 

広島南道路 西区観音新町四丁目 西区扇一丁目 広島市 

国道２号 東広島市・広島市境 西区庚午北一丁目 国土交通省 

国道２号（西広島ＢＰ） 西区庚午北一丁目 広島市・廿日市市境 国土交通省 

国道２号（東広島ＢＰ） 安芸区瀬野南町 広島市・海田町境 国土交通省 

国道２号（宮島街道） 西区庚午北一丁目 広島市・廿日市市境 広島市 

国道３１号 海田町・広島市境 広島市・坂町境 国土交通省 

国道５４号 中区大手町四丁目 広島市・安芸高田市境 国土交通省 

国道５４号（可部ＢＰ） 安佐北区可部南一丁目 安佐北区大林町 国土交通省 

国道１８３号 中区紙屋町二丁目 安佐南区中須二丁目 広島市 

国道１９１号 安芸太田町・広島市境 安佐北区可部五丁目 広島市 

国道２６１号 安佐北区安佐町飯室 広島市・北広島町境 広島市 

国道４３３号 佐伯区湯来町葛原 広島市・安芸太田町境 広島市 

国道４８７号 南区宇品海岸一丁目 南区皆実町一丁目 広島市 

国道４８８号 佐伯区湯来町多田 佐伯区湯来町和田 広島市 

臨港道路廿日市草津線 廿日市市・広島市境 西区商工センター八丁目 広島県 

臨港道路五日市線 佐伯区五日市港二丁目 佐伯区五日市港二丁目 広島県 

臨港道路出島１号線 南区出島三丁目 南区出島三丁目 広島県 

臨港道路出島２号線 南区出島二丁目 南区出島二丁目 広島県 

臨港道路宇品１号線 南区出島一丁目 南区出島一丁目 広島県 

臨海道路宇品臨港線 南区宇品東三丁目 南区宇品海岸二丁目 広島県 

臨港道路出島海田線 南区仁保沖町 広島市・坂町境 広島県 

（主）矢野安浦線 

(広島熊野道路含む) 
安芸区矢野新町二丁目 広島市・熊野町境 広島市・広島県 

（主）広島三次線 東区牛田新町三丁目 広島市・安芸高田市境 広島市 

（主）広島三次線 南区松原町 東区牛田本町四丁目 広島市 

（主）広島三次線 南区比治山本町 南区的場町一丁目 広島市 

（主）五日市筒賀線 佐伯区城山一丁目 佐伯区湯来町葛原 広島市 

（主）五日市筒賀線 佐伯区湯来町多田 広島市・安芸太田町境 広島市 

（主）広島中島線 東区東蟹屋町 東区温品一丁目 広島市 

（主）広島中島線 東区馬木四丁目 東区福田一丁目 広島市 

（主）広島湯来線 西区田方二丁目 佐伯区五日市町石内 広島市 

（主）翠町仁保線 南区翠一丁目 南区仁保二丁目 広島市 

（一）広島海田線 南区的場町一丁目 南区大州四丁目 広島市 

（一）広島港線 中区千田町一丁目 中区大手町五丁目 広島市 

（一）南観音観音線 西区観音新町四丁目 西区南観音三丁目 広島市 

（一）矢野海田線 安芸区矢野西二丁目 安芸区矢野新町二丁目 広島市 

（一）原田五日市線 佐伯区五日市町石内 佐伯区海老園一丁目 広島市 

市道駅前大州線 南区松原町 南区荒神町 広島市 

市道駅前吉島線 南区松原町 中区国泰寺町一丁目 広島市 

市道鷹野橋宇品線 中区千田町一丁目 南区宇品西六丁目 広島市 

市道白島牛田線 東区牛田本町四丁目 東区牛田本町四丁目 広島市 

市道中広宇品線 南区段原三丁目 南区宇品海岸三丁目 広島市 

市道中広宇品線 西区中広町一丁目 南区的場町一丁目 広島市 

市道駅前観音線 西区中広町一丁目 西区南観音町 広島市 
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路線名 起点 終点 管理者名 

市道常盤橋大芝線 東区牛田本町四丁目 東区牛田本町六丁目 広島市 

市道天満矢賀線 南区荒神町 東区東蟹屋町 広島市 

市道観音井口線 西区扇一丁目 西区商工センター七丁目 広島市 

市道鈴が峰田方線 西区鈴が峰町 西区鈴が峰町 広島市 

市道草津鈴が峰線 西区草津新町二丁目 西区井口一丁目 広島市 

市道南 4 区 843 号線 南区出島二丁目 南区出島二丁目 広島市 

市道西 4 区 106 号線 西区鈴が峰町 西区田方一丁目 広島市 

市道西 4 区 210 号線 西区扇一丁目 西区庚午中四丁目 広島市 

市道西 5 区 231 号線 西区商工センター七丁目 西区商工センター八丁目 広島市 

市道安佐南 4 区 454 号線 安佐南区沼田町大塚 安佐南区沼田町大塚 広島市 

市道安佐南 4 区 453 号線 安佐南区沼田町大塚 安佐南区大塚西五丁目 広島市 

市道安佐南 4 区 490 号線 安佐南区大塚西五丁目 安佐南区伴南一丁目 広島市 

市道佐伯 1 区 371 号線 佐伯区石内北二丁目 佐伯区五日市町石内 広島市 

市道安佐南 4 区 739 号線 安佐南区伴南五丁目 安佐南区沼田町伴 広島市 

市道安佐南 4 区 486 号線 安佐南区沼田町伴 安佐南区伴西二丁目 広島市 

市道安佐南 4 区 608 号線 安佐南区伴西二丁目 安佐南区伴西二丁目 広島市 

市道安佐北 3 区 533 号線 安佐北区三入二丁目 安佐北区三入二丁目 広島市 

市道中野瀬野線 安芸区中野東二丁目 安芸区中野東町 広島市 

市道中野瀬野線 安芸区瀬野南町 安芸区上瀬野南一丁目 広島市 

市道押手線 安芸区中野東二丁目 安芸区中野東二丁目 広島市 

市道平原線 安芸区中野東五丁目 安芸区中野東町 広島市 

市道瀬野線 安芸区上瀬野一丁目 安芸区上瀬野南一丁目 広島市 

 

⑵ 第２次緊急輸送道路 

他都市及び広域都市圏相互の連携を図るため、次の道路を第１次緊急輸送道路に

指定する。 

路線名 起点 終点 管理者名 

（主）広島豊平線 安佐南区中須一丁目 安佐南区沼田町伴 広島市 

（主）安佐豊平芸北 安佐北区安佐町鈴張 広島市・北広島町境 広島市 

（主）広島中島線 東区福田一丁目 安佐北区上深川町 広島市 

（主）広島中島線 安佐北区深川二丁目 安佐北区可部南三丁目 広島市 

（主）広島湯来線 佐伯区五日市町石内 安佐南区沼田町伴 広島市 

（主）五日市筒賀線 佐伯区隅の浜二丁目 佐伯区千同二丁目 広島市 

（主）東海田広島線 中区東白島町 西区横川町三丁目 広島市 

（主）東海田広島線 東区東蟹屋町 南区大須賀町 広島市 

（主）東海田広島線 府中町・広島市境 東区矢賀新町一丁目 広島市 

（一）広島海田線 中区基町 南区的場町一丁目 広島市 

（一）広島海田線 南区大州四丁目 広島市・府中町境 広島市 

（一）広島海田線 府中町・広島市境 広島市・海田町境 広島市 

（一）広島港線 南区皆実町二丁目 中区国泰寺町二丁目 広島市 

（一）伴広島線 安佐南区沼田町伴 安佐南区沼田町伴 広島市 
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路線名 起点 終点 管理者名 

（一）伴広島線 中区堺町二丁目 中区榎町 広島市 

市道御幸橋三篠線 中区東千田町二丁目 中区東白島町 広島市 

市道横川江波線 中区堺町二丁目 中区江波南二丁目 広島市 

市道中島吉島線 中区中島町 中区南吉島一丁目 広島市 

市道東 4 区 19 号線 東区牛田本町一丁目 東区牛田本町三丁目 広島市 

市道東 4 区 266 号線 東区牛田南一丁目 東区牛田本町一丁目 広島市 

市道東 4 区 1 号線 東区牛田南一丁目 東区牛田南一丁目 広島市 

市道東 5 区 36 号線 東区二葉の里二丁目 東区二葉の里二丁目 広島市 

市道霞庚午線 中区千田町三丁目 西区庚午中四丁目 広島市 

市道霞庚午線 南区翠二丁目 南区皆実町五丁目 広島市 

市道比治山庚午線 南区比治山本町 西区己斐本町一丁目 広島市 

市道比治山東雲線 南区比治山本町 南区段原三丁目 広島市 

市道段原蟹屋線 南区段原三丁目 南区西蟹屋四丁目 広島市 

市道草津沼田線 西区商工センター二丁目 西区田方三丁目 広島市 

市道駅前観音線 西区横川町二丁目 西区中広町二丁目 広島市 

市道西 3 区 82 号線 西区己斐本町一丁目 西区己斐本町二丁目 広島市 

緊急用河川敷道路 太田川河川敷（旭橋） 太田川河川敷（祗園大橋） 国土交通省（太田川河川事務所） 

市道高陽沼田線 安佐南区中筋一丁目 安佐南区中須一丁目 広島市 

市道高陽可部線 安佐北区落合五丁目 安佐北区深川二丁目 広島市 

 

⑶ 第３次緊急輸送道路  

第１次・第２次緊急輸送道路を補完するため、次の道路を第３次緊急輸送道路に

指定する。 

路線名 起点 終点 管理者名 

（主）広島中島線 南区猿猴橋町 東区愛宕町 広島市 

（一）府中祇園線 東区中山西二丁目 東区戸坂千足一丁目 広島市 

（一）中山尾長線 東区中山南一丁目 東区愛宕町 広島市 
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３ 臨時ヘリポートの指定等《消防局警防課》 

施設の管理者と連携をとりつつ、臨時ヘリポートを指定し、緊急輸送ネットワーク

に組み入れるとともに、必要資機材を備蓄する。 

４ 輸送施設・輸送拠点の耐震性の確保《関係施設管理者、危機管理室》 

緊急時における輸送の重要性に鑑み、緊急輸送ネットワークとして指定された輸送

施設・拠点の耐震性の確保に配慮する。 

５ 道路交通関連施設の耐震性の確保等《道路交通局道路管理課・道路課》 

緊急時の交通管制機能を保持するため、信号機、道路情報板等の道路交通関連施設

の耐震性を確保するとともに、各道路管理者は県警察と連携し災害時の交通規制や迂

回路設定等の道路交通管理体制を確立する。 

６ 道路啓開・応急復旧等に係る体制の整備《道路交通局道路課、危機管理室災害予防課》 

災害時の道路啓開体制をマニュアル化するとともに、災害時の道路の障害物除去、

応急復旧に必要な人員・資機材を確保するため、広島市災害協力事業者制度の効果的

な運用を図るとともに、市域内の関係団体等と協力協定を締結するなど、道路啓開・

応急復旧等に係る体制を整備する。 

７ 緊急輸送に係る体制の整備《道路交通局道路管理課、危機管理室災害予防課》 

災害発生時において、円滑な緊急輸送を行うに当たり、市有車両が不足する場合等

に備え、車両・船舶や車両等の燃料を確保するため、広島市域内の関係団体等と協力

協定を締結するなど、緊急輸送に係る体制を整備する。 

 

 救助・救急及び消火活動体制の整備 
 

地震時に発生する災害は、建物・ブロック塀の倒壊、窓ガラス等の落下をはじめ、火災・

浸水等により、多数の救助・救急事故の発生が予想される。そこで、地震災害時における

応急対策に万全を期するため、消防力等の整備、自主防災組織等との連携強化などを図る。 

 

第１ 救助・救急活動体制の整備 

《消防局消防団室・警防課・救急課》 

１ 震災対策用資機材の整備 

地震発生後、倒壊家屋の下敷きになるなどした負傷者、被災者に対し、救助・救急

活動を行うため、高度救助資機材等を積載する救助工作車等及び高度救命処置資機材

等を積載する救急車等を整備する。 

２ 救急搬送体制の確立 

重症者等をヘリコプターを使用して広域医療機関等へ搬送する体制を関係機関と協

力して構築する。 

また、負傷者を迅速かつ適切に医療機関に搬送するため、関係機関と連携して災害

時に即応し得る搬送体制を確立する。 

３ 救助体制の確立 

効率的な救助活動の展開を図るため、情報の一元化、指揮系統・地域分担等の調整

など、平素から他機関との連絡・連携体制を確立するとともに、定期的に合同訓練を

実施し、「顔の見える関係」を構築し信頼感を醸成するよう努める。 

また、重量物の移動等を必要とする場合、大型重機等を要請し有効な救助活動が展

開できるよう配慮する。 

４ ヘリコプターの運航の充実強化 

ヘリコプターの機動性を有効に活用して被災状況の把握、救急患者搬送、人員・物

資搬送等の業務に当たる。特に、大規模地震災害時には支援ヘリコプター等が多数飛

来するため、活動拠点となる臨時ヘリポートの確保及び燃料補給等の後方支援体制を

充実強化するとともに、指揮命令系統及び他機関との連絡・連携体制を確立する。 

５ 消防団・自主防災組織等との連携強化 

市民等による自主的な救助・救急活動が行えるよう、訓練等を通じて連携強化を図

るとともに、救助方法や応急手当の知識・技術の普及を図る。 
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第２ 消火活動体制の整備 

《消防局総務課・消防団室・警防課・予防課、危機管理室災害予防課》 

地震時に発生する火災は、被害を飛躍的に拡大させることから、地震対策の中でも

火災対策は最も重要な対策である。そこで、地震火災時における応急対策の万全を期

するため、消防力等の整備を図る。 

また、広域消防応援体制を確立するとともに、消防水利の多様化と適正配置、自主

防災組織等と連携した消防体制を推進強化する。 

１ 広域消防応援体制の確立 

同時多発火災発生時には、単独自治体のみでは、消火活動体制に限界があることか

ら、広域的な消防応援体制を確立する必要がある。 

⑴ 現在、県内において災害が発生した場合に、各市町及び消防組合が保有する消防

力を活用して、災害による被害を最小限に防止することを目的とし、各市町及び消

防本部との間で、広島県内広域消防相互応援協定を、また、各市町との間で広島県

内航空消防応援協定を締結している。 

⑵ 山口県下の広島広域都市圏内の市町を管轄する各消防組合との間で消防相互応援

協定を締結している。 

⑶ 全国的には、国の組織する緊急消防援助隊に参画するとともに、応援受援に関す

る運用マニュアルに基づき、協定市町村等と合同訓練を実施する。 

２ 消防機動力の強化 

地震時には、家屋の倒壊、道路の寸断等により消防隊の現場到着は遅れ、現場での

活動も濃煙・炎の発生、群集パニック等により大きく制限されると予想される。 

このため、情報収集体制の整備を行い、全市域の被災状況を早期に把握し、消火活

動と人命救助活動を併せた消防活動を展開する。 

また、このような状況下においても、有効な消防活動を行うため、ヘリコプターの

有効活用はもとより悪条件下での災害対応性能に優れている車両その他各種装備・資

機材等を整備し、消防機動力を強化する。 

３ 消防水利の多様化及び適正配置 

市街地における消防水利の多くを占める消火栓は、大規模地震発生時には、地盤の

変動による水道管の破損、断水等により使用不能になると予想される。 

したがって、耐震性を有する防火水槽を整備し、海水、河川等の自然水利、プール、

ため池等の指定消防水利及び下水道等を活用することにより消防水利の多様化を図る

とともに、家屋密集地、軟弱地盤地域、指定緊急避難場所（大火）等における適正な

配置を図る。 

４ 消防団・自主防災組織等との連携強化 

地震時の同時多発火災に適切に対応するため、「震災時の警防対策マニュアル」に基

づき、消防署、消防団及び自主防災組織がその担当区分に従って、連携活動を行う体

制の推進強化を図る。 

 

 医療救護体制の整備 
《健康福祉局医療政策課》 

 

「平成 25 年度広島市地震被害想定」を踏まえ、地方独立行政法人広島市立病院機構・

県・近隣市町村・地区医師会・日本赤十字社等とも連携し応急救護用医薬品、医療資機材

等の備蓄を促進するとともに、災害時に拠点となる医療施設の選定、他の政令指定都市等

との相互応援体制の充実など救急医療体制の整備に努める。 

 

第１ 医療品等医療資機材の備蓄 

蘇生、骨折等災害時の初期治療用救急医療セットを広島市民病院・舟入市民病院・

安佐市民病院に各１セットずつ整備するとともに、必要に応じて更新を行う。 

また、大規模地震時の大量の負傷者の搬送治療の優先順位を判別するトリアージ・
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タッグを五日市断層による地震の想定死傷者数に基づき整備し、救急車内や病院、保

健センター等に備蓄する。 

 

第２ 医薬品の調達体制の確立 

医薬品の現物備蓄については、管理・保存方法で困難な面があるため、原則として、

医療救護班が持参するものと流通備蓄で対応する。 

 

第３ 情報連絡網等の整備 

消防と医療機関及び医療機関相互の情報連絡網等を整備し、連携を強化するととも

に、医療機関の連絡・連携体制についての計画を作成するよう努める。 

 

 保健衛生・遺体の火葬体制の整備 
 

指定避難所を中心とした被災者の健康保持、地域の衛生管理のために必要な体制及び多

数の死者が生じた場合の遺体の火葬体制等を整備する。 

 

第１ 保健衛生活動 

１ 被災者の健康の保持《健康福祉局健康推進課・各区地域支えあい課》 

保健師等による訪問指導・健康相談など被災者の健康を保持するための体制づくり

を行う。 

２ 被災地域の生活衛生の維持《健康福祉局医療政策課、健康推進課、食品保健課、食

品指導課、環境衛生課》 

食品衛生監視員及び環境衛生監視員等による食中毒・感染症予防、被災家屋の消毒

指導や飲用水相談、食品関係施設及び環境衛生施設等の衛生指導など、被災地域の生

活衛生を維持するための体制づくりを行う。 

 

第２ 遺体の火葬体制の確立 

《健康福祉局環境衛生課》 

多数の死者の発生又は火葬施設の破損等により、永安館、西風館、可部火葬場及び

五日市火葬場の使用が困難な場合又は火葬能力を超える場合の遺体の火葬等について、

県及び周辺市町村等の協力を得て、広域的な火葬の実施体制の確立を図る。 

 

 廃棄物・土砂の処理体制の整備 
 

第１ 災害廃棄物処理計画の策定 

《環境局環境政策課》 

災害廃棄物の適正かつ迅速な処理を行い、もって市民の生活環境を衛生的に保持し、

速やかな復旧・復興を推進していくことを目的として「広島市災害廃棄物処理計画」

を策定する。災害廃棄物等の処理体制については、以下に示すほか、同計画に基づき

整備する。なお、同計画は、適宜検討を加え、必要な修正を行う。 

 

第２ ごみ及びし尿の処理体制の整備 

《環境局施設課・埋立地整備管理課・業務第一課・業務第二課、危機管理室災害予防課》 

１ 被災地の衛生状態の保持のため、被災家屋の片付け等に伴い排出される片付けごみ、

避難所から排出される避難所ごみ及び通常の生活により排出される家庭ごみ（以下

「片付けごみ等」という。）並びに仮設トイレ等からの汲取りし尿等（以下「し尿」と

いう。）を迅速に処理するため、効果的な組織体制を整備する。 

片付けごみ等及びし尿の発生量が本市の処理能力を超えることを想定し、車両、機

材、人員及び処理施設を確保するため、関係機関と協議するとともに、ごみの収集運

搬については広島市廃棄物処理事業協同組合と、ごみ収集車両の提供については建設

機械レンタル会社等と協力協定を締結し、処理体制を整備する。 
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２ 指定避難所等の生活環境を確保するための仮設トイレの早期設置を図るため、仮設

トイレレンタル業者と協力協定を締結するとともに、設置までの間に使用するための

簡易トイレについて、本章第 14 節第８に定めるとおり、指定避難所となる小学校等

を中心に備蓄を行う。 

３ 本市の廃棄物処理施設について、施設自体が被災する可能性もあることから、復旧

体制の整備等必要な災害対策を講じる。 

 

第３ 災害廃棄物及び土砂の処理体制の整備 

《環境局環境政策課・環境保全課・施設課・埋立地整備管理課・業務第一課・産業廃

棄物指導課、経済観光局農林整備課、都市整備局緑政課、道路交通局道路課、下水道

局河川防災課》 

災害廃棄物（片付けごみ及び倒壊・流失等によりがれき状態になった建物・解体廃

棄物、土砂と廃棄物が混ざった混合廃棄物、津波堆積物など、撤去が必要な撤去ごみ

をいう。以下同じ。）及び土砂の処理体制を整備する。 

１ 連携体制の確立 

関係部局の役割を明確にし、地震災害発生時における連携体制を確立する。 

２ 資機材・人員の確保 

災害廃棄物及び土砂の発生量を想定したうえで、それを仮置場又は処分場へ運搬す

るために必要な重機・トラック等の資機材・車両及び人員を確保できる体制を整える。 

３ 仮置場・処分場の確保 

地震災害時に発生する多量の災害廃棄物及び土砂を的確に処分するため、処分場及

び仮置場の候補地を次のとおり選定する。また、仮置場として利用可能な他の場所に

ついても、選定を進める。 

⑴ 処分場の候補地 

玖谷埋立地（災害廃棄物） 

⑵ 仮置場の候補地 

 

 

 

４ 処分方法 

災害廃棄物及び土砂の処分に当たっては、適切な分別を行うことにより、可能な限

りリサイクルに努めるものとし、そのための方策を検討する。 

 

（資料編）２－15－１ 広島市災害廃棄物処理計画 

参考業一－１ 災害一般廃棄物の収集運搬に関する協定書 

参考業一－２ 災害時におけるごみ収集車両の提供に関する協定書 

参考業二－１ 災害時における仮設トイレの設置協力に関する協定書 

  

西区竜王公園、安佐南区広島広域公園、安佐北区可部運動公園
安芸区瀬野川公園、佐伯区佐伯運動公園  
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 避難体制の整備 
 

地震が発生した場合、火災等の差し迫った危険から住民の生命を守るとともに、倒壊・焼失

等により住家を失った被災者が臨時的な生活をすることができるよう、あらかじめ避難場所・

避難路等の確保・整備等を推進する。その場合、地域の特性に配慮するよう努めるものとする。 

 

第１ 避難システムと避難場所等の定義 

《危機管理室災害予防課》 

阪神・淡路大震災の教訓から、大規模地震時の避難システムについては、次の図の

とおりとし、避難先は、指定緊急避難場所及び指定避難所に区分する。 

指定緊急避難場所等の定義、基準については、基本・風水害対策編「第２章 災害

予防計画 第６節 避難体制の整備」に定める。 

 

●避難システム 
               《地震発生》 
                  ↓ 
 自宅・職場等  

              ↓ ↑       ↓↑    ↓ ↑ 
 指定緊急避難場所（地震） 

又は 
近隣の公園など 

     
       

       ↓     

  指定避難所 
 【小中学校等】 

   
     
  ↓ ↑   
  

→ 指定緊急避難場所（大火） 
 

  

（注）津波による浸水のおそれがある場合は、指定緊急避難場所(津波)又は
浸水想定区域外へ避難し、目前急迫の浸水危険にさらされた場合は、浸
水時緊急退避施設に緊急一時的に退避する。 

 

（資料編）２－６－２ 浸水時緊急退避施設一覧表 

 

第２ 指定緊急避難場所（大火）の整備 

《危機管理室災害予防課》 

人口集中地区を対象として配置バランスを考慮しながら、火災が延焼拡大すると想

定される市街地及びこれに準ずる地域等に、指定緊急避難場所（大火）を整備・確保する。 

指定緊急避難場所（大火）の整備は、公園事業等により行う。 

 

第３ 避難場所等の防災機能の強化 

《危機管理室、消防局警防課・予防課》 

１ 一時的な退避場所 

⑴ 整備機能 

避難機能、応急対策活動支援機能 

⑵ 施設整備の基本方針 

ア 地震発生直後に緊急避難する被災住民の安全を確保するため、オ－プンスペ－

スを確保するとともに防火植樹を行う。 

イ 消火活動を支援するため、火災危険度の高い地区に防火水槽を整備する。 

⑶ 施設整備メニュ－ 

施設内容 整備主体 管理者 使用者 備     考 

防火水槽 

(40t) 
消防局 消防局 消防局 

消防水利不足地域で火災危険度

の高い地区から整備 
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２ 指定避難所 

⑴ 整備機能 

避難機能、情報収集・伝達機能、保健・医療・救護機能、応急対策活動支援機能、

備蓄機能、物資供給機能、災害ボランティア活動機能等 

⑵ 施設整備の基本方針（「平成 25 年度広島市地震被害想定」等を踏まえて今後見直

しを行う。） 

ア 指定避難所と市災害対策本部の情報連絡を円滑に行うため、防災行政無線を整

備する。 

イ 飲料水や消火用水を確保するため、断水する危険性の高いデルタ部を中心に飲

料水兼用型耐震性防火水槽を整備する。 

ウ 被災者の避難生活を支援するため、食料、毛布、簡易トイレ、自主防災組織が

行う救助活動を支援するための資機材等を格納する備蓄倉庫を整備する。 

⑶ 施設整備メニュ－（「平成 25 年度広島市地震被害想定」等を踏まえて今後見直し

を行う。） 
施設内容 整備主体 管理者 使用者 備     考 

防災行政無線 危機管理室 危機管理室 区役所 
全指定避難所に１セットずつを基

本 

飲料水兼用型 

耐震性防火水槽 
危機管理室 

危機管理室 

水道局 

区役所・消防局 

水道局 

自主防災組織 

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等 

断水想定世帯の多い小学校に１基

ずつを基本 

備蓄物資 危機管理室 危機管理室 

区役所 

自主防災組織 

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等 

市立小学校に約 500 人分、その他の

指定避難所に約 200 人分、１セット

ずつを基本 

備蓄倉庫 危機管理室 危機管理室 

区役所 

自主防災組織 

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等 

指定避難所に１基を基本 

救助資機材 危機管理室 危機管理室 
自主防災組織 

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等 
指定避難所に１セットずつを基本 

防災資機材 危機管理室 危機管理室 

区役所 

自主防災組織 

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等 

指定避難所に１セットずつを基本 

（注１） 救助資機材は、スコップ５、テコバール２、万能おの１、のこぎり１、ロープ（30ｍ）１、

担架１、ボルトクリッパー１を１セットとする｡ 

（注２） 防災資機材は、折りたたみ式リヤカー１台、手回し充電ラジオライト１台、発電機・投光器・

コードリール１セット、目隠しテント２張、簡易トイレ用手すり２セットを１セットとする。 

 

３ 指定緊急避難場所（大火） 

⑴ 整備機能 

    避難機能、情報収集・伝達機能、応急対策活動支援機能、備蓄機能等 

⑵ 施設整備の基本方針 

ア 避難場所と市災害対策本部の情報連絡を円滑に行うため、火災危険度の高い地

区を中心に防災行政無線同報系を整備する。 

イ 飲料水や消火用水を確保するため、断水する危険性の高いデルタ部を中心に飲

料水兼用型耐震性防火水槽を整備する。 

⑶ 施設整備メニュ－ 

施設内容 整備主体 管理者 使用者 備     考 

防災行政無線 

（同報系） 
危機管理室 危機管理室 

危機管理室  

区役所 
全避難場所に１基ずつを基本 

飲料水兼用型 

耐震性防火水槽 
危機管理室 

危機管理室 

水道局 

区役所 

危機管理室 

水道局 

自主防災組織 

災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等 

配水池の近接場所､水道水揚水不可能

地区を除く全避難場所に１基ずつを

基本 
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第４ 多様な避難所の確保 

必要があれば、あらかじめ指定した指定避難所以外の施設についても、災害に対す

る安全性を確認の上、管理者の同意を得て開設する。 

また、自主防災組織等は、浸水時緊急退避施設に加えて、必要に応じ、一時避難施

設の確保に取り組む。 

さらに、要配慮者や被災者の収容状況及び避難生活の長期化に伴う配慮として、民

間賃貸住宅、旅館及びホテル等を避難先として借り上げるなど、多様な避難所の確保

に努めるものとする。 

また、各施設所管課等は、所管施設内における避難所のための生活スペースの確保

に努めるものとする。その際、要配慮者等の状況に応じ、教育目的の使用との調整を

あらかじめ図った上で、空調設備が整った教室等の活用を考慮する。 

 

第５ 避難路の整備 

〔「地震に強い都市構造の形成に関する計画」関連事業〕 

１ 避難路の定義 

避難路を「生活避難路」と「広域避難路」に区分し、以下のとおり定義する。 

⑴ 生活避難路 

生活避難路は、避難場所等へ至る日常生活に密着した身近な道路で、消防活動や

避難行動などに支障のない幅員（６ｍ以上）を有する道路等である。 

⑵ 広域避難路 

広域避難路は、延焼拡大のおそれのある市街地から指定緊急避難場所（大火）へ至る

避難路で、広域避難上支障のない幅員（原則として 15ｍ以上）を有する道路等である。 

２ 避難路の整備《都市整備局都市計画課、道路交通局道路課・街路課・東部地区連続

立体交差整備事務所・都市整備局都市整備調整課》 

⑴ 生活避難路 

生活避難路については、日頃から市民自らが「まち探検」等の防災点検を実施す

ることにより、自宅から避難場所等に至る避難経路を確認するとともに、必要に応

じて道路拡幅等の道路改良を行う。 

⑵ 広域避難路 

広域避難路については、延焼拡大時に指定緊急避難場所（大火）へ安全に避難で

きるよう都市計画道路の整備及び既存道路拡幅等の道路改良事業により、次の路線

を整備する。また、防火地域・準防火地域の指定により、沿道の建築物の耐震不燃

化を促進する。 

 

      

         

       

        

        

                 

 

 

 

 

 

 

  

●（都）宇品観音線 ● (県道)中山尾長線 ●（都）東雲大州線 
●（都）霞庚午線 ●（都）青崎畝線 ●（都）青崎草津線 
●（都）駅前大州線 ●（都）横川八木線 ●南３区 129 号線 
●（都）青崎池尻線 ●（都）東野北下安線 ●（都）長束八木線 
●（都）観音井口線 ●（都）矢野坂線 ●（都）吉見倉重線 
●（都）西原山本線 ●（都）寿老地中地線 ●（都）川の内線 
●（都）畑口寺田線 ●（都）松川宇品線  

●（都）駅前観音線 ●（都）天満矢賀線 ●（都）比治山庚午線 
●国道２号 ●（都）翠町東雲線 ●（都）常盤橋若草線 
●（都）常盤橋大芝線 ●（都）御幸橋三篠線 ●（都）三篠橋大芝線 
●（都）基町佐東線 ●（都）駅前吉島線 ●（都）比治山蟹屋線 
●南４区 659 号線 ●（都）中島吉島線 ●中３区 74 号線 
●西２区 28 号線 ●西２区 9 号線 ●（都）紙屋町御幸橋線 
●（都）中央線 ●（都）未新開佐方線 ●（都）旭町広島港線 
●（都）鷹野橋宇品線 ●（都）横川江波線 ●（都）宇品海岸線 
●（都）中広宇品線 ●（都）中広線 ●（都）段原蟹屋線 
●安芸 4 区 103 号線 ●（都）吉島観音線 ●（都）比治山東雲線 
●（都）矢賀大州線 ●（都）可部大毛寺線 ●（都）高陽可部線 

[参考]整備済み路線  



68 

 

 

  



69 

 

第６ 指定緊急避難場所等の周知 

《危機管理室災害予防課》 

指定緊急避難場所、指定避難所及び浸水時緊急退避施設や防災拠点などの所在地等

について各種ハザードマップや広報紙、地理情報システム（ＧＩＳ）、市ホームページ

等に掲載し、家庭での防災会議等の開催を呼びかけて、市民へ避難場所等の周知を図

る。 

 

第７ 指定避難所の運営体制の確立 

《各区地域起こし推進課》 

避難者が指定避難所において快適で円滑な生活を営むため、指定避難所ごとに、そ

の運営についての具体的なマニュアル（指定避難所運営マニュアル）を定めておくも

のとする。 

当該マニュアルの作成は、地域の自主防災組織を中心とし、区職員及び指定避難所

となる施設の職員（学校教職員等）等が連携して行う。また、この検証訓練は、区役

所及び自主防災組織が連携して実施する。 

なお、消防署は当該マニュアルの作成及び検証訓練の実施に当たり、自主防災組織

の育成指導の観点からこれを支援する。 

 

第８ 食料・生活必需品等の備蓄・調達体制の整備 

県及び他都市のほか、企業等とも連携を図り、ライフラインの被害の影響も踏まえ

た食料・生活必需品等の備蓄体制を整備する。 

なお、備蓄の基本的な考え方については、県が令和 4 年 3 月に策定した「災害応急

救助物資の備蓄・調達検討方針」に準じるものとする。 

１ 備蓄体制の整備《危機管理室災害予防課》 

⑴ 備蓄対象者数 

備蓄対象者数は、平成 25 年度広島市地震被害想定調査を踏まえ、最も被害が多い

と予測されている南海トラフ巨大地震の想定避難所滞在者数のうち、約 12 万 1 千

人を対象とする。 

⑵ 備蓄対象期間 

備蓄対象期間は、地震発生後２日間とし、食料については、「災害応急救助物資の

備蓄・調達検討方針」に基づき、１日２食、２日間で４食分を備蓄する。 

地震発生後、３日目以降については、他の地方公共団体等との広域支援体制を含

む被災地外から調達した物資を供給する。 

⑶ 県と本市の役割分担 

２日分の備蓄に係る県と本市の役割分担は、次のとおりとする。 

本市：発災直後の１日分。このうち食料については、発災直後の２食分。 

県 ：本市対応後の１日分。このうち食料については、本市対応後の２食分。 

なお、市民自らの責務として、３日分程度、可能であれば１週間分以上の食料・

飲料水・生活必需品について備蓄しておくよう啓発に努める。   

⑷ 備蓄物資と備蓄数量 

ア 備蓄物資については、生命の維持や人間の尊厳性にかかわる緊急性を有し、指

定避難所の運営にあたり、発災後直ちに必要となる物資とする。緊急性の程度が

相対的に低く、発災数日後の供給でも許容される物資については、調達協定や広

域支援等により対応する。 

具体的には、次の表の品目及び数量（目標）を計画的に整備する。 
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種別 品   目 数 量 備  考 

食料 

ク ラ ッ カ ー ・ ア ル フ ァ 化 米  216,250 食 指定避難所のうち、市立小学校に約

500 人分、その他の施設に約 200 人

分を基本 アレルギー対応アルファ化米 24,050 食 

粉 ミ ル ク 125,600ｇ 市立保育園で循環備蓄（哺乳瓶含む。） 

ア レ ル ギ ー 対 応 粉 ミ ル ク 
2 缶(大缶) 

8 缶(小缶) 

幹事市立保育園及びこども未来局

で循環備蓄 

液 体 ミ ル ク 14,420ｇ 
液体ミルクは 1Ｌで 140g に換算（市

役所及び各区役所で備蓄） 

生活必需品 

保 温 シ ー ト 22,000 枚 指定避難所のうち、市立小学校に

100 セットずつ 非 常 用 ア ル ミ シ ー ト 53,848 枚 

毛 布 59,487 枚 

指定避難所のうち、市立小学校に約

500 人分、その他の施設に約 200 人

分を基本 

生 理 用 品 27,584 個 

紙 お む つ 18,564 枚 

ト イ レ ッ ト ペ ー パ ー 4,848 ロール 

ウ ェ ッ ト タ オ ル 37,080 枚 

マ ス ク 28,850 枚 

歯 み が き シ ー ト 57,660 枚 

簡 易 ト イ レ 1,212 セット 

簡 易 ト イ レ 用 手 す り 424 セット 指定避難所に 2 セットずつ 

手 指 消 毒 剤 212 本 指定避難所に 1 本ずつ 

ビ ニ ー ル 袋 2,120 枚 指定避難所に 10 枚ずつ 

防災資機材 

折 り た た み リ ヤ カ ー 212 台 指定避難所に 1 台ずつ 

手 回 し 充 電 ラ ジ オ ラ イ ト 212 個 指定避難所に 1 台ずつ 

発電機・投光器・コードリール 212 セット 指定避難所に 1 セットずつ 

目 隠 し テ ン ト 424 張 指定避難所に 2 張ずつ 

ワンタッチパーテーション 300 張 指定避難所（一部）に２張ずつ 

ラ ジ オ 212 個 指定避難所に 1 台ずつ 

自 主 防 災 組 織 用 救 助 資 機 材 212 セット 指定避難所に 1 セットずつ 

イ 備蓄物資については、数量や保管状況等の点検に努めるとともに、保存期限等

を踏まえて、適切に管理するものとする。 

⑸ 備蓄場所等 

地震による橋梁の損傷や交通渋滞の発生による輸送の困難性及び発災直後の輸送

人員の確保の困難性から、備蓄物資については、原則、避難者が生活する指定避難

所に順次分散備蓄するとともに、備蓄方法については、コンテナ式備蓄倉庫等の設

置又は余裕教室等の利用で対応する。 

また、分散備蓄で収容しきれない備蓄物資については、広島市民球場（マツダス

タジアム）備蓄倉庫等において集中的に備蓄する。 

なお、粉ミルク・哺乳瓶については、市立保育園（大町第二保育園を除く。）で備

蓄しているものにより対応する。 

⑹ 備蓄物資に関する情報の公開等 

備蓄物資の品目、数量、保管場所等について、ホームページ等で公開するとともに、

備蓄物資の使用方法を分かりやすく明記した取扱説明書を防災備蓄倉庫へ配備する。 
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２ 調達体制の確立《経済観光局商業振興課・農政課、危機管理室》 

地震発生後３日目以降の物資を避難者に供給するため、他の地方公共団体との応援

協定、生産者及び販売業者との物資の調達に関する協力協定の締結を図り、物資調達

体制を確立する。 

３ 応急給水体制の確保《健康福祉局環境衛生課、危機管理室、水道局計画課》 

飲料水については、備蓄が困難なことから、指定緊急避難場所（大火）又は小学校

に整備する 100 ㎥又は 60 ㎥の容量を持つ飲料水兼用型耐震性防火水槽とともに、浄

水場、緊急遮断弁付き配水池で対応する。 

また、自主防災組織・ボランティアの協力を含めた各給水拠点からの配給体制を整

備するとともに、生活用水については、緊急時の遊休井戸等の活用に努める。 

 

（資料編）２－５－１ 食料・生活必需品の備蓄状況 

  ２－５－２ 感染症対策物資の備蓄状況 

 

 災害復旧・復興体制への備え 
 

第１ 各種データの整備保全 

１ 災害復旧・復興の円滑化を図るため、あらかじめ各種データの総合的な整備保全に

努める。また、企業等に対しても、安全確保に向けての自発的な取組を促進する。 

⑴ 住民基本台帳、市税、福祉、国保・年金等の重要情報は、必要に応じてデータを

複製し遠隔地で保管するなどのバックアップ体制を整備し、被災・滅失の防止対策

を図る。 

⑵ 市有施設等の財産管理者は、電子化やシステム化により管理台帳や図面等のデー

タの整備保全を図るとともに、施設の早期復旧のためのバックアップ体制の整備を

図る。 

２ 公共土木施設の財産管理者は、円滑な災害復旧を図るため、あらかじめ重要な所管

施設の構造図、基礎地盤状況等の資料を整備しておくとともに、複製やマイクロフィ

ルム等により別途保存を図り、資料の被災の回避に努める。 

 

第２ 被災者等の生活支援の確立 

地震災害により被害を受けた市民に対し、災害見舞金等の財政的支援をはじめ、罹

災証明の交付手続きの迅速化、被災者の恒久的な住宅確保のための支援施策等を確立

する。 

また、被災者の生活環境を保護するため、社会秩序の維持、物価の安定等に関する

活動等の支援施策を推進し、被災者の生活支援に備える。 

１ 生活関連物資の価格監視調査《市民局消費生活センター》 

地震震災時における生活関連物資の便乗値上げ等に的確な対応が図られるよう、普

段から継続して物価の価格監視を行う。 

２ 社会秩序の維持《市民局市民安全推進課》 

警察、行政機関や防犯組合等との連携の下、パトロールや生活の安全に関する情報

の提供を通じ、市内の安全確保や環境浄化活動等による社会秩序の維持に努める。 

 

第３ 復興対策の検討・研究 

《関係部局》 

本市及び関係機関は、被災住民の生活再建や被災中小企業の経済的自立を図るため、

住民のコンセンサスの形成、経済効果のある復興施策、企業の自立復興支援方策、復

興過程における住民の精神保健衛生、復興資金のあり方等災害復興対策についての検

討・研究を行う。 

また、今後、「平成 25 年度広島市地震被害想定」等を踏まえ、復興の理念や考え方、

復興計画の策定に至るまでの行動手順や留意事項など、事前の復興計画を検討する。 



72 

 

 要支援者に係る災害の予防対策 
 

災害時において自分の身体・生命を守るための判断や行動が特に困難な高齢者、障害者、

乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）を災害から保護するため、

すべての人が助け合いながら地域社会の中で共に生活できるように、災害予防対策の推進

を図る。 

 

第１ 配慮者の現況 

《市民局国際化推進課、健康福祉局高齢福祉課・障害福祉課・健康推進課・精神保健

福祉センター、こども未来局こども未来調整課》 

本市における要配慮者のうち、高齢者、障害者、難病患者、乳幼児及び外国人市民の

現況は以下のとおりである。 

種     別 人  数 （人） 資  料  出  所 

高 齢 者（65 歳以上） 308,694 住民基本台帳（R5.3.31） 

一人暮らし高齢者（65 歳以上） 63,569 令和２年度国勢調査 

心 身 障 害 者 ・ 児 ※１ 49,106 障害福祉課 （R5.9.30） 

精  神  障  害  者 ※２ 19,354 精神保健福祉センター（R5.3.31） 

難 病 患 者 ※３  9,999 健康推進課 （R5.3.31） 

乳 幼 児（０～６歳） 64,664 住民基本台帳（R5.3.31） 

外 国 人 市 民 20,229 住民基本台帳（R5.3.31） 

※１ 心身障害者・児数は、身体障害者手帳・療育手帳の所持者数である。 

※２ 精神障害者数は、精神障害者保健福祉手帳の所持者数である。 

※３ 難病患者数は、指定難病受給者証の所持者数である。 

 
第２ 要配慮者に係る災害の予防対策 

１ 要配慮者世帯における防災対策の推進《健康福祉局高齢福祉課・障害福祉課・障害

自立支援課・精神保健福祉課、消防局予防課》 

⑴ 防災指導の実施 

在宅ひとり暮らし高齢者世帯等を対象とした防火訪問を実施し、個別指導を行う。 

⑵ 住宅用防災機器等の普及促進 

住宅用消火器、住宅用火災警報器、緊急連絡器具及び防炎製品等の普及の促進を

図る。 

２ 社会福祉施設・病院における防災対策の推進《健康福祉局高齢福祉課・介護保険課・

障害自立支援課・精神保健福祉課、消防局予防課・指導課》 

⑴ 防災設備の設置促進等 

実態に即した消防用設備等の設置促進及び維持管理の適正化を指導する。 

⑵ 防火管理体制の強化 

夜間を想定した避難訓練等の実施を指導し、夜間における防火管理体制の強化を

図る。 

⑶ 避難確保計画の作成・避難訓練の実施 

地域防災計画にその名称及び所在地を定めた，浸水想定区域や土砂災害警戒区域

内の要配慮者利用施設の管理者等へ避難確保計画の作成を求める。また、避難訓練

の実施を促進させる。 

⑷ 非常用電源の確保 

病院、要配慮者に関わる社会 福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発

災後 72 時間の事業継続が可能となる非常用電源を確保するよう努めるものとする。 

３ 外国人市民に対する防災対策の推進《市民局国際化推進課、危機管理室災害予防課》 

外国人市民の災害時における行動力を高めるため、指定緊急避難場所等の標識の英字

併記などの整備を進めるとともに、救急・防災パンフレットを活用した外国人市民対象の
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防災講習会や、住民基本台帳の新規登録者世帯等へ配布する外国人市民のための生活ガ

イドブック、避難誘導アプリなどにより、防災情報の提供を積極的に推進する。 

また、指定避難所で日本語に不慣れな外国人との意思疎通を円滑に行うとともに、

生活を支援するため「外国人避難者対応シート」及び「多言語表示シート」を作成し、

指定避難所へ配備するとともに、職員や市民等が活用できるようホームページへ掲載

して周知・啓発する。 

４ 避難救護体制の整備《健康福祉局健康福祉企画課・高齢福祉課・障害福祉課・障害

自立支援課・精神保健福祉課、消防局警防課》 

⑴ 連絡・通報体制の整備 

非常通報装置の設置、ファックスの給付等により、緊急時の通報の迅速化を図り、

速やかな避難・救護体制を整備する。 

⑵ 要配慮者情報伝達体制の整備 

要配慮者の実態把握に努めるとともに、迅速な救助・避難誘導を行うため、消防

通信指令管制システムを活用し、要配慮者情報を迅速・的確に災害現場へ伝達する

体制を整備する。 

⑶ 避難所の整備 

要配慮者に配慮した福祉避難所を整備するとともに、必要に応じて一般の避難所

に区画されたスペースを設けるなど、要配慮者に配慮した避難所の確保に努める。 

⑷ 避難路の確保 

要配慮者が指定緊急避難場所等まで安全に避難できるように、避難路に障害物等が

ある場合は、当該物件の除去、保安その他必要な措置を講じ、避難の円滑化を図る。 

５ バリアフリー化の推進《健康福祉局健康福祉企画課・高齢福祉課・障害福祉課・障

害自立支援課、道路交通局道路課・公共交通政策部・交通施設整備部、各市有建築

物管理担当課》 

⑴ 都市環境のバリアフリー化の推進 

障害者や高齢者をはじめ、市民の誰もが安全かつ円滑に避難し、利用できるよう、

公共建築物・道路・公園等における段差の解消、スロープや手すりの設置など、都

市環境のバリアフリー化を積極的に推進する。 

また、公共交通機関等のバリアフリー化の促進支援に努める。 

⑵ 市民意識の啓発 

民間建築物のバリアフリー化を一層促進するため、民間事業者や市民の意識啓発

に努める。また、市民相互が助け合い、障害がある人もない人も、高齢の人も、若

い人も、共に住み慣れた地域で、安心して暮らせる社会づくりに向けた市民の介護

支援意識の醸成を図る。 

 

第３ 避難行動要支援者に係る支援体制 

《危機管理室危機管理課・災害予防課、健康福祉局健康福祉企画課、消防局警防課・

予防課、各区地域起こし推進課・地域支えあい課》 

１ 避難行動要支援者の定義等 

「避難行動要支援者」の定義は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある

場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図る

ため特に支援を要する者とする。 

その範囲は、次に掲げる者のいずれかに該当する者とする。ただし、社会福祉施設

等へ入所等している者は、原則として含まない。 

⑴ 高齢者等（介護保険法で規定されている要介護状態区分が要介護３以上の者） 

⑵ 身体障害者（身体障害者福祉法で規定されている身体障害者手帳１～２級又は肢

体不自由３級の者） 

⑶ 知的障害者（厚生労働大臣が定めるところにより療育手帳の交付を受けている者

のうち○Ａ 又はＡ判定の者） 

⑷ 精神障害者（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律で規定されている精神障

害者保健福祉手帳１級の者） 

⑸ 難病患者（難病患者であって、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す
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るための法律に規定する障害福祉サービス等のうち居宅介護、短期入所、補装具費

の支給又は日常生活用具の給付のサービスを受けているもの） 

※上記に該当する者に準ずる状況にあって、自力での避難が困難であると市長が認め

る者は、対象とすることができる。 

２ 避難支援等関係者となる者 

避難支援等関係者となる者は、避難行動要支援者の居住する地区に所在する者であ

って次に掲げるものとする。 

⑴ 自主防災組織 

⑵ 町内会・自治会 

⑶ 地区社会福祉協議会 

⑷ 民生委員・児童委員 

⑸ 消防団 

⑹ 地域包括支援センター 

⑺ 障害者基幹相談支援センター 

⑻ その他避難支援等の実施に携わる関係者として市長が認める者 

３ 避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成・情報共有・管理の流れ 

⑴ 避難行動要支援者名簿の作成・情報共有・管理 

ア 福祉情報システム等を活用し、避難行動要支援者を全市で一括してリストアッ

プし、それを基に避難行動要支援者名簿を作成する。 

イ 避難行動要支援者名簿は、広島市の関係部局が情報共有・管理するとともに、

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生

命又は身体を災害から保護するために特に必要があると市長が認めるときは、避

難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、提供する

ことができる。 

⑵ 同意確認 

ア 災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援者及び避難支

援等関係者に対し、名簿情報を提供することについて、避難行動要支援者本人の

同意を確認する。 

イ アの同意を得た者について、次に掲げる事項を避難行動要支援者名簿のうち同

意者リストに登録する。 

(ｱ) 氏名 

(ｲ) 生年月日 

(ｳ) 性別 

(ｴ) 住所又は居所 

(ｵ) 電話番号その他の連絡先 

(ｶ) 避難支援等を必要とする事由 

(ｷ) (ｴ)の場所の災害（土砂災害、洪水、高潮、津波）の危険性の有無 

(ｸ) その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

ウ 同意者リストは、広島市の関係部局及び避難支援等関係者で情報共有・管理す

る。 

⑶ 個別避難計画の作成等 

ア 広島市の関係部局は、避難行動要支援者ごとに、当該避難行動要支援者につい

て避難支援等を実施するための個別避難計画（避難場所や避難支援者等、避難に

必要な具体的事項を記載）を作成するよう努める。ただし、個別避難計画を作成

することについて同意が得られない場合は、この限りではない。 

イ 個別避難計画は、要介護度や障害の等級等の避難行動要支援者本人の心身の状

況及び世帯の状況並びに地域におけるハザードの状況を考慮し、計画作成の優先

度が高いと思われる者について、令和７年度までを目途に、避難支援等関係者な

どの協力を得て、作成する。なお、計画作成の優先度を判断する上で必要な場合

は、高齢者地域支え合い事業などを活用する。 

ウ 個別避難計画の作成に必要な個人情報は、原則、郵送や訪問等の方法により本

人又はその家族等から聴取することとするが、当該計画の作成に必要と認める場
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合には、社会福祉施設等の民間事業者に対して当該避難行動要支援者の情報提供

を求めることができる。 

エ 個別避難計画は、避難行動要支援者本人、避難支援者及び避難支援等関係者の

間での共有に努める。 

 ⑷ 避難行動要支援者名簿等に係る情報共有・管理に当たっての留意事項 

ア 避難行動要支援者名簿、同意者リスト及び個別避難計画に係る情報の提供に当

たっては、その情報の提供を受ける者に対して情報の漏えいの防止のために必要

な措置を講ずるよう求めること、その他の当該情報に係る避難行動要支援者及び

第三者の権利利益を保護するための必要な措置について、広島市避難行動要支援

者避難支援全体計画の定めるところにより講ずるものとする。 

イ 従前より作成している避難支援プラン及び「広島市における常時人工呼吸器使

用患者の災害時の避難に係る個別避難計画作成要綱」に基づいて作成する計画は、

個別避難計画と位置付ける。 

⑸ 避難行動要支援者名簿等の追加、更新等 

避難行動要支援者名簿及び同意者リスト並びに個別避難計画は、適宜、避難行動

要支援者又は避難支援等関係者からの情報提供により最新の情報に更新するものと

する。また、避難行動要支援者名簿及び同意者リストについては、福祉情報システ

ム等を活用して、少なくとも年１回、追加・削除等を行う。 

⑹ 避難行動要支援者のうち、土砂災害や洪水などの危険区域に居住する避難行動要

支援者宅等に迅速かつ確実に避難情報を伝達するため、防災行政無線屋内受信機、

電話通知機能を設置する。 

 

 

【地震に強い市民活動の推進に関する計画】 
 

地震災害を最小限にとどめ、被害の拡大を防止するためには、防災関係機関の地震対策

の推進はもちろん、市民一人一人が自らの命は自らが守る「自助」、自分たちのまちは自分

たちで守る「共助」、防災の主体は市民自身である、という自覚を持ち、平常時より、災害

に対する備えを心掛けるとともに、発災時には自らの身の安全を守るよう行動し、その後

においても、初期消火、近隣の負傷者・要配慮者の介助や避難場所での自主的な活動など

を行うことが重要である。 

また、地震発生後の被害の拡大を防止するためだけではなく、街そのものを根本的に地

震に強いものにするためには、住民が主体的に考えていくことが望まれる。 

このため、第１節に定めるとおり、「地域社会で住民が主体となって取り組む、防災を主

目的としたまちづくり活動」により、「防災まちづくり」及び「市民と行政の役割分担」を

中心とした地震に強い市民活動を推進する。 
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 防災まちづくり 
 

第１ 防災まちづくりの概要 

１ 防災まちづくりの定義と目標 

「地域社会で住民が主体となって取り組む、防災を主目的としたまちづくり活動」

を［防災まちづくり］と定義し、すべての市民が安全で快適に暮らせる社会、そして、

豊かな人間性をはぐくみ、人が輝く社会を築き、心のよりどころとなり、誇りの持て

る広島の創造をその目標とする。 

２ 防災まちづくりの必要性 

災害時における地域住民の自主防災活動の体制づくりや家庭内で行う防災対策等に

ついての従来からの自主防災組織の育成指導に加え、長期的な災害に強いまちづくり

活動を推進するといった視点から、自主防災組織が主体となって防災まちづくりに取

り組めるよう支援する必要がある。 

また、自主防災組織の活動が活発になり、家庭内で行う防災対策や自宅の耐震改修、  

防災訓練等の防災まちづくり活動だけではなく、地区住民が協同して道路環境の整備  

や面的基盤整備等の防災まちづくり事業に取り組もうという機運が高まった地区に

ついては、防災まちづくりについて検討する地元組織の設立を促し、その活動や各種

事業を支援する必要がある。 

 

第２ 防災まちづくりのステップ 

以下の４段階に分けて住民主体の防災まちづくりを推進する。 

第１段階 
《災害危険に関する情報の理解》 
（「平成 25 年度広島市地震被害想定」等の情報収集及び理解、地震･防災マップの作成･公表） 
行政支援担当：危機管理室災害予防課、都市整備局建築指導課 

第２段階 
《家庭内で行う防災対策や防災技術の習得、防災まちづくり活動への参加意欲の高揚》 
（防災講習会・訓練への参加等自主防災活動への参加） 
行政支援担当：危機管理室災害予防課、消防局予防課・消防署 

第３段階 

《防災まちづくりの実践１》 
（自主防災組織による「防災マップ」作成、防災まちづくり方策の検討、 

防災まちづくり活動(注 1)の実施、指定避難所運営マニュアルの作成等） 
行政支援担当：危機管理室災害予防課、消防局予防課・消防署、各区地域起こし推進課、 

教育委員会事務局教職員課、小中学校等 

第４段階 

《防災まちづくりの実践２》 
（地元組織による防災まちづくり方策の検討、関係部局による助言・指導、 

防災まちづくり事業（注 2）の展開等） 
行政支援担当：面的整備関係部局、道路関係部局、公園関係部局、建築関係部局等 

（注 1）《防災まちづくり活動の具体例》 
 ●家庭内で行う防災対策（非常持ち出し品の準備､家具の固定、風呂水のため置き、水・食料等の備蓄等）の実施  
 ●建築物等の耐震化・不燃化（耐震改修、建替等） 
 ●住民個々による防災性の向上策（ブロック塀の生け垣化、防火植栽、建替時のセットバック等）の実施  
 ●住民の自主的・組織的な防災活動（防災資機材使用訓練・避難訓練・避難生活訓練等防災訓練、近隣企業との相

互支援体制の確立、要配慮者対応、防災広報活動等）の実施 
（注 2）《防災まちづくり事業の具体例》 
 ●建築物の共同化・協調建替 
 ●小空地、広場の確保・整備 
 ●地区内道路環境の整備（細街路の拡幅、歩道の設置、角切り等街路の部分改良等）  
 ●防災空間の確保（延焼遮断帯、避難路、避難場所等の整備等） 
 ●市街地の面的不燃化（面的基盤整備、不燃化の促進事業、防火地域･準防火地域の指定等）  

 

 防災知識の普及 
 

市民を対象とする防災教育、防災訓練等の効果を高めるためには、市民が自ら考え、学

び、行動する「市民の防災に対する主体的な姿勢」の醸成が重要になる。このため、防災

教育等の実施に当たっては、その冒頭において、自らの命は自らが守る「自助」、自分たち

のまちは自分たちで守る「共助」の役割の重要性について、行政による「公助」の限界を

踏まえつつ、説明し、市民一人一人が防災に対する意識を高め、防災教育等に主体的に取

り組めるよう、明確な動機付けを行うものとする。 
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第１ 災害危険に関する情報提供 

《危機管理室》 

「平成 25 年度広島市地震被害想定」を広く市民に分かりやすく伝えることにより、南海

トラフ地震を含む災害危険に関する市民の理解を深め、防災意識の高揚を図る必要がある。 

このため、要望のある自主防災組織等の研修会には積極的に職員を派遣し、市民へ

の浸透に努める。 

 

第２ 市民に対する防災広報 

《企画総務局広報課、危機管理室災害予防課、消防局予防課・各消防署、各区区政調

整課・地域起こし推進課、動物愛護センター》 

防災週間や防災行事等を通じ、市民に対し、地域の危険度や特性などを周知すると

ともに、３日分程度、可能であれば１週間以上の食料・飲料水等の備蓄の確保やその

具体的方法、非常持出品の準備、家具等の転倒防止対策等家庭での予防・安全対策、

防災情報（気象情報や災害情報）の入手方法やそれを入手した際にとるべき基本的な

行動、様々な条件下（家屋内、路上、自動車運転中など）で地震発生時にとるべき行

動、避難場所での行動等、防災知識の普及・啓発を図る必要がある。 

このため、災害への備えや災害時にどのように行動するかということについて、各

種ハザードマップ・パンフレット、市防災情報共有システム、地理情報システム（Ｇ

ＩＳ）の防災情報、広島の地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤ等を活用した防災

教室等の各種行事を通じて、平時から市民の意識啓発や行動力の向上を図り、住民の

避難行動につながる仕組み・環境づくりに向けた取組を行う。 

１ 広報の内容 

主な広報の内容は、次のとおりとする。 

⑴ 地震に関する一般知識（地震のメカニズム、本市の地震環境等） 

⑵ 地震に対する平素からの備え（家庭又は事業所における予防安全対策、ローリン

グストック等を活用した食料等の備蓄の確保及び避難時に最低限必要となる非常持

出品の準備、家族の連絡方法、家族の安否の確認方法、広島市防災情報メール配信

システムへの登録、避難誘導アプリのダウンロード、出火防止対策、避難場所の確

認、家庭動物との同行避難等） 

⑶ 地震時における心得・地震時にとるべき行動（身の安全の確保、火の始末等） 

⑷ その他必要な事項 

２ 広報の方法 

主な広報の方法は、次のとおりとする。なお、要配慮者への広報に十分配慮する。 

⑴ 本市の広報紙「ひろしま市民と市政」、「自主防災ひろしま」及び社会教育施設の

発行する広報紙等の活用 

⑵ 本市ホームページ、市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）の防

災情報の活用 

⑶ 本市のテレビ・ラジオ広報番組及びニュースメディアの活用 

⑷ テレビ・ラジオ、新聞等の報道機関への依頼 

⑸ 各種ハザードマップ・パンフレット等印刷物の配布 

⑹ 防災講演会・防災教室等の開催 

⑺ 疑似体験装置等の活用 

⑻ 広島の地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤの活用 

 

第３ 学校における防災教育 

《教育委員会事務局健康教育課、消防局消防団室、危機管理室災害予防課》 

地震防災に関する学校教育の一層の充実を図るため、教職員を対象とした研修会を

開催する。研修会等の内容を踏まえ、各学校で地震の原因や態様及び発生時の対策等

について、関係の教科や領域において児童生徒へ発達段階に応じた指導を行う。その

際、学区の地域特性を踏まえた具体的な防災教育を実施することにより、児童生徒の

危険予測能力や危機回避能力の向上を図る。 

また、消防団や自主防災組織等の協力を得ながら、避難（防災）訓練や安全に関す
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る意識を高めるための行事の実施並びに防災関係機関、防災関係施設及び防災関係の

催しの見学等を適宜計画するなど、防災に対する理解や意識の向上を図るとともに、

一人一人が防災行動力を身に付けることができるように努める。 

さらに、地域における避難場所等や、そこでの役割等についても児童生徒に指導す

ることで、家庭や地域での災害時における対応能力の向上を図る。 

 

 自主防災体制の整備・防災訓練の実施 
 

防災講習会の開催や防災訓練の実施等自主防災組織の育成・指導を通じて、地区住民に

よる家庭内で行う防災対策や防災技術の習得を促進するとともに、「自分たちのまちは自

分たちで守る」という住民の連携意識を醸成する。 

 

第１ 自主防災組織の実践活動の促進 

防災への関心を持ち、自主防災活動に参加し協力する市民を育てるとともに、自主

防災活動を実践していくリーダー等の人材育成を行うことにより、災害が発生した場

合に迅速かつ適切に対処できる自主的な防災対応能力の向上を図る。 

 

 

 

 

１ 防災知識等の普及・啓発 

災害時における自主防災組織の役割や活動内容を構成員に周知するため、各種ハザ

ードマップ・パンフレット、市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）

の防災情報、広島の地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤ、「平成 25 年度広島市地

震被害想定」等を活用したリーダー研修会や懇談会、防災に関する講習会・講演会、

さらには地域における防災フェア等各種行事の実施にあたり、東日本大震災の教訓等

を取り入れ、防災知識の普及・啓発を図る。 

また、高齢者、障害者、外国人、乳幼児、妊産婦等の要配慮者に十分配慮し、地域

において要配慮者を支援する体制が整備されるよう努めるとともに、被災時の男女の

ニーズの違いや性的マイノリティなど、多様な視点に十分配慮するよう努める。 

２ 自主防災活動体制の充実強化 

地震による被害を最小限にとどめるためには、発災直後の地域住民による自主的か

つ組織的な防災活動が不可欠である。 

このため、指定避難所に整備する防災備蓄倉庫に救出・救急救護活動に使用する下

表の救助資機材を整備し、この救助資機材や初期消火に必要な資機材を活用した実践

的な訓練を指導する。 

また、地域の消防団や自主防災組織相互の連携強化、活動支援等により防災活動力

の向上を図るとともに、自主防災組織と事業所・社会福祉施設との協定の締結等によ

り、連携・協力体制を強化する。 

指定避難所備蓄倉庫に整備している自主防災組織用救助資機材 
資機材名 ｾｯﾄ数 資機材名 ｾｯﾄ数 

テ コ バ ー ル ２ の こ ぎ り １ 

万 能 お の １ ス コ ッ プ ５ 

ロ ー プ ( 3 0 m ) １ ボルトクリッパー １ 

担 架 １ 

３ 自主防災組織のリーダーの養成 

自主防災組織が活発な活動を行うには、行動力のあるリーダーの存在が不可欠である。 

このため、防災士の資格取得制度を活用して、防災に関する知識を有し、防災活動

の面で自主防災組織の会長をサポートする地域防災リーダー（防災士）の養成を行う。 

養成後は、継続的に防災知識や技術を維持・向上させるためのフォローアップ研修

や自主防災組織の活動に役立つ情報を掲載した「自主防災ひろしま」「たちまち防災」

実施担当：危機管理室災害予防課、各区地域起こし推進課、消防局予防課・各消防署、 

市民局男女共同参画課 

協力担当：各消防団、関係部局、(一財)広島市都市整備公社防災部 
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の発行等により、地域防災リーダーが、防災訓練、防災研修会の企画・運営や、災害

時の避難所運営等の地域の防災活動に円滑に携われるよう支援することで、次世代の

リーダーの養成及び自主防災組織の充実強化を図る。 

さらに、自主防災組織の会長や地域防災リーダーに対し、地域で男女共同参画の視

点を取り入れた防災活動を行うための研修等への参加を呼びかけるとともに、ホーム

ページ等の各種媒体を活用した情報発信により、防災士養成講座への女性の受講を促

すことで、女性の地域防災リーダーの養成を促進する。 

４ 自主防災組織の活動環境の整備 

自主防災組織の継続的かつ活発な活動を促進するためには、自主防災組織が活動し

やすい環境を整備する必要がある。 

このため、昭和 61年度から開始した自主防災組織育成基金制度の充実・発展に努める。 

５ 自主防災組織の活動の活性化 

自主防災組織の活動の活性化を図るためには、平素において地域住民が全員で取り

組める共通の防災学習活動を持つことが有効であることから、各種ハザードマップ、

市防災情報共有システム、地理情報システム（ＧＩＳ）の活用による防災情報の発信

及び広島の地域特性を踏まえた防災意識啓発ＤＶＤ等により住民の防災意識を高める

とともに、自発的な防災活動の裾野を広げる効果があり災害発生時における素早い活

動による被害軽減が期待できる「防災マップ」の作成、「指定避難所運営マニュアル」

の作成・見直しに取り組むことを積極的に働きかける。 

さらに、避難体制の強化を図るため、実効性があり、かつ、住民の参加が期待でき

る避難訓練の実施に重点を置いて働きかける。 

なお、「指定避難所運営マニュアル」については、要配慮者や男女双方の視点に十分

配慮するため、要配慮者や女性の参画を得て作成し、適宜見直しを行う。また、検証

訓練については、女性の参加の促進に努めるとともに、訓練の実施にあたり福祉避難

所との連携を図る。 

 

第２ 防災訓練の実施・指導 

《危機管理室、消防局警防課・予防課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

震災時における防災活動を円滑に行うため、本市及び関係機関は、防災週間等を通

じ、積極的に防災訓練を実施し、防災意識の高揚を図る。 

また、「平成 25 年度広島市地震被害想定」において示された具体的な被害予測を踏

まえた内容で実施し、居住地、職場、学校等における定期的な防災訓練を夜間等様々

な条件に配慮して、きめ細かく行うよう指導し、住民の地震発生時の避難行動、基本

的な防災用資機材等の操作方法等の習熟を図る。 

さらには、災害時における相互応援等を円滑に行うため、他の地方公共団体や防災

関係機関、地域住民や事業者等と連携し、過去の災害教訓を踏まえた実践的な共同訓

練等の実施により、組織体制の機能や連携、要請手続等の確認を行い、訓練の結果を

防災計画の修正に反映させるなど必要な措置を講じる。 

１ 個別訓練の実施 

地震災害を想定した訓練を繰り返し実施し、防災関係機関の防災技術の錬磨を図る。 

２ 広島市総合防災訓練の実施 

毎年、防災週間（８月３０日～９月５日）期間中の平日に、防災関係機関等の協力

を得て、広島市総合防災訓練を実施し、災害応急対策の検証・確認（関係機関相互の

連携強化、応急活動技術の向上）を行う。広島市総合防災訓練は、市災害対策本部運

営訓練、捜索・救助・救護訓練、ライフライン応急復旧訓練、その他の訓練で構成する。 

多数の防災関係機関等の参画が得られ、また多様な訓練を実施できるよう、風水害

又は地震による大規模災害の想定（風水害想定を３年に２回、地震想定を３年に１回）

で実施する。また、実践的訓練とするため、会場を分散して実施する。 

３ 区防災訓練の実施 

区役所、防災関係機関、災害ボランティア、区民及び事業所等が連携・協同して各

種の訓練を実施し、震災時における防災関係機関相互の緊密な連絡協調体制を確立す

るとともに、区民の防災意識の高揚を図る。 
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４ 学校での避難確保計画の作成及び防災訓練の実施 

地域防災計画にその名称及び所在地を定めた，浸水想定区域や土砂災害警戒区域内

の学校へ避難確保計画の作成を求める。また、地域の特性を踏まえ、必要に応じて校

外への避難訓練を行うなど、より実践的な防災訓練を実施し、学校・家庭・地域等に

おける防災について児童生徒の実践的な能力と態度の養成を図る。 

また、災害発生時における保護者への児童生徒の引渡し方法等についても学校の危

機管理マニュアルに定め、保護者への周知徹底を図る。 

５ 防災訓練の指導・協力 

防災関係機関は、市民や事業所等が実施する防災訓練について必要な助言・指導を

行うとともに、積極的に協力するものとする。 

 

第３ 防災知識の普及・防災訓練における要配慮者への配慮 

《健康福祉局健康福祉企画課・高齢福祉課・障害福祉課・精神保健福祉課、こども未

来局幼保企画課・幼保給付課・こども青少年支援部、危機管理室、消防局警防課・予

防課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

防災知識の普及や防災訓練に当たっては、要配慮者の参画を得るとともに、地域にお

いて要配慮者を支援する体制が整備されるよう、要配慮者への支援意識の醸成に努める。 

 

第４ 火災防止対策の推進 

《消防局予防課・各消防署》 

大規模地震発生時には、火源や着火物の転倒・落下・接触などにより、広域にわた

って同時に火災が発生し、これが大火災となって延焼し、被害の規模を大きく助長す

る危険がある。特に、事業所はもとより、各家庭においては、自分の家から火災を出

さない、拡大させないための工夫と身を守るための防衛策を日頃から講じておくこと

が大切である。 

また、復興過程においては、特に停電後の通電再開による電気器具等からの出火危

険もあるため、地震火災の防災対策を十分に考慮しておく必要がある。 

１ 出火防止対策 

地震発生時には、火気使用設備・器具等が転倒落下あるいは可燃物がこれらに接触

したり、また、強い衝撃によりスイッチが入ったり、破損した電気器具に通電し出火

することがあることから、地震発生直後に出火防止のための処置を行うことで、地震

火災の危険性は大幅に低減する。 

このため、平常時における市民の火気取扱いに係る意識の向上はもちろんのこと、

地震時の心得として「グラッときたら身の安全」を確保し、「すばやい消火 火の始末」

を行うことを市民に徹底すべく、あらゆる機会を通じて広報に努めるとともに、安全

暖房器具や防炎製品等住宅用防災機器の普及を図る。 

２ 初期消火対策 

地震時に万が一出火した場合は、出火直後に、市民、自主防災組織及び事業所の自

衛消防組織等による初期消火活動が非常に重要である。 

このため、消火器、消火バケツ等の初期消火用具の普及を図るとともに、出火時に

円滑な初期消火活動が行えるよう、地域や事業所における初期消火訓練等の指導を強

化する。 

 

第５ 自主防犯組織の育成強化 

《市民局市民安全推進課》 

地域住民による地域安全活動の中核となる防犯組合連合会等の自主防犯組織に対し

て、環境浄化活動、防犯訓練の実施や防犯用資機材の整備等に関し、助成その他の支

援を行う。 

 

 



81 

 

 防災まちづくりの実践 
 

第１ 防災まちづくり活動の促進 

《市民局市民活動推進課、危機管理室災害予防課、消防局予防課》 

「平成 25 年度広島市地震被害想定」を基に作成された小学校区ごとの震災リ

スクを示した「防災カルテ」等を活用し、自主防災組織を中心に、地区住民自ら

が自宅から指定避難所等までの道路の安全性や、避難時における地域の危険個所

を確認しながら、地域ごとの災害危険情報を示した「わがまち防災マップ」の作

成等を通じ、地域における防災上の課題を解決するために必要な防災まちづくり方

策の検討を促進するものとする。 

また、その検討を踏まえ、家庭内で行う防災対策や自宅の耐震改修、ブロック塀の

生け垣化、防火植栽、建替時のセットバック、防災訓練等住民が独自に取り組める防

災対策の積極的な推進を促すものとする。 

併せて、円滑な避難行動ができるよう、自主防災組織は、高齢者・障害者・外国人・乳

幼児等の要配慮者のうち、災害時の介助を必要とする要配慮者の把握に努めるものとする。 

さらに、災害時の指定避難所の運営を自主的かつ円滑に行うことができるよう、自主防

災組織、学校、区役所等が協同して、指定避難所運営マニュアルを作成するものとする。 

自主防災組織の活動が活発になり、家庭内で行う防災対策や自宅の耐震改修等地区

住民が独自に取り組める防災まちづくり活動だけではなく、地区住民が協同して道路

の拡張等の整備や再開発事業等の面的整備等の防災まちづくり事業に取り組もうとい

う機運が高まった地区に対しては、防災まちづくりについて自主的に検討する新たな

地元組織の設立を促すものとする。 

 

第２ 防災まちづくり事業の推進 

《関係部課》 

設立された地元組織による防災まちづくり方策の検討に当たっては、道路整備や面

的整備等に係る関係部局が適切な助言や指導を行い、事業の具体化に向けた地区住民

の取組を支援する。さらに、土地区画整理事業、道路事業、都市防災構造化推進事業

など、本市が主体となって実施する具体的な事業に発展した場合には、当該事業の関

係部局は事業の推進に積極的に取り組む。 

 

 企業防災活動の促進 
《危機管理室、消防局予防課・指導課、経済観光局経済企画課・商業振興課》 

 

企業の防災意識の高揚を図り、地震災害時における初期消火、避難誘導等を行う自衛消

防隊の育成・強化等、企業の防災活動の促進を図るとともに、平常時においても防災に対

するあらゆる備えを企業自らが行っておくものとする。 

 

第１ 企業の果たすべき役割と責任 

災害時において、企業は、従業員や顧客等の安全確保をはじめ、生活必需品等の安

定供給など市民生活の安定を図るための経済活動の維持、地域コミュニティの構成員

としての地域住民への積極的な社会貢献活動など、重要な役割と責任を有している。 

このため、企業は、これらを十分認識のうえ、災害時の活動マニュアル等を作成し、

従業員に周知するとともに、防災訓練等を実施するなど防災体制を整備し、防災活動

の推進に努めるものとする。 

また、事業者は、豪雨や暴風などで屋外移動が危険な状況であるときに従業員等が

屋外を移動することのないよう、テレワークの実施、時差出勤、計画的休業など不要

不急の外出を控えさせるための適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

本市は、企業のトップから一般職員に至る防災意識の高揚を図るため、企業防災マ

ニュアルの作成等を実施する。さらに、地域コミュニティの構成員としての企業に対

して、地域の防災訓練への積極的な参加や地域の自主防災組織との応援協定の締結の
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呼びかけを行うとともに、防災に関する助言等を行う。 

 

第２ 企業の自衛消防活動の促進 

地震時においては、建物の損壊のほか、火災の発生、危険物、高圧ガス及び火薬類

（以下本編において「危険物等」という。）の流出等、二次災害の危険性がある。企業

にあっては、その職種や規模は千差万別であるが、使用する火気及び危険物等は一般

の家庭よりも大量であり、地震時における発災の危険性はより大きい。 

このため、建物の構造や用途、使用状況等から起こり得る発災の危険を排除し、被

害の軽減を図るべく事業所における防災対策の強化に努めるものとする。 

１ 消防計画の整備 

企業の自主防災体制をより一層充実するため、災害時における発災の防止又は大規

模地震等の被害の軽減等を盛り込んだ消防計画の整備を図り、災害時の対応に万全を

期すよう指導する。 

２ 防災訓練の指導 

企業の自衛消防組織が地震時において迅速かつ的確な防災活動を行うためには、日

頃から防災訓練を積み重ね、組織構成員一人ひとりが必要な知識や技術を身に付けて

おくことが大切である。 

また、企業の自衛消防組織は、自衛のための活動にとどまることなく、近隣地域で

の発災に対しても自発的な応援活動を行うことが被害軽減のために効果的である。 

消防局では、企業が定期的に行う初期消火、通報避難等の訓練に出向するとともに、

企業の自衛消防組織により消火技術を競う自衛消防隊消防競技大会を毎年開催し、防

災訓練や消防技術の指導を行ってきたところである。 

今後とも、企業の自衛消防組織の訓練指導を実施するとともに、地域の防災訓練へ

の企業の積極的な参加を促し、地域との連携活動が促進されるよう指導を図る。 

３ 防災意識の高揚 

消防局では、企業が行う定期的な自衛消防訓練に合わせて、企業の参加職員に対して

防災上必要な知識等について指導を行うとともに、防火管理講習会、専科講習会、危険

物保安講習会等各種講習会を通じて、企業の防災意識の高揚を図ってきたところである。 

今後とも、企業の防災意識をより一層高めるため、防災訓練や講習会等あらゆる機

会を通じて啓発を図る。 

４ 予防査察の実施 

企業における出火危険及び延焼拡大危険を排除するため、消防法に基づく予防査察

を通じ、火気使用設備器具の安全管理、消火設備や避難施設の適正管理等について指

導する。 

５ 危険物施設等の安全確保 

危険物等を保有する企業における発災を防止するため、関係機関の協力により自主

保安体制の確立、従業者への保安教育・訓練等による危険物取扱い等に対する保安意

識の向上に努めるよう企業を指導する。 

特に、法令で予防規程又は危害予防規程の制定が義務付けられている危険物施設等

に関しては、震災対策の実効性の確保を図るよう指導する。 

 

第３ 事業継続計画の策定・運用の促進 

企業は、災害時の企業が果たす役割を十分に認識し、各企業において災害時に重要

な業務を継続するための事業継続計画を策定・運用するように努める。 

本市は、「平成 25 年度広島市地震被害想定」に係る基礎的データ等を情報提供する

とともに、必要に応じ、企業のための事業継続計画策定のセミナー等を実施する。 

本市、商工会・商工会議所は、中小企業等による事業継続力強化計画に基づく取組

等の防災・減災対策の普及を促進するため、連携して、事業継続力強化支援計画の策

定・運用に努めるものとする。 

本市は、あらかじめ商工会・商工会議所等と連携体制を構築するなど、災害発生時

に中小企業等の被害状況を迅速かつ適切に把握できる体制の整備に努めるものとする。 

 



83 

 

 災害ボランティア活動の環境整備 
 

災害時において、個人・団体等のボランティア活動や NPO・ボランティア団体による活

動等が円滑に行われるように、平常時から地域団体、NPO・ボランティア団体の活動支援や

リーダーの育成を図るとともに、日本赤十字社や広島市社会福祉協議会等のボランティア

調整機能を有する団体と連携しながら、災害ボランティア活動の環境整備を図る。 

 

第１ 広島市災害ボランティア活動連絡調整会議の設置 

《市民局市民活動推進課、健康福祉局健康福祉企画課、危機管理室災害予防課》 

１ 目的 

大規模災害時における被災者の安全確保や生活支援等の災害ボランティア活動に係

る諸問題の検討及び行政と災害ボランティア相互の連携を強化し、円滑な災害ボラン

ティア活動が行えるように環境の整備を図ることを目的とする。 

２ 審議事項 

⑴ ボランティア活動の役割・内容に関する事項 

⑵ ボランティアコーディネートに関する事項 

⑶ ボランティア関係団体との情報連絡に関する事項 

⑷ ボランティア活動の支援に関する事項 

⑸ ボランティア活動に係る研修・訓練に関する事項 

⑹ 災害発生時における市災害ボランティア本部の設置及び廃止に関する事項 

３ 会議のメンバー 

（社福）広島市社会福祉協議会、広島市民生委員児童委員協議会、日本赤十字社広

島県支部、（公財）広島ＹＭＣＡ、広島市地域女性団体連絡協議会、日本ボーイスカウ

ト広島県連盟、（一社）ガールスカウト広島県連盟、（一社）広島青年会議所、広島商

工会議所、連合広島 広島地域協議会、（特非）ひろしまＮＰＯセンター、ＳeＲＶ広

島、（特非）コミュニティーリーダー ひゅーるぽん、（特非）ＡＮＴ－Ｈｉｒｏｓｈｉ

ｍａ、カトリック広島司教区 平和の使徒推進本部、広島県災害復興支援士業連絡会、

生活協同組合ひろしま、（公社）青年海外協力協会中国支部、（特非）もりメイト倶楽

部Ｈｉｒｏｓｈｉｍａ、（特非）ひろしま自然学校、（公財）広島市文化財団、広島市

防災士ネットワーク、広島市 等 

 

第２ 広島県社会福祉協議会との連携 

《市民局市民活動推進課》 

災害時には、広島県社会福祉協議会が設置する広島県被災者生活サポートボランテ

ィアセンターと連携し、特別な資格・技能を要する災害ボランティアの調整等が行え

るように、平常時から広島県社会福祉協議会等との情報交換及び調整に努める。 

 

第３ 災害ボランティアの受入体制 

《市民局市民活動推進課、健康福祉局地域共生社会推進課、各区区政調整課・地域起

こし推進課》 

災害発生時においては、行政と災害ボランティア相互の連携及び災害ボランティア

相互の連携を図るとともに、特別な資格・技能を有しない一般ボランティアのコーデ

ィネートを行うため、平常時から、本市及び市・区社会福祉協議会は、災害ボランテ

ィアの受け入れ体制の迅速かつ適当な設置のための情報交換及び調整を行う。 

 

第４ 災害ボランティアの安全確保 

《市民局市民活動推進課》 

市災害ボランティア本部においては、災害ボランティアの安全が確保されるよう、

活動に必要な情報提供を行う等の環境整備を図るものとする。 
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第５ 災害ボランティアの活動拠点及び資機材の提供等 

《市民局市民活動推進課、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

本市は、災害ボランティアの活動支援として、必要に応じて庁舎、公民館、学校な

どの一部を災害ボランティア相互の情報交換などを行う活動拠点として確保するとと

もに、必要な事務用品や電話などの各種資機材の貸出し又は提供を行うため、平常時

から調整を行う。 

 

第６ 専門ボランティアの登録制度及びＮＰＯ・ボランティア団体の情報把握 

災害時における災害ボランティア活動を迅速かつ有効に進めるため、平常時から、

医療、介護、通訳、無線通信、建築物の応急危険度判定、ボランティアコーディネー

ター等の資格・技能を有する職員を把握し、本人の意思に基づいて専門ボランティア

として登録するとともに、同様の資格・技能を有する市民の専門ボランティアの把握

については、登録制度の活用も含め、広島県や関係機関等と連携を図りながら検討す

るものとする。 

また、NPO・ボランティア団体の情報についても、広島県や関係機関等との連携によ

り、平常時から把握しておく。 

 

第７ ボランティア保険制度 

《市民局市民活動推進課》 

災害ボランティア活動中の事故による負傷等に備えて、全国社会福祉協議会のボラ

ンティア活動保険への加入について普及・啓発を図る。 

 

 災害教訓の伝承 
《危機管理室》 

 

過去に起こった大規模災害の教訓や災害文化を確実に後世に伝えていくために、大規模

災害に関する調査分析結果や映像を含めた各種資料をアーカイブとして広く収集・整理し、

適切に保存するとともに、広く一般の人々が閲覧できるよう公開に努める。 

また、市民に災害教訓の伝承の重要性について啓発を行うほか、大規模災害に関する調

査分析結果や映像を含めた各種資料の収集・保存・公開等により、市民が災害教訓を伝承

する取組を支援する。 

 

 帰宅困難者対策 
《道路交通局公共交通政策部、危機管理室災害予防課、都市整備局都市機能調整

部》 

 

公共交通機関が運行を停止し、自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が大量に発生し

た場合には「むやみに移動を開始しない」という基本原則の広報等により、一斉帰宅の抑

制を図るとともに、必要に応じて、滞在場所の確保などの帰宅困難者等への支援を行う。 

大規模地震発生時に公共交通機関の運行が停止した場合、自力で帰宅することが困難な

者及び徒歩帰宅者が多数発生し、混乱が想定される。 

このため、関係機関及び企業等と連携・協働して次の帰宅困難者対策を図るものとする。 

１ 「むやみに移動を開始しないこと」や「安否確認の必要性やその確認手段」など、

日ごろからの備えの大切さについて広報する。 

２ 事業所や施設等の備えとして、一定期間従業員や施設利用者等が滞在できるよう、

食料や飲料水などの必要な物資の備蓄等を促す。 

３ 個人（通勤・通学などで外出している人）の備えとして、徒歩帰宅や一時的な避難

に備えて携帯食料やペットボトル飲料などの必要な物資を準備しておくことの大切

さを啓発する。 

４ 災害時における公共交通機関の運行情報を提供する。 

５ コンビニエンスストア等の災害時帰宅支援ステーションにより徒歩帰宅者を支援
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（水道水、トイレ、道路情報・災害情報等の提供）する。 

６ 「平成 25 年度広島市地震被害想定」を踏まえ、一時滞在施設の追加確保に努める

（「災害時における施設等の提供協力に関する協定書」に基づき帰宅困難者への支援

協力を行う対象施設は、資料編２－６－３のとおり。）。 

７ 安否確認の必要性や安否確認手段を周知する。 

８ 都市再生特別措置法に基づき都市再生安全確保計画が策定された地域については、

同計画に基づいて対応する。 

 

 安否確認対策 
《危機管理室災害予防課》 

 

大規模災害が発生した場合に、家族・友人等の安否や事業所等における従業員や顧客、

従業員の家族等の安否を確認する手段として、電気通信事業者の「災害用伝言ダイヤル１

７１」や「災害用伝言板サービス」、「災害用音声お届けサービス」などの活用方法につい

て、市ホームページや防災パンフレット等により周知し、利用促進を図る。 

 

 広域的な受援体制の整備 
《危機管理室危機管理課》 

 

災害により本市が被災した場合に、大都市等との応援協定等の広域支援に基づく応援物

資や職員などの受入れを効果的に行うため、情報連絡体制、集結場所及び活動拠点、活動

内容等の調整、宿泊施設及び応援職員への対応等を定めた「広島市受援計画」に基づいた

受入を行う。同計画は、協定等の見直しなどを受け、適宜必要な修正を行う。 

 

（資料編）２－13－１ 広島市受援計画 

 

 業務継続計画の策定 
《危機管理室危機管理課》 

 

災害発生時において、限られた人的・物的資源（職員、庁舎、ライフライン、情報シス

テム等）を効率的に活用し、災害応急対策業務及び業務継続の優先度が高い通常業務など

「非常時優先業務」の早期着手や業務レベルの向上を図り、市民の生命、身体、財産及び

生活等の保護を図るため、業務継続計画を策定する。 

また、実効性のある業務継続体制を確保するため、必要な資源の継続的な確保、定期的

な教育・訓練・点検等の実施、訓練等を通じた経験の蓄積や状況の変化等に応じた体制の

見直しなど、必要に応じて計画の改定を行う。 

 

【調査研究に関する計画】 
 

 震災に関する調査研究 
《危機管理室》 

 

地震災害は、構造物の破壊、火災、水害等の複合する災害であり、とりわけ都市部にお

ける被害の大きさは、計り知れないものがあり、地震災害の発生原因、各種被害の態様、

被害の予測及びその防止対策等について科学的かつ総合的に調査研究することにより、少

しでも被害を軽減するための震災対策を推進していく必要がある。 

このため、本市では、昭和 57～60 年度にかけて「広島市地震被害想定調査」を実施し、

また、その後の社会・自然条件の変化、己斐断層による直下型地震の可能性、ライフライン

の被害等を勘案した「広島市大規模地震被害想定調査」を平成 7～8 年度において行った。 

また、平成 19 年度において、五日市断層の断層距離の修正や新たな被害想定手法の確立
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等を踏まえ、平成 18 年度広島県が発表した「広島県地震被害想定調査」を基に、行政区又

は小学校区ごとの詳細分析をするため、「平成 19 年度広島市地震被害想定調査」を実施した。 

さらに、東日本大震災を受けて、国が検討した被害想定の手法等を踏まえ、平成 25 年度

に広島県が公表した「広島県地震被害想定」を基に、行政区・小学校区単位での被害等を

推計し、「平成 25 年度広島市地震被害想定」を取りまとめた。 

その想定結果については、震災対策の基礎データとして、本計画に反映させるとともに、

市民説明会等を通じて市民への情報提供を積極的に行ってきた。 
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第３章 震災応急対策 
 

 方針 
《危機管理室》 

 

この計画は、地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、被害の発生の防ぎ

ょ又は拡大防止に関して迅速かつ実効ある措置を期するために必要な諸対策について規定

するものとし、その内容については、以下の各節に定めるところによる。 

 

 

 災害応急組織の編成・運用 
 

市域における地震災害に関する情報収集、警戒及び応急対策の実施に当たっては、本市

の災害応急組織を編成して対処する。 

 

第１ 本市の災害応急組織 

《危機管理室、各局等、各区》 

次の応急組織を全市単位又は区単位に編成して対処する。なお、本部が廃止された

場合であっても、継続している応急対策業務がある場合には、引き続き本部の分掌事

務のもと継続するものとする。 

１ 注意体制 

早期の情報収集体制を確保するため、必要な関係局・区等に職員を配置し、情報収

集を行う。 

２ 警戒体制 

災害の発生を警戒するために、必要な関係局・区等に職員を配置し、情報収集を行

うとともに、速やかに災害警戒本部に移行し得るよう準備等を行う。 

３ 災害警戒本部 

⑴ 市災害警戒本部 

市災害警戒本部は危機管理担当局長を本部長とし、市長事務部局のほか、行政委

員会事務局等の通常の行政組織（区を除く。）を基本として編成するものであり、地

震災害の発生を警戒するとともに、速やかに災害対策本部に移行し得るよう準備を

行うために設置し、地震発生後の情報収集、警戒巡視、広報活動、関係機関への通

報・連絡等を行う。 

⑵ 区災害警戒本部 

区災害警戒本部は、区長を本部長とし、区の組織を基本として編成するものであ

り、地震災害の発生を警戒するとともに、速やかに災害対策本部に移行し得るよう

準備を行うために設置し、情報収集、警戒巡視、広報活動、関係機関への通報・連

絡等を行う。 

４ 災害対策本部 

⑴ 市災害対策本部 

市災害対策本部は市長を本部長とし、市長事務部局のほか、行政委員会事務局等

の通常の行政組織を基本として編成するものであり、地震災害に対処するために設

置し、人命救助その他の震災応急活動を行う。 

⑵ 区災害対策本部 

区災害対策本部は、区長を本部長とし、区の組織を基本として編成するものであ

り、地震災害に対処するために設置し、水防活動、人命救助その他の災害応急活動

を行う。 
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第２ 注意体制 

《危機管理室災害対策課》 

１ 設置及び廃止 

⑴ 設置 

危機管理室災害対策課長は、次の⑵に定める設置基準に基づき、市及び区に注意

体制を実施する。 

危機管理室災害対策課長は、注意体制を設置したときは、直ちに危機管理室長及

び危機管理課長へ報告する。 

⑵ 設置基準 

設
置
基
準 

ア 気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（調査中）」が発表されたとき。 

イ 気象庁から「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」が発表されたとき。 

ウ 上記のほか、危機管理室災害対策課長が必要と認めたとき。 

摘 
 

要 

① 下線部は、自動設置とする。 

② イについては、南海トラフ沿いで発生した地震（一部割れケース）から 1 週

間（168 時間経過した以降の正時までの期間）、又は南海トラフ沿いの想定震

源域内のプレート境界面で通常と異なるゆっくりすべり（ゆっくりすべりケ

ース）の変化が収まってから、通常と異なる変化が観測されていた期間と概ね

同程度の期間が経過するまでの間は、注意体制の確保を基本とするが、発表さ

れた情報の内容によっては、他の災害応急組織体制の設置や動員体制につい

て検討する。 

③ 南海トラフ沿いで発生した地震（半割れケース）から 1 週間を経過した後、

さらに 1 週間（336 時間経過した以降の正時までの期間）は、注意体制を基本

とする。 

⑶ 体制の伝達（自動設置の場合を除く。） 

ア 勤務時間内の場合 

危機管理室は、体制設置の内容等を関係局・区等へ連絡する。 

イ 勤務時間外の場合 

(ア) 危機管理室は、体制設置の内容等を関係局・区等の職員のうち、あらかじめ 

定める者に連絡する。 

(イ) 上記 (ア)の連絡を受けた者は、あらかじめ定める参集者に連絡する。 

⑷ 廃止 

危機管理室災害対策課長は、情報収集等の必要がないと認められるときは、注意

体制を廃止する。 

廃止に係る手続きは、設置の場合を準用する。 

２ 任務 

気象情報等を入手し、必要に応じ関係職員に伝達する。 

 

第３ 警戒体制 

《危機管理室災害対策課》 

１ 設置及び廃止 

⑴ 設置 

危機管理室長は、次の⑵に定める設置基準に基づき、市及び区に警戒体制を設置

する。 

危機管理室長は、警戒体制を設置したときは、直ちにその旨を危機管理担当局長

に報告する。 
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⑵ 設置基準 

設
置
基
準 

ア 気象庁から「南海トラフ地震臨時情報(巨大地震警戒）」が発表されたとき。 

イ 上記のほか、危機管理室長が必要と認めたとき。 

摘 
 

要 

① 下線部は、自動設置とする。 

② アについては、後発地震発生の可能性を踏まえ、南海トラフ沿いで発生した

地震（半割れケース）から 1 週間（168 時間経過した以降の正時までの期間）

は、警戒体制の確保を基本とするが、発表された情報の内容によっては、他の

災害応急組織体制の設置や動員体制について検討する。 

※大規模地震発生の可能性が高まったと判断できるケースは「半割れケース」「一部割

れケース」「ゆっくりすべりケース」の３通りであり、これらのケースに該当する異常

な現象が発生した後に発生する恐れがある南海トラフ地震を「後発地震」という。 

 

⑶ 体制の伝達（自動設置の場合を除く。） 

ア 勤務時間内の場合 

危機管理室は、体制設置の内容等を関係局・区等へ連絡する。 

イ 勤務時間外の場合 

(ア) 危機管理室は、体制設置の内容等を関係局・区等の職員のうち、あらかじめ 

定める者に連絡する。 

(イ) 上記 (ア)の連絡を受けた者は、あらかじめ定める参集者に連絡する。 

⑷ 廃止 

危機管理室長は、情報収集等の必要がないと認められるときは、警戒体制を廃止

する。廃止に係る手続きは、設置の場合を準用する。 

２ 任務 

⑴ 気象情報等を入手し、必要に応じ関係職員に伝達する。 

⑵ 災害警戒本部へ移行するための準備を行う。 

⑶ 必要な気象情報を発信する。 

 

第４ 災害警戒本部 

《危機管理室危機管理課》 

１ 設置及び廃止 

⑴ 設置 

危機管理担当局長は、次の⑵に定める設置基準に基づき、市災害警戒本部及び必

要と認める区に区災害警戒本部を設置する。なお、危機管理担当局長に事故がある

ときは、危機管理室長、危機管理室参与、危機管理課長の順に設置を命令する。 

危機管理担当局長は、災害警戒本部を設置したときは、直ちにその旨を市長に報

告するとともに、防災関係機関・部局に周知し、報道機関や防災行政無線等を通じ

て市民に公表する。 

⑵ 設置基準 

設
置
基
準 

ア 市域で震度４の地震を観測したとき。 

イ 気象庁が広島県に津波注意報を発表したとき（西区及び佐伯区）。 

ウ 上記のほか、危機管理担当局長が必要と認めたとき。 

摘 
 

要 

① 下線部は、自動設置とする。 

② 震度は、気象庁の発表震度の最大値とする。 

③ 国外で発生した地震に伴う津波注意報の場合は、自動設置としない。

また、体制については、気象台からの聞取り情報等の内容に応じて判断

する。 
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災害警戒本部の設置（又は廃止）の手続き及び連絡系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※区単位で警戒活動が必要と認めたとき。 

指
令 

令 

 

市  長 

危機管理室 

報 道 機 関 

副 市 長 

本庁各局 
会 計 室 
消 防 局 
水 道 局 
議 会 事 務 局 
教 育 委 員 会 事 務 局 
市選挙管理委員会事務局 
人 事 委 員 会 事 務 局 
監 査 事 務 局 
農 業 委 員 会 事 務 局 

区 役 所 

広報担当部課 
企画総務局広報課 

市 民 

周知 
報告 報告 

広
報 

通知 報道 

指 

令 

広
報 

※事前協議 

防災関係部局 

 

⑶ 体制の伝達（自動発令の場合を除く。） 

ア 勤務時間内の場合 

危機管理室は、体制設置の内容等を各局等及び各区へ連絡する。 

イ 勤務時間外の場合 

(ｱ) 危機管理室は、体制設置の内容等を各局等及び各区の職員のうち、あらかじ 

め定める者に連絡する。 

(ｲ) 前記(ｱ)の連絡を受けた者は、この計画に定める市災害警戒本部及び区災害 

警戒本部の分掌事務に従い、その旨を関係課のあらかじめ定める者に連絡する。 

ウ 連絡の方法は次のいずれかによる。 

(ｱ) メール、電話、防災行政無線、携帯電話の活用 

(ｲ) 庁用自動車等の利用 

(ｳ) 必要に応じて、危機管理室からラジオ・テレビ等の報道機関・施設に依頼し

て必要事項を伝達する方法 

⑷ 廃止 

危機管理担当局長は、市域において地震災害が発生するおそれが解消したと認め

られるとき、又は災害応急対策が概ね完了したと認められるときは、災害警戒本部

を廃止する。廃止に係る手続きは、設置した場合と同様とする。 

なお、災害警戒本部は、災害対策本部が設置されたときは、自動的に廃止する。 

⑸ 市長等への報告 

危機管理担当局長は、災害対応の円滑かつ総合的な実施を図るため、災害警戒本

部設置後は、気象状況や被害状況等について、適時、市長及び副市長へ報告する。 

また、区長は必要に応じ、被害状況や避難状況等について、市長及び副市長へ報

告する。 
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２ 任務 

⑴ 情報の収集等 

市・区災害警戒本部は、地震による被害を未然に防止し、又は被害を最小限にと

どめるため、被害情報や気象情報等の収集、危険箇所の巡視、市民に対する広報な

どの警戒活動を行うとともに、災害対策本部へ移行するための準備を行う。 

各区及び各消防署は危険箇所の巡視を行った場合、巡視結果を区災害警戒本部へ

遅滞なく報告する。また、区災害警戒本部は報告された巡視結果を市災害警戒本部

へ遅滞なく報告する。 

⑵ 避難情報の発信 

区災害警戒本部は、地域の危険度の段階に応じて、避難情報等を発信・発令する。 

⑶ 避難場所の開設 

区災害警戒本部は、避難情報の種別、被害の程度等に応じ、避難場所を開設する。 

⑷ 区災害警戒本部と消防署の連携 

消防署長は、区災害警戒本部との連携を図るため、副署長（又は予防課長）を区

災害警戒本部に配置し、区と消防署が連携して警戒活動に当たる。 

３ 組織の構成及び分掌事務 

⑴ 本部長及び副本部長 

 ア 市災害警戒本部 

(ｱ) 本部長は危機管理担当局長とし、市災害警戒本部の事務を統括し本部の職員を 

指揮監督する。 

(ｲ) 副本部長は危機管理室長とし、本部長に事故があるときは、その職務を代理 

する。 

イ 区災害警戒本部 

(ｱ) 区本部長は区長とし、区災害警戒本部の事務を統括し区災害対策本部の職員 

を指揮監督するとともに、市災害警戒本部長の命を受けて必要な措置を講じる。 

(ｲ) 区副本部長は、副区長又はあらかじめ区長が指名する者とし、区本部長に事 

故があるときは、その職務を代理する。 

⑵ 本部の庶務 

ア 市災害警戒本部の庶務は、危機管理室危機管理課が担当する。 

イ 区災害警戒本部の庶務は、区政調整課・地域起こし推進課が担当する。 

⑶ 組織 

災害警戒本部の組織は、次のとおりとする。  
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災 害 警 戒 本 部 の 組 織  
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⑷ 分掌事務 

災害警戒本部の分掌事務は、次のとおりとする。 
局 ・ 区 等 分   掌   事   務 

危 機 管 理 室 

１ 災害警戒本部の統括に関すること。 
２ 被害情報・気象情報の収集及び伝達に関すること。 
３ 関係機関への通報及び連絡に関すること。 
４ 雨量・水位・潮位の観測に関すること。 
５ 災害対策本部の設置準備に関すること。 
６ 他の部課等の所管に属さないこと。 

企 画 総 務 局 
財 政 局 
市 民 局 
健 康 福 祉 局 
こ ど も 未 来 局 
環 境 局 
経 済 観 光 局 
都 市 整 備 局 
道 路 交 通 局 
下 水 道 局 
会 計 室 
水 道 局 
教育委員会事務局 
議 会 事 務 局 
市選挙管理委員会事務局 
人事委員会事務局 
監 査 事 務 局 
農業委員会事務局 

１ 所管施設等の被害情報等の収集及び応急対策に関すること。 
２ 被害情報・気象情報の受信及び伝達に関すること。 
３ 災害対策本部体制時における諸活動の準備に関すること。 
４ 災害応急対策活動に関すること。 
５ 区災害警戒本部の業務（主として指定緊急避難場所の開設

等）に関すること（企画総務局、財政局、市民局、健康福祉局、
こども未来局、環境局、経済観光局、都市整備局、下水道局、
会計室、教育委員会事務局、監査事務局）。 

消 防 局 

１ 所管施設等の被害情報等の収集及び応急対策に関すること。 
２ 被害情報・気象情報の受信及び伝達に関すること。 
３ 災害対策本部体制時における諸活動の準備に関すること。 
４ 災害応急対策活動に関すること。 
５ 警戒巡視・広報活動に関すること。 
６ 消防団の運用調整の準備に関すること。 

各       区 

１ 被害情報等の収集及び応急対策に関すること。 
２ 被害情報・気象情報の受信及び連絡に関すること。 
３ 警戒巡視・広報活動に関すること。 
４ 高齢者等避難等に関すること。 
５ 指定緊急避難場所の開設等に関すること。 
６ 区災害対策本部の設置準備に関すること。 
７ 区災害対策本部体制時における諸活動の準備に関すること。 

 

第５ 災害対策本部 

《危機管理室危機管理課》 

１ 設置及び廃止 

⑴ 設置 

市長は、市域において災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、次の⑵に

定める設置基準に基づき、災害対策基本法の規定により災害対策本部を設置する。

なお、市長に事故があるときは、副市長、危機管理担当局長、危機管理室長、危機

管理室参与、危機管理課長の順に設置を命令する。 

市長は、災害対策本部を設置したときは、直ちにその旨を防災関係機関・部局に

周知するとともに、報道機関や防災行政無線等を通じて市民に公表する。 

本部長（市長）は、必要に応じて副本部長を現地災害対策本部長とする現地災害

対策本部を置くことができるものとし、現地災害対策本部に係る必要な事項につい

ては、その都度本部長（市長）が定める。 



94 

 

また、政府現地対策本部（非常災害対策本部等）や県の災害対策本部が設置され

た場合、災害の規模等必要に応じて国・県・市合同の災害対策本部員会議を開催す

るなど、連携して災害応急対策を行う。 

 

災害対策本部の設置（又は廃止）の手続き及び連絡系統 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※区単位で警戒活動が必要と認めたとき。 

報 道 機 関 
広報担当部課 

企画総務局広報課 
市 民 

通知 報道 

広
報 

 

指
令 

市  長 

危 機 管 理 室 

副 市 長 

本庁各局 区 役 所 

周知 

協
議 

※事前協議 

防災関係部局 

決
定 

会 計 室 
消 防 局 
水 道 局 
議 会 事 務 局 
教 育 委 員 会 事 務 局 
市選挙管理委員会事務局 
人 事 委 員 会 事 務 局 
監 査 事 務 局 
農 業 委 員 会 事 務 局 

指 

令 

協
議 

広
報 
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⑵ 設置基準 

⑶ 設置場所 

災害対策本部は、市役所本庁舎（災害対策本部専用室）に設置する。 

なお、災害により災害対策本部機能の喪失又は低下が生じた場合にあっては、安

佐南消防署に代替の災害対策本部を設置する。ただし、被災の状況によって、その

他の施設に設置する。 

⑷ 体制の伝達（自動発令の場合を除く。） 

ア 勤務時間内の場合 

危機管理室は、体制設置の内容等を各局等及び各区へ連絡する。 

イ 勤務時間外の場合 

(ｱ) 危機管理室は、体制設置の内容等を各局等及び各区の職員のうち、あらかじ

め定める者に連絡する。 

(ｲ) 前記(ｱ)の連絡を受けた者は、この計画に定める市災害対策本部及び区災害対

策本部の分掌事務に従い、その旨を関係課のあらかじめ定める者に連絡する。 

ウ 連絡の方法は次のいずれかによる。 

(ｱ) メール、電話、携帯電話、防災行政無線の活用 

(ｲ) 庁用自動車等の利用 

(ｳ) 必要に応じて、危機管理室又は広報課からラジオ・テレビ等の報道機関・施

設に依頼して必要事項を伝達する方法 

⑸ 廃止 

市長は、市域において災害が発生するおそれが解消したと認められるとき、又は

災害応急対策が概ね完了したと認められるときは、災害対策本部を廃止する。災害

対策本部の廃止に係る手続きは、設置した場合と同様とする。 

２ 任務 

災害対策本部は、災害対策の推進に関し、総合的かつ一元的体制を確立するととも

に、本計画及びその他法令の定めるところにより、関係指定地方行政機関等と連携し、

災害予防及び災害応急対策を実施する。 

３ 組織及び運営《危機管理室、各局等庶務担当課、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

災害対策本部の組織及び運営は、災害対策基本法、広島市災害対策本部条例（昭和

38 年広島市条例第 6 号）及び広島市災害対策本部運営要綱等に定めるところにより、

次のとおりとする。 

⑴ 本部の組織及び指揮の大要 

ア 本部の組織及び指揮の大要は、表３－２－１のとおりとする。 

イ 各局等及び区災害対策本部の構成及び分掌事務は、表３－２－２のとおりとする。 

⑵ 本部長及び副本部長 

ア 本部長は、市長をもって充て、副本部長は副市長をもって充てる。 

イ 本部長は、本部の事務を総括し、本部の職員を指揮監督する。 

設
置
基
準 

ア 市域で震度５弱以上の地震を観測したとき。 

イ 市域で長周期地震動階級３の地震を観測したとき。 

ウ 広島県に津波注意報が発表されたとき（中区、南区及び安芸区に限る。）。 

 

全
員
体
制 

エ 市域で震度６弱以上の地震を観測したとき。 

オ 市域で長周期地震動階級４の地震を観測したとき。 

カ 広島県に津波警報又は大津波警報が発表されたとき。 

キ 災害の規模、被害の程度が相当大規模に及ぶおそれがあり、本市の総力をあ

げて対応すべきであると市長が認めたとき。 

摘 

要 

① 下線部は、自動設置とする。 

② 震度は、気象庁の発表震度の最大値とする。 

③ 国外で発生した地震に伴う津波注意報の場合は、自動設置としない。また、

体制については、気象台からの聞取り情報等の内容に応じて判断する。 
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ウ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

エ 本部長に事故があるときは、その職務を代理する副本部長の順序は、次のとお

りとする。 

(ｱ) 危機管理室担任副市長をもって充てる副本部長 

(ｲ) その他の副市長をもって充てる副本部長 

⑶ 本部員 

ア 本部員は、本部長の命を受け、本部の事務に従事する。 

イ 本部員は、広島市事務分掌条例（昭和 50 年広島市条例第 81 号）第１条に規定

する局の長、会計管理者、消防局長、水道局長、議会事務局長、教育長、教育次

長、市選挙管理委員会事務局長、人事委員会事務局長、監査事務局長、農業委員

会事務局長及び危機管理担当局長並びに都市整備局指導担当局長をもって充てる。 

ウ 本部長は、前記イに掲げる者のほか、必要があると認めるときは、職員のうち

から本部員を指名することができる。 

エ 本部員は、自己に事故がある場合において、その職務を代理する者をあらかじ

め指定しておくものとする。 

⑷ 本部員会議 

ア 本部に本部員会議を置く。 

イ 本部員会議は、本部長、副本部長及び本部員で組織し、関係機関への応援依頼

の決定その他災害対策活動に係る基本的事項について協議する。 

なお、本部員会議で協議すべき事項は、概ね次のとおりとする。 

(ｱ) 体制に関すること。 

(ｲ) 避難指示に関すること。 

(ｳ) 職員の応援に関すること。 

(ｴ) 自衛隊の派遣要請依頼及び派遣部隊の受入れに関すること。 

(ｵ) 他の地方公共団体に対する応援要請及び応援職員の受入れに関すること。 

(ｶ) 災害救助法の適用申請及び救助業務の運用に関すること。 

(ｷ) 激甚災害の指定の要請に関すること。 

(ｸ) 応急対策に要する予算及び資金に関すること。 

(ｹ) 応急公用負担に関すること。 

(ｺ) 被災市民等に対する支援策に関すること。 

(ｻ) 義援金及び救援物資の募集及び配分に関すること。 

(ｼ) 国会、政府関係に対する要望及び陳情等に関すること。 

(ｽ) 職員の給食、寝具等の厚生に関すること。 

(ｾ) その他各局等又は区災害対策本部の長から特に申し出のあった事項に関する

こと。 

ウ 本部長は、災害対策本部設置後に速やかに本部員等を招集するとともに、必要

に応じて本部員会議を開催する。 

エ 本部員会議の庶務は、危機管理室危機管理課が担当する。 

⑸ 区本部 

ア 本部長は、災害の規模、被害の程度等により総合的な応急対策を必要と認める

区に区災害対策本部（以下「区本部」という。）を設置する。 

イ 区本部は、区役所に設置する。 

ウ 区本部に、区本部長、区副本部長その他の職員を置く。 

エ 区本部長は区長、区副本部長は副区長及び区役所の部長をもって充てる。 

オ 区本部長は、区本部を統轄し、区副本部長その他の職員を指揮監督するととも

に、本部長の命を受けて必要な措置をとるものとする。 

カ 区副本部長は区本部長を補佐し、区本部長に事故があるときはその職務を代理

する。 

この場合において、その職務を代理する区副本部長の順序は、次のとおりとす

る。 

(ｱ) 副区長をもって充てる区副本部長 
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(ｲ) 建設部長又は農林建設部長をもって充てる区副本部長 

(ｳ) 厚生部長をもって充てる区副本部長 

キ 区本部長は、災害応急対策に当たっては、消防署、警察署その他公共的団体等

と常に密接な連絡を保ち、相互の協力を図る。 

ク 区本部の庶務は、区政調整課・地域起こし推進課が担当する。 

⑹ 細部計画 

各局等及び区本部の長は、その所管事務の実施について必要な細部計画を定めて

おくものとする。 

⑺ 本部事務局の任務分担・担当部局及び情報連絡員 

ア 災害対策本部を円滑に運営するため、表３－２－３のとおり、本部事務局要員

の任務分担及び担当部局を定める。 

イ 本部長は、必要に応じて、災害対応に必要な専門的知識・経験を有する職員（以

下「専門職員」という。）を指定し、事務局に招集する。当該専門職員は、統制班

員として対応策の立案及び対応実施部局との協議・調整等を行う。 

ウ 災害に関する情報を迅速かつ的確に処理するため、表３－２－４のとおり、本

部等に情報連絡員を置く。 

エ 情報の連絡系統は、概ね図３－２－１のとおりとする。 

⑻ 災害予防又は災害応急対策に必要な協力の求め 

本部長は、災害予防又は災害応急対策を的確かつ迅速に実施するため必要がある

と認めるときは、防災関係機関等に対し、資料又は情報の提供、意見の表明、災害

対策本部への職員派遣その他の必要な協力を求める。 

⑼ 本部の表示 

本部及び区本部を設置したときは、その庁舎の玄関に本部標識板又は区本部標識

板を掲出する。 

４ 平常業務の取扱い 

⑴ 職員全員を動員する場合は、原則として必要最小限度の市民サービス業務を除き、

災害が鎮静するまで平常業務を停止する。ただし、災害の状況により各局等又は区

本部の長が可能と認める場合は、この限りではない。 

⑵ 災害時においても継続すべき必要最小限度の市民サービス業務について、各局等

又は区本部の長は、あらかじめその業務を定めておくものとする。 

 

第６ 災害対策本部設置前及び廃止後の対応 

１ 各局等及び区は、災害対策本部の分掌事務が災害発生時に迅速かつ円滑に行うこと

ができるよう、災害対策本部設置前においても情報収集、連絡体制の確保等に努める。 

２ 各局等及び区は、必要に応じ、災害対策本部設置前及び廃止後も、災害対策本部の

分掌事務に準じ、災害応急対策に従事するものとする。  



98 

 

表３－２－１ 災害対策本部の組織及び指揮の大要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区災害警戒本部 

本 部 事 務 局 
(区政調整課・地域起こし推進課) 

 

会 計 室 

本部員会議 

本 部 長 （ 市 長 ） 

副 本 部 長 （ 副 市 長 ） 

市災害対策本部 

 

本部事務局 

(各局等) 

本 部 長 
（ 区 長 ） 

副 本 部 長 
（副区長及び部長） 

調
整 

連携 

(※)企画総務局、財政局、市民局、健康福祉局、 

こども未来局、環境局、経済観光局、都市整備局、下水道

局、会計室、教育委員会事務局、監査事務局 

市選挙管理委員会事務局 
人 事 委 員 会 事 務 局 
監 査 事 務 局 
農 業 委 員 会 事 務 局 

（注） 主として避難収容班を担当する。 

 

本 部 員 （ 各 局 長 等 ） 

各 課 

危 機 管 理 室 

企 画 総 務 局 

財 政 局 

市 民 局 

健 康 福 祉 局 

こども未来局 

環 境 局 

経 済 観 光 局 

都 市 整 備 局 

道 路 交 通 局 

下 水 道 局 

現 地 災 害 対 策 本 部 

必
要
な
指
示 

 

消 防 団 ⑻ 
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表３－２－２ 

⑴ 災害対策本部事務局の分掌事務 

班  名  要        員 分   掌   事   務 

総 務 班 

危機管理室職員 

企画総務局職員 

経済観光局職員 

会計室職員 

消防局職員 

〔庶務担当〕 

１ 災害対策本部の庶務に関すること。 

２ 災害関係部局の全ての職員の参集状況

の集計に関すること。 

３ 防災行政無線の放送支援に関すること。 

〔広報担当〕 

４ 災害諸情報の広報に関すること。 

５ 報道機関による避難広報に関すること。 

６ 報道機関への放送の要請に関すること。 

統制・検討班 

 

 

危機管理室職員 

市民局職員 

消防局職員 

専門職員（必要に応じて） 

〔統制担当〕 

１ 災害対策本部の設置及び廃止に関する

こと。 

２ 本部長指示及び伝達に関すること。 

３ 災害対策活動の総合調整に関すること。 

〔検討担当〕 

４ 災害に関する諸情報の分析及び災害対

策活動の検討に関すること。 

５ 防災関係機関との連絡調整に関するこ

と。 

６ 災害救助法の適用に関すること。 

７ 自衛隊の派遣要請に関すること。 

８ 他の公共団体等への応援要請に関する

こと。 

情報班 

集計担

当 

危機管理室職員 

財政局職員 

市民局職員 

健康福祉局職員 

消防局職員 

１ 被害状況の収集及び集計に関すること。 

２ 避難状況の集計に関すること。 

各局担

当 

企画総務局、財政局、市民局、 

健康福祉局、こども未来局、環境局、 

経済観光局、都市整備局、 

道路交通局、下水道局、消防局、 

水道局及び教育委員会事務局の係長 

相当職以上の職員 

３ 各局・区からの被害状況及び避難状況の

受信に関すること。 

４ 災害対策本部からの連絡事項の伝達に

関すること。 

各区担

当 

危機管理室職員 

企画総務局、財政局、市民局、 

健康福祉局、環境局、経済観光局及び 

都市整備局の係長相当職以上の職員 

監 視 班 危機管理室職員 

１ 気象情報、水防情報の収集及び記録に関

すること。 

２ 防災行政無線の運用に関すること。 

 

災害状況に応じて関係局等を

要員に加える。  
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受 援 班 

危機管理室職員 

(物的受援時には健康福祉局職員を

加える。) 

応援を受けることを決定した場合に設置する。 

１ 人的受援の総括に関すること 

２ 人的受援(一部の技術系・技能系職等の人

的応援枠組を除く)に関する総務省及び他自

治体等との連絡調整に関すること 

３ 物的受援に関する他自治体等との連絡調

整に関すること 

４ 物的受援のための救援物資補給輸送拠点

（２次拠点）の設置・運営の指揮・監督に関

すること（救援物資補給輸送拠点（２次拠点）

を設置する場合に限る） 

 

（注）危機管理担当局長は、災害の種別や規模、被害の程度により、班編成及び分掌事務

を変更することができるものとする。 

 

（資料編）２－13－１ 広島市受援計画 

参考１ 広島市防災会議条例 

参考２ 広島市防災会議運営規程 

参考３ 広島市災害対策本部条例 

参考４ 広島市災害対策本部運営要綱 
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⑵　災害対策本部の分掌事務
凡例　●～防災上主要な部課
　　　■～防災に関係のある部課
　　　

局等

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１

２

１

１

総合調整課 １

１

２

３

１

１

２

３

１

２

政策企画課
１
２

広域都市圏推進課 １

地域活性推進課 １

コミュニティ再生課 １

行政経営課 １

■情報政策課
■情報システム課

１

■人事課 １

１

２

１

２

３

１

２

　他課の応援に関すること

法務課 　他課の応援に関すること

●秘書課

部課等 分掌事務

企画総務局
財政局
市民局
健康福祉局
こども未来局
環境局
経済観光局
都市整備局
下水道局
会計室
教育委員会事務局
監査事務局

１ 　区災害対策本部の避難収容班（罹災建物台帳の作成及びこれに必要な建物
の被害状況の調査に関することを除く。）の事務に関すること（区災害対策
本部を構成する者に限る。）

危
機
管
理
室

●危機管理課

●災害対策課

●総務課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　義援金の受入決定、受付及び保管に関すること

　市有車両の配車調整に関すること

１
２
３
４

　災害対策本部事務局の総括及び調整に関すること
　災害救助法に基づく救助活動の事務処理の総括に関すること
　避難行動要支援者の安否確認等の総括に関すること
　その他特命事項に関すること

●災害予防課

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　所管施設の防護に関すること

　局の庶務に関すること

　その他特命事項に関すること

公文書館
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

　本部長、副本部長の秘書に関すること

　災害視察者及び見舞客の接遇に関すること

　庁用自動車（秘書課に配置のものに限る）の配車に関すること

東京事務所 　国・関係機関との連絡調整に関すること

●広報課

　災害広報の総括に関すること

　報道機関への情報提供に関すること

　被災者支援制度等の広報に関すること

■市民相談センター
　市民からの苦情の取りまとめ及び主管課への連絡に関すること

　市民相談に関する取りまとめ及び主管課への連絡に関すること

政策企画部
　義援金の配分計画及び配分に関すること
　他課の応援に関すること

　他課の応援に関すること

地域活性化
調整部

　他課の応援に関すること

　他課の応援に関すること

行政経営部

　他課の応援に関すること

情報システム（他課等の所掌に属するものを除く）の整備及び管理運用に
関すること

人事部

　職員の局・区等間の応援調整に関すること

■給与課
　職員の給与に関すること

　他課の応援に関すること

■福利課

　災害対策本部要員の食糧に関すること

　災害対応に従事する職員の健康管理に関すること

　他課の応援に関すること

研修センター
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

■区政課 　被災地域における住民情報に関すること

企
画
総
務
局
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局等

１

２

３

４

５

６

７

１

２

■物品契約課 １

■工事契約課 １

税制課
市民税課

１

■固定資産税課
１

１

２

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

１

２

１

１

２

１

２

■スポーツ振興課 １

１

２

１

２

３

１

２

地域交流センター １

１

２ 　男女共同参画の視点を取り入れた避難所運営の相談・指導に関すること

　海外からの支援に関すること

　所管施設の防護に関すること

　広島市災害多言語支援センターに関すること

人権啓発部

人権啓発課
　所管施設の防護に関すること

　性的マイノリティの視点を取り入れた避難所の相談・指導に関すること

　所管施設の防護に関すること

■男女共同参画課
　所管施設の防護に関すること

文化スポー
ツ部

■文化振興課
　所管施設の防護に関すること

　文化財の保護及び災害応急対策に関すること

　所管施設の防護に関すること

国際平和推
進部

平和推進課
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

国際化推進課

■生涯学習課
　所管施設の防護に関すること

　各種社会教育関係団体の支援に関すること

■市民安全推進課 　他課の応援に関すること

■消費生活センター
　生活関連物資の便乗値上げ等への監視体制の強化・防止に関すること

　消費生活に関する苦情・相談処理に関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

　災害ボランティアへの情報提供に関すること

　市災害ボランティア本部との連絡調整に関すること

　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

収納対策部

徴収企画課
徴収第一課
徴収第二課
徴収第三課
徴収第四課
特別滞納整理課

１ 　他課の応援に関すること

市
民
局

●市民活動推進課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

税務部

　他課の応援に関すること

　罹災建物台帳の作成及びこれに必要な建物の被害状況の調査の総括に関す
ること

■各市税事務所

区災害対策本部の避難収容班（罹災建物台帳の作成及びこれに必要な建物
の被害状況の調査に関することに限る。）の事務に関すること（区災害対策
本部を構成する者に限る。）。
　他課の応援に関すること

　他課の応援に関すること

■管財課
　市有財産（普通財産）の防護に関すること

　市有財産（普通財産）の緊急使用に関すること

契約部
　災害に係る資機材、器具等の緊急購入に関すること

　災害に係る応急復旧工事の発注の調整に関すること
財
政
局

●財政課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　災害関係の予算及び資金に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

部課等 分掌事務
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局等

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

１

２

３

４

１
１

２

１

２

３

介護保険課 １

■障害福祉課 １

■障害自立支援課 ２

■精神保健福祉課 ３

身体障害者更生相談所 １

知的障害者更生相談所 １

１

２

３

調査課 １

援護課 ２

１

２

３

４

５

６

７

８

保険年金課 １

１

２

１

２

３

■生活科学部

■生物科学部

■環境科学部

■総務課 １

■教務課 ２

部課等 分掌事務

衛生研究所
１
２

　衛生試験検査に関すること
　所管施設の防護に関すること

看護専門学
校

　被災者の医療救護の応援に関すること

　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること。

■食肉衛生検査所
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

■動物愛護センター

　特定動物の監視に関すること

　愛護動物の保護管理に関すること

　所管施設の防護に関すること

保健部

■医療政策課
■健康推進課
■食品保健課
■食品指導課
■環境衛生課

　保健センターの業務の連携調整に関すること

　医療救護に関すること

　医薬品等の調達に関すること

　被災地の保健衛生に関すること

　環境衛生及び食品衛生の指導に関すること

　遺体の検案・火葬に関すること

　地方独立行政法人広島市立病院機構との連絡調整に関すること

　所管施設の防護に関すること

精神保健福
祉センター

■相談課
■デイ・ケア課

　所管施設の防護・応急対策に関すること

　要配慮者対策に関すること

　他課の応援に関すること

原爆被害対
策部

　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

　他課の応援に関すること

障害福祉部

　所管施設の防護・応急対策に関すること

　要配慮者対策に関すること

　他課の応援に関すること

　他課の応援に関すること

　他課の応援に関すること

監査指導課 　他課の応援に関すること

保護自立支援課
  所管施設の防護、応急対策に関すること

  他課の応援に関すること

高齢福祉部

■高齢福祉課
■地域包括ケア推進課

　所管施設の防護・応急対策に関すること

　要配慮者対策に関すること

　他課の応援に関すること

　避難所における被災者支援の総括に関すること

　被災者生活再建支援法に関すること

　被災者支援の取りまとめに関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

■地域共生社会推進課

　日本赤十字社・共同募金会その他社会福祉関係団体との連絡に関すること

　所管施設の防護、応急対策に関すること

　救援物資の給与又は貸与についての連絡調整に関すること

　他課の応援に関すること

健
康
福
祉
局

●健康福祉企画課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　他の政令指定都市等に対する民生・衛生事業の応援要請に関すること

　救援物資の給与又は貸与についての連絡調整に関すること

　福祉避難所についての連絡調整に関すること
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局等

１

２

３

４

５

６

１

１

２

３

４

１

２

３

１

２

３

４

５

６

７

１

１

２

１

２

■埋立地整備管理課 １

■玖谷埋立地管理事務所 ２

■工務課 １

１
２
３

１

２

３

４

５

６

１

２

３

４

５

■産業廃棄物指導課 １

１

２

３

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１

２

　所管施設の防護に関すること

■こども青少年支援部

　被災した青少年の総合相談等に関すること

計量検査所
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

　被服、寝具その他生活必需品及び食料品の調達の総括に関すること

　救援物資の受入・供給に関すること

　所管施設の防護に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

　課の所掌事務に係る被害状況の取りまとめ及び報告に関すること

■各環境事業所

　管内のごみの収集運搬に関すること

　管内のごみの処理作業の指導に関すること

　管内のごみの収集等に関する広報に関すること

経
済
観
光
局

●経済企画課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

■業務第二課

　災害時のし尿処理計画に関すること

　災害時のし尿処理作業の指導に関すること

　し尿収集車両の配車に関すること

　仮設トイレの設置に関すること（マンホールトイレシステムを除く）

　課の所掌事務に係る被害状況の取りまとめ及び報告に関すること

■業務第一課

　清掃業務実施のための機器・器具・資材等の整備に関すること

　ごみの収集等に関する広報の総括に関すること

　災害時のごみ処理計画に関すること

　災害時のごみの処理作業の指導に関すること

　ごみの収集車両の配車に関すること

　課の所掌事務に係る被害状況の取りまとめ及び報告に関すること

　他課の応援に関すること

●環境保全課
　災害による環境汚染の情報収集・調査に関すること

　課の所掌事務に係る被害状況の取りまとめ及び報告に関すること

施設部

■施設課
　関係施設の連絡調整に関すること

　施設の防護及び復旧に関すること

　関係施設の防護及び復旧に関すること

　施設の防護及び復旧に関すること

環
境
局

●環境政策課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　災害時の清掃事務の連絡調整に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

温暖化対策課

　所管施設の防護・応急対策に関すること
　所管施設被災児童の保護に関すること
　要配慮者対策に関すること

　所管施設の防護・応急対策に関すること

　所管施設被災児童等の保護に関すること

　要配慮者対策に関すること

児童相談所

　所管施設の防護・応急対策に関すること

　所管施設被災児等の保護に関すること

　要配慮者対策に関すること

■放課後対策課

こ
ど
も
未
来
局

●こども未来調整課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

　局の庶務に関すること

■幼保企画課
  保育園
　認定こども園
■幼保給付課

１
２
３

　施設の防護及び復旧に関すること

業務部

部課等 分掌事務

　ごみの埋立処分に関すること

■各工場
　ごみの焼却処分に関すること
　ごみの破砕処分に関すること（安佐南工場に限る）

 

 

 

  



105 

 

局等

１

１

２

１

２

１

２

３

１

２

産業立地推進課 １

１

２

１

２

３

４
１

２

３

４

５

１

２

３

１

２

３

１

２

１

２

１

２

３

４

５

６

７

８

９

１

１

１

２

３

１
２

３

４

５

１

２

１

２

部課等 分掌事務

ものづくり支援課
　他課の応援に関すること

経
済
観
光
局

ひろしまプロモーションセンター 　国・関係機関との連絡調整に関すること。

競輪事務局
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

雇用推進課
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

産業振興部

商業振興課

　被服、寝具その他生活必需品の調達に関すること

　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

観光政策部
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

農林水産部

■農政課

　主食品（米・パン等）の調達及び取扱機関との連絡に関すること

　農畜産物、農畜産施設等の被害状況の調査確認に関すること

　農畜産施設等の災害復旧に関すること

　所管施設の防護に関すること

■農林整備課

　農地及び農業用施設の防護、被害状況調査及び災害復旧に関すること

　林業用施設の防護、被害状況調査及び災害復旧に関すること

　林地崩壊及び木材流出に関する被害状況の調査確認に関すること

　市有林の防護に関すること

　所管施設の防護に関すること

■水産課

　水産物及び水産施設並びに漁船の被災状況の調査確認に関すること

　水産施設等の災害復旧に関すること

　所管施設の防護に関すること

中央卸売市
場

■中央市場

　災害時の中央卸売市場業務の総合調整に関すること

　所管施設の防護に関すること

　生鮮食料品の調達に関すること

■東部市場
　所管施設の防護に関すること

　生鮮食料品の調達に関すること

■食肉市場
　所管施設の防護に関すること

　食肉の調達に関すること

都
市
整
備
局

●都市整備調整課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　局の業務の実施に必要な資機材・器具等の調達計画に関すること

　所管市有地の防護、被害状況調査及び災害復旧に関すること

　応急工作員の確保及び工事関係者への協力依頼に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

技術管理課 　他課の応援に関すること

都市計画課 　他課の応援に関すること

●みなと振興課

　市営さん橋等施設の防護、被害調査及び災害復旧に関すること

　応急工作員の確保及び工事関係者への協力依頼に関すること

　港湾関係機関との連絡調整に関すること

■都市機能調整部

　所管市街地の防護、災害予防、被害状況調査及び災害復旧に関すること
　所管施設の防護に関すること

所管施設に関する応急工作員の確保及び工事関係者への協力依頼に関する
こと

　所管施設に関する関係機関との連絡調整に関すること

　他課の応援に関すること

■青崎地区区画整理事務所
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

■西広島駅北口地区区画整理事務所
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること  
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　所管施設の防護に関すること

●交通施設整備部

　工事等関係者への協力依頼に関すること

　バスターミナルの防護に関すること

アストラムラインの高架部・地下部施設の災害予防及び災害復旧並びに被
害状況の確認等に係る道路管理者及び広島高速交通株式会社との連絡調整に
関すること

道
路
交
通
局

●東部地区連続立体交差整備事務所

東部地区連続立体交差事業関連施設の災害予防及び災害復旧並びに被害状
況の確認等に係る道路管理者及び西日本旅客鉄道株式会社との連絡調整に関
すること

　工事等関係者への協力依頼に関すること

●公共交通政策部

　道路・橋りょう等公共土木施設の被害調査及び確認の総括に関すること

アストラムラインの高架部・地下部施設の被害状況の確認等に係る広島高
速交通株式会社との連絡調整に関すること

　広島ヘリポートの防護に関すること

　公共交通機関の運行状況に係る情報収集に関すること

■用地部
　事業用代替地の防護に関すること

　他課の応援に関すること

道路部
●道路計画課
●道路課
●街路課

　道路の通行規制に関すること

　道路啓開等の応急復旧の総括に関すること

道路・橋りょう等公共土木施設の災害予防及び災害復旧の総括に関するこ
と

　緊急連絡・輸送等の道路の確保に関すること

　応急工作員の確保及び工事関係者への協力依頼に関すること

●道路管理課

　道路の通行規制に関すること

　道路啓開のための道路区域の指定等の総括に関すること

道路・橋りょう等公共土木施設の災害予防及び災害復旧の総括に関するこ
と

　緊急連絡・輸送等の道路の確保に関すること

　応急工作員の確保及び工事関係者への協力依頼に関すること

　民間車両の配車調整及び救援物資等の輸送手段の調整に関すること

　道路・橋りょう等公共土木施設の被害調査及び確認の総括に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

自転車都市づくり推進課
　所管施設の防護に関すること

　他課の応援に関すること

住宅部
■住宅政策課
■住宅整備課

　市営住宅の被災状況の調査及び災害復旧に関すること

　被災した市営住宅の応急危険度判定に関すること（地震災害時に限る）

　工事関係者への協力依頼に関すること

●道路交通企画課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　局の業務の実施に必要な資機材・器具等の調達計画に関すること

営繕部

■営繕課

庁舎・学校教育関係建築物その他市有建築物（市営住宅及び環境局所管の
ものを除く）及びそれらの付帯施設の災害復旧に関すること

　被災市有建築物（市営住宅を除く）及びそれらの付帯施設の応急危険度判
定に関すること（地震災害時に限る）

　応急仮設住宅の建設に関すること

　工事関係者への協力依頼に関すること

■設備課

　庁舎・学校教育関係建築物その他市有建築物（環境局・下水道局所管のも
のを除く）の電気・ガス・電話その他給排水衛生設備の災害復旧に関するこ
と

　応急仮設住宅の建設に関すること

　工事関係者への協力依頼に関すること

　被災建築物（民間建築物に限る）の応急危険度判定（地震災害時に限る）
及び民間建築物の被害状況の調査の実施体制に関すること

　被災家屋の復旧の技術的相談及び指導に関すること

　被災した住宅の応急修理に関すること

■宅地開発指導課
　造成地及び人工崖等の防災指導に関すること

　被災宅地の応急危険度判定に関すること都
市
整
備
局

■西風新都整備部 　所管市有地等の災害予防、被害状況調査及び災害復旧に関すること

緑化推進部
●緑政課
●公園整備課

　公園・墓園・緑地等の災害予防、被災状況調査及び災害復旧に関すること

　工事関係者への協力依頼に関すること

　他課の応援に関すること

指導部

■建築指導課

■スタジアム建設部

　計画区域内の被害状況の把握及び工事関係者への協力依頼に関すること
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部課等 分掌事務

下
水
道
局

●経営企画課

　局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　局の業務の実施に必要な資機材・器具等の調達計画に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　局に属する災害応急復旧計画の総合調整に関すること

　災害関係の予算及び資金に関すること

　緊急を要する他の課への応援に関すること

　下水道事業全般について、他の公共団体等への支援要請に関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

●河川防災課

　河川等施設の防護、被害状況調査及び災害復旧に関すること

　土砂災害による被害状況の取りまとめ及び報告に関すること

管理部
●管理課
●維持課
●水資源再生センター

　気象情報、水防情報等緒情報の収集及び連絡に関すること

所管の下水道施設（処理場及びポンプ場）の防護、被害状況調査及び災害
復旧に関すること

所管の下水道施設（処理場及びポンプ場）の浸水防止及び排水に関するこ
と　所管の樋門の操作に関すること

　応急復旧用資機材等の現地調達に関すること

　部に係る災害応急復旧計画の策定に関すること

　緊急を要する他の課への応援に関すること

所管の下水道施設（処理場及びポンプ場）について、民間協力団体等への
支援要請に関すること

施設部

●計画調整課

　気象情報、災害情報及び指令の局内の伝達に関すること

　局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　局に属する災害応急復旧計画の総合調整に関すること

　緊急を要する他の課への応援に関すること

　他の公共団体等に対する下水道事業全般の支援要請に関すること

　下水道施設全般について、民間協力団体への支援要請に関すること

●管路課
●施設課

所管の下水道施設（処理場及びポンプ場を除く）及び同施設の建設工事箇
所の防護、被害状況調査及び災害復旧に関すること

区の所管する下水道施設及び同施設の建設工事箇所の被災状況の取りまと
め及び報告に関すること

　応急復旧用資機材等の現地調達に関すること

　部に属する災害応急復旧計画の策定に関すること

　緊急を要する他の課への応援に関すること

所管の下水道施設（処理場及びポンプ場を除く）について、民間協力団体
への支援要請に関すること

●会計室

　災害関係会計事務（義援金品の出納保管を除く）に関すること

　室の職員の招集に関すること

　災害対策本部事務局への室内の要員の派遣に関すること

　応急工作員の確保及び工事関係者への協力依頼に関すること

 

 

 

 

  



108 

 

局等

１

２

３

４

５

１

１

１

２

３

４

１

２

３

４

５

６

１

２

３

１

２

●指導課 １

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

１

２

３

４

１

２

３

４

５

６

部課等 分掌事務

消
防
局

●総務課

　局の総合調整に関すること

　消防局の予算及び資金の処置に関すること

　局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

　その他特命事項に関すること

●消防団室 　消防団事務局の総括に関すること

●職員課 　特命事項に関すること

●施設課

　消防機関の車両等の配車及び燃料の補給に関すること

　所管財産の被害状況の取りまとめに関すること

　所管財産の復旧作業計画の総括に関すること

　その他特命事項に関すること

　有線・無線による情報の収集及び伝達に関すること

　消防部隊の指令管制に関すること

　その他特命事項に関すること

●救急課

　救急隊の運用調整に関すること

　現地情報の収集・伝達に関すること

　その他特命事項に関すること

予防部
●予防課

　予防部の総括・調整に関すること

　その他特命事項に関すること

　特命事項に関すること

警防部

●警防課

　警防部の総括・調整に関すること

　消防部隊（救急隊を除く）の運用調整の統括に関すること

　現地情報の収集・伝達に関すること

●各消防署

　気象情報、水防情報等諸情報の収集及び連絡に関すること

　区災害対策本部、消防団その他関係機関との連絡調整に関すること

　水位・潮位及び雨量の観測等気象・地象の把握に関すること

　管内の警戒巡視及び広報等に関すること

　被害状況の調査及び集計に関すること

　被害状況の広報及び記録に関すること

　り災証明（火災に限る）の資料収集に関すること

　応急措置の実施等災害現場活動に関すること

　所掌に係る応急資機材の管理に関すること

　応急資機材及び人員の緊急輸送に関すること

　避難指示等又は誘導に関すること

　署の庶務に関すること

　その他特命事項に関すること

●消防団事務局

　消防団の運用調整に関すること

　団員の招集に関すること

　団員の出務報酬に関すること

　その他特命事項に関すること

●各分団

　管内の警戒巡視に関すること

　応急措置の実施等災害現場活動に関すること

　応急資機材及び人員の緊急輸送に関すること

　災害広報及び避難誘導に関すること

　団員の招集・出動指令等に関すること

　その他特命事項に関すること  
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部課等 分掌事務

　危機管理情報及び指令の局内の伝達に関すること

　気象状況等の情報収集及び提供に関すること

　各課の活動状況の取りまとめ及び各課への情報提供に関すること

  他部局及び他都市への協力要請に関すること

　市災害対策本部及び関係機関との連絡調整に関すること

　局の庶務に関すること

　報道機関への対応に関すること

　局に属する職員の招集に関すること

　災害対策本部事務局への局内の要員の派遣に関すること

　広島市水道局退職者災害時支援協力員の参集に関すること

■財務課

　資機材及び車両・船舶の調達に関すること

　事故対応用前渡資金の支出に関すること

　職員の食糧の調達及び輸送に関すること

　職員の寝具等の調達に関すること

●企画総務課

　局内の要員に係る調整に関すること

　施設の被害状況の取りまとめに関すること

■人事課
　職員の勤務状況の把握に関すること

　他課の応援をする職員の動員及び配置計画の作成に関すること

営業部

■営業課

　部内の修理受付件数等の集計及び報告に関すること

　応急給水の連絡調整に関すること

　部内の連絡調整に関すること

　電算機器の被害の調査及び報告、復旧、確認に関すること

■業務管理課
■各営業所

　住民からの問い合わせに関すること

　応急給水の実施に関すること

　区災害対策本部との連絡調整に関すること

■調整課

　部所管施設の被害状況の取りまとめに関すること

　部内の修理受付件数等の集計及び報告に関すること

　部内の連絡調整に関すること

　復旧作業計画の調整に関すること

　施設の被害状況の確認及び報告に関すること

　施設の応急復旧の実施に関すること

　復旧作業計画の作成及び実施に関すること

■技術管理課
　施設の被害状況の確認及び報告に関すること

　施設の応急復旧の実施に関すること

■計画課

■設備課

　浄水場所管施設の被害状況の取りまとめに関すること

　資機材及び車両の配備に関すること

　浄水場の連絡調整に関すること

　水運用計画の調整に関すること

停電時の中国電力ネットワーク㈱等との連絡調整及び協力依頼に関するこ
と

　復旧作業計画の作成及び実施に関すること

■維持課

　管理事務所所管施設の被害状況の取りまとめに関すること

　資機材及び車両の配備に関すること

　管理事務所の連絡調整に関すること

　応急給水の総括に関すること

　水運用計画の調整に関すること

　広島市指定上下水道工事業協同組合への協力要請に関すること

　復旧作業計画の作成及び実施に関すること

■給水課
■施設課
■管路設計課
■管路工事課

　施設の被害状況の確認及び報告に関すること

　施設の応急復旧の実施に関すること

■各浄水場

　所管施設の被害状況の確認及び報告に関すること

水
道
局

■水質管理課
技術部

　施設の応急復旧計画の作成及び実施に関すること

　水質汚染の拡大防止に関すること

　水運用の計画作成及び実施に関すること

　水質の監視・検査に関すること

  水質汚染の拡大防止に関すること
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局等

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

１

１

２

３

４

５

６

２

１

２

１

２

３

４

５

６

１

２

１

２

学校事務センター １

１

２

３

４

５

１

２

■指導第二課

■特別支援教育課

■生徒指導課

１

１

２

３

４

技術部水
道
局

市選挙管理委員会事務局
１
２
３

学校教育部

■教職員課

■施設課

■各管理事務所

　事務局に属する職員の招集に関すること
　事務局の庶務に関すること
　他課の応援に関すること監査事務局

農業委員会事務局

教育機関 　所管施設の防護に関すること

議会事務局

　事務局に属する職員の招集に関すること

　事務局の庶務に関すること

　災害に係る議会活動に関すること

人事委員会事務局

　他課の応援に関すること

　通学路に係る被害状況の取りまとめに関すること

■指導第一課
　被災後における学校教育に係る調整に関すること

　被災後における学校教育の指導計画に関すること

１ 　被災後における学校教育の指導計画に関すること

　被災後における部内の総合調整に関すること

　教職員の防災体制計画に関すること

　所管施設の防護に関すること

■健康教育課

　児童・生徒の避難指導に関すること

　学校における保健衛生に関すること

　給食物資納入業者等の被害状況の把握に関すること

　給食施設・設備の衛生管理に関すること

　学校施設の防護、被害状況調査及び災害復旧に関すること

　学校施設の使用及び収容に関すること

　教職員等の給与に関すること

　他課の応援に関すること

■学事課

　被災した児童・生徒の調査に関すること

被災した児童・生徒に対する教科書又は就学困難な児童・生徒への学用品
費等の給与に関すること

　被災した生徒の授業料等の減免に関すること

　臨時休業・授業時間の繰下げ等の措置状況の取りまとめに関すること

　二部授業の届出に関すること

　学校物品の被災状況の調査に関すること

■教育給与課

　事務局の庶務に関すること

　災害対策本部事務局への事務局内の要員の派遣に関すること

■教育企画課

１ 　情報システム（他課等の所掌に属するものを除く）の整備及び管理運用に
関すること

　他課の応援に関すること

  広島市水道局退職者災害時支援協力員の活動に関すること

各課共通 　他課の応援に関すること

教
育
委
員
会
事
務
局

総務部

●総務課

　事務局内の要員に係る調整に関すること

　気象情報、災害情報及び指令の事務局内の伝達に関すること

　事務局に属する情報及び被害状況の取りまとめ並びに報告に関すること

　事務局に属する職員の招集に関すること

　所管施設の被害状況の確認及び報告に関すること

　施設の応急復旧計画の作成及び実施に関すること

　区災害対策本部及び関係機関との連絡調整に関すること

　応急給水の計画立案に関すること

　給水装置の応急修理に関すること

　故障メーターの取替に関すること

　災害区域内の住民に対する広報に関すること

　住民からの問い合わせに関すること

　水運用の計画作成及び実施に関すること

部課等 分掌事務
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１
２
３

４
５

６
７

８
９
10

11
12

13
14

15
16
17

18

19

財政局税務部
■各市税事務所

１

２
３

４
５

６
７

１
２
３

４
１

２
３

１
２
３

４

５

６
１

２

３
４
５

６
７

８
９

　下水道施設の維持及び防護に関すること

　下水道施設の浸水防止及び排水に関すること
　樋門等の操作に関すること

　被災家屋の復旧の技術的相談及び指導に関すること

　被災した住宅の応急修理に関すること

調査・応急
復旧班

●維持管理課
●農林課（設置区に限る）

●地域整備課

　公共施設等の被害状況の調査（被害額の算定を含む。）、集計及び

報告に関すること

　災害状況の記録及び写真撮影等に関すること

　管内の警戒巡視、被害情報の収集等に関すること
　道路交通の規制、道路の啓開及び道路情報に関すること
　災害現地における技術指導に関すること

　応急措置及び応急復旧の実施に関すること

■福祉課
　要配慮者等の安否確認及び援護等に関すること

　福祉施設の被災状況に関すること
　地域医療情報の伝達等に関すること

　被災者の医療救護に関すること
　区医師会の医療救護対策本部に関すること
　医薬品等の調達に関すること

　被災地の保健衛生に関すること

輸送班 ■建築課

　輸送車両等の集中管理、運用及び調達に関すること
　応急資機材、救援物資及び人員の輸送に関すること
　応急仮設住宅の入居に関すること

　被災建築物の応急危険度判定に関すること（地震災害時に限る。）

救援救護班

■市民課

■保険年金課
■生活課

　遺体の収容及び火葬等対策に関すること

　埋火葬許可証の発行及び葬祭用品に関すること
　被災者の救援及び救助に関すること

　救援物資等の保管、調達及び配給に関すること
　食料の調達及び配給に関すること

　炊出しに関すること
　応急給水に関すること

■地域支えあい課

避難収容班

企画総務局

財政局
市民局

健康福祉局
こども未来局
環境局

経済観光局
都市整備局

下水道局
会計室

教育委員会事務局
監査事務局

１

２

　避難者に係る連絡及び調整に関すること

　被災者の避難誘導及び収容に関すること

１ 　罹災建物台帳の作成及びこれに必要な建物の被害状況の調査に関す
ること

　地区災害協力団体との連絡に関すること
　区災害ボランティアセンターとの連絡調整に関すること
　被災建築物の応急危険度判定の実施の協力に関すること（地震災害

時に限る。）
　区の庶務に関すること

　他課の所管に属さないこと

　罹災証明に関すること
　情報の収集及び伝達に関すること

　避難指示等に関すること
　災害広報及び広聴に関すること

　市民相談に関すること
　通信施設機材の整備及び点検に関すること

　市本部及び関係機関との連絡調整及び要請に関すること

　市本部要員の応援要請に関すること
　区職員の動員、人員配置及び出動に関すること

　各課への連絡及び調整に関すること
　区に係る予算、経理及び出納に関すること

　区に属する情報の取りまとめ及び報告に関すること

　各班の編成及び分掌事務については、区の実情に応じて区長が組み換

えできるものとする
摘要

⑶ 区災害対策本部の分掌事務

部課等 分掌事務

情報収集班

●区政調整課

●地域起こし推進課

●出張所（設置区に限る）

　区災害対策本部の総括に関すること
　命令の伝達に関すること
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表３－２－３ 災害対策本部事務局の任務分担・担当部局 

事 務 局 担 当 任 務 担  当  部  局  等 

総務班(13) 
危機管理室(5)、企画総務局(4)、経済観光局(1)、会計室(1)  

消防局(2) 

統制・検討班(10) 

危機管理室(7)、市民局(1)、消防局(2) 

専門職員（必要に応じた人数） 

※災害の状況に応じて関係局等を担当に加える。 

情報班 

(37) 

集計 

(11) 

危機管理室(4)、財政局(2)、市民局(2)、健康福祉局(1)、 

消防局(2) 

各局 

(14) 

企画総務局、財政局、市民局、健康福祉局、こども未来局、環境

局、経済観光局、都市整備局、道路交通局、下水道局、消防局、水

道局及び教育委員会事務局の係長相当職以上の職員（企画総務局

にあっては 2、その他の局にあっては各１） 

各区 

(12) 

危機管理室職員、企画総務局、財政局、市民局、健康福祉局、環

境局、経済観光局、都市整備局の係長相当職以上の職員（都市整備

局にあっては 2、その他の局にあっては各１） 

監視班(8) 危機管理室(8)  

受援班 

危機管理室(1～3) 

 統制・検討班、各区連絡班の要員を配置換えする。 

 物的受援のみ１、人的受援のみ２、人的受援物的受援両方３ 

健康福祉局(1) 

 物的受援を行う場合に限る。 

（救援物資補給輸送拠点（２次拠点）を設置する場合、救援物

資補給輸送拠点運営本部長・副本部長要員として、経済観光局

(1)、道路交通局(1)） 

 （注）１ （ ）内は派遣人数を示す。 

２ 担当任務で人員が不足する場合は、総務班と協議・調整する。 
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表３－２－４ 情報連絡員となるべき者の職等、所掌事務及び配置場所 

情報連絡 員とな るべ き者の職 等 
所  掌  事  務 配置場所 

局 等 職 

広 島 市 事 務 分 掌 条 例
（ 昭 和 5 0年 広 島 市 条
例 第 8 1号 ） 第 １ 条 に
規 定 す る 局 及 び  
消 防 局  
水 道 局  
教 育 委 員 会 事 務 局  

係長相当職以上の職員 

１  各 局 所 管 施 設 等
の 被 害 報 告 の 取 り
ま と め に 関 す る こ
と 。  

２  災 害 対 策 本 部 か
ら の 連 絡 事 項 の 伝
達 及 び 検 討・調 整 に
関 す る こ と 。  災 害 対 策 本 部  

事   務   局 
企 画 総 務 局  
財 政 局  
市 民 局  
健 康 福 祉 局  
環 境 局  
経 済 観 光 局  
都 市 整 備 局  

１  各 区 か ら の 被 害
状 況 及 び 避 難 状 況
の 受 信 に 関 す る こ
と 。  

２  災 害 対 策 本 部 か
ら の 連 絡 事 項 の 伝
達 に 関 す る こ と 。  

各 区 役 所 係長相当職以上の職員 
 消防署との情報連絡に

関すること。 
消  防  署 

各 消 防 署 副署長（又は予防課長） 
 区役所との情報連絡に

関すること。 
区災害対策本部 

 （備考）１ 災害対策本部が設置されたときは、情報連絡員は表中の配置場所又は本部

長が指定する場所に参集する。 

２ 情報連絡員は、その属する局の各課員と常に連絡を保ち、情報の把握に努

める。 

３ 情報連絡員は、その得た情報を本部長、副本部長又は本部員に報告すると

ともに、何らかの応急措置を必要とするときは、その旨を合わせて報告し、

指示を受けて、実施担当課へ伝達する。 
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図３―２―１ 情報連絡系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

広島市

広島県災害対策本部 防災関係機関

相互連絡

各種情報の相互連絡・要請等

市災害対策本部

指令

応急救助等災害対策の実施につ

いて行う本部長の命令

本庁その他関係局

庶務担当課

各区災害対策本部

（各区役所）

情報の周知

避難勧告、災害情報等を広報車

等を利用して周知

各消防署

住民

◎連絡方法

１．庁内電話

２．有線電話

３．無線

　１．２の連絡手段が途絶したとき。

　①市防災行政無線移動局を利用する。

　②使用可能な消防無線車（移動局）を利用する。

※有線・無線とも使用不能の場合は、緊急車両（消防指揮車等）を利用する。

報告

被害状況その他必要と認められ

る応急対策等に関する諸情報

避難情報、災害情報等を広報

車等を利用して周知  
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第７ 職員の動員 

《危機管理室危機管理課、各局等、各区》 

１ 動員の実施 

⑴ 動員職員の指定 

各局・区等の長は、次の動員基準により、あらかじめ動員する職員を指定すると

ともに、災害の種類や被害状況等に応じ、適宜必要な職員を追加動員するものとす

る。 

また、状況に応じて、動員した職員を減ずることができる。 

なお、動員にあたっては、交代制の勤務体制を組むなど、職員の健康に配慮した

体制の整備に努めるものとする。 

 

  動    員    基    準 

動員の時期 

    部          課  ※１ 

動員場所 
動 員 の 

連 絡 者 防災上主要な部課 

( ● 印 の 部 課 ) 

防 災 に 関 係 の 

あ る 部 課 

( ■ 印 の 部 課 ) 

そ の 他 の 部 課 

( 無 印 の 部 課 ) 

注意体制が 

設置された時 

危機管理室職員（２名以上） 

各区職員（１名以上） 

その他の局等は必要な職員 

原 則 と し て

勤務場所 

 

（例外） 

①災害現地 

② あ ら か じ

め 指 定 さ

れた場所 

原 則 と し

て各部課 

（ 自 動 参

集 の 場 合

を除く。） 

警戒体制が 

設置された時 

危機管理室は情報収集にあたる職員体制 

区は避難情報等を発令するために必要な職員体制 

その他の局等は必要な職員 

災害警戒本

部体制が設

置された時 

必要な職員 必要な職員  

災害対策本

部体制が設

置された時 

責任ある職員 

及び必要な職員 
必要な職員  

 ※２ 全 員 全 員 全 員 

※１ ●印及び■印は、災害対策本部の分掌事務の表中、所属名の前に付したものをいう。 
※２ 次の場合は、職員全員を動員する。 
   ア 市域で震度６弱以上の地震を観測したとき。 
   イ 市域で長周期地震動階級４の地震を観測したとき。 
   ウ 広島県に津波警報又は大津波警報が発表されたとき。 
   エ 災害の規模、被害の程度が相当大規模に及ぶおそれがあり、本市の総力をあげて対応すべ

きであると市長が認めたとき。 

⑵ 動員名簿の作成及び職員への周知 

各局等及び区本部の長は、動員の円滑を図るため、体制区分及び動員基準に応じ

て事前に動員名簿（様式３－２－１）を備え、平常時から職員に周知徹底を図らな

ければならない。人事異動、居住地の変更等により内容に変更が生じた場合も同様

とする。 

動員名簿の作成に当たっては、迅速な初動対応を可能とするため、以下の点に留

意することとする。 

ア 職位に加えて、参集時間、参集方法等を考慮し、速やかに参集できる者を優先

した動員計画とすること。 

イ 指揮命令系統が確保できるよう、指定した管理職職員が動員できない場合を想

定し、参集時間等を考慮した上で、第二順位及び第三順位の管理職職員等をあら

かじめ指定すること。 

また、他の局や区等から応援要請のあった場合に、迅速に対応するため、応援

可能な職員を事前に把握しておくこととする。 

⑶ 動員名簿の報告 

各局等及び区本部の長は、前号の動員名簿の作成又は見直しを行ったときは、危

機管理室危機管理課に報告する。 
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２ 動員の方法 

⑴ 勤務時間内の場合 

体制の設置と同時に、平常の勤務から本部体制の用務に切り替えることにより、

動員したものとみなす。 

動員対象者が休務の場合にあっては、各自がテレビ・ラジオ等により気象庁が発

表する震度や注意報等を確認し、市域に震度４以上の地震や長周期地震動階級３以

上の地震が発生した場合、広島県に津波注意報又は津波警報、大津波警報が発表さ

れた場合には、参集の連絡を待つことなく、自らの安全を確保した後、参集する。 

なお、気象庁が発表する震度が３以下であっても、市長が必要と認めて体制を設

置した場合には、体制の伝達に併せて同様に各部課からの連絡を受けて参集する。 

⑵ 勤務時間外の場合 

動員対象者はテレビ・ラジオ等により、気象庁が発表する震度や注意報等を確認

し、市域に震度４以上の地震や長周期地震動階級３以上の地震が発生した場合、広

島県に津波注意報又は津波警報、大津波警報が発表された場合には、参集の連絡を

待つことなく、自らの安全を確保した後、参集する。 

なお、気象庁が発表する震度が３以下であっても、市長が必要と認めて体制を設

置した場合には、同様に体制の伝達に併せて各部課からの連絡を受けて参集する。 

３ 勤務時間外における動員の場所及び任務 

⑴ 原則として、可能な交通手段を用いて自己の勤務場所又はあらかじめ指定された

場所に参集し、表３－２－２の任務に当たる。なお、道路の寸断、橋梁の落下等に

より、やむを得ず勤務場所又はあらかじめ指定された場所に参集できないときは、

最寄りの区役所又は出張所に参集した後、所属の各局等又は区本部の長の指示を受

け、その後の任務に当たる。 

⑵ 職員全員を動員する場合にのみ動員される「その他の部課（分掌事務の表中、無

印の部課）」の職員のうち、その任務が「他課の応援に関すること」に割り当てられ

ている職員（消防職員、医師、看護師、保育士等を除く。）は、原則として最寄りの

区役所に参集し、区本部長の指示を受け、区災害対策本部の設営、被災状況の調査、

避難場所の運営等の任務に当たる。 

４ 動員の報告 

⑴ 各局等及び区本部の長は、体制の設置に基づく動員を実施したときは、その状況

を危機管理室に報告する。 

⑵ 各局等及び区本部において、災害対策本部の設置前に応急対策に従事した場合は、

動員及び災害の状況を危機管理室に報告し、応急対策の連携を確保する。 

⑶ 動員の報告は、様式３－２－２による。 

⑷ 動員報告の時期は、原則として、次のとおり行う。 

ア 体制が設置されたとき。 

イ 体制が廃止されたとき。 

ウ その他本部長が報告を求めたとき。 

⑸ 動員報告系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区政調整課 

地域起こし推進課  

本 庁 等 関 係 課 

区 役 所 関 係 課 

消 防 署 

消 防 団 

消 防 局 

局等庶務担当課 

災 害 対 策 本 部 
 

総 務 班 

※ 災害警戒本部の場合は、危
機管理室危機管理課へ報告 



117 

 

様式３－２－１ 動員名簿 
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様式３－２－２ 動員報告書 

月  日  時  分現在 

体制区分 
所属区分 

(班区分) 

 

 

動員状況 

配備時間数（到着→現在） 

―勤務時間外の場合のみ― 

計 
課 長 

以 上 
係長等 課 員 

１ 

時 間 

２ 

時 間 

３ 

時 間 

４ 

時 間 時 間 

  名 名 名 名 名  名  名 名 名 

    

    

           

    

    

           

    

    

           

    

    

           

    

    

 

上段：動員対象者 
中段：動員完了者 
下段：動員未了者 

 

第８ 本部及び区本部間の相互応援 

《企画総務局人事課、各局庶務担当課、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

１ 応援の要請 

各局等及び区本部の長は、所掌事務を処理するに当たり、所属職員を動員してもな

お不足するときは、職員の応援について、様式３－２－３により災害対策本部長（人

事課）に要請する。ただし、緊急を要するときは、口頭により要請し、書類は事後に

提出することができる。 

なお、「他課の応援」を任務とする職員が、最寄りの区役所に参集した場合は、前記

における応援要請に基づき派遣されたものとみなし、事後処理を行う。 

２ 応援の決定 

災害対策本部長は、職員の参集状況、応急対策の実施等を勘案し、応援の要否を決

定するとともに、その旨を応援要請した局等又は区本部の長に通知する。 

３ 応援職員の指揮 

応援職員は、応援要請した局等又は区本部の長の指揮を受けて活動する。 
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様式３－２－３ 応援要請依頼書 

 

年  月  日  

 

 本  部  長  様 

 

                              局等又は区本部の長 

 

   

   

応 援 を 要 す る 理 由   

   

   

   

期 間   

   

   

従 事 場 所   

   

   

従 事 内 容   

   

   

必 要 人 員   

（ 職 種 別 ・ 男 女 別 ）   

   

携 行 品   

   

   

集 合 日 時 ・ 場 所   

   

   

その他要請に必要な事項   
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 情報の収集及び伝達 
 

 地震災害が発生し、又は地震による津波等の発生するおそれがある場合において、迅速

かつ的確な応急対策を実施するため、現有の通信連絡手段を最大限に活用し、津波警報等、

地震及び津波に関する情報並びに災害情報等各種の情報を迅速かつ確実に収集、伝達及び

報告を行う。 

 

第１ 情報の収集・伝達体制 

《危機管理室災害対策課》 

１ 情報の種類 

区 分 概 要 

津波警報等 
気象庁が発表する大津波警報（※）、津波警報、津波注意報及
び津波予報 

地震に関する情報 
気象庁が発表する震度速報、震源に関する情報、震源・震度
に関する情報、各地の震度に関する情報、長周期地震動に関
する観測情報等 

津波に関する情報 
気象庁が発表する津波到達予想時刻・予想される津波の高さ
に関する情報、各地の満潮時刻・津波到達予想時刻に関する
情報等 

津波に関する水防警報  
指定した河川等において太田川河川事務所、西部建設事務所
及び広島港湾振興事務所が発表する情報 

災 害 情 報 

火災、津波等災害発生に関する情報 
人的被害及び物的被害に関する情報 
避難指示、緊急安全確保、自主避難、指定緊急避難場所等の
開設等の情報 
本部運営、被災者支援に関する情報 
応援要請に関する情報 
ライフライン、公共交通機関の情報 
国土地理院が提供する防災関連の地理空間情報  等 

   ※ 大津波警報は、特別警報に位置付けられている。 

２ 災害対策本部の運営に使用する通信施設《危機管理室災害対策課》 

   地震災害時においては、次の通信施設のうち使用可能なものを最大限に活用し、情

報の収集、伝達及び報告を行う。 

また、避難場所等における職員の情報収集・伝達環境（インターネットやパソコン、

プリンタ等）を計画的に整備する。 

担当部署は、災害発生後直ちに設置又は運用等に係る処理又は確認を行う。 

なお、使用通信施設に支障が生じている場合には、危機管理室災害対策課を通じて、

中国総合通信局等に連絡する。 

通 信 施 設 参照資料編番号 担 当 部 署 

1 電話及び ３－３－１・３－３－２ 各局・区等 

2 ホームページ － 〃 

3 Ｅメール － 〃 

4 市防災行政無線 ３－３－３⑴ 危機管理室災害対策課 

5 市防災情報共有システム － 〃 

6 広島県震度情報ネットワークシステム － 〃 

7 移動無線機（ＭＣＡ無線） － 〃 

8 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ） － 〃 

9 防災行政無線映像伝送端末等 － 〃 

10 画像伝送システム － 〃 

11 ヘリコプターテレビ電送システム － 消防局警防課 

12 消防無線 ３－３－３⑵ 〃 

13 広島県総合行政通信網（防災行政無線・衛星通信） ３－３－４ 危機管理室災害対策課 

14 広島県防災情報システム － 〃 
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15 防災相互通信用無線局 － 〃 

16 衛星携帯電話 － 〃 

17 アマチュア無線 － 〃 

18 タクシー会社等民間無線通信施設 － 〃 

19 その他 － 〃 

⑴ 電話及びＦＡＸ 

市災害対策本部を設置した場合は、災害対策本部体制時の連絡系統及び配置図（資

料編３－３－１参照）のとおり通信機器を設置し、通信を行う。 

加入電話については、市長は応急対策の実施等に当たり、あらかじめ必要と認め

られる電話を「災害時優先電話」として西日本電信電話㈱に申し込みを行い、承認

を受けておくものとする。（資料編３－３－２参照） 
 申    込    先 電  話  番  号 

１１６センター １１６ 

※ 災害時優先電話に変更があった場合は、速やかに西日本電信電話㈱中国支店に変更を

申し込み、承認を受けておくものとする。 

なお、非常電報・緊急電報の申し込みは、当該電話から次の番号をダイヤルし、

電報の申し込みを行う。 
 電話番号 応 答 先 申込みに必要な事項等 

１１５ 電報センター 
・発信機関名（発信者の氏名を含む。） 
・発信番号 
・通信内容その他必要事項 

⑵ ホームページ 

ア ホームページにより、国、県、防災関係機関が発信する情報を収集する。 

(ｱ) 気象庁 URL: https://www.jma.go.jp/ 

(ｲ) 国土交通省 川の防災情報 URL: http://www.river.go.jp/ 

(ｳ) 広島県防災 Web URL: http://www.bousai.pref.hiroshima.lg.jp/ 

(ｴ) 土砂災害ポータルひろしま URL: https://www.sabo.pref.hiroshima.lg.jp/ 

(ｵ) その他の防災情報入手先 

広島市防災ポータル「防災情報の外部リンク」及び広島市ホームページ「防災

情報提供機関へのリンク」から防災情報提供機関先ホームぺージを参照する。 

イ 国、県、防災関係機関への情報伝達においては、防災拠点施設や危険箇所等の

位置特定に地理空間情報（地理空間情報活用推進基本法（平成１９年法律第６３

号）第２条第１項に規定する地理空間情報をいう。）を活用する。 

⑶ Ｅメール 

Ｅメールにより、情報の収集及び伝達を行う。 

⑷ 市防災行政無線 

ア 通信系統 

資料編３－３－３⑴に示すとおり。 

イ 通信統制 

市防災行政無線局の通信統制は、統制局（ぼうさいひろしま）が行う。 

⑸ 市防災情報共有システム 

災害現場や区役所、消防局などが入手した被害情報や、国の各機関や広島県など

が発信している雨量等の各種防災情報を効率的に集約・管理・共有し、併せて、市

民への情報提供も一体的に行うことができる。 

⑹ 広島県震度情報ネットワークシステム 

県内１００箇所に設置した震度計（本市内９箇所）で観測した震度情報を市町に

配信するシステムで、震度情報を消防局の専用端末のほか、庁内ＬＡＮのパソコン

で迅速に確認することができる。 

⑺ 移動無線機（ＭＣＡ無線） 

移動無線機（ＭＣＡ無線）により、市災害対策本部、区役所及び指定避難所等の

情報伝達を行う。 
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なお、ＭＣＡ無線は、無線通信（単信）のほかに、無線機間の双方向通信（複信）、

消防局の電話交換機を経由して内線電話との通信等を行うことができる。 

⑻ 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ） 

全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）により緊急情報の収集を行い、防災行

政無線同報系を利用し情報伝達を行う。 

⑼ 防災行政無線映像伝送端末等 

  区災害対策本部設置以降は、市役所、区役所、消防局及び水道局に設置された映像

伝送端末等を活用し、市災害対策本部と区災害対策本部等間の災害情報を共有する。 

  なお、市災害対策本部長（市長）、副本部長（副市長）及び本部員（各局長等）並びに

各区災害対策本部長（区長）のテレビ会議は基本的にＷＥＢ会議システムにより行う。 

⑽ 画像伝送システム 

消防通信指令管制システムの監視カメラ等で捉えた画像により、被害状況を迅速・

的確に収集するとともに、衛星通信を利用して即時に国等へ伝送する。 

なお、地域衛星通信ネットワークに加入している全国の地球局との通信を行うこ

とができる。 

⑾ ヘリコプターテレビ電送システム 

  ヘリコプターに搭載したテレビカメラで捉えた映像により、被害状況を広域的に

収集するとともに、画像伝送システムを利用して即時に国等へ伝送する。 

⑿ 消防無線 

災害により有線通信施設の機能を失った場合は、各消防署所のすべての無線局を開

局し、消防無線連絡網を確立する。 

ア 通信系統 

資料編３－３－３⑵に示すとおり。 

イ 通信統制 

広島市消防無線局の通信統制は、通信指令室（ひろしましょうぼう）が行う。 

⒀ 広島県総合行政通信網（防災行政無線・衛星通信） 

ア 通信系統 

資料編３－３－４に示すとおり。 

イ 通信統制 

広島県総合行政通信網無線局の通信統制は、統制局（ぼうさいひろしまけん）

が行う。 

⒁ 広島県防災情報システム 

広島県防災情報システムにより、常時、気象情報等を収集し、人的被害等を県に

報告する。 

なお、広島県防災情報システムで報告した避難情報等の防災情報は、災害情報共

有システム（L アラート）にデータ連携され、テレビ・ラジオ等で伝達される。 

⒂ 防災相互通信用無線局 

  災害時には、異なる免許人の無線局間で通信ができるように、共通の周波数を持

った防災相互通信用無線局を活用する。 

⒃  衛星携帯電話 

災害時における通信設備の使用不能時の広島県災害対策本部や防災関係機関等と

の情報伝達手段として、広島県から衛星携帯電話の貸与を受け、連絡体制を確保する。 

⒄ アマチュア無線（電波法第 52 条第 4 号） 

アマチュア無線は、緊急時の連絡方法として重要であり、その利用についてあら

かじめ協議しておくものとする。 

なお、災害時の連絡に当たっては、必要に応じて、次のアマチュア無線局に協力

を依頼する。 

コールサイン 氏       名 

ＪＡ４ＺＣＮ 広島市役所アマチュア無線クラブ 

⒅ タクシー会社等民間無線通信施設 

タクシー会社等民間の無線通信施設の協力を得て、被害状況の収集に努める。 
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⒆ その他 

ア 通信設備の優先利用 

災害時において、一般加入電話を利用することが困難な場合には、応急対策上

必要な連絡のため、中国電力㈱、中国電力ネットワーク㈱、西日本旅客鉄道㈱広

島支社、県警察その他の機関の設置又は管理する有線通信施設を、その機関の業

務に支障を与えない範囲において、災害対策基本法第 57 条及び第 79 条の規定に

より優先利用することを申し出ることができる。 

この使用の手続きについては、その機関と協議して定めるものとするが、協議

の内容には、概ね次の事項を定めておくものとする。 

(ア) 使用の目的 

(イ) 優先利用できる通信施設・設備 

(ウ) 使用申込み 

ａ 使用しようとする通信設備 

ｂ 使用する理由 

ｃ 通信の内容 

ｄ 発信者及び受信者 

(エ) 通信の取扱順位 

(オ) その他必要な事項 

県警察本部との通信設備の優先利用等に関する協定 

イ 非常通信協議会の活用 

非常通信協議会では、県・市町村の防災行政無線が被災し、あるいは有線通信

が途絶し、利用することができないときを想定して、他機関の自衛通信設備を利

用した「中央通信ルート（県と国を結ぶルート）」及び「地方通信ルート（市町村

と県を結ぶルート）」を策定している。 

非常通信を確保するために必要な場合は、中国地方非常通信協議会に取り扱い

を依頼する。 

ウ 災害対策用移動通信機器の借用 

災害発生時に災害対策用移動通信機器が不足する時は、中国総合通信局又は携

帯電話事業者等から移動通信機器の貸与を受ける。 

 

総務省が所有する災害対策用移動通信機器 

種  類 貸与条件等 

移動無線機 

（簡易無線局等） 

機器貸与：無償 

新規加入料：不要 

基本料・通話料：不要 

電気通信事業者等が使用する通信機器 

種  類 貸与条件等 

携帯電話 
事業者等の判断による（基本的には、通話

料等の経費は使用者が負担）。 

ＭＣＡ 同上 

エ 災害対策用移動電源車の借用 

災害発生時に、通信設備の電源供給が途絶し、又はそのおそれが生じた場合、

中国総合通信局から移動電源車の貸与を受ける。 

総務省が所有する災害対策用移動電源車 

種  類 貸与条件等 

中型移動電源車 １台 

（発電容量 100kVA） 

車両貸与：無償 

運用経費：要 

オ 臨時災害放送機器の借用 

災害発生時に、災害状況や避難所情報等を被災地や避難所等住民へ放送する必
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要性が生じた場合、中国総合通信局から臨時災害放送機器の貸与を受ける。 

種  類 貸与条件等 

臨時災害放送機器 

（ＦＭ送信機） 
機器貸与：無償 

運用経費：使用者が負担 

３ 住民等への防災情報の伝達 

災害時における住民への防災情報の伝達手段は、防災行政無線及びテレビ・ラジオ

を通じて行う放送を中心に、これらを補完するものとして、広島市防災情報メール配

信システム、緊急速報メール、ケーブルテレビ、有線放送、市ホームページ、市公式

ＳＮＳ、避難誘導アプリ、市防災情報共有システム、広報車等移動体、サイレン等を

活用するほか、これらを組み合わせるなどして効果的な伝達を行う。その際、Ｗｅｂ

カメラによる映像を、テレビやケーブルテレビを通じて伝達することを検討する。ま

た、聴覚障害者（申請によりＦＡＸ登録した者）に対しては、必要に応じてＦＡＸに

より情報提供を行う。 

なお、市ホームページ及び市防災情報共有システムにおいては、災害発生時等のア

クセス集中による閲覧困難状況を回避するため、ヤフー株式会社によるキャッシュサ

イト誘導サービスを活用し、本市サーバーへのアクセス集中からの負荷軽減を図る。 

本市から防災情報を提供する放送機関一覧 

  日本放送協会広島放送局      ㈱中国放送 

広島テレビ放送㈱         ㈱広島ホームテレビ 

  ㈱テレビ新広島          広島エフエム放送㈱ 

  ㈱ちゅぴＣＯＭ 

  ㈱中国コミュニケーションネットワーク 

４ 放送機関に対する放送の要請等 

市長は、緊急を要する場合で、かつ、特別の必要があるときは、協定に基づき、次

に掲げる放送機関に災害対策基本法第 56 条に規定する伝達、通知又は警告について

放送の要請を行う。 

   協定を締結している放送機関一覧    

  日本放送協会広島放送局      ㈱中国放送 

広島テレビ放送㈱         ㈱広島ホームテレビ 

  ㈱テレビ新広島          広島エフエム放送㈱ 

  ㈱中国コミュニケーションネットワーク 

また、本市が臨時災害放送局の開設が必要と判断し、臨時災害放送局放送免許を取

得した場合は、㈱中国コミュニケーションネットワークに臨時災害放送局の運営を委

託し、生活・支援情報等の提供を行う。 

５ 通信施設等が使用不能な場合の対処 

通信施設等の使用不能により、災害応急対策上必要な情報の収集・伝達等が困難な場

合には、職員を伝令員として指名し、情報の収集・伝達等に従事させることができる。 

なお、伝令員として指名された者は、自転車、バイク、車両、船舶等の有効な手段

を活用し、情報の収集・伝達等に努める。 

 

（資料編）３－３－１ 災害対策本部体制時の連絡系統及び配置図 

３－３－２ 災害時優先電話番号一覧表 

３－３－３ 広島市関係通信施設 

３－３－４ 広島県総合行政通信網回線系統図 

参考危予－４ 広島県警察本部との通信設備の優先利用等に関する協定 

参考危予－７ 災害時における放送要請に関する協定 

参考危予－12 災害時における放送要請等に関する協定 

参考危予－17 広島市の防災情報等の提供に関する協定 

参考危予－21  災害に係る情報発信等に関する協定  
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第２ 津波警報等、地震・津波に関する情報の伝達 

《危機管理室》 

１ 津波予報区 

日本の沿岸は、次のとおり６６の津波予報区（原則として、都道府県程度に区分）

に分けられている。 

広島県は、全域が一つの予報区であり、その名称は「広島県」である。 
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２ 津波警報等の種類及び内容 

気象庁から発表される津波警報等の種類及びその内容は、次のとおりである。 

⑴ 種類 

大津波警報(※) 津波による重大な災害の起こるおそれが著しく大きいと予想されるとき発表 

津波警報 津波による重大な災害の起こるおそれがあると予想されるとき発表 

津波注意報 津波による災害の起こるおそれがあると予想されるとき発表 

津波予報 津波による災害の起こるおそれがないと予想されるとき発表 

※ 大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。 

⑵ 発表基準・解説・発表される津波の高さ等 

ア 津波警報・注意報 

種類 発表基準 解説 

発表される 
津波の高さ 

数値での 
発表 

定性的表現
での発表 

大津波警報 
（津波特別警報） 

予想される津波の高さ
が高いところで３メー
トルを超える場合 

大きな津波が襲い甚大な被害が発生
します。 
沿岸部や川沿いにいる人は、直ちに高
台や緊急時避難待避施設など安全な
場所へ避難してください。 
津波は繰り返し襲ってきます。警報が
解除されるまで安全な場所から離れ
ないでください。 

10m 超 

巨大 10m 

5m 

津波警報 

予想される津波の高さ
が高いところで１メー
トルを超え、３メートル
以下の場合 

津波による重大な被害が発生します。 
沿岸部や川沿いにいる人は、直ちに高
台や緊急時避難待避施設など安全な
場所へ避難してください。 
津波は繰り返し襲ってきます。警報が
解除されるまで安全な場所から離れ
ないでください。 

3m 高い 

津波注意報 

予想される津波の高さ
が高いところで０．２メ
ートル以上、１メートル
以下の場合であって、津
波による災害のおそれ
がある場合 

海の中や海岸付近は危険です。 
海の中にいる人は、直ちに海から上が
って、海岸から離れてください。 
潮の流れが速い状態が続きますので、
注意報が解除されるまで海に入った
り、海岸に近づいたりしないようにし
てください。 

1m 
（標記し

ない） 

注）津波警報等の留意事項 

１ 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、津波警報又は津波注意報の解除を行う。こ

のうち、津波注意報は、津波の観測状況等により、津波がさらに高くなる可能性は小さいと判断した場

合には、津波の高さが発表基準より小さくなる前に、海面変動が継続することや留意事項を付して解除

を行う場合がある。 

２ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点におけるその潮位と、その時点におけるその潮位

とその時点に津波がなかったとした場合の潮位との差であって、津波によって潮位が上昇した高さをいう。 

３ 地震の規模（マグニチュード）が８を超えるような巨大地震は地震の規模を数分内に精度よく推定する

ことが困難であることから、推定した地震の規模が過小に見積もられているおそれがある場合は、予想さ

れる津波の高さを定性的表現で発表する。 

４ 沿岸に近い海域で大きな地震が発生した場合、津波警報等の発表が津波の来襲に間に合わない場合がある。 

５ 津波警報等は、最新の地震・津波データの解析結果に基づき、内容を更新する場合がある。  

イ 津波予報 

 発表基準 解説 

津
波
予
報 

津波が予想されないとき 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表 

0.2ｍ未満の海面変動が予想されたとき 

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

高いところでも 0.2ｍ未満の海面変動のた

め被害の心配はなく、特段の防災対応の必要

がない旨を発表 

津波注意報解除後も海面変動が継続するとき

（津波に関するその他の情報に含めて発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後

も継続する可能性が高いため、海に入っての

作業や釣り、海水浴などに際しては、十分な

留意が必要である旨を発表 
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３ 気象庁から発表される地震及び津波に関する情報の種類及び内容は、次のとおりで

ある。 

⑴ 地震情報 
種  類 発 表 基 準 内     容 

震度速報 震度３以上 

地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地

域名（全国を 188 地域に区分）と地震の揺れの検知

時刻を速報。 

震源に関する情報 

震度３以上 

（津波警報又は注意報を発表し

た場合は発表しない） 

「津波の心配がない」または「若干の海面変動が

あるかもしれないが被害の心配はない」旨を付加し

て、地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュ

ード）を発表。 

震源・震度情報 

・震度 1 以上  

・津波警報・注意報発表または若干

の海面変動が予想された時  

・緊急地震速報（警報）発表時 

地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュ

ード）、震度１以上を観測した地点と観測した震度を

発表。 

それに加えて、震度３以上を観測した地域名と市

町村毎の観測した震度を発表。 

震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手し

ていない地点がある場合は、その市町村・地点名を

発表。 

長周期地震動に関

する観測情報 

震度１以上を観測した地震のう

ち、長周期地震動階級１以上を観

測した場合 

地域ごとの震度の最大値・長周期地震動階級の最

大値のほか、個別の観測点毎に、長周期地震動階級

や長周期地震動の周期別階級等を発表（地震発生か

ら 10 分後程度で 1 回発表）。 

遠地地震に関する

情報 

・マグニチュード 7.0 以上  

・都市部など著しい被害が発生す

る可能性がある地域で規模の大き

な地震を観測した場合（国外で発

生した大規模噴火を覚知した場合

にも発表することがある。） 

国外で発生した地震について、地震の発生時刻、

発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）を、

地震発生から概ね 30 分以内に発表※。 日本や国外

への津波の影響に関しても記述して発表。 

その他の情報 
顕著な地震の震源要素を更新した

場合や地震が多発した場合など 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多

発した場合の震度１以上を観測した地震回数情報等

を発表。 

推計震度分布図 震度５弱以上 
観測した各地の震度データをもとに、250m 四方ごと

に推計した震度（震度４以上）を図情報として発表。 

 ※ 国外で発生した大規模噴火を覚知した場合は、噴火発生から１時間半～２時間

程度で発表される。 

⑵ 津波情報 

種  類 内        容 

津波到達予想時刻・予想され

る津波の高さに関する情報 

 各津波予報区の津波の到達予想時刻※や予想される津波の高さ

（発表の内容は前記の津波警報・注意報の種類の表に記載）で発表 

※この情報で発表される津波予想時刻は、各津波予報区でもっとも早く津

波が到達する時刻である。場所によっては、この時刻よりも１時間以上遅れ

て津波が襲ってくることもある。 

各地の満潮時刻・津波到達時

刻に関する情報 
 主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報  沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表 

沖合の津波観測に関する情報 
 沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から推定さ

れる沿岸での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で発表 

津波に関するその他の情報  津波に関するその他必要な事項を発表 

（注）津波情報で用いられる広島県の津波観測点は、広島港及び呉港である。（第六管区海上保安本部管理）  
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４ 津波警報等の伝達経路 

⑴ 津波警報等の伝達経路 

 

  ⑵ 地震・津波に関する情報の伝達経路 

５ 情報の収集等 

近地の地震においては、津波の到達までの時間が短く、津波予報の入手を待って対

策を講じていたのでは、間に合わない場合がある。 

このため、臨海部の区災害対策本部、消防署及びその他の防災関係機関等において

は、震度４以上の地震を感じた場合、直ちに次の措置をとる。 

⑴ 地震及び津波に関する情報をテレビ・ラジオより入手するよう努めること。 

⑵ 気象官署等から何らかの情報が届くまで、少なくとも３０分間高台等から海面の

状態を監視すること。 
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６ 気象庁が発表する緊急地震速報（警報） 

気象庁は、震度５弱以上又は長周期地震動階級３以上の揺れが予想された場合に、

震度４以上及び長周期地震動階級３以上が予想される地域に対し、緊急地震速報（警

報）を発表する。 
緊急地震速報で 

用いる区域の名称 
市町名 

広島県北部 三次市、庄原市、安芸高田市、山県郡（安芸太田町、北広島町） 

広島県南東部 
三原市、尾道市、福山市、府中市、世羅郡（世羅町）、神石郡（神
石高原町） 

広島県南西部 
広島市、呉市、竹原市、大竹市、東広島市、廿日市市、江田島市、
安芸郡（府中町、海田町、熊野町、坂町）、豊田郡（大崎上島町） 

７ 気象庁が発表する南海トラフ地震臨時情報 

気象庁は、南海トラフ沿いの大規模地震の発生の可能性が平常時と比べて相対的に

高まったと評価された場合等に、南海トラフ地震臨時情報を発表する。 

種   類 発 表 条 件 

南海トラフ地震臨時
情報（調査中） 

南海トラフの想定震源域及びその周辺で速報的に解析され
た M6.8 程度以上の地震が発生した場合。 

プレート境界面で通常とは異なるゆっくりすべり等を観測
した場合。 

南海トラフ地震臨時
情報（巨大地震警戒） 

 南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界で M8.0 以
上の地震が発生したと評価が出された場合（半割れケース）。 

南海トラフ地震臨時
情報（巨大地震注意） 

 南海トラフ沿いの想定地震域内のプレート境界で M7.0 以
上 M8.0 未満の地震又はプレート境界以外や想定震源域の海
溝軸外側 50 ㎞程度までの範囲で M7.0 以上の地震（ただし、
太平洋プレートの沈み込みに伴う震源が深い地震は除く）が
発生したと評価が出された場合（一部割れケース）。 

南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート境界面で通常と
異なるゆっくりすべりが観測されたと評価が出された場合
（ゆっくりすべりケース）。 

南海トラフ地震臨時
情報（調査終了） 

 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）及び南海トラフ
地震臨時情報（巨大地震注意）のいずれの発表条件も満たさ
なかった場合。 

 

第３ 津波に関する水防警報 

【関係法令：水防法第 16 条第 1 項】 

津波により災害の発生するおそれがあり、水防活動を行う必要があるときに発表される。 

１ 国管理河川における津波に関する水防警報 

⑴ 発表機関 

太田川河川事務所 

⑵ 種類、内容及び発表時期 

種 類 内     容 発 表 時 期 

待 機 
水防団員の安全を確保

した上で待機する必要が
ある旨を警告するもの。 

津波警報が発表される等必要と認め
るとき。 

出 動 
 水防機関が出動する必
要がある旨を警告するも
の。 

津波警報が発表され、津波到達予想時
刻、予想される津波の高さ等総合的に判
断して、水防作業が安全に行える状態
で、かつ、必要と認めるとき。 

解 除 
水防活動の必要が解消

した旨を通告するもの。 

巡視等により被害が確認されなかっ
たとき、または応急復旧等が終了したと
き等、水防作業を必要とする河川状況が
解消したと認めるとき。 
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⑶ 発表区間 

河川名 発表区間（対象基準観測所） 

太田川 江波潮位観測所 

２ 県管理河川及び海岸における津波に関する水防警報 

⑴ 発表機関 

西部建設事務所及び広島港湾振興事務所 

⑵ 種類、内容及び発表時期 

種 類 内     容 発 表 時 期 

出 動 
消防機関等が出動する必要が

ある旨を警告するもの。 
気象庁から津波警報が発表されたと

き。（※１） 

解 除 
水防活動の必要が解消した旨

を通告するもの。 

気象庁から津波警報が解除され、水
防活動の必要があると認められなくな
ったとき。（※２） 

※１ 津波による水防活動が緊急性を要することが想定されるため、気象庁から津

波警報が発表されたときは、即座に自動的に「出動」の水防警報が発表された

ものとみなす。 

※２ 「解除」の水防警報は、管轄地域の状況により判断し、市町単位で発表する。 

⑶ 発表区域等 

発表機関 区        域 

西部建設事務所 
広島港湾振興事務所 

広島市全域 

３ 水防警報発表基準観測所の基準水位等 

広島市水防計画別表第１参照 

４ 受信及び伝達 

⑴ 太田川河川事務所が発表する水防警報 

太田川河川事務所からＦＡＸ、Ｅメール及び市防災情報共有システムで、西部建

設事務所からＦＡＸで受信する。水防警報の受信及び伝達は次のとおり行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 西部建設事務所又は広島港湾振興事務所が発表する水防警報 

西部建設事務所又は広島港湾振興事務所からＦＡＸで受信する。水防警報の受信

及び伝達は次のとおり行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

出動等指示 

必要に 

応じ 

太田川河川事務所 

(一財)河川情報 

センター 

中国地方整備局 

加計出張所 
可部出張所 
大芝出張所 

己斐出張所 
施設管理課(高瀬堰) 報道機関 

西部建設事務所 

広島県 
(土木建築局) 

(危機管理監) 

市
災
害
対
策
本
部 

（
危
機
管
理
室
） 

地 域 住 民 

各区本部（区役所） 
各消防署・消防団 

各 局 等 

・広島高速交通㈱ 
・紙屋町地下空間

水防協議会 

広島県警察本部 各警察署 

必
要
に
応
じ 

各 警 察 署  

報道機関 

・西部建設事務所 

・広島港湾振興事務所 

市災害対策本部

（危機管理室） 

（消防局） 
広島県 

（土木建築局） 

（危機管理監） 

各局等 

各区本部（区役所） 
各消防署・消防団 

地域住民 

広島県警察本部 

出動等指示 

必要に応じ 必
要
に
応
じ 
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５ 本市での情報の活用 

区役所、消防署及び消防団は、発表された警報の種類に応じ、広島市水防計画の規

定に基づき活動を行う。 

また、水防活動により入手した情報は、避難情報の発令等の検討に活用する。 

６ 住民への伝達等 

水防警報の発表に伴う区役所、消防署及び消防団等の水防活動により入手した情報

は、必要に応じて住民等へ伝達する。 

 

第４ 災害情報の収集、伝達及び報告 

１ 防災関係機関等との情報連絡《危機管理室》 

市災害対策本部は、災害活動の円滑かつ総合的な実施を図るため、防災関係機関等

との連絡を密にし、災害情報の迅速・的確な収集・伝達を図る。 

また、緊急迅速な災害応急対策を行うためには、市災害対策本部を通さずに直接防

災関係機関相互の情報交換を行う必要もある。 

この場合における各種情報の体系は、次のとおりである。（ただし、この体系は、情

報を把握している機関と情報を必要としている機関を示したものであり、情報を把握

している機関が情報を送らなければならないことを示すものではない。） 

なお、連絡窓口等については、他の計画に定めるもののほか、資料編（防災関係機

関連絡窓口）による。 

⑴ 防災関係機関から収集する情報 

電気、ガス、水道、下水道、通信等ライフラインの停止、公共交通機関の運行状

況等市民生活へ影響があると考えられる情報等 

⑵ 本市での情報の活用 

災害応急活動等に活用する。 

⑶ 住民への伝達等 

市民生活等に必要な情報は、防災行政無線、広報車、市ホームページ、市公式Ｓ

ＮＳ、避難誘導アプリ、市防災情報共有システム、広島市防災情報メール配信シス

テム等により住民等へ周知する。 

 

（資料編） 防災関係機関連絡窓口 
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津波警報等、地震･津波情報体系 

 

 

  

関係海上保安部

(  

関 係 警 察
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人的被害情報体系 

  
【情報供給側】             【情報需要側】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（電話・FAX・ 

E メール等） 

区 災 害 対 策 本 部 

陸 上 自 衛 隊 

中国四国農政局広島県拠点 

日本赤十字社広島県支部 

広 島 市 医 師 会 

市 災 害 対 策 本 部 

①死傷者･行方不明

者 

広 島 県 看 護 協 会 

 

㈱ 中 国 放 送 

広 島 テ レ ビ 放 送 ㈱ 

㈱ 広 島 ホ ー ム テ レ ビ 

広 島 エ フ エ ム 放 送 ㈱ 

㈱ テ レ ビ 新 広 島 

県 災 害 対 策 本 部 

①被害の状況 

②被災地の場所・被災の範囲 

③被災地の映像 

県 警 察 本 部 

①発生日時及び場所 

②事件･事故の種別及び規模 

③現場及び被害の状況 

④死傷者数・人定及び収容先 

⑤被災者の人数及び救出・救  

助の状況  

 
凡 例 

県総合行政通信網（衛星回線）

市防災行政無線 

その他の通信手段 

（防災行政無線） 
（ 衛 星 電 話 ・ F A X ） 

（ 衛 星 電 話 ・ F A X ） 

（ 衛 星 電 話 ・ F A X ） 
（ 広 島 県 防 災 情 報 シ ス テ ム ） 

（電話・FAX・E メール等） 
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道路･橋梁情報体系 
 

【情報供給側】                   【情報需要側】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

市 災 害 対 策 本 部 

①被災場所・概況 

②被害者の有無 

③交通規制の要否 

④通行可能路線 

⑤通行不能路線の復旧状

況 

広 島 海 上 保 安 部 

①沿岸部の橋梁の状況 

広 島 市 医 師 会 

区 災 害 対 策 本 部 

県 災 害 対 策 本 部 

①被害の状況 

②被災地の場所 

③被災地の映像 

広 島 国 道 事 務 所 

①国道の状況 

太 田 川 河 川 事 務 所 

①国道の状況 

県 警 察 本 部 

①主要道路の被害情報 

②被災地の場所 

③交通規制の状況 

中国四国農政局広島県拠点 

 

瀬 戸 内 海 汽 船 ㈱ 

陸 上 自 衛 隊 

日本赤十字社広島県支部 

 

広 島 電 鉄 ㈱ 

広 島 地 区 旅 客 船 協 会 

日 本 通 運 ㈱ 広 島 支 店 

広 島 県 看 護 協 会 

中 国 運 輸 局 

広 島 県 ト ラ ッ ク 協 会 

 

㈱ 中 国 放 送 

広 島 テ レ ビ 放 送 ㈱ 

㈱ 広 島 ホ ー ム テ レ ビ 

広 島 エ フ エ ム 放 送 ㈱ 

㈱ テ レ ビ 新 広 島 

（防災行政無線） 

（衛星電話・ FAX）  

（電話・FAX・E メール等） 

凡 例 

県総合行政通信網（衛星回線）

市防災行政無線 

その他の通信手段 

西日本電信電話㈱中国支店 

中国電力ネットワーク㈱ 

広島ネットワークセンター 

広 島 ガ ス ㈱ 
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堤防･護岸･桟橋等施設情報体系 
 

【情報供給側】               【情報需要側】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

広 島 海 上 保 安 部 

①岸壁･桟橋の状況 

中 国 地 方 整 備 局 

①港湾施設の被害状況 

太 田 川 河 川 事 務 所 

①堤防･護岸の状況 

県 災 害 対 策 本 部 

①被害の状況 

②被災地の場所 

③被災地の映像 

日本放送協会広島放送局 

㈱ 中 国 放 送 

広 島 テ レ ビ 放 送 ㈱ 

㈱ 広 島 ホ ー ム テ レ ビ 

広 島 エ フ エ ム 放 送 ㈱ 

㈱ テ レ ビ 新 広 島 

瀬 戸 内 海 汽 船 ㈱ 

広 島 地 区 旅 客 船 協 会 

市 災 害 対 策 本 部 

①被災場所・概況 

②被害件数 

③被害者の有無 

中 国 運 輸 局 

区 災 害 対 策 本 部 

（電話・FAX・E メール等） 

（電話・FAX・E メール等） 

（電話・FAX・ 

E メール等） 

（防災行政無線） （ 衛 星 電 話 ・ F A X ） 

（電話・FAX・E メール等） 

凡 例 

県総合行政通信網（衛星回線）

市防災行政無線 

その他の通信手段 
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ライフライン情報体系 
 

【情報供給側】              【情報需要側】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

西日本電信電話㈱中国支店 

①通信設備の被害・復旧状況 

②110 番、118 番、119 番の故障状況 

③通信の輻輳状況  

広 島 ガ ス ㈱ 

①ガス漏れ情報 

②ガス供給停止情報 

③ガス供給復旧情報 

県 災 害 対 策 本 部 

①被害の状況 

②被災地の場所 

③被災地の映像 

広 島 市 医 師 会 

日本赤十字社広島県支部 

市 災 害 対 策 本 部 

①下水道施設の破損・復旧状況  

②給水拠点の被害状況 

③給水管路の被害情報 

④断水状況 

中 国 経 済 産 業 局 

 

㈱ 中 国 放 送 

広 島 テ レ ビ 放 送 ㈱ 

㈱ 広 島 ホ ー ム テ レ ビ 

広 島 エ フ エ ム 放 送 ㈱ 

㈱ テ レ ビ 新 広 島 

区 災 害 対 策 本 部 

（電話・FAX・E

メール等） 

（防災行政無線） 

（電話・FAX・E

メール等） 

中国四国農政局広島県拠点 

 

陸 上 自 衛 隊 

広 島 県 看 護 協 会 

中国電力ネットワーク㈱ 

広 島 ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

①停電被害情報 

②停電復旧情報 

（電話・FAX・E メール等） 

（電話・FAX・E

メール等） 

（衛星電話・FAX） 

中国四国産業保安監督部 

凡 例 

県総合行政通信網（衛星回線）

市防災行政無線 

その他の通信手段 
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２ 被害状況の報告《各局庶務担当課、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

災害が発生したときは、航空機等を効果的に活用して被害発生状況の把握に努める

とともに、区長又は消防署長は被害の程度、応急対策の要否等必要な事項を調査し、

その状況を危機管理室（災害対策本部設置時には、同本部。以下同じ。）へ逐次報告す

る。なお、状況に応じて区長及び消防署長は、合同で被害調査班を編成し、被災直後

の早期状況把握に努める。 

 

（資料編）参考危予－19 小型無人航空機による災害応急対策等への協力に関する協定 

（ルーチェサーチ㈱） 

 

⑴ 被害報告要領 

ア 概況報告 

災害発生後概ね１時間～２時間以内に住民からの通報、警察署・各局等その他

の防災関係機関等の間での情報交換、庁舎周辺の状況の確認、参集職員から参集

途上の状況聴取等により市内の被害状況の概要を全般的に把握し、迅速を第一に

様式３－３－１により報告する。 

この場合、全般的な被害の概要が明らかでないときは、判明した情報について

報告を行うこととし、その後は本部の指示により随時報告する。報告の経路は、

次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 被害発生報告（被害速報） 

    (ｱ) 人的被害 

区長又は消防署長は、人的被害の発生を覚知したときは、知り得た情報を直

ちに危機管理室へ報告し、その後新たな情報を入手する都度報告する。 

伝達経路及び報告内容は、被害情報の伝達要領及び付属の各種様式による。 

(ｲ) その他の被害 

区長は、区域内の被害状況を表３－３－１に基づき確認できる範囲内で危機

管理室へ報告する。 

伝達経路及び報告内容は、被害情報の伝達要領及び付属の各種様式による。 

ウ 被害集計報告 

    (ｱ) 中間報告 

区長は、被害速報後、被害状況が確定するまでの間、様式３－３－２より区

域内の被害状況を集計し、逐次危機管理室へ報告する。 

(ｲ) 確定報告 

被害状況の確定後は、各局等の長は、速やかに前記(ｱ)の要領により、危機管

理室へ報告する。なお、災害救助法が適用されたときは、災害救助に関する事

項については危機管理室へ報告する。 

   エ 119 番通報等が殺到した場合の報告 

地震等により、火災が同時多発、あるいは多くの死傷者が発生し、119 番通報

等が殺到した場合、消防局は、その状況を直ちに総務省消防庁及び県に対し報告

する。また、危機管理室にもその旨を報告する。 

防災関係機関等 

 

消防局対策本部 

 

消 防 署 

 

区災害対策本部 

（区内の被害状況） 

 

市
災
害
対
策
本
部 

各 局 等 

 

相互連絡 
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     この場合、速報の迅速性を確保するため、消防局から直接、電話、ファクシミ

リ等最も迅速な方法により報告する。 

⑵ 被害情報の区分及び種別 

区災害対策本部は、種々の情報を緊急の災害対応に必要とする情報又は市災害対

策本部で集約し整理する必要のある情報など、その緊急度・重要度を勘案し、３段

階に区分し、区分ごとの適正な伝達経路を確立することにより、迅速かつ的確な情

報伝達を確保する。 

   ア 情報の区分 
区 分 内        容 伝 達 先 

Ａ 情 報 

緊急に災害応急対策を要する情報 

（人命に係る情報、防災拠点の被害状況、緊急輸送 

道路・通信施設等の被害状況） 

 災害対策本部及び 

   本庁等所管課 

Ｂ 情 報 
災害対策本部の運営に係る情報 

（被害速報、災害対策本部の運営に必要な情報）  災害対策本部 

 （災害対策本部事務 

 局を経由して所管課 

 へ伝達する情報) Ｃ 情 報 

その他の情報 

（災害対策本部設置時の分掌事務により所管課で

対応する情報） 

イ 情報の種別 

(ｱ) 緊急に収集・伝達する情報 

区 分 被害状況等に係る情報 応急対策の実施に伴う情報 

人 命 に 係 る 

情 報 

Ａ・大規模又は集中的な被害発生 

Ａ・要救出者情報 

Ａ・負傷者情報 

Ａ・避難情報 

Ａ・地震（各区震度）・津波情報 

Ａ・気象情報（二次災害の防止） 

Ｂ・消防隊等出動状況 

Ｂ・応援要請（他都市・自衛隊等） 

Ｂ・救助出動、救助者状況 

Ｂ・救急出動、負傷者状況 

Ｂ・避難情報対象者情報 

Ｂ・避難情報の状況 

防 災 拠 点 の 

被 害 状 況 

Ａ・防災拠点の被害状況 

Ａ・市有施設（優先度１）の被害状況 

Ｂ・防災拠点の応急復旧状況 

Ｂ・指定避難所の応急復旧状況 

緊急輸送道路 

・通信施設等 

の 被 害 状 況 

Ａ・緊急輸送道路の被害状況 

Ａ・通信施設等の被害状況 

Ａ・緊急輸送道路のう迴路の設定 

Ｂ・緊急輸送道路の応急復旧状況 

Ｂ・緊急輸送の手配 

Ｂ・道路交通の規制 

Ｂ・通信施設等の応急復旧状況 
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(ｲ) 順次収集・伝達する情報 

区 分 被害状況等に係る情報 応急対策の実施に伴う情報 

被 害 速 報 

Ｂ・被災者数（罹災世帯数・人員） 

Ｂ・指定避難所への避難者数 

Ｂ・死者数、行方不明者数、死者氏名 

Ｂ・負傷者数（負傷程度別） 

Ｂ・ライフラインの被害状況 

Ｂ・市内一般建物の倒壊等の被害状況 

（程度） 

Ｂ・一般道路の被害状況 

Ｂ・区災害対策本部の設置 

Ｂ・区災害対策本部動員状況 

Ｃ・捜索体制、捜索状況、身元確認 

Ｃ・遺体安置場所の設置 

Ｂ・救護所等の設置 

Ｂ・ライフラインの応急復旧状況 

Ｃ・工事関係者への要請 

Ｃ・一般道路の応急復旧状況 

Ｃ・一般道路のう迴路の設定 

災害対策本部 

の運営に必要 

な 情 報 

Ｂ・本部要員の過不足 

Ｂ・職員の安否 

Ｂ・応援派遣（本部・区本部要員等） 

Ｃ・職員の動員状況 

災害対策本部 

設置時の分掌 

事 務 に よ り 

所管課で対応 

す る 情 報 

Ｃ・市有施設（優先度２及び３）の被 

害状況 

Ｃ・医薬品、医療資機材の要請 

Ｃ・配給物資等不足数（給食、給水、 

日用品、寝具、衣類等） 

Ｃ・市民からの要望、苦情、相談 

Ｃ・猛獣の逃走 

Ｃ・下水道施設の被害状況 

Ｃ・感染症発生 

Ｃ・食中毒発生 

Ｃ・世界遺産の被害状況 

Ｃ・ボランティアへのニーズ 

Ｃ・社会福祉施設の被害状況 

Ｃ・仮設トイレの設置要請 

Ｃ・し尿の収集要請 

Ｃ・ごみの収集要請 

Ｃ・消毒必要箇所 

Ｃ・災害対策本部要員用食糧等の必要 

数 

Ｃ・土砂災害の被害状況  等 

Ｃ・市有施設の復旧状況 

Ｃ・医薬品、医療資機材の調達状況 

Ｃ・食糧、物資等の調達・配給状況 

Ｃ・広報状況 

Ｃ・捕獲対策状況 

Ｃ・下水道施設の応急復旧状況 

Ｃ・患者隔離、消毒の状況 

Ｃ・健康診断、予防接種の状況 

Ｃ・食中毒患者の状況 

Ｃ・食中毒予防広報の実施状況 

Ｃ・地区災害協力団体の状況 

Ｃ・社会福祉施設の応急復旧状況 

Ｃ・仮設トイレの設置 

Ｃ・し尿の収集体制、収集状況 

Ｃ・ごみの収集体制、収集状況 

Ｃ・消毒の状況 

Ｃ・公用負担命令の措置状況 

Ｃ・罹災証明書の発行状況 

Ｃ・埋火葬許可の状況 

Ｃ・本部要員用食糧等の確保状況 

Ｃ・学校の休校・再開情報 

Ｃ・義援金配分情報 

Ｃ・仮設住宅情報 

Ｃ・営業店舗・銭湯の情報 

Ｃ・交通機関情報（運休・運行情報） 

Ｃ・ボランティアの活動情報  等 

    ※ 被害状況確定後の被害集計は、各局等庶務担当課で取りまとめて報告する。 

    

ウ 災害情報の伝達経路 

各情報の区分による伝達経路は次による。 

なお、区災害対策本部及び消防局は、人的被害の発生の情報を入手したときに

は、直ちにその内容を市災害対策本部（統制・検討班）へ直接報告する。 

また、区災害対策本部は避難指示を発令するときには、 直ちにその内容を市災

害対策本部（統制・検討班）へ直接報告する。 
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⑶  国及び県への報告 

災害対策基本法第 53 条第 1 項、同法施行令第 21 条及び同法施行規則第 2 条の規

定並びに県地域防災計画に基づく国・県への被害状況報告については、危機管理室

が分掌する。 

なお、市域で震度５強以上を観測した場合は、被害状況等を総務省消防庁へ報告す

る。また、県との通信の途絶等により県に報告できない場合には、総務省消防庁に対

して報告するものとし、県と連絡がとれるようになった後、県に対して報告する。 

市 長 ・ 副 市 長 

 

危機管理担当局長 

 

各 局 長 等   

 

外 部 機 関 

 

情報班各区担当 

 

 

情 報 班 

 

情報班集計担当 

 

 
本 庁 

各 局 等 

各 課 

 

通信指令室 

 

消 防 署 

 

区 長 

 

区災害対策本部 

情報収集班 

 

区 各 課 

 

災 害 現 場 

 

出先機関等 

災害対策本部本部員会議 

 

市災害対策本部事務局 

 

区災害対策本部 

 

Ａ情報     

Ｂ情報     

Ｃ情報 

  

統制・検討班 

 

消防局 

 

情報班各局担当 

 

 

人的被害の発生・避難情報の発令 
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図３－３－１ 

[被害情報の報告要領] 
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① 消防局において人的被害を受信した場合は、直ちに次の対応を行う。 

・市災害対策本部・統制・検討班へ電話報告（統制・検討班 81－6901～6902 ただ
し、統制・検討班が話中のときは、情報班各局担当へ報告） 

  ・被害の詳細については、状況が判明次第、統制・検討班へ電話報告を行う。統制・
検討班から要請があった場合、〔付属様式１〕を作成及び提出する。また、市災害対
策本部派遣要員は、消防局情報通信端末を市災害対策本部に持参し、情報通信端末
を通じて情報の共有を行う。 

② 区災害対策本部・各班において人的被害を確認した場合は、直ちに区災害対策本部・
情報収集班へ報告する。 

③ 区災害対策本部・情報収集班において人的被害を受信した場合は、直ちに次の対応を行う。 
・市災害対策本部・統制・検討班へ電話報告（統制・検討班 81－6901～6902 ただ

し、統制・検討班が話中のときは、情報班各区担当へ報告） 
  ・確認できる範囲で、広島市防災情報共有システムに被害報告を入力する。 
④ 人的被害の通報報告を受けた統制・検討班は、(1)情報班集計担当、(2)総務班広報担

当へ伝達し、本部事務局内へ周知（掲示）するとともに、危機管理担当局長を通じて市
災害対策本部長へ報告する。 

⑤ 総務班庶務担当は、情報班集計担当の指示により広島市防災情報共有システムに人的
被害情報を入力する。 

⑥ 情報班集計担当は、広島市防災情報共有システムの情報により、人的被害情報を県危
機管理課へ報告する。 

統制・検討班は、人的被害情報を自衛隊へ情報提供する。 
⑦ 総務班広報担当は、上記④の情報に基づき人的被害状況に係る報道用資料を作成し、

報道機関へ情報提供を行う。 
⑧ 情報班集計担当は、総務班庶務担当が定める期限までに被害情報を報告する。 
⑨ 情報班各区担当は、関係する区へ、上記④により周知された人的被害情報を直ちに電

話報告する。 
⑩ 各消防署は、人的被害情報を覚知した際に、〔付属様式２〕〔付属様式３〕を確認でき

る範囲で作成し、区災害対策本部・情報収集班に提出する。 
 
 ２ その他の被害情報の伝達経路  
 
⑪ 区災害対策本部・情報収集班は、消防署と区署連絡員を通じ区域内の被害情報を収集

することに努め、確認できる範囲で、広島市防災情報共有システムに被害報告を入力し、
市災害対策本部・情報班各区担当へ報告する。 

⑫ 情報班集計担当は、各区の被害情報を全市分とりまとめ、総務班庶務担当が定める期
限までに被害情報を報告する。 

⑬ 統制・検討班は、必要に応じ、⑴情報班集計担当、⑵総務班広報担当へ伝達し、本部
事務局内へ周知（掲示）するとともに、危機管理担当局長を通じて市災害対策本部長へ
報告する。 

⑭ 総務班広報担当は、上記⑬の情報に基づき報道用資料を作成し、報道機関へ情報提供を行う。 
⑮ 各局・区・署等は、防災情報共有システムにより、被害情報を適宜確認する。 
⑯ 総務班庶務担当は、被害情報を県危機管理課へ、原則として、広島市防災情報共有シ

ステムを利用して報告する。 
統制・検討班は、被害情報を自衛隊へ情報提供する。 

⑰ 情報班各局担当は、各局等に属する情報及び被害状況を情報班各局担当へ報告する。 
⑱ 各局等担当班は、各局等から受信した被害状況等を情報班集計担当へ報告するととも

に、本部事務局内へ周知（掲示）する。 
⑲ 統制・検討班は、中国電力ネットワーク、ＮＴＴから被害状況を受信した場合は、事

務局内へ周知（掲示）する。 
⑳ 統制・検討班は、必要に応じ、上記⑱及び⑲の情報を関係部署へ伝達する。 
㉑ 監視班は、必要に応じ、情報班各区担当を通じて各区に対して避難指示発令等の助言を行う。 
㉒ 各消防署は、〔付属様式１〕を提出し、119 番通報状況を区災害対策本部・情報収集班

に情報共有する。  

 １ 人的被害情報の伝達経路  



143 

 

 
 

付属様式１

  ●年●月●日●時現在
広島市消防局

119番通報状況

住　所 概　　　要受付番号 受付日付 受付時刻 災害種別 発生区町
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付属様式２
●年●月●日●時現在　　広島市消防局

人的被害

人　的　被　害　の　概　要
受付番号 受付日付 受付時刻 災害種別 発生区町 災害発生場所 事案概要 完了日付 活動内容・結果完了時刻 行方不明数 死者数 重症数 中等症数 軽症数
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付属様式３

受付番号

受付日時

発生日時

発生場所

氏名（ふりがな）

性別

生年月日

住所

程度

搬送先

備考

年　　月　　日生（満　　才）

人の被害情報速報（個表）

状況

程度及び状況

被災者

年　　月　　日　　時　　分

年　　月　　日　　時　　分
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表３－３－１ 用語の定義 

人
の
被
害 

死 者 

 当該災害が原因で死亡し、死体を確認した者、又は死体は確認
できないが、死亡したことが確実な者とする。また、「災害関連
死者」とは、当該災害による負傷の悪化又は避難生活等における
身体的負担による疾病により死亡し、災害弔慰金の支給等に関す
る法律（昭和 48 年法律第 82 号）に基づき災害が原因で死亡した
ものと認められたもの（実際には災害弔慰金が支給されていない
ものも含めるが、当該災害が原因で所在が不明なものは除く。）
とする。 

行 方 不 明 者 
 当該災害が原因で所在不明となり、かつ、死亡の疑いのある者
とする。 

重 傷 者 
 当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要の
ある者のうち、１か月以上の治療を要する見込みの者とする。 

軽 傷 者 
 当該災害により負傷し、医師の治療を受け、又は受ける必要の
ある者のうち、１か月未満で治療できる見込みの者とする。 

住
家
被
害 

住 家 
 現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家
であるかどうかを問わない。 

全 壊 
（全焼・流失） 

 住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわ
ち、住家全部が倒壊、流失、埋没、焼失したもの、又は住家の損
壊が甚だしく、補修により元通りに再使用することが困難なもの
で、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流失した部分の床面
積がその住家の延床面積の 70％以上に達した程度のもの、又は
住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割
合で表しその住家の損害割合が 50％以上に達した程度のものと
する。 

半壊（半焼） 

 住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、す
なわち、住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに使用でき
る程度のもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の
20％以上 70％未満のもの、又は住家の主要な構成要素の経済的
被害を住家全体に占める損害割合で表しその住家の損害割合が
20％以上 50％未満のものとする。 

一 部 破 損 
 全壊及び半壊に至らない程度の住家の破損で、補修を必要とす
る程度のものとする。ただし、ガラスが数枚破損した程度のごく
小さなものは除く。 

床 上 浸 水 
 住家の床より上に浸水したもの、及び全壊・半壊には該当しな
いが、土砂・竹木のたい積により一時的に居住することができな
いものとする。 

床 下 浸 水  床上浸水に至らない程度に浸水したものとする。 

世 帯  生計を一つにしている実際の生活単位とする。 

（注）① 住家被害戸数については、「独立して家庭生活を営むことができるように建
築された建物又は完全に区画された建物の一部」を戸の単位として算定するも
のとする。 

   ② 損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じること
により、補修しなければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

   ③ 主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、
住家の一部として固定された設備を含む。 

非
住
家
被
害 

非 住 家 
 住家以外の建物をいう。なお、官公庁、学校、病院、公民館、
神社、仏閣などは非住家とする。ただし、これらの施設に、常時、
人が居住しているときは、当該部分は住家とする。 

公 共 建 物 
 官公庁、学校、病院、公民館、幼稚園等の公用又は公共の用に
供する建物とする。 

そ の 他  公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等の建物とする。 

※ 非住家被害は、全壊又は半壊の被害を受けたもののみを記入するものとする。  

公
共
土
木
施
設 

公共土木施設 
 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法（昭和 26 年法律第 97
号）による国庫負担の対象となる施設とする。 

道 路 被 害 
 高速自動車道、一般国道、県道及び市町村道の一部が損壊し、
車両の通行が不能となった程度の被害とする。 

橋 梁 被 害 
 市町村道以上の道路に架設した橋の一部又は全部が流失し、一
般の渡橋が不能となった程度の被害とする。 
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公
共
土
木
施
設 

河 川 被 害 

 河川法（昭和 39 年法律第 167 号）が適用され、もしくは準用
される河川若しくはその他の河川、又はこれらのものの維持管理
上必要な堤防、護岸、水利、床止その他の施設若しくは沿岸を保
全するために防護することを必要とする河岸の被害で、復旧工事
を要する程度のものとする。 

砂防設備被害 

 砂防法（明治 30 年法律第 29 号）第１条に規定する砂防設備、
同法第３条の規定によって同法が準用される砂防のための施設
又は同法第３条の２の規定によって同法が準用される天然の河
岸の被害で、復旧工事を要する程度のものとする。 

地 す べ り 
防止施設被害 

 地すべり等防止法（昭和 33 年法律第 30 号）にいう地すべり防
止施設の被害で、復旧工事を要する程度のものとする。 

急傾斜地崩壊 
防止施設被害 

 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律にいう急傾斜
地崩壊防止施設の被害で、復旧工事を要する程度のものとする。 

治山施設被害 
 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法にいう林地荒廃防止
施設（治山施設）の被害で、復旧工事を要する程度のものとする。 

港湾施設被害 
 港湾法にいう港湾施設の被害で、復旧工事を要する程度のもの
とする。 

漁港施設被害 
 漁港法にいう漁港施設の被害で、復旧工事を要する程度のもの
とする。 

海岸施設被害 
 海岸法にいう海岸施設の被害で、復旧工事を要する程度のもの
とする。 

農
林
水
産
業
施

設 

農林水産業施設 
 農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関する法
律（昭和 25 年法律第 169 号）による補助対象となる施設とする。 

田畑の流失埋没 
 田畑の耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため、工作が不能
になったものとする。 

田 畑 の 冠 水  植付作物の先端が見えなくなる程度に水につかったものとする。 

溜池・水路被害 
 溜池及び水路の堤防の被害で、復旧工事を要する程度のものと
する。 

そ
の
他 

農 産 被 害 
 農林水産業施設以外の農産被害をいい、例えば、ビニールハウ
ス、農作物等の被害とする。 

林 産 被 害 
 農林水産業施設以外の林産被害をいい、例えば、立木、苗木等
の被害とする。 

水 産 被 害 
 農林水産業施設以外の水産被害をいい、例えば、かき、漁具、
漁船等の被害とする。 

商 工 被 害 
 建物以外の商工被害で、例えば、工業原材料、商品、生産機械
器具等とする。 

土 石 流 

・土砂災害警戒区域（土石流）において，土石流等の土砂流出が
発生した場合 
・土砂災害警戒区域（土石流）以外であっても，土砂流出により
負傷者以上の人的被害，公共施設及び住宅に一部破損以上の被害
を生じたもの及びこれら被害のおそれが生じたもの 

地 す べ り  地すべりが発生した場合 

が け 崩 れ 

 土砂災害警戒区域（急傾斜）において斜面崩壊が発生したもの
又は土砂災害警戒区域（急傾斜）以外において斜面崩壊が発生し
た場合で、がけ崩れにより、負傷者以上の人的被害、公共施設及
び住宅に一部破損以上の被害を受けたものとする。 

そ
の
他 

鉄 軌 道 被 害  電車等の運行が不能となった程度の被害とする。 

被 害 船 舶 
 ろ、かいろのみをもって運転する舟以外の船で、船体が没し航
行不能となったもの及び流失し所在が不明になったもの並びに
修理しなければ航行できない程度の被害を受けたものとする。 

清掃施設被害  ごみ処理及びし尿処理施設の被害とする。 

都市施設被害 
 街路、公園等、下水道施設、都市排水施設で、地方公共団体の
維持管理に属するものの被害とする。（維持管理に属することと
なるものを含む。） 

自 然 公 園 
施 設 被 害 

 自然公園法及び自然環境保全法に定める施設の被害で、施設利
用が不能となった程度のものとする。 

水道（断水） 
 上水道又は簡易水道で断水した戸数のうち、最も多く断水した
時点における戸数とする。 
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電話（不通） 
 災害により通話不能となった電話の回線数のうち、最も多く通
話不能となった時点における回線数とする。 

電気（停電） 
 災害により停電した戸数のうち、最も多く停電した時点におけ
る戸数とする。 

ガス（停止） 
 一般ガス事業又は簡易ガス事業で供給停止となった戸数のう
ち、最も多く供給停止となった時点における戸数とする。 

ブロック塀等  倒壊したブロック塀又は石塀の箇所数とする。 

そ の 他  各項に該当しない被害とする。 

被 災 世 帯 

 災害により全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け、通常の生活
を維持できなくなった生計を一にしている世帯とする。 
 例えば、寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもの
で、共同生活を営んでいるものについては、これを一世帯として
扱い、また、同一家屋の親子、夫婦であっても、生活が別であれ
ば分けて扱うものとする。 

被 災 者  り災世帯の構成員とする。 

被 害 総 額  物的被害の概算額とする。（千円単位） 

火 災 発 生 
 火災発生件数については、地震によるもののみ報告するものと
する。 
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 災害広報・広聴の実施 
《危機管理室、企画総務局広報課・市民相談センター、健康福祉局健康福祉企画

課、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

 

地震災害時において、人心の安定と社会秩序の維持を図るため、市民や報道関係者等に

対し、地震に関する情報や対策等を迅速かつ的確に周知徹底するとともに、地震災害に関

する要望、苦情、相談等に応じる。 

 

第１ 広報活動 

地震災害時における広報活動は、地震発生後速やかに開始し、以後応急活動の進展

に伴い、適時適切に実施する。 

なお、災害広報に当たっては、あらかじめ広報文例を作成し、緊急時の対応に備え

るとともに、要配慮者への十分な配慮を行う。 

１ 広報窓口の設置 

災害広報に当たっては、企画総務局広報課のほか関係部局又は各区は広報窓口を設

置し、災害被災者のニーズを十分把握したうえで、災害の状況に関する情報、ライフ

ラインや交通施設といった公共施設等の復旧状況、医療機関等の生活関連情報、それ

ぞれの機関が講じている施策に関する情報、被災者等に役立つ正確かつきめ細やかな

情報を、ホームページや地域の掲示板又は回覧板を活用し、情報提供を行い、防災行

政無線による情報の掲示場所の周知に努める。 

また、聴覚障害者、視覚障害者など要配慮者への十分な配慮を行い、避難行動要支

援者に対しては、訪問指導の機会を活用して情報提供に努める。 

２ 広報事項 

⑴ 地震発生直後の広報 

ア 地震（余震も含む。）・津波・気象に関する情報 

イ パニック防止の呼びかけ 

ウ 避難指示 

エ 出火防止の呼びかけ 

オ 消火、人命救助の協力呼びかけ 

カ 市域被害状況の概要（建物破壊、火災発生等） 

キ 本市の応急対策実施状況 

ク その他必要な事項 

⑵ 災害の状況が静穏化した段階の広報 

ア 地震・津波に関する情報 

イ 被害情報及び応急対策実施情報 

ウ 安心情報 

エ 生活関連情報 

(ｱ) 電気・ガス・水道・下水道 

(ｲ) 食料・生活必需品の供給状況 

オ 通信施設の復旧状況 

カ 道路交通状況 

キ 交通機関の運行状況 

ク 医療機関の活動状況 

ケ ボランティアの活動状況 

コ 臨時相談所に関する情報 

サ その他必要な事項 

⑶ 救援期の広報 

ア 避難場所等の状況 

イ 生活援護情報 

(ｱ) 災害弔慰金等の支給、災害援護資金等の貸付 

(ｲ) 市税の減免等 
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ウ 企業援護情報 

エ 義援金等の支給手続き 

オ 公共施設の復旧状況 

カ 罹災証明の発行手続き 

キ 本市の応急対策実施状況及び今後の見通し 

ク 死者、行方不明者の状況 

ケ 仮設住宅の設置及び申込み手続き 

コ その他必要事項 

３ 広報事項の伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報  道 

機  関 

住 民 ・ 事 業 所 等 

 

区災害対策本部  

 

消 防 署 

 

市 災 害 対 策 本 部  

総務班広報担当 
班長 危機管理課長 

 

 

その他の防災関係機関

等  

 

広 島 ガ ス ㈱ 

 

中 国 電 力 
ネットワーク㈱ 

 

Ｎ  Ｔ  Ｔ 

県 警 察 本 部 

 
４ 広報窓口の設置方法 

広報窓口は、市災害対策本部設置と同時に関係部局・各区に設置し、総務班広報担

当の統制の下、関係部局・各区が連携を密にして広報対応の万全を図る。 

５ 広報の方法 

⑴ テレビ・ラジオの利用 

ア 報道機関に依頼して行う方法 

イ 市政広報番組の利用 

ウ 文字多重放送の利用 

エ 特別報道番組の要請 

⑵ 臨時災害放送局の利用 

⑶ 市ホームページ、市公式ＳＮＳ、市防災情報共有システムの利用 

⑷ 避難誘導アプリの利用 

⑸ 広島市防災情報メール配信システムの利用 

⑹ 被災者支援ナビの利用 

⑺ 既存の無線放送の利用 

区災害対策本部は、既存の無線放送の活用を図る。 

⑻ 広報車の利用 

ア 区災害対策本部は、災害の状況に応じて、必要と認める地区へ広報車を出動さ

せ広報を実施する。 

イ 広報車による広報は、音声のみならず、場合によっては食料・医療・避難場所

等に関する情報紙の配布も行う。 

ウ 市災害対策本部は、必要に応じて広報車等を確保し、必要とする地区へ派遣する。 

⑼ 航空機の利用 

市災害対策本部は、必要に応じて消防局航空機を派遣して、広報を実施する。 

⑽ 職員による広報 

区災害対策本部は、広報車の活動不能な地域、その他特に必要と認められる地域

については、職員を派遣して広報を行う。 

⑾ チラシ等の配布 

市災害対策本部及び区災害対策本部は、必要に応じて安心情報等のチラシ等を作

成し、情報提供を行う。 
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第２ 報道機関への情報提供 

１ 報道機関への情報提供は、定期的に又は随時に、記者会見又は資料提供等により行う。 

２ 被害状況等により、必要に応じてプレスセンターを設置する。プレスセンターを設

置した場合は、直ちに報道機関にその旨を発表する。 

 

第３ 広聴活動 

１ 要望等の処理 

企画総務局市民相談センター、各局等又は各区において市民から聴取した要望等は、

必要に応じて関係する局・区等及び防災関係機関で連携し、適切な対応を行う。 

２ 市民相談窓口の設置 

区本部は、市災害対策本部の指示又は必要に応じて、生活支援等のための相談をワ

ンストップで行う市民相談窓口を、各区役所のほか指定避難所や市有施設等に設置す

る。区役所外に窓口を設置する場合は、設置場所や相談内容等について、広報活動を

通じて被災者等に周知を図る。 

 

第４ 広報・広聴状況の報告 

区本部及び各局等は、広報を実施した場合又は市民からの要望・苦情・相談等の広

聴を実施した場合には、対応状況を市災害対策本部（総務班広報担当）及び企画総務

局長へ報告する。 

 

（資料編）３－４－１ 要望・苦情・相談等の所管課一覧表 

 

 

 避難対策 
 

地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、住民の生命又は身体を地

震災害から守るため、避難に関する情報の伝達については、住民の早期の避難行動につな

がるよう、災害の発生危険度に応じて、注意喚起、高齢者等避難、避難指示等を段階的に

発信・発令する。 

また、倒壊・流出等により住家を失った被災者を保護するため、指定避難所の開設等の

避難対策を講じ、民間住宅の確保など多様な避難所の確保に努めるものとする。 

 

第１ 避難所の行動と避難場所等の関係 

地震発生直後、住民は自宅又は職場にいることが危険と判断した場合には、直近の

一時的な退避場所、指定避難所、指定緊急避難場所（大火）に避難し、しばらく余震

の状況等をみることになる。また、一時的な退避場所、指定避難所が市街地の大火に

より延焼の危険が迫ってきた場合には、独自に、あるいは自主防災組織等の誘導によ

り、指定緊急避難場所（大火）に避難する。 

延焼危険や他の危険が収まって緊急の危険がなくなった場合において、住民は各自

の住家等の状況を確認することとなるが、住家等の倒壊・焼失等により生活の場を失

った住民は、臨時的な宿泊・滞在の場所である指定避難所へ避難する。指定緊急避難

場所（大火）は他の応急対策に利用できるようにするため、危険が去った後もとどま

る住民に対しては、指定避難所へ避難するよう誘導を行う。 

 

第２ 注意喚起 

《危機管理室、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

危機管理室長又は副区長は、災害が発生するおそれがあると認められる場合は、市

域全体又は必要な区域に防災情報（気象情報や災害情報等）等を発信し、住民等に注

意を喚起し、状況に応じて、地域の危険性の確認や、住民等が自ら危険だと判断した

場合の避難（以下「自主避難」という。）を促す。 

なお、注意喚起は、適切な避難行動につながるよう、分かりやすく、かつ、危機意
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識が高まるような内容で伝達する。 
区分 実施の時期 伝達内容 伝達方法 

注
意
喚
起 

災 害 が 発 生
するおそれが
あり、注意喚起
するとき。 

(ｱ)気象情報 
（状況に応じて津
波に関する情報も
伝達する。） 
(ｲ)留意事項 

(ｱ)  市防災行政無線（津波の場合は沿
岸部に 
対して） 

(ｲ)  市防災情報共有システム 
(ｳ)  市防災情報メール配信システム 

(聴覚障害者へのＦＡＸ、避難行動
要支援者等への電話通知含む。) 

(ｴ)  市ホームページ 
(ｵ)  ＳＮＳ(X、Facebook、LINE) 

 

第３ 高齢者等避難 

《危機管理室、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

   区長又は危機管理担当局長は、気象状況等によって、災害が発生するおそれがあり、

人の生命又は身体を災害から守り、その他災害の拡大を防止するため、必要があると

認めるときは、必要と認める地域の居住者、滞在者その他の者（以下「居住者等」と

いう。）に対し、避難のための準備を呼びかけるとともに、要配慮者に対し避難行動の

開始を促す。 

   高齢者等避難の対象区域は、あらかじめ定めた災害種別ごとに人的被害の発生する

おそれのある区域を基本とし、発令する。 

   高齢者等避難は、適切な避難行動につながるよう、分かりやすく、かつ、危機意識

が高まるような内容で伝達する。 

区分 実施の時期 伝達内容 伝達方法 

警
戒
レ
ベ
ル
３ 

高
齢
者
等
避
難 

災害が発生す
るおそれがあり、
避難の準備を促
すとき。 

また、要配慮者
及び避難支援等
関係者に対して、
避難行動の開始
を促すとき。 

(ｱ)  発令日時 
(ｲ)  発令理由 
(ｳ)  対象区域 
(ｴ)  避難場所 
(ｵ)  留意事項 
※(ｴ)は避難場
所の開設が間
に合わない場
合は、その旨を
伝達する。 

(ｱ)  市防災行政無線（津波の場合は沿
岸部に対して） 

(ｲ)  市防災情報共有システム 
(ｳ)  市防災情報メール配信システム 

(聴覚障害者へのＦＡＸ、避難行 
動要支援者等への電話通知含む。) 

(ｴ)  市ホームページ 
(ｵ)  ＳＮＳ(X、Facebook、LINE) 
(ｶ)  県防災情報システムを通じたＬア 

ラート 
(ｷ)  避難誘導アプリ 
※ その他、河川の放流警報設備など、

災害状況に応じて活用する。 

 

第４ 避難指示 

《危機管理室、各区区政調整課・地域起こし推進課、各消防署》 

１ 避難指示等の発令者 

  ⑴ 避難指示の発令者 

   ア 地震災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身

体を災害から守り、その他災害の拡大を防止するため、必要があると認めるとき

は、市長又は区長は必要と認める地域の必要と認める居住者に対し、避難のため

の立退きを指示する。 

   イ 避難指示の発令者については、原則区長とする。ただし、区の応急組織体制が

整う前に、緊急に避難指示を発令する必要がある場合や、津波による避難指示を

発令する必要がある場合は市長が発令する。 

  ⑵ 緊急安全確保の指示の発令者 

 緊急安全確保の指示などの避難措置については、原則区長が発令する。ただし、

区の応急組織体制が整う前に、緊急に避難指示等を発令する必要がある場合は市長

が発令する。 

  ⑶ 市長又は区長が不在の場合の取扱い 

    市長又は区長が不在の時に、避難指示等を発令する状況が生じた場合は、次に記
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載する代理者が、基準に基づき躊躇なく発令する。 

市長が不在の場合 区長が不在の場合 

代理順位 代理者 代理順位 代理者 

１ 危機管理室担任副市長 １ 副区長 

２ 上記以外の副市長 ２ 建設部長又は農林建設部長 

３ 危機管理担当局長 ３ 厚生部長 

４ 危機管理室長 － － 

⑷ 災害が発生した場合において、当該災害の発生により市町村がその全部又は大部

分の事務を行うことができなくなったときは、県知事が市長に代わって、実施すべ

き措置の全部又は一部を実施する。 

 ⑸ 避難指示及び緊急安全確保（以下「避難指示等」という。）などの避難措置は、次

表に掲げる実施者において関係法令に基づき行うことができる。 

   ア 災害対策基本法に基づく避難措置 

実 施 者 措 置 す る 場 合 措 置 の 内 容 根 拠 法 令 

市 長 

災害が発生し、又は発生するお

それがあり、人の生命又は身体

を保護し、その他災害の拡大を

防止するため特に必要があると

認めたとき。災害が発生し、又

はまさに発生しようとしている

場合において、避難のための立

退きを行うことによりかえつて

人の生命又は身体に危険が及ぶ

おそれがあり、かつ、事態に照

らし緊急を要すると認めると

き。 

必要と認める地域の必要と

認める居住者等に対し、避

難のための立退き又は屋内

待避等を指示する。 

必要と認める地域の必要と

認める居住者等に対し、高

所への移動、近傍の堅固な

建物への退避、屋内の屋外

に面する開口部から離れた

場所での退避その他の緊急

に安全を確保するための措

置を指示する。 

第 60 条 
第 1 項・
第 3 項 

知事及び知

事の命を受

けた職員 

同上の場合において、市長がそ

の全部又は大部分の事務を行う

ことができなくなったとき。 

同 上 

第 60 条
第 6 項 

警 察 官・ 

海上保安官 

市長が、避難のための若しくは

緊急安全確保の指示をできない

とき、又はその代行を要求した

とき。 

必要と認める地域の必要と

認める居住者避難のための

立退き又は緊急安全確保措

置を指示する。 

第 61 条
第 1 項 

   イ その他の法令に基づく避難措置 

実 施 者 措 置 す る 場 合 措 置 の 内 容 根 拠 法 令 

市 長 
(水防管理者) 

津波により著しい危険
が切迫した場合 

立退きを指示する。 水防法第 29 条 

知 事 及 び知事
の命を受けた職

員 

同 上 同 上 同 上 

地すべりの危険が切迫
した場合 

同 上 
地すべり等 
防止法第 25 条 

警 察 官 

人の生命若しくは身体
に危険を及ぼし、又は財
産に重大な損害を及ぼ
すおそれのある災害に
おいて特に急を要する
場合 

関係者等に警告を発す
る。 
危害を受けるおそれの
ある者を避難させる。 
関係者等に危害防止の
ため通常必要と認めら
れる措置をとることを
命じる。 

警察官職務 
執行法第 4 条 

災害派遣を命じられた 
自 衛 官 

同上の場合において、警
察官がその場にいない
とき。 

同 上 
自衛隊法第 94 条 
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２ 避難指示等の発令 

  ⑴ 実施担当機関：原則区長 

  ⑵ 避難指示等の区分 
区分 実施の時期 伝達内容 伝達方法 

 

警
戒
レ
ベ
ル
４ 

 

避
難
指
示 

災 害 が 発 生 す
る お そ れ が高 い
状況等であり、避
難を促すとき。 

(ｱ) 発令日時 
(ｲ) 発令理由 
(ｳ) 対象区域 
(ｴ) 避難場所 
(ｵ) 留意事項 
※(ｴ)は避難場
所 の 開 設 が 間
に 合 わ な い 場
合、その旨を伝
達する。 

(ｱ) 市防災行政無線 
(ｲ) 市防災情報共有システム 
(ｳ) 市防災情報メール配信システム 
(聴覚障害者へのＦＡＸ、避難行動要支援者
等への電話通知含む。) 
(ｴ) 市ホームページ 
(ｵ) ＳＮＳ(X、Facebook、LINE) 
(ｶ) 県防災情報システムを通じたＬアラー
ト 
(ｷ) 緊急速報メール(エリアメール含む。) 
(ｸ) サイレン 
(ｹ) 避難誘導アプリ 
※1 その他、消防ヘリコプター、河川の放

流警報設備、テレビ・ラジオ等への放送
要請など、災害状況に応じて活用する。 

※2 (ｸ)の一部は、あらかじめ定められた
消防職員・消防団員へ操作依頼する。 

警
戒
レ
ベ
ル
５ 

緊
急
安
全
確
保 

災害が発生して
いる又は災害の発
生が極めて差し迫
っ た 状 況 に お い
て、事態に照らし
緊急を要すると認
めるとき 

  

（注）津波に対する避難指示等の具体的な判断の基準は、水防計画第４章第３節による。 

 なお、対象区域については、あらかじめ定めた災害種別ごとに人的被害の発生す

るおそれがある区域を基本とする。 

⑶ 市長及び区長は、避難指示等を発令しようとする場合において、必要があると認

めるときは、指定地方行政機関又は県に対し、避難指示等に関する事項について助

言を求めることができる。 

⑷ 市長及び区長は、避難指示等の必要があると認めるときは、夜間・早朝の時間帯

や避難場所の開設等の諸事情を勘案せず、躊躇することなく発令する。 

  また、急激に気象が変化し、危険性が高まった場合には、避難が必要との判断を

迅速な避難指示等の発令につなげるため、指定緊急避難場所の開設を待つことなく、

迅速に発令する。 

  区長は、避難指示等を発令する場合、事前に、市長（危機管理室）にその旨を報

告する。 

  なお、事前に市長に報告するいとまのない場合は、事後速やかに市長（危機管理

室）に報告する。 

⑸ 市長及び区長は、必要と認める場合は、県警察及び自衛隊に対し、避難指示等の

伝達について協力を要請する。 

⑹ 区長は、避難指示等を発令する場合は、必要に応じて消防団、自主防災組織その

他防災関係機関に対し、協力を依頼する。 

⑺ 避難指示等を伝達する場合は、自主防災組織の協力を得て組織的な伝達も併せて

行い、聴覚障害者や視覚障害者など要配慮者にも配慮して、伝達漏れのないよう留

意する。 

  また、遠隔操作化されていないサイレンについては、あらかじめ定めた消防職員・

消防団員へ区役所・消防署からサイレン吹鳴の操作依頼を行う。 

⑻ 市長は、避難指示等の周知を図るため、テレビ・ラジオ等の放送機関に協力を求

め、放送を依頼する｡ 

⑼ 避難指示を発令する場合において、立退き先を指定するときは、本市が指定する
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指定緊急避難場所又は指定避難所の中から選定する。 

⑽ 区長、消防局長又は消防署長は、地震による災害が発生し、又はまさに発生しよ

うとする場合において、人の生命又は身体に対する危険を防止するため特に必要が

あると認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の者に対

して立入禁止又は制限等必要な措置を講じる。 

⑾ 区長、消防局長又は消防署長は、警戒区域を設定しようとする場合において、必

要があると認めるときは、指定地方行政機関又は県に対し、警戒区域の設定に関す

る事項について助言を求めることができる。 

⑿ 避難指示の発令に当たっては、ただちに適切な避難行動につながるよう、分かり

やすく、かつ、危機意識が高まるような内容で伝達する。 

  また、指定緊急避難場所を開設するいとまがなく、避難指示を発令した場合、避

難場所を開設していないことや、それぞれの場所で各自が何らかの安全な行動をと

るといった付帯的な文言を付けた情報を発信する。 

３ 報告及び公表 

⑴ 市長は、避難指示を発令したときは、速やかにその旨を県知事へ報告する。また、

避難の必要がなくなったときは、その旨を公表するとともに、県知事へ報告する。 

⑵ 区長は、避難指示を発令したときは、当該区域を管轄する警察署長へ通知する。 

 

（資料編）参考危予－７  災害時における放送要請に関する協定 

 

第５ 避難誘導 

《各区区政調整課・地域起こし推進課、区災害対策本部避難収容班を構成する局等》 

１ 声かけ避難は、自主防災組織等が主体となって行う。消防団員、消防職員、警察官

等は可能な限りこれを支援する。 

２ 避難誘導は、区職員、消防職員、消防団員、警察官等及び自主防災組織等と連携を

密にし、避難者が安全かつ迅速に避難できるよう組織的に行う。 

３ 速やかな避難ができるよう平素から住民に避難誘導アプリや防災マップの周知を

図るとともに、指定緊急避難場所等、避難路沿いの要所等に、誘導に当たる職員等を

可能な限り配置し、避難者の速やかな避難誘導を行う。また、帰宅途上者に対しては

交通情報等を伝達するとともに、帰宅困難な場合には適切な指定緊急避難場所等へ誘

導を行う。 

４ 避難誘導に当たっては、要配慮者を優先することとし、高齢者、障害者等自力で避

難の困難な者に対しては、事前に援助者を決めておくなどの支援体制を整備し、危険

が切迫する前に避難できるよう配慮する。 

５ 指定緊急避難場所又は避難路に障害物あるいは危険物がある場合は、当該物件の除

去、保安その他必要な措置を講じ、避難の円滑化を図る。 

６ 避難誘導に当たる職員等は、正確な情報把握に努め、指定緊急避難場所や避難路の

状況が悪化した場合には、時機を失することなく再避難等の措置を講じる。 

 

第６ 避難路の確保 

《各区区政調整課・地域起こし推進課》 

区長は、避難誘導を行うため、避難路の確保が必要と認めるときは、市災害対策本

部を通じて、防災関係機関又は災害協力事業者等に対し、協力を要請する。ただし、

緊急を要する場合は、直接協力を依頼できる。 

 

第７ 指定緊急避難場所等の開設等 

１ 指定緊急避難場所の開錠《各区区政調整課・地域起こし推進課、区災害対策本部避

難収容班を構成する局等》 

区長は、地震発生後、避難者を収容するため、必要と認めるときは、施錠している

区内の指定緊急避難場所を開錠する。緊急に避難が必要で区長の判断を待ついとまが

ないと認められる場合には、指定緊急避難場所の施設の管理者が開錠を行う。 
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２ 指定避難所の開設等《各区区政調整課・地域起こし推進課、区災害対策本部避難収

容班を構成する局等》 

  ⑴ 区長は、倒壊・焼失等により住家を失った被災者が臨時的に宿泊・滞在する場所

が必要であると認める場合には、指定避難所を開設し、原則として職員を管理要員

として当該指定避難所へ派遣する。なお、開設についての区長の判断を待ついとま

がないと認められる場合には、指定避難所の施設管理者又は指定避難所運営マニュ

アルに定められた者が開錠を行う。 

  ⑵ 指定避難所の開設に当たっては、その開設の前に、避難場所となる建築物につい

て、応急危険度判定を行う。ただし、建築物等に外傷がなく、多数の避難者が避難

所を求めているといった緊急の状況でやむを得ない場合には、開設後に判定を行う

ことができる。 

  ⑶ 指定避難所を開設したときは、区長は直ちにその旨を市長（危機管理室）に報告

する。 

⑷ 開設に当たっては、授乳室や男女別のトイレ、物干し場、更衣室、休養スペース

等の設置や、乳幼児連れ、女性のみの世帯や要配慮者に考慮した居住スペースの設

定に努めるとともに、必要に応じて、避難所における家庭動物のためのスペースの

確保に努める。 

  また、仮設トイレ・更衣室・入浴施設等の設置場所は、昼夜を問わず、安心して

使用できる場所を選ぶ等、女性や子ども等の安全に配慮するよう努める。 

⑸ 区長は、必要に応じ、施設管理者と調整の上、家庭動物のためのスペースの確保

に努める。 

３ 指定避難所の運営《健康福祉局健康福祉企画課、道路交通局道路管理課、各区区政

調整課・地域起こし推進課、区災害対策本部避難収容班を構成する局等》 

⑴ 区長は、原則として、開設した避難所に職員（保健師を除く。）を管理要員として

常駐させ、自主防災組織及び施設管理者の協力を得て避難者の保護に当たる。 

 ⑵ 区長は、避難者に適宜正確な情報の提供等を行うとともに、避難者の状況等を早

期に把握する。 

    また、区長は、職員の交代に際し、マニュアルに基づき効率的な引継ぎが行われ

るよう指示する。 

⑶ 区長は、管理要員を通じて、あるいは電話等を通じて、避難者に正確な情報の提

供を行うとともに、避難者の状況等を早期に把握する。 

  ⑷ 管理要員は、当該指定避難所の施設の管理者及び避難者の自主防災組織等と連携

して、施設のうち、使用できる場所・立入り禁止区域等を設定し、避難者に知らせ

る。避難者はそれに基づき、占有場所を決めることとなるが、その際、要配慮者に

ついては、占有場所について配慮する。管理要員が派遣されていない指定避難所に

ついては、施設の管理者及び自主防災組織等が連携して設定し、自主防災組織等が

避難者に知らせるものとする。 

  ⑸ 管理要員は、自主防災組織等の協力を得て、避難者名簿を作成し、区長に報告す

る。管理要員が派遣されていない指定避難所においては、自主防災組織等が避難者

名簿を作成する。 

  ⑹ 区長は、報告を受けた避難者名簿に基づき、避難者数、避難者の健康状態その他

必要事項を指定避難所別に取りまとめ、市長（危機管理室）へ報告する。 

  ⑺ 区長は、新型コロナウイルス感染症等の感染症対策として、マニュアル等に基づ

き、指定避難所の衛生管理に努めるとともに、避難生活が長期化する場合には、避

難者の心身の健康確保のための健康相談の実施、プライバシー及び入浴機会の確保

並びに要配慮者及び女性や子ども、性的マイノリティなどのニーズに対応できるよ

う、また、女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するよう配慮する。 

    また、指定避難所の運営に男女両方が関わることや、特定の活動が性別や年齢等

によって偏らないようにすること等に努める。 

⑻ 管理要員、自主防災組織等及び施設の管理者は、指定避難所の運営に必要な次の

項目について協議を行い、その協議結果に基づいて、指定避難所の運営を行う。 

ア 食料・生活必需品の分配方法 
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イ 給水体制・分配方法 

   ウ し尿・ゴミ等の処理方法 

   エ 指定避難所内の連絡方法 

   オ 災害ボランティアとの協力体制 

   カ 要配慮者への対応 

   キ その他指定避難所の円滑な運営に資する事項 

  ⑼ 指定避難所での生活が困難と認められる要配慮者については区災害対策本部へ連

絡したうえで福祉避難所又は被害のない社会福祉施設等へ、傷病者については、区

災害対策本部へ連絡したうえで、被害のない社会福祉施設・病院等への二次避難を

行う。 

⑽ 健康福祉局長は、避難所の近隣の高齢者施設等の協力を得て、被災者が入浴でき

る協定の締結を検討する。 

⑾ 道路交通局長は、入浴施設が避難所に近接した場所にない場合は、バス協会等と

連携し、避難所から入浴施設までの交通手段の確保に努める。 

⑿ 健康福祉局長は、避難所における被災者支援を総括する。 

４ 男女共同参画の視点等を取り入れた避難所運営のための支援《市民局男女共同参画

課・人権啓発課、危機管理室災害予防課》 

   男女共同参画や性的マイノリティの視点を取り入れた避難所運営を確保するため、

避難者等からの相談を受けるなど、必要な指導・支援に努める。 

５ 指定緊急避難場所（大火）等に避難した者の指定避難所への誘導《各区区政調整課・

地域起こし推進課、区災害対策本部避難収容班を構成する局等》 

指定避難所において、給水、食料・生活必需品の配布を行うことから、指定緊急避

難場所（大火）や公民館・集会所等に避難した者に対しては、危険が去った段階で、

防災行政無線、広報車、航空機を使っての広報や、「災害時における放送要請に関する

協定」に基づき、放送機関に対する放送要請等により、指定避難所に移動するよう呼

びかけを行う。 

やむを得ず、指定避難所以外に避難している者や車中避難者がいる場合、その状況

を把握し、市長（危機管理室）に報告するとともに、必要な支援を行う。 

 

第８ 市域外への避難者の受入要請 

《危機管理室災害予防課》 

１ 県内他市町への受入要請 

  ⑴ 市長は、災害が発生し、本市避難者について県内他市町における一時的な滞在の

必要がある場合は、あらかじめその旨を県知事に報告し、当該市町の市町長（以下

「協議先市町長」という。）あてに協議する。 

    県知事にあらかじめ報告することが困難な場合は、協議の開始の後、遅滞なく報

告する。 

  ⑵ 協議先の市町における受入施設の決定及び通知 

市長は、協議先市町長から受入施設について決定した旨の通知を受けたときは、

速やかにその旨を公示し、及び内閣府令で定める者に通知するとともに、県知事あ

てに報告する。 

  ⑶ 本市避難者への情報提供 

    本市避難者に対しては、避難先の市町と連携して、本市からの必要な情報の提供

に努める。 

  ⑷ 本市避難者の受入要請が不要となった場合 

    市長は、本市避難者の市域外における一時的な滞在が必要なくなった場合は、速

やかにその旨を協議先市町長及びその他の内閣府令で定める者に通知し、公示を行

うとともに、県知事あてに報告する。 

２ 県外市町村への受入要請 

  ⑴ 市長は、災害が発生し、本市避難者について県外市町村における一時的な滞在の

必要がある場合は、県知事に対し、当該都道府県の都道府県知事と本市避難者の受

入について協議することを求める。 
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⑵ 県外市町村における受入施設の決定及び通知 

市長は、県知事から県外市町村における受入施設について決定した旨の通知を受

けたときは、速やかにその旨を公示し、内閣府令で定める者に通知する。 

⑶ 本市避難者への情報提供 

    本市避難者に対しては、避難先の市町村と連携して、本市からの必要な情報の提

供に努める。 

  ⑷ 本市避難者の受入要請が不要となった場合 

    市長は、本市避難者の県外市町村における一時的な滞在が必要なくなった場合は、

速やかにその旨を県知事に報告し、及びその他の内閣府令で定める者に通知する。 

 

 

 食品・生活必需品の供給等 
 

災害によって、多数の市民が家屋の倒壊・焼失等により食品・生活必需品を失った場合、

被災者に対し速やかにこれらの給与等を行う。 

 

第１ 救援物資の取得 

《健康福祉局健康福祉企画課・地域共生社会推進課、経済観光局経済企画課・商業振

興課・農政課・中央市場・東部市場・食肉市場、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

本項において、救援物資とは、災害救助法第 4 条 1 項第 2 号に規定される「食品」

のほか、災害救助法第 4 条 1 項 1 号に規定される「避難所」の運営に必要な「消耗性

の日用品」や「日用備品」を指す。なお、ペットボトル飲料等は「食品」に含むもの

とする。 

１ 市備蓄救援物資の活用 

市民が日頃から備蓄している食品・生活必需品の消費を最優先するとともに、本市

が分散備蓄倉庫（指定避難所等）、集中備蓄倉庫（広島市民球場防災備蓄倉庫等）に備

蓄している救援物資及び循環備蓄している救援物資を活用する。 

なお、分散備蓄救援物資の活用は、市長（市災害対策本部事務局統制・検討班）の

指示により、区長（区災害対策本部）及び指定避難所運営本部長が行う。 

また、集中備蓄・循環備蓄救援物資の活用は、市災害対策本部事務局統制・検討班

が行う。 

２ 域内での救援物資調達 

  物的ニーズに対し、本市の備蓄救援物資では数量が不足する場合や、品目・内容が

不足又は不十分である場合には、域内で協定締結事業者又はその他の事業者から救援

物資を調達する。 

この域内での救援物資の調達は、市長（市災害対策本部事務局統制・検討班）の指

示により、原則として、区災害対策本部が行う。この際、健康福祉局及び経済観光局

が域内での救援物資の調達に協力する。 

域内での救援物資の調達を区災害対策本部では行えない場合や市で一括して取得す

る方が有利な場合には、市長（市災害対策本部事務局統制・検討班）の指示により、

健康福祉局及び経済観光局が協力して行う。 

調達時の区災害対策本部、健康福祉局、経済観光局の協力要領については次のフロ

ー図による。 
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⑴ 区災害対策本部で行う場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健 康 福 祉 局 長 

（健康福企画課） 

（地域共生社会推進課） 

区 災 害 対 策 本 部 
（区政調整課・地域起こし推進課） 

指 定 避 難 所 

業 者 
②
調
査 

③
申
請
等 

⑧
運
搬 

⑦調達 

④
被
害
状
況
報
告

 

⑥
調
達
指
導  

⑤
救
助
内
容
協
議

 

経済観光局長 

（経済企画課） 

（商業振興課） 

（農政課） 

（中央市場） 

（東部市場） 

（食肉市場） 

⑨購入・支払事務 
市     長 

（市災害対策本部事

務局統制・検討班） ①指示 

⑥
調
達
指
導

 

 
（注）② 被災者の数、食品・生活必需品の必要数等を的確に把握する。 

⑨ 調達に係る購入・支払事務については、経済観光局が行う。 
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⑵ 区災害対策本部で行えない場合又は市で一括して取得する方が有利な場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）② 被災者の数、食品・生活必需品の必要数等を的確に把握する。 
⑥ 大規模災害時においては、県と連携をとりながら対応する。なお、調達に係る購入・
支払事務については、関係団体・企業等と締結した災害協定に基づき、経済観光局の各協
定所管課が行う。 

 

   域内での救援物資調達により救援物資を取得した場合には、救援物資は調達先事

業者から指定避難所等に直接輸送し、市救援物資補給輸送拠点（２次拠点）は開設

しない。 

 

（資料編）参考産商－１  災害時における食料・生活必需品の緊急調達及び供給の協力に

関する協定書（協同組合広島総合卸センター） 

参考産商－２～８ 災害時における食料・生活必需品の緊急調達及び供給等の

協力に関する協定書（イオンリテール㈱西日本カンパニー,マ

ックスバリュ西日本㈱,生協ひろしま,㈱イズミ,㈱ファミリ

ーマート,フレスタグループ,㈱福屋） 

参考産商－９ 災害時における LP ガス等の調達及び供給等の協力に関する協定 

（（一社）広島県 LP ガス協会） 

参考産商－10 災害時における畳の調達及び供給に関する協定 

（「５日で５０００枚の約束。」プロジェクト実行委員会） 

参考産商－11 災害時における食料品・生活必需品の緊急調達及び供給等の協

力に関する覚書（株式会社セブン－イレブン・ジャパン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

市災害対策本部         

 
市     長 

（市災害対策本部事

務局統制・検討班） 

健 康 福 祉 局 長 

（健康福祉企画課）  

(地域共生社会推進課) 

 

指 定 避 難 所 

 

⑤
救
助
内
容
協
議 

⑨
運
搬 

④
被
害
状
況
報
告 

経済観光局長 
( 経 済 企 画 課 ) 

（ 商 業 振 興 課 ） 

（ 農 政 課 ） 

（ 中 央 市 場 ） 

（ 東 部 市 場 ） 

（ 食 肉 市 場 ） 

 
③
申
請
等 

②
調
査 

⑧
調
達 

⑥協議 ⑦連絡・依頼 

区 災 害 対 策 本 部 
（区政調整課・地域起こし推進課） 

県 
 

⑥必要に応じて 
要請・協議 

⑩
購
入
・
支
払
事
務 

①指示 

業 者 

②
調
査 
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参考農政－１ 災害時における食料の緊急調達及び供給の協力に関する協定書 

（全国農業協同組合連合会広島県本部他４社） 

参考農政－２ 災害時における飲料品の緊急調達及び供給等の協力に関する協定書 

（㈱アクアクララ中国） 

参考場中－３ 災害時における生鮮食料品の緊急調達及び供給の協力に関する協定書 

（広島市中央市場連合会・広島市中央卸売市場東部市場運営協議

会・広島市食肉市場売買参加者組合） 

参考調政－４ 広島市と株式会社ポプラの地域活性化包括連携に関する協定書 

（株式会社ポプラ） 

 

３ 国・他の地方自治体等からの救援物資の受援（物的受援） 

物的ニーズに対し、事業者や流通網の甚大な被害などにより、域内での救援物資調

達では数量が不足する場合や、品目・内容が不十分であるなどの特別な支障が生じた

場合には、物的受援の枠組により、救援物資を取得する。 

物的受援の枠組による救援物資の取得は、市長（市災害対策本部事務局統制・検討

班）の指示により行う。 

国・他の地方自治体等からの救援物資受援（物的受援）により救援物資を取得する

ことを決定した場合には、市災害対策本部事務局に受援班を設置するとともに、原則

として、市救援物資補給輸送拠点（２次拠点）を開設し、これを経由して、指定避難

所等に輸送する。 

 

（資料編）２－13－１ 広島市受援計画 

 

４ 救援物資(食品、避難所運営に必要な消耗性の日用品、日用備品)以外の物資の取得 

各局及び各区災害対策本部で使用する物資の取得は、各局及び各区災害対策本部が

それぞれ行う。 

応急仮設住宅の入居者等に給与する生活必需品（災害救助法第４条第１項第３号に

規定される「被服、寝具その他生活必需品」等）の取得は、健康福祉局と経済観光局

が協力して行う。協力要領については広島市地域防災計画（基本・風水害対策編）第

３章第６節のフロー図による。 

災害救助法第４条第１項第８号に規定される「学用品」の取得は教育委員会が行う。 

公的住宅及び災害救助法第４条第１項第１号に規定される「応急仮設住宅」施設の

提供と一体的に提供する「生活必需品」の取得（健康福祉局の所掌のものを除く。）は

都市整備局が行う。 

災害救助法第４条第１項第２号に規定される「飲料水」の取得（食料として取り扱

うペットボトル飲料等を除く。）は水道局が行う。 

 

第２ 救援物資補給輸送拠点（２次拠点） 

《危機管理室、健康福祉局、経済観光局、道路交通局道路管理課、各施設所管課》 

１ 救援物資補給輸送拠点(２次拠点)の候補地 

以下の候補地等の中から、被災状況等を踏まえて最適の場所を選定し、開設する。 

・協定等を締結している民間団体が提供可能な施設 

・広島みなと公園・ﾒｯｾｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ等交流施設用地一帯 

・広島広域公園一帯 

・東区スポーツセンター・広島市総合屋内プール 

・安佐北区スポーツセンター 

 

（資料編）参考危予－26 災害時における物資輸送拠点及び物資輸送等に関する協定 

（福山通運株式会社） 

参考危予－27 災害時における救援物資の受入及び輸送等に関する覚書 

（佐川急便株式会社） 
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２ 救援物資補給輸送拠点の編成 

市救援物資補給輸送拠点（２次拠点）は、市災害対策本部事務局受援班の指揮下に、

市職員（指揮監督職員（経済観光局・道路交通局から動員））、指定公共機関・指定地

方公共機関である輸送事業者、流通事業者、その他の輸送事業者・流通事業者の応援

職員（労務借上による）、自衛隊（災害派遣による）等の人員により編成する。 

３ 受援班と救援物資補給輸送拠点本部の業務分担 

区分 主な担当業務 

受援班 

・物的受援に関する他自治体等との調整 

・拠点の設置・廃止・移転の調整 

・拠点運営要員の確保・増員の調整 

・拠点運営施設・資材の確保の調整 

救援物資 

補給輸送 

拠点 

(２次拠点) 

拠点 

本部 

本部長・副本部長 ・拠点運営の統括 

入荷管理・在庫管理

班 

・救援物資の入荷の調整 

・救援物資の在庫管理 

出荷管理班 ・救援物資の出荷の調整 

輸送調整班 ・出荷救援物資の輸送の調整 

荷役作業指揮班 ・荷役・仕分作業の指揮 

各荷役・仕分作業隊 ・荷役・仕分け作業の実施 

  

（資料編）２－13－１ 広島市受援計画 

 

第３ 炊き出しその他による食料の給与 

《健康福祉局地域共生社会推進課、各区市民課・保険年金課・生活課》 

１ 炊き出しその他による食品の給与の対象者 

次に該当し、災害による流通の支障等により食品が得られない、また、住家が被災

し炊事ができないなど、金銭の有無に関わらず現に食物を得られない者に対して行う。 

⑴ 避難指示により開設された避難所に収容された者 

⑵ 住家に被害を受け、又は災害により現に炊事ができない者 

⑶ 避難指示が発令されている地域において、住家に被害を受け、一時的に縁故先等

に避難する者で、食品の持ち合わせのない者 

⑷ その他市災害対策本部長又は区災害対策本部長が必要と認める者 

２ 給与の基準 

１人１日当たりの基準額は、原則として災害救助法の基準額以内とし、被災者が直

ちに食することができる現物によることを原則とするが、被害規模等の状況を勘案し、

炊き出しで代えることができる。 

 

第４ 被服、寝具その他に生活必需品の給与 

《健康福祉局健康福祉企画課・地域共生社会推進課、各区市民課・保険年金課・生活課》 

１ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

次のすべてに該当し、市災害対策本部長又は区災害対策本部長が必要と認めた者に

対して行う。 

⑴ 災害により住家が全焼、全壊、流失、半焼、半壊及び床上浸水の被害を受けた者 

⑵ 被服・寝具その他生活上必要な最小限度の家財を喪失した者 

⑶ 被服・寝具その他生活必需物資がないため、直ちに日常生活を営むことが困難な

者 
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２ 被服・寝具その他の生活必需品目と内容（例） 

品 目 内       容  （例）  

寝    具 タオルケット、毛布、布団等  

上  下  着 洋服、作業衣、子供服、シャツ、パンツ等  

身の回り品 タオル、靴下、靴、サンダル、傘、ビニールシート等  

日  用  品 石けん、歯磨用品、ティッシュペーパー、トイレットペーパー等  

調 理 道 具 炊飯器、鍋、包丁、カセットコンロ等  

食    器 茶碗、皿、箸等  

光 熱 材 料 マッチ、ＬＰガス、カセットコンロ用燃料、電池等  

消 耗 器 材 紙おむつ、生理用品、ストーマ用装具等  

３ 給与等の基準 

１人当たりの基準額は、原則として災害救助法の基準額以内とし、給与又は貸与は

現物をもって行う。 

 

 

 給水及び上水道施設応急対策 
 

地震災害による水道施設の破損又は飲料水の枯渇・汚染等により、飲料水に適する水を

得ることができない者に対し、応急用資機材を活用して飲料水の確保及び供給を図るとと

もに、速やかに水道施設の応急復旧を行い、ライフライン施設としての機能を確保する。 

 

第１ 実施責任者 

地震災害により次の事態が発生した場合、それぞれ次に定める者が供給の義務を有

する。 

給水を必要とする場合 実施責任者 法 令 名 

 災害により現に飲料水を得るこ
とができない場合 

知  事 
(市  長※) 

災害救助法第 2 条、4 条 
災害救助法施行令第 17 条 

市長が飲料水等の家庭用水の使
用禁止を命じた場合で、その期間の
供給を市長が指示したとき 

市  長 
感染症の予防及び感染症の患
者に対する医療に関する法律
第 31 条 

※知事が実施を委任した場合 

なお、災害救助法等が適用される前において、水道により水を供給しているときは、

水道事業管理者が供給の義務を有する。 

 

第２ 応急活動の方針 

《水道局維持課》 

応急活動の実施に際しては、被災者が暖かさを感じるきめ細やかさに配慮するとと

もに、１日も早い応急復旧を目指す。 

１ 発災後 24 時間以内では、避難所、医療機関等への水の供給に全力をあげる。 

また、応急給水による飲料水の供給や水道施設の応急復旧のための広域的応援体制

の確立に努める。 

２ 発災後 72 時間以内で、水道施設の復旧に着手するよう努める。 

３ 発災後 10 日以内で、応急復旧した水道施設により生活用水の供給を開始するよう

努める。 

４ 発災後 4 週間以内で応急復旧を終えるよう努める。 
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第３ 組織及び体制 

《水道局企画総務課》 

１ 災害・事故対策本部の設置 

⑴ 非常事態が発生し、又は発生するおそれのある場合は、水道事業管理者を本部長

とする災害・事故対策本部を設置する。なお、本部が設置された場合には、広島市

水道局災害・事故対策要綱に基づく指令室を設置する。 

⑵ 水道事業管理者が事故や不在等の非常時には、副本部長である水道技術管理者、

本部員である局次長、配列順序による他の部長級職員の順にその職務を代理する。 

⑶ 本部は、庁舎の被災状況により、基町庁舎、高陽庁舎、緑井庁舎の順位で設置す

る。 

２ 初動体制の強化 

職員は、震度５弱以上又は長周期地震動階級３以上の地震が発生した場合には、直

ちに自発的に自己の勤務場所又はあらかじめ指定された場所に参集し、二次災害の防

止、被害状況の把握、応急給水及び応急復旧の準備等の初期活動を展開する。 

３ 応急復旧体制の確立 

⑴ 迅速な復旧作業を推進するため、広島市指定上下水道工事業協同組合、漏水調査

会社、水道用資機材生産業者及び各種設備機器の専門メーカー等に応援の要請を行

う。 

⑵ 電源供給が停止の場合には、中国電力ネットワーク㈱に早期復電の要請を行う。 

⑶ 電話回線が不通の場合には、西日本電信電話㈱に早期復旧の要請を行う。 

４ 広域的応援体制の確立 

⑴ 被害の程度により広域的な応援体制が必要と判断される場合には、水道局災害・

事故対策本部が市災害対策本部と連携をとりつつ、19 大都市水道局災害相互応援に

関する覚書（資料編参考水企-1）、東京都水道局と広島市水道局の災害時の救援活動

に関する覚書（資料編参考水企-2）、公益社団法人日本水道協会中国四国地方支部相

互応援対策要綱及び日本水道協会広島県支部水道災害相互応援対策要綱（資料編参

考水企-3 及び 4）に基づき、応援の要請を行う。 

⑵ 協定を締結していない他府県、国又は自衛隊、第六管区海上保安本部、西日本高

速道路㈱等の防災関係機関への応援要請は、市災害対策本部長（市長）が県知事を

通して行う。 

５ 緊急水源の確保 

必要に応じて、呉市との「地震・異常渇水等の災害時における水道水の相互融通に

関する協定」（資料編参考水維-1）に基づき、給水の応援要請を行う。なお、協定に定

めている相互融通地点と方法は、次のとおりである。 

⑴ 相互融通地点 

ア 安芸郡坂町小屋浦～呉市天応福浦町 

イ 安芸郡坂町平成ヶ浜～呉市天応西条・大浜 

ウ 広島市安芸区矢野町～呉市焼山泉ヶ丘 

⑵ 水道水の融通方法 

連絡管及び消火栓による相互融通 
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第４ 被害状況の把握 

浄水場及び管理事務所を中心に被害調査班を編成し、情報収集を行う。なお、発災

直後においては、徒歩、自転車又はバイクを利用して実施する。 

１ 調査の方法 

⑴ 初期活動要員の参集途中で知り得た情報の収集《水道局企画総務課》 

⑵ 太田川・三篠川・根谷川及び取水口における水源監視調査《水道局設備課・水質

管理課》 

⑶ テレメータ・集中監視装置等による配水池及びポンプ所の稼働状況調査及び配水

池水位の低下状況調査《水道局設備課》 

⑷ 配水幹線の流量測定調査《水道局維持課》 

⑸ 施設パトロールによる目視調査《水道局設備課》 

⑹ 管路パトロール、音聴漏水調査《水道局維持課》 

⑺ 関係機関からの情報収集《水道局企画総務課》 

⑻ 住民からの通報《水道局企画総務課》 

２ 調査の優先順位 

あらかじめ被害想定調査に基づき定めた点検箇所を重点に、二次災害のおそれや水

供給の影響度等を考慮して、順次実施する。 

３ 緊急の措置《水道局維持課・設備課》 

⑴ 被害が甚大と判断される区域については、所管の浄水場及び管理事務所に連絡し、

配水池及び配水本管のバルブを閉止する等の措置を講じる。二次災害のおそれがあ

る場合も同様とする。なお、連絡するいとまがないと認められる場合には、自己の

判断により臨機の措置を講じ、直ちに所管の浄水場及び管理事務所に報告する。 

⑵ 200 ミリメートル以下の配水管の破損を発見した場合、バルブを閉止し、所管の

管理事務所に報告する。 

⑶ 震度５弱以上の地震が発生した場合は、主要配水池の緊急遮断弁が正常に作動し

ていることを確認し、全閉になっていない場合には、初動体制で参集した職員が手

動により閉止し、所管の浄水場へ連絡する。 

４ 防災拠点施設等の調査《水道局維持課》 

避難所、救急病院等の防災上重要な施設や福祉施設等の要配慮者の施設については、

所管する各局等が情報収集を行い、市災害対策本部へ被害状況と応急給水の必要性に

ついて報告する。 

 

第５ 水質の保持 

《水道局設備課・水質管理課》 

広範囲な断水後、給水を開始する時には、給水を開始する水に残留塩素が確保でき

るように浄水場出口での消毒を強化する。 

 

第６ 給水対策 

《水道局維持課、各区市民課・保険年金課・生活課》 

発災後、市災害対策本部等の協力を得て応急給水体制を確立する。 

１ 応急給水の目標 

発災後３日間は１人１日３ℓとする。それ以後は、生活用水の確保に向けて運搬距離

を短くするよう配慮し、応急復旧の各段階において、次の方法により水量の拡大に努

める。 

⑴ 第一段階 

給水車による運搬給水及び飲料水兼用型耐震性防火水槽からの給水 

⑵ 第二段階 

配水幹線付近での仮設給水栓の設置 

⑶ 第三段階 

配水支管上での仮設給水栓の設置 

⑷ 第四段階 

仮配管からの各戸給水及び共用栓による給水 
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２ 飲料水の確保 

⑴ 浄水場内の配水池、緊急遮断弁設置配水池、飲料水兼用型耐震性防火水槽におい

て、発災後 10 日分の水量を確保する。 

⑵ 給水車等で自己確保しようとする水道使用者に対しては、浄水場内に専用の給水

基地を設け、極力その要請に応じるよう努める。 

⑶ 住民・企業においても、可能な限り、飲料水の確保・備蓄に努める。 

３ 給水方法 

⑴ 給水タンク等の応急給水用資機材により運搬給水基地から取水し、市災害対策本

部及び水道局災害・事故対策本部の指定する場所において給水する。 

なお、太田川デルタ部が分断され孤立した場合や島しょ部への給水は、給水船で

行う。 

ア 避難場所等 

飲料水兼用型耐震性防火水槽又は仮設水槽等で給水する。これらへの運搬と水

槽等への充水は水道局が行い、住民への給水は区の職員が地域住民の協力を得な

がら行う。 

イ 医療機関等 

災害拠点病院、透析治療施設等の医療機関及び重症、重度心身障害児（者）施

設等の福祉施設について、市災害対策本部等から緊急要請があった場合は関係部

局と協力して運搬給水を行う。 

⑵ 応急復旧の各段階において、配水幹線付近や配水支管上での仮設給水栓の設置等

を行い、市民の水運搬距離を短くするよう配慮する。なお、この管理運営について

は地域住民が行う。 

４ 応急給水用資機材の調達 

水道局並びに避難場所、医療機関、福祉施設又は各局が保有する応急給水用資機材

を使用する。また、他都市の応援を得ながら確保するとともに、必要に応じて業者か

らも調達する。 

 

（資料編）３－７－１ 緊急遮断弁設置主要配水池等一覧表 

３－７－２ 指定緊急避難場所（大火）と飲料水兼用型耐震性防火水槽等整備

予定位置図 

参考水維－１ 地震・異常渇水等の災害時における水道水の相互融通に関する

協定 

参考水維－3 広島市水道局と日本郵便株式会社との災害時等における応急給

水に関する協議書 

参考水維－4 広島市水道局と株式会社セブン-イレブン・ジャパンとの災害時

等における応急給水に関する覚書 

 

第７ 施設の応急対策 

《水道局維持課・設備課》 

１ 施設の応急復旧順位 

施設の応急復旧順位は、次のとおりとする。 

⑴ 取水・導水・浄水施設 

⑵ 送配水施設 

⑶ 給水装置 

ただし、給水装置の応急復旧は、一栓だけ水が出る範囲内とする。 

２ 配水管路の応急復旧順位 

配水管路の応急復旧順位については、原則として次のとおりとする。ただし、災害

応急活動の円滑な実施を図るため、又は市民活動の早急な回復を図るため、ライフラ

イン連絡調整会議において、ライフライン関係機関が協調して応急復旧を行う施設・

地区が定められた場合には、その結論に配慮する。 

⑴ 配水幹線及び配水本管（300 ミリメートル以上） 

⑵ 防災関係業務の実施機関に至るまでの配水管 
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⑶ 避難所、救急病院、人工透析が必要な患者を診療する医療機関に至るまでの配水管 

⑷ 指定した福祉施設に至るまでの配水管 

⑸ 住民が多数利用する施設（駅・港・バスセンター・ヘリポート・公衆浴場）に至

るまでの配水管 

⑹ 復興に向けて早期復旧を図る必要があると認められる地区の配水管 

⑺ その他の配水管 

３ 応急復旧の方法 

⑴ 水道局は、取水口～浄水場～配水池に至るまでの間に主力を傾注し、応援都市に

は主として配水管以降の復旧を要請する。 

⑵ 被災地域を大ブロック・中ブロック・小ブロックに分割し、各々指揮者を定め実

施する。 

⑶ 管路の復旧に際しては、応急復旧の優先順位により路線選定をあらかじめ行い通

水していく。 

⑷ 必要に応じて、路上又は浅い土被りによる仮設配管の布設、仮設給水栓を設ける

ための消火栓の設置、通水範囲拡大のための中間バルブの設置、共用栓の設置等の

あらゆる処置を講じて、早期仮復旧を図る。 

⑸ 被害が甚大と判断される区域の復旧に際しては、ブロックに分割して行うものと

し、次の手順により通水範囲の拡大を図る。 

ア ブロック分割作業 

イ 止水栓閉止作業 

ウ 通水作業 

エ 音聴漏水調査作業 

オ 応急復旧作業 

⑹ 水質検査班を逐次編成し、通水区域における水質を確認する。 

４ 応急復旧用資機材等の調達 

⑴ 応急復旧用資機材 

配水管及び各戸引込用の給水装置に被害を生じたときは、次のとおり諸資機材を

調達する。 

ア 250 ミリメートル以下の鋳鉄管及び給水装置材料 

(ｱ) 鋳鉄管は、水道局保有のものを使用する。 

(ｲ) 給水装置材料については、広島市水道局指定給水装置工事事業者の手持分に

よる。 

イ 300 ミリメートル以上の鋳鉄管 

水道局保有のものを使用するが、必要量をまかなえない場合は、他都市及び生

産業者から調達する。 

⑵ 応急復旧用機械・器具 

応急復旧に必要な機械・器具については、相当数保有する広島市水道局指定給水

装置工事事業者等の関係業者の協力により対処する。 

５ 作業の報告 

次の報告及び要請については、定められた様式により所管の管理事務所へ提出する。 

⑴ 漏水調査報告 

⑵ 漏水修理報告（道路上・宅地内） 

⑶ 通水管路路線報告 

⑷ 水圧測定報告 

⑸ 仕切弁開閉報告 

⑹ 止水栓閉止報告 

⑺ バルブ・消火栓・止水栓設置要請及び報告 

⑻ 水質検査報告 

⑼ 道路上ガレキ撤去要請 

６ 作業上の留意事項 

⑴ ブロック分割作業 

バルブを閉止した場合、スピンドルキャップにビニルパイプをセットする。 
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⑵ 止水栓閉止作業 

ア 住民に周知するためチラシを配布するとともに、鉄蓋にスプレー（赤色）でマ

ーキングを行う。 

イ ケレップ磨耗等のため止水栓が閉止できない場合、新たに止水栓を設置する。 

⑶ 断水作業 

修理場所、管口径、管種、断水予定時間を所管の管理事務所へ連絡し実施する。 

⑷ 通水作業 

ア 通水しても給水する家屋がない場合、通水しない。 

イ 中間バルブを設置すれば通水が可能な場合、配水管にバルブを設置する。 

⑸ 水圧測定調査 

作業完了までの間、必要に応じてブロック毎に同一の消火栓で行う。 

⑹ 水圧調整 

給水可能量に制約がある場合、水道局災害・事故対策本部から別途指示する。

（0.1MPa のバルブ調整等） 

 

（資料編）参考水企－１ 19 大都市水道局災害相互応援に関する覚書 

参考水企－２ 東京都水道局と広島市水道局の災害時の救援活動に関する覚書 

参考水企－３ 公益社団法人日本水道協会中国四国地方支部相互応援対策要綱 

参考水企－４ 日本水道協会広島県支部水道災害相互応援対策要綱 

参考水業－１ 災害等における応急措置等の協力に関する協定書 

参考水維－２ 災害時における応急措置の協力に関する協定 

 

第８ 広報対策 

《水道局企画総務課》 

住民に理解と協力を呼びかけるため、市災害対策本部と緊密な連携の下に、次の事

項について広報活動を行う。なお、実施に当たっては、要配慮者への十分な配慮を行

う。 

１ 広報の内容〈応急復旧時の広報〉 

⑴ 水道の復旧に関する情報（通水状況と断水期間の目途等） 

⑵ 応急給水場所の位置等に関する情報 

⑶ 飲用時における衛生上の注意に関する情報 

⑷ 受水槽の活用に関する情報 

２ 広報の方法 

広報の方法については、本章「第４節 災害広報・広聴の実施」の「第１ 広報活

動」の「５ 広報の方法」に定めるところに準じて、適時適切に実施する。 
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 停電応急対策 
 

 長時間にわたる停電は、単に電気だけでなく、水、交通、通信などのライフラインに重

大な影響を与え、災害対応に支障をもたらすとともに、市民生活に不安と混乱を招くこと

に鑑み、停電時における都市機能の確保と市民生活の安定を図る。 

 

第１ 停電状況等の情報収集及び伝達 

《危機管理室》 

    中国電力ネットワーク㈱は、停電状況、復電見通し、復旧活動状況及び二次災害防

止に関する事項並びに復旧に必要な支援協力の要否等について、本市及び関係機関に

定期的に報告・通報するとともに、報道機関への情報提供、市民への広報活動を積極

的に実施するものとする。 

    本市は、関係機関等から停電及びこれに伴う断水、交通、通信状況等、応急対策に

必要な情報を収集し、これを関係部局等に伝達して、応急対策の迅速な実施を図る。

また、市民に対し、適時適切な情報提供を行い、市民生活の不安と混乱の解消を図る

ものとする。 

 

第２ 公共施設の機能確保 

《危機管理室、市有建築物管理担当課》 

１ 市役所・区役所等の災害対応の核となる施設については、自家発電設備の機能維持、

応急資機材の活用等により災害対応に万全を期するとともに、窓口業務等の市民サー

ビス機能の確保を図る。また、水道施設、下水道施設についても機能保持に努め、こ

れら以外の公共施設にあっても、早期の機能回復により市民への便宜供与等を積極的

に行う。 

２ 平時に供給している業者等から防災拠点施設等の自家発電設備に使用する燃料を

調達することが困難な場合には、次のフローにより、「大規模災害時における自動車燃

料等の供給協力に関する協定」（資料編参考危予-９）に基づき、広島県石油商業組合

に対して協力を要請する。 

 

 

 

 

 

 

  

なお、不足する場合には、広島県災害対策本部に必要な措置を要請する。 

 

第３ 応急給水活動 

《水道局維持課》 

    飲料水・生活用水等の供給については、本章第７節「給水及び上水道施設応急対策」

に定めるところにより対応するとともに、関係機関等と密接な連携を保ちながら、円

滑な給水体制の確保を図る。また、公共施設の水道利用、拠点・運搬・仮設給水方式

による応急給水を実施する。 

 

第４ 交通輸送機能の確保 

《道路交通局道路管理課》 

    信号機停止に伴う交通輸送の混乱の解消については、県公安委員会、警察署と密接

な連携を保ちながら、早急な対応を図る。また、公共輸送機関の協力を得て輸送機能

の確保を図る。 

※データベースは平常
時から相互に共有 

施設管理者 

※通常の燃料調達が困難な場合 

広島県石油商業組合 

②協定に基づく要請 

①必要な燃料の油種、 
数量等を連絡 ③施設への燃料の供給 

市災害対策本部 

※燃料供給のため施設台帳を活用 

※各施設への燃料供給の優先度を精査 
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第５ 通信機能の確保 

《危機管理室災害対策課》 

    無線通信機能の確保に万全を期するとともに、電話通信機能の確保については、西

日本電信電話㈱に対して、関係機関・部局等への臨時回線の設置、また、市民が使用

できる臨時公衆電話の設置等を要請する。 

１ 特設公衆電話（無償）の整備・要請 

災害救助法が適用された場合等に、避難所に設置する無料電話をいう。 

既設の回線数及び設置場所では、避難所の運営に支障を及ぼす場合には、指定避難

所開設後に、区又は市災害対策本部を通じて当該回線の増設及び設置場所の変更を西

日本電信電話㈱に要請するものとする。 

要  請  先 応  答  先 

082-226-2127 ＮＴＴ西日本中国支店災害対策室 

２ 臨時電話（有償）の申込み 

    30 日以内の利用期間を指定して、加入電話の提供を受けるための契約電話（有料）

をいう。 

区  分 申込み先ダイヤル番号 応  答  先 

臨時電話等 １１６ １１６センター 

   ※ 一般の電話申込みもこの番号である。 

３ 臨時携帯電話（有償）の申込み先（ＮＴＴドコモ） 

申 込 み 先 電  話  番  号 

㈱ドコモＣＳ モバイルレンタルセンター ０１２０－６８０－１００ 

 

（資料編）３－８－１ 特設公衆電話回線整備一覧表 

    参考危予－14 特設公衆電話の設置・利用に関する覚書 

 

第６ 医療機関の機能確保 

《健康福祉局医療政策課》 

    医療機関の状況を早急に把握し、公的医療機関については、その機能確保及び患者

の安全対策に万全を期するとともに、医療救護体制の確保を図る。また、民間医療機

関については、県、医師会、病院協会の協力を得て機能確保に努め、必要に応じて資

機材の供与等の支援を行う。 

 

第７ 要配慮者対策 

《健康福祉局健康福祉企画課・高齢福祉課・障害福祉課・障害自立支援課・精神保健

福祉課・健康推進課、各区福祉課・地域支えあい課》 

要配慮者については、次により二次的な被害の防止を図る。 

１ 戸別訪問、電話等による安否確認 

  ２ 非常通報装置等の機能確認 

  ３ 近隣居住者、自主防災組織への支援協力要請 

  ４ 救護のための職員等の派遣 

  ５ 社会福祉施設等の状況の把握 

 

第８ 衛生対策 

《健康福祉局食品保健課・食品指導課・環境衛生課、各区生活衛生担当》 

停電・断水等に伴う食品衛生上の注意を市民に呼びかけるとともに、食品取扱い施

設、流通食品等の衛生監視・指導及び環境衛生の監視・指導を徹底する。 

 

第９ 廃棄物・土砂の処理対策 

《環境局環境政策課・施設課・埋立地整備管理課・業務第一課・業務第二課》  

災害により副次的に生じたごみ及びし尿の収集、運搬、処分については、本章第 15
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節「廃棄物・土砂の処理対策」に定めるところにより、迅速な対応を図る。 

 

第１０  文教対策 

《教育委員会事務局健康教育課》 

信号機の停止に伴う児童生徒の通学時の安全確保を図るため、主要交差点での交

通安全指導等必要な対応を行う。 

 

第１１  消防・救急救助体制の強化 

《消防局警防課・救急課・予防課》 

出動体制の強化、通信連絡機能の確保、貯留水利の確保により災害対応に万全を

期する。 

また、警戒巡視の実施により出火防止を図るとともに、医療機関と密接な連携を

保ちながら、救急救助事案への迅速な対応を図る。 

 

第１２  食料品・生活関連用品の確保 

《市民局消費生活センター、経済観光局経済企画課・中央卸売市場》 

１ 食料品及び照明器具、乾電池、燃料等の確保並びに安定供給について関連業者へ

の協力要請、指導を行うとともに、便乗値上げ等への監視体制を強化し、その防止

を図る。 

  ２ 食料品の確保が困難な市民に対しては、食料品の供与等の便宜を図る。 

 

第１３  支援協力の実施 

《各関係課》 

１ 防災関係機関等への支援協力 

     電力施設のほか、医療機関や社会福祉施設など、その機能の維持・確保、災害復

旧が早急に必要なものについては、本市の保有する資機材等の貸与、職員の派遣等

による支援協力を積極的に実施する。 

２ 市民への支援協力 

     災害復旧及び市民生活の安定化を図るため早急に実施する必要があるものについ

ては、本市の保有する資機材等の活用、必要資機材の斡旋などの支援協力を積極的

に実施する。 

 

第１４  広報・広聴活動 

《企画総務局広報課・市民相談センター、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

     広報・広聴活動については、本章第４節「災害広報・広聴の実施」に定めるとこ

ろにより、適時適切に実施する。 

 

 消防活動対策 
 

地震が発生した場合、火災等から市民の生命・身体及び財産を保護するとともに、被害

の軽減を図るため、消防の施設・装備・人員を最大限に活用し、迅速な消防活動の展開を

図る。 

 

第１ 活動方針 

《消防局総務課》 

大規模地震発生時には、家屋の倒壊等によるほか、同時多発火災による極めて大き

な人命危険が予想されるため、総力をあげて出火防止、火災の早期鎮圧及び拡大防止

を図るとともに、効率的な救助・救急活動を実施する。 
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第２ 初動体制の確立 

１ 消防局の体制 

⑴ 警防本部の強化《消防局警防課》 

 消防部隊の災害活動を総括的に処理するため消防局長が必要と認めたときは、警

防本部機能を強化する。 

⑵ 指令・通信体制の確立《消防局警防課》 

通信指令室は、通信設備の機能検査を行い、指令及び通信体制の確立に当たるも

のとし、各消防署所のすべての無線局を開局させる。 

⑶ 航空機出動体制の確立《消防局警防課》 

ア 航空機の保守を第一とし、直ちに出動体制を整える。 

イ 航空機が格納庫にある場合は、速やかに駐機場へ移動する。 

ウ 航空機が飛行中の場合は、上空偵察に移行し、必要により基地に帰隊する。 

⑷ 被害状況の把握《消防局警防課》 

消防局（警防課）及び消防署所は、火災発生及び被害状況等の情報収集を行う。 

ア 航空機・船舶による情報収集 

イ 画像伝送システムによる情報収集 

ウ バイク・自転車を活用した情報収集 

エ 署所の屋上から見分 

オ 署所付近の高層建物から見分 

カ 出動消防職員からの聴取 

キ 区災害対策本部派遣職員からの聴取 

ク 参集消防職員からの聴取 

ケ 消防団員からの聴取 

コ 住民等からの聴取 

サ 関係機関からの聴取 

⑸ 医療機関情報の収集《健康福祉局保健医療課、消防局警防課・救急課》 

広島県救急医療情報ネットワーク及び救急無線・救急自動車電話等の活用により

医療機関受入れ体制に関する情報収集を行う。 

２ 消防署の体制《各消防署》 

⑴ 署本部の強化 

署内の災害活動を総括的に処理するため消防局長が必要と認めたときは、署本部

機能を強化する。 

⑵ 出動体制の確立 

発災後における消防車両の出動障害を避けるため、消防車等を車庫前又は適地へ

移動し、無線を開局するなど、出動に万全を期する。 

⑶ 消防部隊の編成及び報告 

当務者、非常招集者により、消防部隊の編成を行い、部隊の編成状況及び職員の

招集状況並びに職員が参集途上に知り得た被害状況を警防本部に報告する。 

⑷ 通信連絡体制の確立 

消防署所においては、通信指令室と連絡調整のうえ、通信設備の機能試験を行い、

通信連絡体制の確立に当たるものとし、消防署所の無線は自動的に開局する。 

⑸ 火災等監視体制の確立 

消防署所においては、必要に応じて、管内の火災等の被害状況を確認するため、

職員に管内を巡回させる。 

⑹ 区災害対策本部への職員の派遣 

消防署長は、署と区の情報連絡を密にするため、区災害対策本部に職員を派遣す

る。 

 

第３ 情報の収集・伝達 

《消防局警防課》 

１ 情報の収集及び伝達順位 

情報の収集・伝達は、有線電話の途絶、無線施設の障害、無線統制等により極度に
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制限されることが予想されるので、これを迅速、的確に実施するため、別に定める「情

報収集の優先順位及び伝達順位表」により実施する。 

特に、情報が多岐に渡るため、内容ごとの伝達先及び優先順位には特に注意する。 

また、関係機関の対応状況確認が、局又は署所において重複することのないよう情

報入手時に留意する。 

２ 出火防止の広報 

被害状況に応じて、出火危険の高い地域及び延焼拡大のおそれのある地域に対し、

消防隊等を出動させ、出火防止の広報を行う。 

 

第４ 消防部隊の運用 

《消防局警防課・救急課・各消防署》 

１ 部隊運用 

部隊運用は、出動計画に基づき消防局長（通信指令室）が一括統制することを基本と

する。ただし、状況に応じて消防局長が部隊管理を行い、消防署長が部隊運用を行う。 

⑴ 消防局長が直接部隊運用を行う場合 

災害の規模にかかわらず、比較的災害発生件数が少ない場合は、消防局長が部隊

運用を行う。 

⑵ 消防局長が部隊管理を行い、消防署長が部隊運用を行う場合 

   ア 災害発生件数が多く、消防隊等を通常の台数出動させることが適当でない場合

（消防局長が決定し下命する。）は、消防署長が部隊運用を行う。 

   イ 救急隊の運用は、署本部警備班と連携を密にし、救急波を使用して通信指令室が行う。 

   ウ 地震の発生を覚知した外出中の隊は、所属署所に直ちに帰隊する。 

   エ 通行禁止区域等において、緊急車両通行障害排除のため災害対策基本法第 76 条

の 3 第 4 項に基づく命令・措置等を行う場合は、現地最高指揮者が必要と判断し

た時点とし、写真撮影等の措置をとるとともに、直ちに管轄する警察署長に通知

する。 

２ 避難路及び避難場所の安全確保 

 避難指示が発令された場合、火災の延焼状況及び部隊の運用状況を勘案し、災害対

策本部、県警察等の関係機関に必要な情報を通報するとともに、避難路及び避難場所

の安全確保に全力を尽くす。 

３ 消防艇の運用 

原則として、消防艇の運用を停止し、陸上災害の応急活動を優先するが、次の場合

は陸上での災害に対応するため消防艇の運用を行う。ただし、広島県に津波注意報、

津波警報又は大津波警報が発表されたときは、この限りでない。 

⑴ 陸上災害の発生状況等の把握のため、消防艇を運用する必要があると消防局長が

判断した場合 

⑵ 消防局長が、沿岸火災等の防ぎょ活動上消防艇が必要と判断した場合 

⑶ 大規模火災が発生し大量放水の必要が生じ、消防局長が水源艇としての支援活動

が必要と判断した場合 

 

第５ 無線通信 

《消防局警防課》 

１ 無線通信系統 

無線通信系統は、資料編３－３－３⑵による。 

２ 無線運用 

有線の途絶等により、無線の幅奏・混乱が予想されるため、次により統制のとれた

無線運用を行う。 

⑴ 無線統制 

同時多発火災・救助事案には、重要かつ危険度の高い地域を優先に無線運用を図

る必要があるため、通信指令室において無線統制(260MHz 帯)を行う。 

⑵ 署活系無線 

現場の無線交信は、署活系無線(400MHz 帯)を活用する。 
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⑶ 無線交信 

消防無線(260MHz 帯)の交信は、応援要請や出動・引き揚げの報告のほか、緊急を

要する場合を除き必要最小限の交信にとどめる。 

⑷ 署による無線運用 

同時多発災害の発生により部隊運用を消防署長が行う場合（前記第４参照）は、

消防無線(260MHz 帯）の運用は署で行う。 

 

第６ 消防活動 

《消防局警防課・救急課・各消防署》 

消防活動は、火災の鎮圧及び人命救助を第一とする。 

なお、震災に伴う水防活動は、消火、救急救助活動に支障のない範囲で行う。 

１ 初期消火活動の原則 

大火災への拡大を防止するため、木造家屋密集地域等の火災現場へ優先的に出動す

るほか、初期消火活動は次による。 

⑴ 重要対象物優先の原則 

同様な地域で、重要対象物周辺とそれ以外の場所で同規模の災害が発生した場合

は、重要対象物周辺を優先して消防活動を行う。 

⑵ 消火可能地域優先の原則 

同様な地域に複数の火災が発生した場合は、消火可能な災害を優先して消火活動を行う。 

⑶ 重要地域優先の原則 

同時多発火災を確認した場合は、重要かつ危険度の高い地域の火災を優先して消火活動を行う。 

⑷ 市街地火災優先の原則 

大工場や大量危険物施設からの火災等多数の消防隊を必要とする場合は、市街地

に面する部分の消防活動を行う。ただし、高層建物火災等周辺地域への延焼危険が

少ないものについては、特殊車等を活用して当該建物の消防活動を行う。 

⑸ 避難場所・避難路確保優先の原則 

火災が多発し拡大している場合は、避難場所や避難路を確保するための消火活動

を実施する。 

２ 火災出動の原則 

前記「第４消防部隊の運用、１部隊運用、⑵消防局長が部隊管理を行い、消防署長

が部隊運用を行う場合」の災害出動にあたっては、消防車両の出動を消防署長が指令、

以後他地域の状況及び招集状況を考慮して増加出動を指令する。 

⑴ 火災出動指令後、消防隊到着前に優先順位の高い地域での火災が覚知された場合

は、出動指令場所の変更を行う。 

⑵ 延焼拡大状況や他地域での火災発生状況を総合的に判断し、転戦を指示する。 

⑶ 火災出動時に他の災害を覚知した場合は、指令された火災に出動し、その旨を消

防無線で通報する。 

⑷ 中型車及び普通車は、小型動力ポンプを積載し出動する。 

⑸ 出動経路付近の住民に対し、火の始末、初期消火の徹底を呼びかける。 

３ 火災現場の原則 

⑴ 水利部署及び中継 

ア 水利の選定 

水利部署は、消火栓以外を原則とし、大規模火災には、河川又は海水を水利と

し、小規模火災には、防火水槽又はタンク水を活用する。 

なお、防火水槽等有限水利に部署した場合は、部署隊数、貯水容量から使用可

能時間を判断し、早期の充水を考慮する。 

イ 部署位置 

(ｱ) 消防力が優勢な場合は、努めて挾撃できる位置とする。 

(ｲ) 消防力が劣勢な場合は、風向、風速を考慮し火勢を阻止する側とする。 

ウ 中継 

(ｱ) 無定量水利（河川、海等）に部署した部隊から中継送水を受ける。 

(ｲ) 大規模火災において大量の消火水を必要とする場合は、取水可能範囲におい
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て、海水利用型消防水利システム又は消防艇からの海水の中継送水を要請する。 

⑵ 消火活動 

ア 消火活動の心得 

現地最高指揮者、出動隊の隊長及び隊員は、限られた消防力を最大限に活用す

るため、消火活動中の火災は、現状出動隊の責任で鎮圧するよう心掛ける。 

イ 消火活動の原則 

(ｱ) 原則として屋内進入は行わない。 

(ｲ) 消防力が優勢で攻撃的消火活動が可能な場合は、延焼危険大なる方面から順

次包囲体制をとり、一挙鎮圧を図る。 

(ｳ) 消防力が劣勢であると判断した場合は、住民の安全確保を優先し、道路や河

川を延焼阻止線として守備的な防ぎょ活動を行う。 

(ｴ) 火災態様、風向、風速等に留意し、常に転戦路を確保する。 

ウ 注水 

(ｱ) 注水部署は、十分な余裕ホースを取り、死角のない広範囲な防ぎょができる

位置とする。 

(ｲ) 放水は、大量放水ができるもの（放水銃、大口径ノズル）とする。 

エ 飛火警戒 

現地最高指揮者は、飛火火災が発生するおそれがあると判断した場合は、消防

団員、自主防災組織に対し、飛火の警戒と即時消火を指示徹底させる。特に、延

焼阻止を行っている場合は、十分警戒する。 

オ 残火処理 

消防団員や自主防災組織の協力を得て活動するとともに、ある程度火災の延焼

危険が少なくなれば、残火処理は消防団等に依頼し、次の災害出動に備える。 

⑶ 転戦要領 

ア 転戦の時期 

他への延焼危険がなくなった鎮圧の時期又は住民により鎮圧まで至ると判断

された時期とする。 

イ 本部命令による転戦 

現地最高指揮者は、転戦を命令された場合は、延焼阻止前であっても所要の措

置をした後転戦する。ただし、継続して消火活動を行う必要があると判断した場

合は、その旨を報告し、指示を受ける。 

ウ 現地最高指揮者の判断による転戦 

現地最高指揮者は、優先順位の高い延焼火災を認知し、自己隊が転戦する必要

があると判断した場合は、所要の報告を行い、延焼阻止前であっても転戦するこ

とができる。 

⑷ 補水措置 

防火水槽等有限水利を使用した場合は、消防団又は自主防災組織の協力を得て早

期に直近の自然水利から補水しておく。 

４ 救急救助活動 

消防部隊の主力は、火災の鎮圧に充てることとし、救急救助活動は、原則として、

現有の救急隊及び救助隊の活動範囲にとどめる。 

⑴ 救急救助活動方針 

ア 救命活動優先の原則 

救助隊、救急隊は、人命の救助及び救命活動を優先して行う。 

イ 重症者優先の原則 

救命措置が必要な傷病者を優先し、その他の傷病者はできるだけ自主的な処置

を行わせるとともに、他の防災機関と連携し、救助救急活動を行う。 

ウ 火災現場付近優先の原則 

延焼火災が多発し、同時に多数の救急救助現場が併発した場合は、火災現場付

近の救急救助活動を優先的に行う。 

なお、火災の拡大状況から総合的に判断し、救助・救急の時機を失することの

ないよう十分留意する。 
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エ 多数人命危険対象物優先の原則 

延焼火災が少なく、同時に多数の現場がある場合は、多数の人命救護ができる

現場を優先的に行う。 

オ 救命効率優先の原則 

同時に小規模な救急救助現場が併発した場合は、救命効率の高い現場を優先的

に行う。 

⑵ 救急救助の活動体制 

ア 発災初期の活動体制 

地震発災当初（被害状況が把握されるまでの間）は原則として、署所周辺の救

助・救急を行い、大規模救助事象の発見及び医療機関等の受入れ体制を把握し、

広域救助・救急体制に移行する。 

イ 火災が少ない場合の体制 

火災が少なく救助・救急事象が多い場合は早期に多数の部隊を災害現場に投入

し、救助・救急体制を確保する。 

⑶ 救助活動の原則 

ア 救助事象別の活動 

現場指揮者は、災害の様相から部隊、救助資機材等に不足が生じると判断した

ときは、所要事項を付加して増強要請する。 

イ 現場活動 

(ｱ) 救出の順位と効率の重視 

救助は救命措置を必要とする者を優先して救出し、軽傷者は消防団、自主防

災組織及び付近地域住民に協力を求めて救出を行う。ただし、活動人員に比較

し多数の要救助者がある場合は、容易に救出できる者を優先とし短時間に１人

でも多く救出する。 

(ｲ) 火災現場付近における救出 

救助事象が火災現場付近とそれ以外の場所にあった場合は、火災現場付近の

救出を優先して実施する。 

(ｳ) 防災関係機関との連携  

地域防災計画に基づく防災関係機関と連携を密にして、効率的な救助活動を

行う。  

(ｴ) 消防団員、自主防災組織及び一般住民への協力要請 

救出した負傷者は救急隊に引き継ぐことを原則とするが、これができない場

合は消防団員、自主防災組織及び付近住民に依頼し、現場付近の仮救護所又は

医療機関に搬送させるか、医師の派遣を要請する。 

(ｵ) 救助業務終了後、本部に連絡し、次の現場に向かう。現場付近での住民情報

による救助活動は原則的には行わない。 

⑷ 救急活動の原則 

ア 傷病者の搬送は、救命を必要としている者を優先し、安全かつ傷病に適応する

医療機関に搬送する。 

イ 救命処置を必要としない傷病者は、消防団員及び自主防災組織の協力を得て、

自主的な応急手当を行わせる。この場合、できる限り救急資機材を支給するとと

もに、収容可能な医療機関等を指示し、自主的な搬送を依頼する。 

ウ 傷病者が多く発生した場合は、現場仮救護所を開設し、救護活動を行うととも

に、医師等の派遣を要請する。 

エ 傷病者搬送時に軽傷者が割込み、救急車が占領されることがないよう毅然たる

態度で活動する。 

なお、このような気配がある場合は、現場の警察官等に協力を依頼し、混乱を

避けるようにする。 

オ 現場仮救護所を設置する場合は、災害状況を判断して歩行可能者と歩行不能者

と区分することができ、かつ、応急処置を行うに十分な空地を選定し、出動隊と

連携を密にして効率的な救護活動を行う。 

カ 救命処置を必要とする傷病者が多数発生している場合は、地域防災計画に基づ
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き編成する医療救護班等関係機関と連携を密にし、効率的な救護活動を行う。 

キ 救急活動中においては、必要に応じて積載する簡易な救助器具を活用して小規

模な救助活動を行う。 

⑸ 仮救護所の設置 

ア 署所仮救護所 

(ｱ) 署所仮救護所は、救急隊が編成されている署所又はその付近に開設する。 

(ｲ) 要員は、発災当初は当番救急隊員を中心にあて、傷病者数に応じて順次参集

した救急有資格者をもって増強する。 

イ 署所仮救護所の任務等 

(ｱ) 署所仮救護所には設置と同時に救急資機材を準備し、次の措置を行う。 

ａ 傷病者に対する観察、応急処置 

ｂ 救急資機材の貸与 

ｃ その他応急救護上必要な措置 

(ｲ) 地域防災計画に基づく救護所と署所仮救護所が近接している場合は、署所仮

救護所は閉鎖する。 

⑹ 現場仮救護所の設置 

ア 現場仮救護所の設置要領 

(ｱ) 傷病者が多数発生している災害現場には、現場仮救護所を設置し救護活動を

行う。 

(ｲ) 現場仮救護所の要員は、初期においては、先着救急隊を中心にあて、災害状

況に応じて順次後着救急隊の隊員をもって増強する。 

イ 現場仮救護所の任務等 

(ｱ) 現場仮救護所は、効果的な傷病者の救命を図るため、次の任務を行う。 

ａ 傷病者の傷病程度選別 

ｂ 傷病者に対する救命処置 

ｃ 傷病者の搬送順位及び搬送医療機関等の決定 

ｄ 傷病者数、氏名、年令、性別等の記録 

(ｲ) 現場仮救護所には、直近の医師又は地域防災計画に基づき編成される医療救

護班の派遣を求める。 

(ｳ) 傷病者の搬送は、医療機関又は仮設救護所の受入れ体制が可能であることを

確認した後に行う。 

⑺ 航空隊活動原則 

航空隊にあっては、特命により次の活動を実施する。 

ア 情報収集及び報告 

(ｱ) 情報収集は、被害甚大地域を重点に行い、次により報告する。 

【情報収集項目と報告要領】 

火 災 発 生 場 所 
発見火災順に、その町丁目又は目標と目標からの方向及び距離を報告

する。 

火 災 の 程 度 延焼火災は、延焼方向、棟数、消防隊の着手の有無等を報告する。 

他 の 災 害 火災以外の災害は、上空から視認した範囲で報告する。 

(ｲ) 初期の段階においては、火点の位置、程度、消防隊の着手の有無を優先して

収集し報告する。 

(ｳ) 初期以降においては、火災の拡大状況、延焼方向、避難路、避難地の状況を

収集して報告する。 

(ｴ) 避難命令が発令された場合は、避難に関する情報を優先する。 

(ｵ) 局長等から命令があった事項については、優先して処理する。 

イ 人命救助活動 

火災及び建物の損壊により屋上等にとり残された者を緊急に救助の必要があ

ると認めた場合は、陸上部隊と連携をとり航空隊により救助する。 
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ウ 負傷者及び救助・救急用資機材の搬送 

(ｱ) 負傷者の緊急搬送 

重症者の緊急搬送に当たっては、できるかぎり医師・看護師の同乗を求める。 

(ｲ) 救助・救急用資機材の搬送 

局長等から資機材、医薬品及び隊員等の搬送命令があった場合は、資機材等

の積み降ろしについて着陸の要否と品名、形状、重量、受取人を確認して搬送

する。 

(ｳ) 着陸場所の決定 

着陸場所の空地面積、周囲の状況等により機長が離着陸の最終判断を行う。 

 

第７ 避難誘導 

《各区、各消防署》 

警防本部及び署本部においては、指定緊急避難場所（大火）への避難が必要となっ

た場合又は避難が開始された場合は、他の事項に優先して避難の誘導に当たる。この

場合、市災害対策本部及び区災害対策本部と密接な連絡調整を図り、特に次の事項の

把握・連絡に努める。 

１ 火災により避難が必要である場合、当該火災の発生場所及び延焼拡大の状況 

２ 避難誘導に対応できる区災害対策本部職員、消防職員、消防団員等の状況 

３ 避難者の数  

 

第８ 応援隊との連携 

《消防局警防課》 

１ 消防応援隊との連携 

広島県内広域消防相互応援協定に基づく応援隊及び緊急消防援助隊は、警防本部に

おいて重要方面に配置し、署本部と連携協力して、消火・救急・救助活動を実施する。 

２ 関係機関との連携 

⑴ 県警察及び自衛隊 

   大規模又は同時多発救助に際しては、災害現地において県警察、自衛隊の指揮者

と救助活動範囲の区分を調整する。 

⑵ 海上保安部 

 臨海部の陸上火災においては、必要に応じて海上保安部の協力を求める。 

 

第９ 被害調査 

《消防局警防課》 

被害調査に当たっては、前記「第２初動体制の確立、１消防局の体制、⑷被害状況の

把握」及び災害活動を実施し判明した人及び建物の被害の状況に重点を置いて調査する。 

１ 被害調査要領 

 ⑴ 前記「第２初動体制の確立、１消防局の体制、⑷被害状況の把握」での情報収集

時に、災害活動に必要となる被害の状況についても調査する。 

  ⑵ 災害活動に出動した部隊は、活動状況及び活動に際して判明した被害の状況を通

信指令室へ通報するとともに、帰隊後は署本部へ報告する。 

  ⑶ 被害の集中した地域に対し、被害調査のため特に必要があると消防局長が認めた

場合は、被害の軽微な地域の消防隊又は警防本部員で被害調査班を編成し、被害調

査に当たる。 

２ 被害集計 

⑴ 署本部は、被害状況の取りまとめを行い、３０分毎に警防本部へ報告する。 

⑵ 報告された被害状況は、警防本部において集計する。 

 

第１０  火災調査 

《消防局予防課》 

震災時の火災調査については、広島市火災調査規程「第 17 章 震災時の火災調

査」に定めるところにより行う。 
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第１１  消防団の活動 

《消防局消防団室》 

１ 消防団本部・分団本部の設置 

消防団の指揮連絡体制を確立するため、消防団長は、消防署に消防団本部を設置

し、また、必要に応じ、消防出張所又は分団車庫に分団本部を設置する。 

２ 出動体制の確立 

震度４以上の地震が発生したときは、車庫・車両等の点検を実施し、出動体制を

整える。 

３ 消防団の任務 

⑴ 初期消火活動 

火災を発見したときは、時期を失することなく、自主防災組織、付近住民等と

協力し、初期消火の徹底を図る。 

⑵ 人命救助 

家屋倒壊等による人命救助事故を発見したときは、自主防災組織、付近住民等

と協力し、人命救助を行う。 

⑶ 水防活動 

破堤等により水害が発生し、又は発生しようとしているときは、速やかに応急

工作を実施し、被害の拡大防止、又は発生防止に努める。 

⑷ 出火防止の広報 

発災と同時に、区域内において出火防止の徹底を図るため、あらゆる施設及び

自主防災組織等を有効に活用し、広報の効率化に努める。 

⑸ 避難の支援活動 

住民を避難させる必要があるときは、区職員、消防職員、警察官、自主防災組

織等と協力し、指定された場所に安全に誘導する。 

４ 区域外への応援 

消防局長又は消防署長の命令があるときは、消防団管轄区域外であっても行動す

るものとする。 

 

第１２  惨事ストレス対策 

１ 消防局長及び消防団長は、消防職員、消防団員が受けたストレスの緩和のため、

惨事ストレス対策の実施に努めるものとする。 

２ 消防局長及び消防団長は、必要に応じて、消防庁等に精神科医等の専門家の派遣

を要請するものとする。 

 

（資料編）広島市消防計画 

 

 

 水防活動対策 
 

地震が発生した場合、水害から市民の生命、身体及び財産を保護するとともに、被害の

軽減を図るため、迅速に水防活動を展開する。 

 

第１ 確保すべき体制 

《危機管理室、消防局警防課、水防関係部課》 

１ 水防上必要な巡視の体制 

２ 水門・ひ門等に対する操作の体制 

３ 危険箇所に対する応急工作の体制 

４ 水防上必要な資機材の調達 
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第２ 水防活動 

１ 河川・海岸・急傾斜地等の調査 

地震が発生した場合、各区は、所管区域内の河川、海岸、急傾斜地の指定区域、た

め池等を巡視し、被害状況及び水防上の危険箇所を調査するとともに、調査結果を速

やかに各河川管理者等へ連絡し、併せてその旨を市災害対策本部へ報告する。 

２ 水門・ひ門等の操作 

⑴ 水門・ひ門等の管理者（操作員を含む。）は、震度５弱以上の地震の発生及び広島

県に大津波警報又は津波警報が発表された場合は、直ちに全門を閉鎖し、以後、水

位の変動及び状況に応じて、門扉等の適正な開閉を行う。 

⑵ 水門・ひ門等の管理者は、地震が発生し、津波のおそれがある場合は、水位の変

動等に注意し、状況に応じて直ちに門扉等の適正な開閉が行えるよう準備を行う。 

３ 応急工作の実施 

市災害対策本部より応急工作出動の指令を受けた水防要員は、地震により堤防が被

害を受け、危険と思われる場合は、応急工作を講じ、その旨を河川管理者等へ連絡す

る。この場合、応急工作の実施に当たり特に専門的技術を必要とするときは、その技

術を指導するため、あらかじめ指名した職員を派遣する。 

４ 資機材の調達 

原則として水防倉庫にある資機材を使用する。不足する場合は、現地調達により対

応する。 

 

第３ 応援要請 

《危機管理室》 

１ 市災害対策本部長は、水防上必要があるときは、隣接水防管理者に対し、応援を要

請する。 

２ 市災害対策本部長は、必要があるときは、警察署長に警察官の出動を求める。 

 

 

 救難対策 
《危機管理室、消防局》 

 

 地震災害が発生した場合、被災者の救出・救助等人命の安全確保を図る。特に、発災当

初の７２時間は、救命・救助活動において極めて重要な時間帯であることを踏まえ、人命

救助及びこのために必要な活動に人的・物的資源を優先的に配分することを、消防局策定

の「震災時の警防活動マニュアル」等に規定し、関係機関等とも連携しながら初動体制の

強化を図る。 

 

第１ 被災者の救出 

《各消防署》 

災害の程度 実 施 内 容 実施担当機関 

通 常 の 場 合 
住民の生命及び身体に危険が迫った

場合、これを危険状態から救出する。 

消防局が県警察等の協力

の下に行う。 

災害救助法が適用

さ れ た 場 合 

県知事の指示に基づき、被災者を

救出する。 
同    上 

 

第２ 安否不明者への対応 

《危機管理室、消防局》 

市災害対策本部等は、要救助者の迅速な把握のため、関係機関の協力を得て、積極

的に安否不明者の情報収集を行い、県と連携し、速やかな安否不明者の絞り込みに努

めるものとする。 
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第３ 水難救助の措置 

《各消防署》 

本市の管轄区域の地先海面及び河川における水難救助の措置については、水難救護

法の定めるところにより、消防局が別に定める基準により活動する。 
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 医療・救護対策 
 

 地震災害時において、医療体制の混乱、傷病者の多数発生等により受療の機会を失った

被災住民に対して、応急的に医療又は助産活動を実施する。 

 

第１ 医療救護対策部の設置 

《健康福祉局医療政策課》 

１ 設置時期 

次のいずれかに該当するときは、健康福祉局に医療救護対策部を設置する。 

⑴ 災害対策本部が設置され、本部長が必要と認めたとき。 

⑵ 災害対策本部が設置されない場合で、医療救護対策部の設置が必要があると保健

医療担当局長が特に認めたとき。 

２ 組織編成及び所管事務 

医療救護対策部の組織編成は、次のとおりとし、その所掌事務は、市災害対策本部

が設置された場合の所掌事務に準じる。 

区 分 所 属 等 担当業務 

医療救護対策部長 保健医療担当局長 ・総括 

同副部長 保健部長 ・医療救護対策部長の補佐 

同構成員 
医療政策課 

地域コーディネーター※ 

・医療機関の被災状況について

の情報収集及び情報提供 

・医療救護班等の編成及び活動 

・ＤＭＡＴの活動支援 

・医療機関等への応援要請 

※ 県の要請に基づき県医師会があらかじめ任命する、広島市域医師会が推薦する地域の緊急医

療に精通した医師。医療救護対策部に参画し、災害時の医療救護活動が円滑に行えるようサポ

ートする。 

第２ 医療機関の被災状況についての情報収集及び情報提供 

《健康福祉局医療政策課》 

１ 保健医療担当局長は、医療機関の被災状況について、県や市域医師会から情報収集

を行い、次の情報を関係機関に提供する。 

⑴ 診療の可否 

⑵ 後方支援の可否（災害拠点病院、救急告示医療機関等） 

⑶ 搬送を要する患者の有無 

⑷ 医薬品等の備蓄状況 

⑸ ライフライン等の状況 

２ 保健医療担当局長は、搬送を要する患者を確認した場合、速やかに消防局長に連絡

する。 

 

第３ 胃腸救護班の編成及び活動 

《健康福祉局医療政策課》 

保健医療担当局長は、次により医療救護班及び医療支援班を編成し、災害時におけ

る医療・助産活動を実施する。なお、医療救護班の編成にあっては、地方独立行政法

人広島市立病院機構及び広島市域医師会に協力を要請する。 
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１ 医療救護班等の編成機関及び編成班数 

区 分 編 成 機 関 編成班数 事務担当 摘     要 

医療救護班 

広島市立病院 ８ 
広島市立病院 

機構本部事務局 

「広島市地域防災計画に

基づく災害時の医療救護

活動に関する協定書」（資

料編参考保医-4）に基づ

き、本市より要請。 

うち１班は助産救護班と

する。 

広島市医師会 

安佐医師会 

安芸地区医師会 

適宜 

広島市医師会事務局 

安佐医師会事務局 

安芸地区医師会事務局 

「広島市地域防災計画に

基づく災害時の医療救護

活動に関する協定書」（資

料編参考保医-1）に基づ

き、本市より要請。 

医療支援班 

中区地域支えあい課・福祉課 

東区   〃 

南区   〃 

西区   〃 

安佐南区 〃 

安佐北区 〃 

安芸区  〃 

佐伯区  〃 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

１ 

地域支えあい課 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

必要に応じて広島市域医

師会員を班員に加える。 

精神保健福祉センター １ 相談課 精神科医療を担当する。 

（備考）① 上記の編成機関は、あらかじめ編成要員を指名しておく。 

    ② 健康福祉局医療政策課は、各班の取りまとめを行う。 

 

２ 医療救護班等の編成基準 

区 分 構 成 単 位 例 

医療救護班 
１班当たり医師１名、看護師又は助産師１～２名、事務職員１名 

（状況に応じて薬剤師１名を加える。） 

医療支援班 １班当たり医師１名、保健師１～２名、事務職員１名 

 

３ 医療救護班等の活動範囲 

区 分 活 動 範 囲 摘  要 

医療救護班 

ア 処置、手術、その他の治療 

イ 診察・トリアージの実施（治療及び搬送優先順位の選別） 

ウ 薬剤又は治療材料の支給 

エ 病院又は診療所への収容（消防局救急隊等への引継） 

オ 看護の実施 

助産救護班は、

分べんの介助

及び分べん前

後の処置等を

行う。 

医療支援班 

ア 応急処置 

イ 診察・トリアージの実施（治療及び搬送優先順位の選別） 

ウ 薬剤又は治療材料の支給 

エ 病院又は診療所への収容（消防局救急隊等への引継） 

オ 看護の実施 

必要に応じ、保

健活動班員と

する。「第 14 節

第 2被災者の健

康管理」参照。 
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４ 医療救護班等の装備する医薬品・衛生材料等 

⑴ 医療救護を円滑に実施するため、医療救護班等の各編成機関は医薬品・衛生材料

等を備蓄又は保有する。 

  ⑵ 医療救護班等が必要とする医薬品・衛生材料等は、各編成機関が備蓄又は保有す

るものを使用する。 

  ⑶ 保健医療担当局長は、医薬品・衛生材料等に不足が生じた場合は、関係機関と連

絡をとり、次の優先順位により速やかに調達する。 

優先順位 供 給 元 備 考 

１ 市立医療機関が備蓄するもの 供給元の診療に支障の出ない範囲に限る。 

２ 県が備蓄するもの 現物備蓄及び流通備蓄 

３ 関係機関から応援を受けるもの 「第 26 節 応援要請及び協力要請」参照 

 

５ 医療救護資機材の調達・輸送 

区    分 調        達 輸       送 

医療救護班等の活動

に必要な医薬品・ 

衛生材料等 

医療救護班等の編成機関 

 
次のいずれかによる。 

①医療救護班等の編成機関の車両 

②区災害対策本部（輸送班）の車両 

③消防局の車両・船艇・航空機 

救護所設置に必要な 

資機材及び救援物資 
区災害対策本部（救護班） 区災害対策本部（輸送班）の車両 

 

６ 救護活動 

  ⑴ 保健医療担当局長は、区災害対策本部長と密接な連絡をとり、医療・助産の救護

を要すると認めるときは、医療救護班及び医療支援班に出動を命じる。 

出動を命じられた医療救護班及び医療支援班（医療支援班のうち、精神保健福祉

センターが編成する班）については保健医療担当局長の指示に、医療支援班（精神

保健福祉センターが編成する班を除く。）については災害が発生した区の災害対策本

部長の指示に従う。 

  ⑵ 大規模災害発生時には、医療救護班等の編成要員は、自らの意思と判断により、

所属する編成機関又は最寄りの編成機関に集結し、医療救護班等を編成し、医療救

護活動を行う。 

 ７ 救護所の設置 

  ⑴ 保健医療担当局長は、区災害対策本部長と協議し、避難場所等その他必要と認め

られる場所に救護所を設置する。 

  ⑵ 区災害対策本部長は、救護所が設置された場合は、住民に対し救護所開設の広報

を行う。 

８ 救護の方法 

⑴ 医療救護班等による救護 

ア 医療救護班等は、初期救急医療等を行う。さらに治療等の必要な傷病者は、災

害拠点病院等へ搬送する。 

イ 医療救護班等の活動場所は、災害発生直後においては、災害現場に設置された

救護所や患者の集中する医療機関等を中心とし、その後は、避難場所等に設置さ

れた救護所を中心とする。 

広島市民病院、舟入市民病
院、安佐市民病院、リハビリ
テーション病院、各保健セ
ンター、精神保健福祉セン
ター、広島市医師会、安佐医
師会、安芸地区医師会 
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⑵ 災害拠点病院等への搬送体制 

保健医療担当局長は、災害発生後速やかに、傷病者の搬送先となる災害拠点病院

等の情報を収集し、消防局長や区災害対策本部長と協力して、搬送体制を整備する。 

⑶ 災害拠点病院等への搬送 

ア 災害拠点病院等への傷病者の搬送は、消防局救急隊等により行う。 

イ 消防局救急隊等による車両搬送が困難であり、航空搬送が有効と判断される場

合は、消防局航空隊等により行う。また、海上搬送が有効と判断される場合は、

消防局の船艇等により行う。 

   ウ 保健医療担当局長は、消防局救急隊等ではその活動が十分に行えない場合、県、

日本赤十字社広島県支部及びその他の関係機関に応援を要請する。 

  ⑷ 緊急に対応を要する個別疾患患者の救護 

    人工透析等に必要な医療情報を提供し、受療の確保を図る。 

 

第４ 災害拠点病院 

《健康福祉局医療政策課、地方独立行政法人広島市立病院機構広島市民病院・安佐市

民病院》 

１ 災害時に適切な医療の提供が行えるよう、平常時において、診療機能を有する建物

の耐震化を進めるとともに、ライフライン機能の拡充、備蓄等の充実に努めるものと

する。 

２ 平常時において、防災関係機関や他の災害拠点病院との連携関係を構築するものと

する。 

３ 発災時に速やかに広島県救急医療情報ネットワークの利活用ができるよう、平常時

から操作訓練等を実施するとともに、発災時には、広島県救急医療情報ネットワーク

を利用して、当該施設の被災・稼動状況など、必要な情報の提供及び情報の活用を行

うものとする。 

４ 機能喪失等により患者搬送等の必要が生じた場合には、県、近隣の連携する災害拠

点病院に応援を要請するものとする。 

５ 自院の被害が少なく、県からの医療救護活動要請があった場合又は自ら必要と認め

る場合には、災害拠点病院間で連携し、医療救護班、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）

の派遣等による医療救護活動の実施や重篤患者の受入れに対応するものとする。 

 

第５ ＤＭＡＴの派遣要請及び活動支援 

《健康福祉局医療政策課、地方独立行政法人広島市立病院機構広島市民病院・安佐市

民病院》 

１ 保健医療担当局長は、大規模な災害の発生により、本節第３の医療救護班等ではそ

の活動が十分に行えない場合は、県へ災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣要請を

行う。 

２ 災害拠点病院（広島市民病院・安佐市民病院）は、県の指定するＤＭＡＴの拠点本

部となる場合には、統括ＤＭＡＴを受入れ、医療救護活動の調整を行うとともに、Ｄ

ＭＡＴの支援の下で医療救護活動を実施するものとする。 

３ 保健医療担当局長は、県からの要請に基づき、ＤＭＡＴの活動支援を行う。 

ＤＭＡＴの拠点本部となるべき前線の災害拠点病院が、その機能を十分に果たせな

い場合、本節第１により設置する医療救護対策部において、統括ＤＭＡＴの受入れな

どを行う。 

 

第６ ＤＨＥＡＴの派遣要請及び活動支援 

《健康福祉局医療政策課、健康推進課》 

１ 保健医療担当局長は、大規模な災害の発生により、本節第１の医療救護対策部等で

は、その活動が十分に行えない場合は、国へ災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）

の派遣要請を行う。 

２ 保健医療担当局長は、国からの要請に基づき、DHEAT の活動支援を行う。 
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第７ ＤＰＡＴの派遣要請及び活動支援 

《健康福祉局精神保健福祉課、健康推進課・精神保健福祉センター》 

１ 保健医療担当局長は、大規模な災害の発生により、本節第３の医療救護班等ではそ

の活動が十分に行えない場合は、県へ災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）の派遣要

請を行う。 

 ２ 保健医療担当局長は、県からの要請に基づき、ＤＰＡＴの活動支援を行う。 

 

第８ こども支援チームの派遣要請及び活動支援 

《こども未来局局こども青少年支援部》 

１ こども未来局長は、大規模な災害の発生により、本節第３の医療救護班等ではその

活動が十分に行えない場合は、県へこども支援チームの派遣要請を行う。 

 ２ こども未来局長は、県からの要請に基づき、こども支援チームの活動支援を行う。 

 

第９ ＤＷＡＴの派遣要請及び活動支援 

≪健康福祉局健康福祉企画課≫ 

１ 健康福祉局長は、大規模な災害の発生により、本節第３の医療救護班等ではその活

動が十分に行えない場合は、県へ、災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の派遣要請を行

う。 

２ 健康福祉局長は、県からの要請に基づき、災害派遣福祉チームの活動支援を行う。 

第１０ 医療機関等への応援要請 

《健康福祉局健康福祉企画課・地域共生社会推進課・医療政策課、精神保健福祉課、

精神保健福祉センター、こども未来局こども青少年支援部、危機管理室、消防局警防

課・救急課》 

大規模な災害の発生により、本節第３の医療救護班等ではその活動が十分に行えな

い場合は、本節第５、第６、第７、第８、第９によりＤＭＡＴ、ＤＨＥＡＴ、ＤＰＡ

Ｔ、こども支援チーム、ＤＷＡＴの派遣要請を行うほか、次により応援要請する。  
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 要 請 機 関 要 請 内 容 摘     要 連 絡 担 当 課 

救急告示病院・診療所 傷病者の収容 
資料編３－１２－１ 
「救急告示病院等一覧表」参照。 

消防局 
警防課・救急課 

日本赤十字社広島県支部 
 中区千田町 2-5-64 
 241-8811 

医療・救護全般 

県（健康危機管理課）を通じて要
請。ただし、緊急を要する場合
は、本市より直接要請し、県（健
康危機管理課）に要請した旨を
報告。 

健康福祉局 
地 域 共 生 社 会
推進課 

広島市医師会 
 西区観音本町 1-1-1 
 232-7321 

次の斡旋への協力 
・医師等の派遣 
・医療資機材の供与 

「広島市地域防災計画に基づく
災害時の医療救護活動に関する
協定書」（資料編参考保医-1）に
基づき、本市より要請。 

健康福祉局 
医療政策課 

安佐医師会 
 安佐南区八木 5-35-2 
 873-1840 
安芸地区医師会 
 安芸郡海田町栄町 5-13 
 823-4931 
広島市歯科医師会 
 東区二葉の里 3-2-4 
   262-2662 

原則として、市立病院
機関では対応できな
い場合における次の
斡旋 
・歯科医師等の派遣 
・医療資機材の供与 

「広島市地域防災計画に基づく
災害時の歯科医療救護活動に関
する協定書」（資料編参考保医-
2）に基づき、本市より要請。 

安佐歯科医師会（横畑歯科医院内） 
安佐北区落合 5-28-12 
843-0008 

安芸歯科医師会 
東区二葉の里 3-2-4 

 261-1707 
佐伯歯科医師会（新田歯科医院内） 
 佐伯区楽々園 4-13-14 
  921-7778 
広島市薬剤師会 
 東区二葉の里 3-2-1 
 506-1255 

原則として、市立病院
機関では対応できな
い場合における次の
斡旋 
・薬剤師の派遣 
・医療資機材の供与 

「広島市地域防災計画に基づく
災害時の医療救護活動に関する
協定書」（資料編参考保医-3）に
基づき、本市より要請。 

安佐薬剤師会 
安佐北区可部南 2-2-2-301 
562-2973 

安芸薬剤師会 
安芸郡府中町青崎南 2-1-101   

282-4440 
広島佐伯薬剤師会 
 佐伯区旭園 2-22 
  924-5957 
広島県看護協会 
 中区広瀬北町 9－2 
 293-3362 

看護師・助産師等の派
遣 

 

災害派遣医療チーム 
（DMAT） 

医療・救護全般 「第５ ＤＭＡＴの派遣要請及
び活動支援」参照 

広島県災害時公衆衛生チーム 
被災者の心身の健康
管理 

広島県地域防災計画に基づき、
本市より県(健康危機管理課)に
派遣要請 

健康福祉局 
健康推進課 

災害時健康危機管理支援チー
ム（DHEAT） 

保健・医療の指導調整
機能 

「第６ ＤＨＥＡＴの派遣要請
及び活動支援」参照 

健 康 福 祉 局 医
療政策課・健康
推進課 

災 害 派 遣 精 神 医 療 チ ー ム
（DPAT） 

精神科医療・精神保健
活動支援 

「第７ ＤＰＡＴの派遣要請及
び活動支援」参照 

健康福祉局 
精神保健福祉課・精神
保健福祉センター 

こども支援チーム 
被災児童等の心身の
ケア 

「第８ こども支援チームの派
遣要請及び活動支援」参照 

こども未来局 
こども青少年支援部 

災害派遣福祉チーム（DWAT） 
災害時要配慮者に対
する福祉支援 

「第９ ＤＷＡＴの派遣要請及
び活動支援」参照 

健康福祉局 
健康福祉企画課 

国及び地方公共団体 
医療・救護全般 
（原則として、本市の
防災能力をもってし
ては防災上十分な効
果が得られない場合） 

 

危機管理室 

陸上自衛隊第 13 旅団 
 安芸郡海田町寿町 2-1 
  822-3101 

県（危機管理課）を通じて要
請。ただし、県に要請できない
場合は、本市より自衛隊に状況
を通知し、事後速やかに県知事
に要請した旨を連絡。 

海上自衛隊呉地方総監部 
 呉市幸町三丁目 8-1 
 0823-22-5511 

 

（資料編）３－12－１ 救急告示病院等一覧表 

参考保医－１ 広島市地域防災計画に基づく災害時の医療救護活動に関する協定書 

参考保医－２ 広島市地域防災計画に基づく災害時の歯科医療救護活動に関する協定書 

参考保医－３ 広島市地域防災計画に基づく災害時の医療救護活動に関する協定書 

参考保医－４ 広島市地域防災計画に基づく災害時の医療救護活動に関する協定書 
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 保健衛生対策 
 

 地震災害が発生した場合において、市民の健康の維持と安全の確保を図るため、被災者

の健康管理、被災地域の生活衛生指導、猛獣等による危害の防止等必要な対策を講じる。 

 

第１ 保健衛生対策部の設置 

《健康福祉局健康推進課》 

１ 設置時期 

   次のいずれかに該当するときは、健康福祉局に保健衛生対策部を設置する。 

⑴ 災害対策本部が設置され、本部長が必要と市長が認めたとき。 

  ⑵ 災害対策本部が設置されない場合で、保健衛生対策の必要性があると保健医療担

当局長が特に認めたとき。 

２ 組織編成 

      保健衛生対策部の組織編成は、次のとおりとする。 

保健衛生対策本部長は、区災害対策本部長と密接な連絡をとり、必要に応じて、各

班に出動を命じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２ 被災者の健康管理 

《健康福祉局健康推進課、こども未来局こども青少年支援部、保健センター》 

保健衛生対策部の中に、保健対策班（保健部保健医療課）及び保健活動班（保健セ

ンター）を組織する。 

生活環境の変化による疾病の発生や慢性疾患の増悪の可能性が高くなることを踏ま

え、被災に伴う健康障害を予防するため、被災者の心身の健康管理を行う。 

１ 保健対策班の活動《健康福祉局健康推進課》 

保健対策班は、被災地域の健康情報の把握及び医療救護対策部や生活衛生班等との

連絡調整を行う。また、保健活動班からの要請により、他の保健センターへの派遣要

請を行うとともに、必要に応じて県や県内市町、他の政令指定都市及び都道府県等へ、

保健活動班への応援要請を行う。 

２ 保健活動班の活動《保健センター》 

保健活動班は、医師、保健師、栄養士等で構成し、被災者に対する保健活動を行う。

なお、必要に応じ医療支援班員とする。 

 ⑴ 指定避難所における保健活動 

  ア 避難者の心身の健康状態の確認及び医療・保健・福祉ニーズの把握を行う。 

イ 避難者の怪我等の応急手当及び医療ニーズに係る緊急度を見極め、必要に応じ
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て医療救護班及び生活衛生班への引継及び連絡調整を行う。 

ウ 基礎疾患や食物アレルギーを有する者、高齢者などの要配慮者への支援を行う。 

エ 避難者のストレスに対する心のケアを行うとともに、心的外傷後ストレス障害

（ＰＴＳＤ）等に対し、災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）やこども支援チー

ム等への必要な引継を行う。 

オ エコノミークラス症候群や生活不活発病、感染症、ストレス、便秘等の健康障

害及び疾病の予防のための健康教育、健康相談及び栄養相談を行う。 

  カ 指定避難所における生活環境の把握及び必要な食品の調達の調整を行う。 

  キ 指定避難所における栄養管理及び必要な食品の調達の調整を行う。 

  ク 上記の活動において、応援職員や広島県災害時公衆衛生チームとの連携調整を行う。 

 ⑵ 指定避難所以外における保健活動 

  ア 被災者の心身の健康状態の確認及び医療・保険・福祉ニーズの把握を行う。 

  イ 被災者が医療や介護などを要する場合は、医療機関等の関係機関へ引き継ぐ。 

  ウ 基礎疾患や食物アレルギーを有する者、高齢者などの要配慮者への支援を行う。 

   エ エコノミークラス症候群（特に車中避難者）や生活不活発病、感染症、ストレ

ス、便秘等の健康障害及び疾病の予防のため、巡回による健康相談を行う。 

オ 被災者のストレスに対する心のケアを行うとともに、心的外傷後ストレス障害

（ＰＴＳＤ）等に対し、専門医療機関等への必要な引継ぎを行う。 

カ 町内会・自治会、社会福祉協議会、民生委員児童委員協議会、ボランティア、

地域包括支援センター等関係機関との連絡調整を行う。 

キ 孤立化や閉じこもり防止のための被災者同士のコミュニティ作りに向けた支援を行う。  

  ⑶ 資機材等の備蓄 

    活動に必要な資機材等は、保健センターに備蓄する。 

 

第３ 被災地域の生活衛生指導 

《健康推進課、食品保健課、食品指導課、環境衛生課》 

保健衛生対策部の中に、食品衛生監視員及び環境衛生監視員等で編成する生活衛生班

を組織する。 

生活環境の変化や衛生状態の悪化により、感染症や食中毒等の発生の可能性が高くな

ることを踏まえ、被災に伴う健康障害を予防するため、指定避難所等における衛生指導、

被災地域内の食品関係施設及び環境衛生施設等に対する衛生指導、被災地域内の市民か

らの衛生相談対応等を行う。 

 １ 生活衛生班の活動 

  ⑴ 食品衛生指導 

   ア 指定避難所等に対する衛生指導 

    (ｱ) 食品の取扱い及び不良食品排除の指導 

    (ｲ) 消毒器具、消毒液等の衛生機材の確保 

   イ 被災地域内の食品関係施設に対する衛生指導 

    (ｱ) 施設･設備の清掃及び消毒指導 

   (ｲ) 不良食品の廃棄指導 

    (ｳ) 営業再開時の衛生指導 

   ウ 被災地域内の市民に対する啓発 

     食品衛生上の注意事項の広報紙等による啓発 

  ⑵ 環境衛生指導 

 ア 指定避難所等に対する衛生指導 

(ｱ) 指定避難所における飲用水の衛生指導 

      ・ 次亜塩素酸製剤、手指消毒液等の衛生機材の確保の指導 

      ・ 貯水槽の浸水汚染の調査・指導 

(ｲ) 指定避難所・臨時営業施設等における理容師･美容師への衛生指導 

      ・ 使用器具の消毒等の指導 

      ・ 従事者等の手指消毒の指導 

(ｳ) 指定避難所の給水、トイレ等の衛生管理についての指導 
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イ 被災地域内の環境衛生施設等に対する衛生指導・相談 

(ｱ) 環境衛生施設及び専用水道等水道関係施設に対する安全確認及び衛生指導･

相談 

(ｲ) 引火性溶剤を使用するドライクリーニング施設（被災施設を部分的に使用す

る場合）の安全性確保の指導 

(ｳ) 公衆浴場への指導・支援 

・ 被災者の入浴機会確保を図るため、既存公衆浴場の最大限の活用を指導 

・ 応急処置による公衆浴場の部分活用への支援 

ウ 被災地域内の市民に対する衛生相談・指導 

(ｱ) 飲料水に関する注意事項の広報紙等による啓発 

(ｲ) 井戸等の飲用水に関する相談・指導 

(ｳ) 害虫発生に関する相談・駆除指導 

(ｴ) 被災家屋の消毒に関する相談・指導 

⑶ 資機材等の備蓄及び調達 

    活動に必要な資機材等は、各担当課に備蓄し、各課協力のもと調達する。 

２ 災害発生時の営業許可・開設届出の取扱い 

区   分 開 設 届 営 業 許 可 備       考 

食

品

衛

生 

飲 食 店 営 業 等 
 

要 
食品衛生法に規定する営業を行う場合 

（基本的に平常時の取扱いと同様。） 

給 食 施 設 不要 
届出が必要。 

（基本的に平常時の取扱いと同様。） 

環

境

衛

生 

理 容 業 ･美 容 業 

不要  施設を設置しない場合に限る。 

要※ 
 施設の所在場所を変更して開設する場合

や仮設の場合は該当する。 

クリーニング業 要 
 施設の所在場所を変更して開設する場合

は該当する。 

公 衆 浴 場 業  免除 緊急時に設置される仮設設備に限る。 

旅 館 業  免除 緊急時に設置される旅館施設に限る。 

※ 被災により、施設の所在場所は変更することなく部分使用する場合や仮設使用する場合

は、施設基準（作業面積等）の適用は行わない。 

なお、本特例の適用については、災害対策本部の解散時期までを目安とする。 

 ３ その他 

   被災地域の生活衛生指導のため、検査を必要とする場合は、衛生研究所で検査を実

施する。 

    

第４ 特定動物の監視 

《健康福祉局動物愛護センター》 

市民が飼養し、人の生命、身体又は財産に害を加えるおそれがある動物（以下「特

定動物」という。）の逸走による危害を防止するための特定動物の監視活動は、次のと

おりとする。 

 １ 監視活動の範囲 

  ⑴ 災害発生時における特定動物の飼養状況の監視 

  ⑵ 逸走特定動物発生時における逸走状況の把握及び市民への広報 

  ⑶ 逸走特定動物の措置について飼養者及び関係機関との協議決定 

 ２ 監視班の編成 

   動物愛護センターは、特定動物の監視班を編成する。 

 ３ その他 

   特定動物からの危害防止活動において必要な場合は、県警察等関係機関へ出動要請を行う。 

   なお、安佐動物公園においては、特定動物の脱出に備え、日頃から施設の整備及び

管理についての安全対策を講じるとともに、災害時においては、入園者等の安全確保、

特定動物の収容、監視及び捕獲対策等必要な措置を講じる。 
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第５ 愛護動物の保護管理 

《健康福祉局動物愛護センター》 

動物の愛護と適正な飼養の観点から、獣医師会や動物取扱業者等と連携を図りなが

ら、被災した愛護動物の保護・収容等に係る体制の整備に努める。 

 
 

 遺体の捜索・収容及び火葬等対策 
 

 地震災害により行方不明又は死者が多数発生した場合において、遺体の捜索・収容、検

視場所の確保等及び遺体安置所の開設等必要な応急対策を講じる。 

 

第１ 遺体の捜索 

《各消防署》 

１ 捜索の対象 

   捜索の対象は、災害のため安否が確認できない者（以下「行方不明者」という。）と

する。 

 ２ 行方不明者の捜索活動 

   行方不明者の捜索活動は、消防局、消防団、区災害対策本部等及び県警察、海上保

安庁等の関係機関が相互に連絡を密にし、連携してこれを実施する。また、必要に応

じて自主防災組織等に協力を求める。 

 ３ 遺体発見時の措置 

   遺体を発見したときは、区災害対策本部に連絡し、併せて発見場所を管轄する警察

署又は広島海上保安部（海上漂流遺体の場合に限る。）に連絡する。また、警察官又は

海上保安官が到着するまでの間、遺体及び発見場所の周囲の状況を保存する。 

 

第２ 遺体安置所の開設・管理運営 

《各市民課・保険年金課・生活課》 

１ 遺体安置所の開設 

   区災害対策本部長は、次のいずれかに該当する場合、公共施設（候補施設）等に遺

体安置所を開設し、管理運営に要する職員を派遣する。ただし、被災した区に遺体安

置所が開設できない場合、又は区ごとではなく複数の区に１箇所など集約して遺体安

置所を開設する場合、若しくは県警察等関係機関から市災害対策本部に開設の要請が

あった場合など、市災害対策本部長は、必要に応じて当該区の区災害対策本部長に開

設を指示する。 

   このとき、遺体安置所とする施設については、必要に応じて県警察と協議する。 

  ⑴ 多数の遺体を伴う災害が発生したとき。 

⑵ 多数の行方不明者を伴う災害が発生したとき。 

⑶ 災害により多数の遺体・行方不明者が予測されるに至ったとき。 

⑷ その他被害の程度又は社会的影響を考慮し、市又は区災害対策本部長が開設する

必要があると認めたとき。 

２ 検視場所の確保等《各区市民課・保険年金課・生活課》 

  区災害対策本部長は、遺族感情への配慮や効率的な検視・身元調査の遂行のため、

開設した遺体安置所内に検視・身元調査場所を設置する。 

３ 資機材の調達・確保 

 区災害対策本部長は、遺体安置所の管理運営に必要な資材等の調達・確保を行う。 

４ 遺体安置所に収容・安置する遺体 

⑴ 災害の発生場所から発見された遺体 

  ⑵ 災害の発生場所から医療機関等に搬送された後に死亡した者であって、その死因

が自然死であるか不自然死であるか判明しない遺体 

  ⑶ 災害の発生に伴う避難生活中に死亡した者であって、その死因が自然死であるか

不自然死であるか判明しない遺体 
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⑷ その他災害が原因で死亡したと認められる遺体 

５ 遺体安置所の業務 

 遺体安置所に派遣された職員は、県警察等関係機関と連携し、次の業務を行う。 

⑴ 遺体等の収容 

  ⑵ 検視・身元調査（県警察） 

  ⑶ 検案（医師） 

  ⑷ 遺体等の安置・保存 

  ⑸ 遺族等の受付、遺体の身元確認の立会い及び遺体等の引渡し 

⑹ 遺族支援（遺体の火葬までの手順の説明など。） 

⑺ 遺体安置所の管理運営に必要な記録と状況報告 

⑻ その他必要な業務 

 

第３ 遺体の検案 

《健康福祉局医療政策課、地方独立行政法人広島市立病院機構広島市民病院・安佐市

民病院》 

１ 検案班の編成 

  ⑴ 健康福祉局は、広島市民病院、安佐市民病院の協力を得て、検案班を編成し、遺

体の検案を行う。 

  ⑵ 検案班は、医師、看護師その他の職員で構成する。 

  ⑶ 医師が不足する場合は、広島市域医師会その他関係医療機関に協力を依頼する。 

 ２ 検案の実施 

 遺体の検案は、検視・身元調査と同じ場所で実施する。 

 ３ 検案時の処理事項 

   遺体の検案に当たっては、検視担当の警察官と情報の共有を行うとともに、死亡診

断のほか、必要な医学検査を行い、死体検案書を作成する。 

 

第４ 遺体の搬送 

《健康福祉局環境衛生課、各区市民課・保険年金課・生活課》 

遺体安置所からの遺体の搬送は、次のとおり行う。 

 １ 区災害対策本部長は、火葬に付すべき遺体数を遺体安置所別に保健医療担当局長に

報告する。 

２ 保健医療担当局長は、区災害対策本部長の報告及び火葬場の処理状況等を勘案のう

え、遺体搬送計画を立て、区災害対策本部長に連絡する。 

 ３ 区災害対策本部長は、遺体搬送計画に基づき、火葬場へ遺体を搬送する。遺体の搬

送については、原則として遺族に行わせる。ただし、その手段がない場合は、区災害

対策本部長が葬祭業者等に協力を要請する。 

 ４ 遺体の搬送は、遺族等の判明している遺体を優先し、身元及び遺族等の不明な遺体

は次順位とする。 

 ５ 保健医療担当局長は、必要に応じて県と連携し、周辺市町村等への協力を依頼する。 

 

第５ 遺体の火葬 

《健康福祉局環境衛生課》 

遺体の火葬は、次のとおり行う。 

 １ 遺体は、原則として死体火葬許可証に基づき火葬する。 

   死体火葬許可証の発行が困難な場合は、厚生労働省の指示に基づき、特例許可証、

死亡診断書又は死体検案書により火葬する。 

 ２ 身元不明の遺体及び身元は判明しているが引取者のいない遺体は、区長が引取者で

あることを確認のうえ、火葬する。 

   なお、火葬した後の遺骨は、氏名又は固有の識別番号を記載した名札等により明示

し、区長に引き渡し、区長は当該遺骨を保管する。 

 ３ 火葬場は、永安館、西風館、可部火葬場及び五日市火葬場を使用する。 

   永安館、西風館、可部火葬場、五日市火葬場の使用が困難な場合又は火葬能力を超
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える場合には、保健医療担当局長は、県と連携し、周辺市町村等の協力を得て遺体火

葬計画を立て実施する。 

 

（資料編）参考保環－１ 災害時における遺体安置所の維持管理等に必要な資材等の緊急

調達及び供給の協力等に関する協定書 

 

 

 廃棄物・土砂の処理対策 
 

 地震災害が発生した場合、廃棄物及び土砂の処理等について、以下に示すほか、「広島市

災害廃棄物処理計画」に基づき、必要な対策を講じる。 

 

第１ 特別清掃対策部の設置 

《環境局環境政策課・環境保全課・施設課・埋立地整備管理課・業務第一課・業務第

二課・産業廃棄物指導課》 

１ 設置時期 

   地震災害により多量のごみが排出され、又はし尿の応急汲取りを必要とする被災家

屋が多数生じ、若しくは指定避難所等に多数の仮設トイレを設置する必要が生じた場

合で、次のいずれかに該当するときは、環境局に特別清掃対策部を設置する。 

  ⑴ 災害対策本部が設置され、本部長が必要と認めたとき。 

  ⑵ 災害対策本部が設置されないまでも、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条

第１項の規定による一般廃棄物処理計画では十分に対応できない場合で、環境局長

が特に必要と認めたとき。 

 ２ 組織編成 

   特別清掃対策部の組織編成は、次のとおりとする。なお、「災害廃棄物処理班」は、

特別清掃対策部長が特に必要と認めた場合に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  損壊家屋の解体やがれき

等の撤去に必要な建築、土

木の技術職員を特別清掃対

策部長から各局・区長に要

請し、環境政策課内に組織

を設置する。 

連 絡 調 整 班 
（環境政策課） 

ご み 収 集 班 
（業務第一課） 

ご み 処 理 班 
（施設部） 

し尿収集処理班 
（業務第二課） 

環 境 対 策 ・ 
指 導 班 
（環境保全課） 
（産業廃棄物指導課） 
（業務第一課） 

災 害 廃 棄 物 
処 理 班 ※ 
（環境政策課） 

特別ごみ収集班 

 

 

環境事業所 廃 棄 物 
処理業者 

特別し尿収集班 

 

 

都市整備公社 し尿・浄
化槽業者 

 

第２ ごみ及びし尿の処理対策 

地震災害が発生した場合、被災地域における生活環境を保全するため、被災家屋の

片付け等に伴い排出される片付けごみ、避難所から排出される避難所ごみ及び通常の

生活により排出される家庭ごみ（以下「片付けごみ等」という。）並びに仮設トイレ等

からの汲取りし尿等（以下「し尿」という。）の収集運搬･処分及び指定避難所等への

仮設トイレの設置等必要な対策を講じる。 
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１ 特別作業計画の策定《環境局業務第一課・業務第二課》 

⑴ 地震災害発生後、直ちに被災状況及び所要作業量の調査を行うとともに、その調

査結果に基づき、片付けごみ等及びし尿の収集運搬・処分及び仮設トイレの設置に

ついての特別作業計画を策定し、これに基づき対応を行う。 

地震災害により排出された多量の片付けごみ等の収集運搬を本市のみで実施する

ことが困難と認めるときは、広島市廃棄物処理事業協同組合に対して協力を要請し、

当組合からの協力内容等を参考に特別作業計画を策定するものとする。 

⑵ 特別作業計画を策定したときは、必要に応じて告示又は広報活動を行い、集積場

所や収集方法等について住民に周知を図る。 

２ ごみの処理 

  ⑴ ごみの集積《環境局業務第一課・各環境事業所》 

    排出された片付けごみ等は、所定の集積場所又は本市が設置する仮置場等に住民

の協力を得て集積する。 

    なお、住民には、可能な限りごみの分別排出について協力を求める。 

  ⑵ ごみの収集運搬《環境局業務第一課・各環境事業所》 

    集積場所等に集積されたた片付けごみ等の収集運搬は、「特別ごみ収集班」を編成

し行う。 

   ア 特別ごみ収集班の編成と区域 

編 成 機 関 収集運搬の所管区域 摘      要 

中 環 境 事 業 所 廃 

棄 

物 

処 

理

業 

者 

中区、東区 

１ 編成数は各地域のごみの排出量に

応じて指示する。 

２ 収集運搬の所管区域は災害状況に

応じて調整する。 

南 環 境 事 業 所 南区 

西 環 境 事 業 所 西区 

安佐南環境事業所 安佐南区 

安佐北環境事業所 安佐北区 

安芸環境事業所 安芸区 

佐伯環境事業所 佐伯区 

イ 収集運搬車両 

     片付けごみ等の収集運搬は、本市及び廃棄物処理業者が保有するごみ収集車両

により行う。なお、当該車両が不足するときは、建設機械レンタル会社に対して

車両提供を要請し、又は近隣市町、土木業者等へ応援を依頼する。 

  ⑶ ごみの処分《環境局施設課・埋立地整備管理課・各清掃工場・玖谷埋立地》 

    集積場所等から収集した片付けごみ等は、本市のごみ焼却施設及び埋立地等で処

分する。 

    なお、感染症予防上実施した清掃・消毒によって生じた廃棄物は、感染を防止す

るための必要な処置を施したうえで処分する。 

 ３ し尿の処理《環境局業務第二課》 

⑴ 指定避難所等への仮設トイレの設置及び管理 

指定避難所等に仮設トイレ設置の必要が生じた場合は、「災害時における仮設ト

イレの設置協力に関する協定書」に基づき、仮設トイレレンタル業者に対し、所要

の仮設トイレの確保及び設置の協力を要請する。協定に基づく要請のみでは必要数

を確保できない場合には、県や国等へ要請を行う。 

仮設トイレの設置後には、水洗用の水が必要となることに留意する。また、清掃

等の衛生管理は、原則として、自主防災組織等が中心となって行うものとする。 

なお、仮設トイレを設置するまでの間の避難生活では、原則として、自主防災組

織等が中心となって、指定避難所等に備蓄してある簡易トイレを設置・使用するも

のとする。 

また、仮設トイレ設置において、公共下水道接続型仮設トイレ受入施設が整備さ

れている場合は、同施設の使用可否を確認のうえ、同施設に仮設トイレを設置する

ものとする。 

⑵ し尿の収集運搬 

  ア 特別し尿収集班の編成 
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     浸水地域におけるし尿の応急収集及び指定避難所等に設置した仮設トイレのし

尿収集を行うため、次により「特別し尿収集班」の編成を要請する。 

区分 編 成 機 関 処 理 区 域 摘       要 

要 

 

 

 

請 

（ 一 財 ） 

広島市都市

整 備 公 社 

浄 化 槽 

清 掃 業 

許 可 業 者 

中区 

東区（旧安芸町※1 を除く。） 

南区（※2 を除く。） 

西区（新庄町を除く。） 

１  必要な人員及び車両等につ

いては、特別作業計画に基づき

要請する。 

２  被災地区が特定の地区に集

中し、指定の編成機関では対応

が困難な場合は、他の処理区域

の編成機関に応援を要請して

行う。 

３ 東区（旧安芸町※1）及び安芸

区については、安芸地区衛生施

設管理組合の責任のもとに処

理する。 

し 尿 収 集 

運 搬 業 務 

委 託 業 者 

南区（※2 のみ。） 

西区（新庄町） 

安佐南区 

安佐北区 

佐伯区 

（区域ごとに、原則として平

時に収集を委託している業

者を指定する。） 

安芸地区衛生施設管理組

合 

東区（旧安芸町） 

安芸区 

※1 旧安芸町：東区福田・馬木・温品・上温品 

※2 青崎一丁目～二丁目、旭一丁目～三丁目、宇品海岸一丁目～三丁目、宇品

神田一丁目～五丁目、宇品西一丁目～六丁目、宇品東一丁目～七丁目、宇品

御幸一丁目～五丁目、黄金山町、北大河町、楠那町、小磯町、 丹那新町、

丹那町、月見町、出汐一丁目～四丁目、出島一丁目～四丁目、西旭町、西霞

町、西本浦町、西翠町、仁保一丁目～四丁目、仁保沖町、仁保新町一丁目～

二丁目、仁保南一丁目～二丁目、日宇那町、東青崎町、東霞町、東本浦町、

堀越一丁目～三丁目、本浦町、翠一丁目～五丁目、南大河町、皆実町一丁目

～六丁目、向洋大原町、向洋沖町、向洋新町一丁目～四丁目、向洋中町、向

洋本町、元宇品町、山城町 

イ し尿の応急収集等 

し尿の応急収集は、浸水地域を中心に減水後、特別し尿収集班の編成により行

うものとし、被災地が広範囲なため処理能力が及ばない場合は、当面の措置とし

て便槽内容の部分汲取り（５～６割程度）を実施し、各戸のトイレの使用を可能

とする。 

また、指定避難所等に仮設トイレを設置した場合は、指定避難所等の公衆衛生

を保持するため、汲取りを実施する。 

ウ し尿の運搬 

     し尿の運搬は、（一財）広島市都市整備公社及びし尿・浄化槽業者が保有する車

両により行う。なお、当該車両が不足するときは、近隣市町村、関係業者等へ応

援を依頼する。 

  ⑶ し尿の処分 

    指定避難所等から収集したし尿は、安芸区及び東区福田・馬木・温品・上温品で

発生したものについては安芸地区衛生施設管理組合の安芸衛生センターに搬入し、

それ以外の市域で発生したものについては西部水資源再生センターし尿等投入施設

に搬入し、処分を行う。これらの施設が被災した場合又は各施設の処理能力を超え

たし尿が発生した場合には、公共下水道終末処理場の処理能力の範囲内で下水道放

流処分を行う。 

        それでもなお処分が困難な場合は、近隣市町等に受入の要請を行う。 

 

第３ 災害廃棄物及び土砂の処理対策 

《環境局環境政策課・環境保全課・施設課・埋立地整備管理課・業務第一課・産業廃

棄物指導課、経済観光局農林整備課、都市整備局緑政課、道路交通局道路課、下水道

局河川防災課》 

  地震災害が発生した場合、被災地域の応急対策や復旧・復興の円滑な実施を図るた

め、災害廃棄物（片付けごみ及び倒壊・流失等によりがれき状態になった建物・解体
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廃棄物、土砂と廃棄物が混ざった混合廃棄物、津波堆積物など、撤去が必要な撤去ご

みをいう。以下同じ。）及び土砂の収集運搬・処分について、関係部局で連携し、必要

な対策を講じる。 

 １ 発災後速やかに災害廃棄物及び土砂の発生量を推計し、候補地の仮置場のほか、公

有地等を利用して臨時の仮置場を確保する。 

 ２ 災害廃棄物及び土砂は計画的に収集し、処分場等又は仮置場に運搬する。 

 ３ 仮置した災害廃棄物及び土砂については、速やかに処理計画を策定し、計画に基づ

き適正に処理する。 

 ４ 災害廃棄物及び土砂については、可能な限りリサイクルに努めるものとするが、リ

サイクルできないものについては、県及び関係機関と協議のうえ、計画的に処分する。 

 ５ 災害廃棄物のうち、石綿を含む建築物のがれきについては、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律等に基づき適正に収集運搬・処分する。 

   また、建築物等の解体等による石綿の飛散を防止するため、必要に応じ事業者等に

対し、大気汚染防止法に基づき適切な措置を講じた上で解体等を行うよう指導・助言

する。 

 ６ 災害廃棄物のうち、ＰＣＢ廃棄物、フロン類等の有害廃棄物や危険物については、

関係法令等に基づき適正に保管・処理する。 

 

第４ 有害物質の飛散等防止対策 

《有害物質の取扱を指導する関係課》 

有害物質の漏洩及び石綿の飛散を防止するため、施設の点検、応急措置、関係機関

への連絡、環境モニタリング等の対策を行うものとする。 

 

（資料編）２－15－１ 広島市災害廃棄物処理計画 

３－15－１ 環境事業所施設等一覧表 

３－15－２ 公共下水道接続型仮設トイレ受入施設整備箇所図 

参考業一－１ 災害一般廃棄物の収集運搬に関する協定書 

参考業一－２ 災害時におけるごみ収集車両の提供に関する協定書 

参考業二－１ 災害時における仮設トイレの設置協力に関する協定書 

 

 

 下水道施設応急対策 
 

地震・津波災害が発生した場合において、雨水・汚水の疎通に支障のないよう下水道施

設の応急復旧を行い、平常時の機能を維持する。 

 

第１ 下水道対策部の設置 

《下水道局経営企画課》 

１ 設置時期 

   次のいずれかに該当するときは、下水道局に下水道対策部を設置する。 

⑴ 災害対策本部が設置され、本部長が必要と認めたとき。 

  ⑵ 災害対策本部が設置されない場合で、下水道対策部の設置の必要があると下水道

局長が特に認めたとき。 

２ 組織編成 

下水道対策部の組織編成は、広島市下水道事業継続計画の非常時対応における役割

等に準ずる。 

 

第２ 施設の応急対策 

《下水道局維持課・管路課・施設課・管理課・各水資源再生センター》 

下水道施設の破損は、相当の広範囲にわたる排水機能の停止を招くおそれがあり、

この復旧については、速やかに実施することを基本とし、次の対策を講じる。 
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 １ 水資源再生センター、ポンプ場等が停電した場合は、直ちにディーゼル機関直結ポ

ンプ又はディーゼル発電機等の予備動力装置を使用し、下水処理及び排除に万全を期

する。 

 ２ 使用燃料及び冷却水の緊急確保を図る。 

 ３ 下水道施設に浸水をきたした場合には、土のう、その他の工法等により、浸水を阻

止し、破損箇所の応急修理を行い、下水処理及び排除を行う。 

 ４ 管渠の破損、水資源再生センター・ポンプ場の機器類等の破損により、排水不能の

事態が生じた場合には、移動式ポンプ等により仮排水を行い、応急復旧に努める。 

 ５ 多量の塵芥等により、管渠の閉そく又は流下が阻害された場合は、速やかに仮排水

等を行い、応急復旧に努める。 

 ６ 工事施工中の箇所においては、請負業者とともに工事現場の安全確保及び復旧に努

める。 

７  施設・地区ごとの応急復旧の優先順位については、ライフライン連絡調整

会議において、ライフライン関係機関が協調して応急復旧を行う施設・地区

が定められた場合には、その結論に配慮するものとする。  

８ 応急復旧に必要な最小限の資機材を備蓄しておくものとし、災害の規模により、多

くの資機材を必要とする場合には、関係団体及び業者から緊急調達を行う。 

 ９ 下水道施設の被害状況、復旧の見通し等について、必要に応じて広報車等による広

報やテレビ・ラジオによる放送を連絡調整班に依頼する。 

 10 その他被害の想定できない事態が発生した場合は、最良の方法を検討し、速やかに

応急復旧に努める。 

 

第３ 下水の樋門の操作 

《下水道局維持課・各錐資源再生センター》 

１ ひ門の管理者（操作員を含む。）は、震度５弱以上の地震の発生及び広島県に大津波

警報又は津波警報が発表された場合は、水位の変動及び状況に応じて、ひ門等の適正

な開閉を行う。 

２ ひ門の管理者は、地震が発生し津波のおそれがある場合は、水位変動等に注意し、

状況に応じて、直ちにひ門等の適正な開閉が行えるよう準備を行う。 
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 輸送対策 
 

地震災害により道路、橋梁、港湾施設等の交通施設に被害が発生し、又は発生するおそ

れがある場合、交通の安全と施設の保全を図るとともに、緊急輸送の確保を図るため、通

行の禁止又は通行制限等の交通規制の実施や輸送車両等の確保等必要な対策を講じる。 

 

第１ 緊急輸送の対象範囲 

《危機管理室》 

１ 被災者 

２ 災害対策要員 

３ 救助用物資・資機材 

４ 救急医薬品、緊急医療用水、衛生材料及び医療用具 

５ 飲料水、食料、生活必需品等 

６ 応急復旧用資機材 

７ その他救助・救急活動、医療活動や応急復旧等に必要な人員・物資等 

 

第２ 緊急輸送車両等の確保等 

１ 緊急輸送車両等の確保《企画総務局総務課、道路交通局道路管理課、危機管理室》 

⑴ 本市における輸送力の確保については、各局等・各区保有の車両による。 

⑵ 市災害対策本部又は区災害対策本部が設置された場合は、市有車両は企画総務局

が、区が保有するものにあっては区災害対策本部が統括することとし、それぞれの

長は、あらかじめ一定数の車両等を待機させるとともに、その実数を市災害対策本

部に報告する。 

     なお、車両等を保有する各課においては、緊急の場合に備え携帯用無線機の搭載

や燃料点検等に努める。 

⑶ 市有車両が不足する場合には、各局等及び区災害対策本部は、市災害対策本部に

対し、用途、車種、台数、使用期間、引き渡し場所等を明記のうえ、あっせんを要

請する。ただし、特殊車両については、各局等及び区災害対策本部で調達する。 

⑷ 区災害対策本部長は、必要に応じて車両等の現地調達をすることができる。なお、

現地調達を行った場合には速やかに市災害対策本部へ報告する。 

⑸ 市災害対策本部長は、前記⑶による要請を受けた場合又は自ら必要と認める場合

には、次に掲げる機関に連絡し、あっせんを依頼し、緊急輸送の確保に努めるもの

とする。 

  なお、大規模災害時等においては、運送事業者である指定公共機関又は指定地方

公共機関に対する被災者の運送の要請又は指示について、県に要請する。 

輸送機関 協    力    機    関 

自動車輸送 
中国運輸局、広島県トラック協会、日本通運株式会社、広島県バス協会、
広島電鉄株式会社、その他関係機関（県、他市町村等） 

鉄軌道輸送 
中国運輸局、西日本旅客鉄道株式会社中国統括本部、日本貨物鉄道株式
会社、広島電鉄株式会社、広島高速交通株式会社、西日本旅客鉄道株式
会社山陽新幹線統括本部 

船 舶 輸 送 
中国運輸局、広島海上保安部、広島地区旅客船協会、瀬戸内海汽船株式
会社、その他関係機関（県、他市町村等） 

航 空 輸 送 
第六管区海上保安本部、県、県警察本部、自衛隊、国土交通省大阪航空
局広島空港事務所、広島ヘリポート管理事務所 

⑹ 上記により緊急輸送手段を確保しても、なお緊急輸送を行うことが必要な場合は、

中国運輸局長と協議して、緊急輸送に必要な車両等を確保する。 

２ 緊急輸送車両等の配車《企画総務局総務課、道路交通局道路管理課》 

⑴ 市有車両及び民間車両 

企画総務局、道路交通局及び区災害対策本部は、調達依頼又は調達指示に基づき、

車両等の用途別配車計画を作成し、待機車両又は調達車両を的確に配車する。 

⑵ 船舶・航空機等 
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船舶・航空機等については、車両と同様の手続きによる。 

なお、船舶等については陸上輸送と接続する場合があるので、調達を依頼した局

等及び区災害対策本部の長は、陸上輸送と行き違いのないよう、市災害対策本部と

十分連絡調整を図りながら対応する。 

３ 緊急輸送車両等の燃料の確保《危機管理室》 

緊急輸送車両等に必要な燃料の確保については、「大規模災害時における自動車用

燃料等の供給協力に関する協定」（資料編参考危予－9）に基づき、広島県石油商業組

合に対し協力を要請する。なお、不足する場合には、広島県災害対策本部に必要な措

置を要請する。 

 

（資料編）３－17－３ 広島市有自動車等一覧表  

参考道管－１ 大規模災害時における緊急輸送の協力に関する協定（トラック輸送） 

参考道管－２ 大規模災害時における緊急輸送の協力に関する協定（バス輸送） 

参考危予－８ 災害時における船舶輸送に関する協定 

参考危予－９ 大規模災害時における自動車用燃料等の供給協力に関する協定 

 

第３ 緊急通行車両等の確認手続き 

１ 災害時における確認手続き《道路交通局道路管理課》 

県公安委員会が、災害応急対策として緊急の必要があると認め、緊急通行車両等以

外の通行の禁止又は制限を区域又は道路の区間を指定して行った場合、緊急通行車両

等とする必要があると認められるもので、各局等が保有する車両については道路交通

局が、区が保有する車両については区災害対策本部が、その他の車両については市災

害対策本部が、それぞれ次の要領により、必要な手続きを行う。 

⑴ 県公安委員会（県警察本部、最寄りの警察署及び交通検問所）に緊急通行車両の

標章及び確認証明書（以下「標章等」とする。）の交付を申請する。 

  なお、標章等の有効期限は、交付の日から５年後の日までである。 

⑵ 交付を受けた標章等は、当該車両前面の見えやすい箇所に掲示する。 

２ 災害発生前の確認手続き《危機管理室危機管理課》 

災害時に緊急通行等が必要とされる車両について、災害発生前でも県公安委員会（県

警察本部経由）に手続きを行うことにより、標章等の交付を受けることができる。手

続は、次のとおりである。 

⑴ 対象車両 

本市が保有する車両、又は契約等により常時本市の活動のために専用に使用され

る車両若しくは災害時、他の関係機関・団体から調達する車両に該当し、本計画に

おいて災害対策基本法第 50 条第１項各号に規定する災害応急対策に従事すること

としている車両 

⑵ 申出者 

関係課長等（庶務担当又は緊急通行に係る業務責任者） 

⑶ 申出先 

緊急通行車両等として届け出る車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署交通課 

⑷ 必要書類 

ア 当該車両を使用して行う業務内容を疎明する書類（上申書・輸送協定等による

場合は協定書等の写し） 

イ 緊急通行車両等事前届出書（２通） 

ウ 自動車検査証の写し 

エ 自動車検査証の使用者と申出者が異なる場合は、申出者が災害応急対策で使用

する車両であることを疎明する書面（契約書の写し等） 

⑸ 標章等の交付等 

緊急通行車両等としての要件が備わっていれば、標章等が交付されるので、定期

的に点検を行う等紛失防止に配意するとともに､関係課長等が一括保管するなど、

適正に保管しておく。 
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 〈確認標章〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 １ 色彩は、記号を黄色、縁色及び「緊急」の文字を赤色、｢登録（車両）番号｣ 、

「有効期限」、「年」、「月」及び「日」の文字を黒色、登録（車両）番号並びに年、

月及び日を標示する部分を白色、地を銀色とする。 

２ 記号の部分に、表面の画像が光の反射角度に応じて変化する措置を施すものと

する。 

３ 図示の長さの単位は、センチメートルとする。 
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第     号 

年 月 日 

 

緊急通行車両確認証明書 

 

 

広島県公安委員会   印    

番号標に表示されている番号  

車 両 の 用 途 

（緊急輸送を行う車両にあって

は 、 輸 送 人 員 又 は 品 名 ） 

 

活 動 地 域  

車両の使用者 

住 所 

 

 

（     ）   局   番 

氏 名 又 は 名 称  

有 効 期 限  

備 考  

備考 要旨は、日本産業規格Ａ４とする。 
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（上申書作成例） 

 

〈 文 書 番 号 〉 

令和  年  月  日 

  広島県公安委員会  様 

 

 

                            広島市長 ○○ ○○ 

                            （ ○ ○ 室 ○ ○ 課 ） 

 

緊急通行車両の確認の申出について 

 

 広島市が所有し、災害対策基本法第 50 条第１項等に規定する災害応急対策を実施する

ために使用することとしている車両は下記のとおりです。 

 ついては、当該車両の緊急通行車両の標章及び証明書を交付していただくようお願いし

ます。 

 

記 

 １ 対象車両 

   ○○台  

（別紙「緊急通行車両確認申出一覧表（○○警察署）」参照） 

 ２ 添付書類 

⑴ 緊急通行車両確認申出書 各１通（計○○通） 

⑵ 自動車検査証の写し 各１通（計○○通） 

 ３ その他 

 

 

                ◇            ◇ 

 

 別紙 

   緊急通行車両確認申出一覧表（○○警察署） 

                              【広島市】 

 番 

号 
登録（車両）番号 用途 

緊急通行の  

業務責任者 
備考 

 

 
１ 広島 88 い 1234 

災害の拡大防止のための措置

（災対法第 60 条第 1 項第 9 号） 
○○室○○課長  

 

 
２ 広島 88 い 5678 

施設及び設備の応急復旧 

（災対法第 60 条第 1 項第 9 号） 
○○局○○課長 委託契約 

 

     
 

印 



203 

 

第４ 船舶による輸送 

《広島海上保安部、危機管理室》 

１ 広島湾内の被害情報の収集 

広島海上保安部及び本市は、大規模災害発生後、直ちに海上から広島湾内の護岸、

桟橋等の被害状況及び船舶接岸可能地点、船舶航行の障害物等の調査を行い、相互に

情報を提供する。 

２ 発着地点の決定 

道路・橋梁等の被害又は交通渋滞等のため、陸上輸送よりも海上輸送の効率が良い

と認められる場合は、本市は、輸送に係る船舶の発着地点、その他安全かつ効率の良

い海上輸送航行について、広島海上保安部と協議のうえ、船舶により被災者、災害応

急要員、救援物資、食糧、飲料水等を海上輸送する。 

３ 海上緊急輸送の実施 

広島海上保安部は、本市の行う海上緊急輸送に協力するとともに、同輸送が迅速に

行うことができるよう他の船舶の航行を誘導又は制限する等の措置を講じる。 

 

第５ 航空機による輸送 

災害の状況により、航空輸送を必要とするときに実施する。  

 

第６ 輸送拠点の開設等 

《企画総務局総務課、道路交通局道路管理課、危機管理室》 

１ 輸送拠点 

大規模災害時の救援物資の受入等のため、救援物資の輸送端末地となる輸送拠点候

補施設を定め、救援物資の輸送・受入の迅速・円滑な実施を図る。 

※  「中央市場・草津岸壁・草津漁港」及び「広島港宇品地区・宇品内港地区」は、それぞれ

一つの輸送拠点として集配を行う。 

２ 輸送拠点の開設 

   市災害対策本部は、輸送拠点を開設するときは、関係機関等に通知するとともに、

配送等に要する人員・車両等を確保する。 

 ３ 県との連携 

   県西部の救援物資の輸送拠点として、県が広島広域公園と広島港を指定している。 

   本市としては、必要に応じて運営に協力するなど、県と連携を取りながら円滑に業

務を行う。 

 

第７ 緊急輸送道路の確保 

１ 道路被害情報の収集《道路交通局道路管理課・道路課・街路課》 

本市（道路交通局）は、区の道路パトロール、参集職員からの情報収集その他の方

法により（警察署等からの情報等を含む。）、道路に関する被害情報を収集する。この

場合、収集した情報を市災害対策本部及び各道路管理者へ報告する。 

２ 道路交通規制《道路交通局道路管理課・道路課》 

地震により道路が被害を受け、交通が危険であると認められる場合、又は道路応急

復旧作業のためやむを得ないと認められる場合は、次の要領により、区間を定めて交

通規制を行う。 

拠点候補施設名 
輸送手段 

接続する道路 
陸 海 空 

東部市場 ○   国道2号 

中央市場・草津岸壁・草津漁港 ○ ○  草津鈴が峰線 

広島ヘリポート   ○ 南観音観音線 

広島港宇品地区・宇品内港地区  ○  国道487号 

大田川河川敷   ○ 国道54号 
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⑴ 区は、所轄警察署長の意見を聞いて、迂回等交通規制に係る応急対策を講じる。

ただし、所轄警察署長の意見を聞くいとまのない場合は、区長独自の判断で応急対

策を講じた後、所轄警察署長に通知する。 

なお、大規模な道路被害により広範囲（特に２行政区以上にまたがる場合）に交

通規制を行う必要がある場合は、県警察に協力を依頼する。 

⑵ 本市（道路交通局）は、区役所及び県警察から交通規制の情報を受けた場合は、

速やかに市災害対策本部へ報告する。 

３ 道路啓開のための車両等の移動《道路交通局道路管理課・道路課》 

  道路管理者は、地震のため道路における車両の通行が停止するなどにより、当該車

両が緊急通行車両の通行を妨害し、災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれ

があるため、緊急の必要があるときは、道路区間を指定し、緊急通行車両の通行を確

保するための必要な措置をとることを、当該車両の占有者等に命ずる。 

 ⑴ 道路区間の指定 

  ア 道路管理者は、道路区間を指定するときは指定すべき道路区間の起終点を示し

て行うが、指定した後であっても、被災状況等に応じて、適宜、区間の追加、削

除を行う。 

    なお、道路区間を指定するときは、道路の状況等を勘案し、車両等の移動等の措置

が必要となる区間が不足なく含まれるよう留意して行い、また、大規模災害時には、

区域による指定（一定の区域内の道路区間を包括的に指定すること）もできる。 

  イ 道路管理者が、道路区間の指定をするときは、あらかじめ、県公安委員会（当

該地域を管轄する警察署、県警本部交通規制課）に当該道路区間及び指定の理由

を通知しなければならない。 

    なお、通知は書面で行うことを原則とするが、緊急を要する場合（通信手段が

ないため、あらかじめ通知することが困難な場合を含む。）にあっては、口頭で行

うこととしても差し支えない。ただし、口頭で通知を行ったときは、事後におい

て、速やかに書面を送付するものとする。 

  ウ 県公安委員会は、必要があると認めるときは、道路管理者に対して道路区間を

指定し、緊急通行車両の通行を確保するための必要な措置をとることを要請する

ことができ、県公安委員会から要請を受けた道路管理者は、当該要請を勘案し、

優先的に啓開すべき道路区間を判断する。 

また、国は、特に必要があると認めるときは、指定区間外の国道、県道及び市

道に関し、道路管理者に対して道路の啓開を行うよう指示することができ、道路

管理者は、緊急通行車両の通行を確保するための必要な措置をとることになる。 

 ⑵ 指定道路区間の周知 

道路管理者は、⑴の道路区間の指定をしたときは、当該指定区間の道路利用者に

対して道路情報板や日本道路交通情報センター等を利用し、当該指定道路区間を周

知する措置をとらなければならない（なお、周知の行き届かなかった者に対しては、

移動命令等の際、当該道路が指定されていることを説明する。）。 

 ⑶ 車両等の移動 

    道路管理者は、①占有者等への移動命令、又は②道路管理者自らによる移動のい

ずれかの方法により車両等の移動を行う。原則として、車両等の移動は、道路区間

を指定した後に実施することとなるが、周知と同時に実施することもできる。 

車両等の移動は、緊急通行車両の通行を確保するため、最低限一車線の通行を確

保することとなるが、道路啓開により確保する幅員及び車線は、被災地の周辺状況

等に応じて判断する。 

※ なお、詳細については、「広島市地域防災計画（基本・風水害対策編）、第３章 

災害応急対策、第１７節 輸送対策、第１ 道路交通応急対策、６ 道路啓開のため

の車両等の移動」を参照のこと。 

４ 応急復旧活動《道路交通局道路課》 

⑴ 応急復旧担当部局 

ア 本市及び市長が管理する国・県・市道  道路交通局 

イ 本市及び市長が管理する農・林道    経済観光局 
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ウ 上記以外の道路            各道路管理者 

⑵ 応急復旧順位 

地震により道路が被害を受けた場合は、緊急輸送道路（震災対策編第２章、第９

節、第８参照）を優先的に応急復旧することとし、必要に応じてその他の道路の応

急復旧を行う。 

⑶ 応急復旧目標 

緊急輸送道路は、原則として、２車線の通行が確保できるように応急復旧を行う。 

⑷ 応急復旧方法 

ア 路面の亀裂、地割れについては、土砂、砕石等を充填する。なお、状況によっ

ては仮舗装を行う。 

イ 路面の大きな沈下については、土砂、砕石等により盛土する。なお、状況によ

っては仮舗装を行う。 

ウ 路面やのり面の崩壊については、土俵羽口工、杭打積土俵工等の水防工法によ

り行う。 

エ がけ崩れによって通行が不能となった道路については、重機械（ブルドーザー、

ショベル、クラムシェル等）により崩壊土の除去を行う。 

オ 倒壊した電柱、街路樹、落下物等については、道路端にたい積後、速やかに撤

去する。 

カ 落橋した場合については、次により応急復旧を行う。 

(ｱ) 落橋部分にＨ型鋼を架けわたし、覆工板等により応急復旧する。なお、状況

によっては、中間に仮橋脚を設ける。 

(ｲ) 上記(ｱ)による方法が困難な場合は、使用できる橋までのう回道路の応急復

旧を行う。 

⑸ 協力要請 

道路管理者のみで応急復旧活動を行うことが困難である場合又は緊急に応急復旧

しなければならない場合には、災害協力事業者等に対して、協力要請を行う。 

５ 道路占用者との相互協力《道路交通局道路課》 

⑴ 地震により緊急輸送道路（広島市緊急輸送道路網図参照：震災対策編 P58）の道

路施設及び占有物件が損壊した場合は、ライフライン連絡調整会議において被害状

況、応急復旧等の情報を交換又は協議する。 

⑵ 公益企業（電気、ガス、上・下水道、電話）の道路占用者は、自己所管以外の施

設の被害を発見した場合は、相互に通報し、直ちに応急措置をとるよう協力するも

のとする。 

⑶ 道路占用者は、占用物件の損壊により交通規制を行う必要がある場合は、速やか

に道路管理者及び所轄警察署長に規制の依頼を行う。 

６ 他の道路管理者との相互協力《道路交通局道路管理課・道路課》 

⑴ 本市（道路交通局）は、地震により道路が損壊した場合は、必要な交通の確保の

ため、道路復旧に係る情報交換及び必要な資機材の確保等について、国土交通省中

国地方整備局広島国道事務所及び県と協力し合う。 

⑵ 本市（道路交通局）は、周辺市町と緊急道路の応急復旧に合わせた道路の応急復

旧が行われるよう情報交換等を行う。 

 

（資料編）３－17－１ 道路現況表 

３－17－２ 異常気象時における道路通行規制要領 

参考路路－１ 災害時における公共土木施設等の応援対策の協力に関する協定 
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 警備対策 
 

地震災害時において、住民の生命、身体及び財産を保護し、公共の安全と秩序を維持す

るため、関係機関と密接な連絡・連携を図り、警備活動を実施するとともに、避難救出、

緊急物資の輸送及び消防活動等の災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため、

速やかに適切な交通規制を行い、交通の混乱を未然に防止する。 

 

第１ 警備対策 

《県警察、広島海上保安部》 

１ 県警察の警備対策 

県警察は、関係機関及び自主防犯組織等と密接な連絡・連携を図り、迅速・的確か

つ効果的な警備対策を推進し、被災地及びその周辺における住民の生命・身体・財産

の保護、交通秩序の維持、各種犯罪の予防・検挙その他公共の安全と秩序を維持して、

治安対策に万全を期するものとする。 

⑴ 警備活動 

県警察は、「防災関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱」に定める活動を行う

ため、次の警備体制等をとるものとする。 

ア 警備要員の参集 

県警察職員は、大規模地震の発生を知ったときは、県警察本部長の定めるとこ

ろにより自動的に参集し、災害警備活動に従事する。 

イ 災害警備対策本部等の設置 

県警察は、大規模地震が発生した場合には、県警察本部に県警察本部長を長と

する災害警備対策本部を、また、各警察署に署長を長とする署災害警備対策本部

等を設置し、警備体制を確立する。 

⑵ 警備部隊の編成及び運用 

大規模地震が発生し、又は発生するおそれがあるときは、県警察本部長の定める

ところにより警備部隊の編成を行い、迅速かつ的確な部隊の運用を行うものとする。 

２ 広島海上保安部の治安維持対策 

海上における治安を維持するため、情報の収集に努め、次に掲げる措置を講じるも

のとする。 

⑴ 巡視船艇等を災害発生地域の所要の海域に配備し、犯罪の予防・取締りを行う。 

⑵ 巡視船艇等により警戒区域又は重要施設周辺海域の警戒を行う。 

 

第２ 交通規制・交通確保対策 

１ 陸上交通《県公安委員会、道路交通局道路課》 

⑴ 交通規制の実施 

県公安委員会は、道路の被害及び交通状況の把握に努め、災害が発生し、又はま

さに発生しようとしている場合において、応急対策を的確かつ円滑に行うために必

要と認めるときは、区域又は区間を指定して、緊急通行車両（道路交通法(昭和 35

年法律第 105 号」第 39 条第 1 項の緊急自動車及び災害対策基本法施行令で定める

車両。以下同じ。）以外の車両の通行を禁止又は制限することができる。 

ア 被災地及びその周辺における優先通行 

緊急通行車両であっても、人命救助及び消火活動に従事する車両の通行を最優

先する。 

イ 緊急交通路の確保 

被災地及びその周辺に通じる主要道路については、あらかじめ緊急交通路とし

て指定するとともに、発災後は、区域又は区間を指定して緊急通行車両以外の車

両の通行を禁止又は制限し、緊急交通路を確保する。 

また、当該区域又は道路の区間については、緊急通行車両以外の車両の走行を

抑制する。 
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ウ 県内への車両の流入の制限 

隣接県に通じる中国自動車道、広島自動車道、山陽自動車道、国道２号及び国

道５４号、国道１８３号等主要道路については、隣接県又は近接県による指導に

より緊急通行車両以外の車両の通行を禁止又は制限し、県内への車両の流入を極

力制限する。 

このため、県内の主要交差点、隣接県境及び高速道路各インターチェンジ等必

要な箇所に検問所を設置する。 

⑵ 運転者のとるべき措置 

県公安委員会は、一般国道、主要地方道等管内の幹線道路を主体に、幹線道路の

主要交差点にできるだけ多くの警察官を配置するとともに、道路交通情報板や立看

板等のあらゆる広報媒体を利用して、通行禁止に係る区域・区間や迂回路等の周知

を図るとともに、「運転者のとるべき措置」として、次の事項を遵守するよう指導・

広報を行う。 

ア 走行中の車両 

(ｱ) 速やかに、車両を通行禁止の区域又は区間以外の場所に移動させる。移動さ

せることが困難な場合は、車両をできる限り道路の左側端に寄せ、緊急通行車

両の通行妨害とならない方法で駐車する。 

(ｲ) 移動・駐車後は、カーラジオ等により地震情報、交通規制情報を聴取し、そ

の情報や周囲の状況に応じて行動する。 

(ｳ) 車両を置いて避難するときは、できるだけ道路外の場所に移動しておくこ

と。やむを得ず道路上に置いて避難するときは、道路の左側 に寄せて駐車し、

エンジンを止め、エンジンキーは付けたままとするか運転席などの車内の分

かりやすい場所に置いておくこととし、窓を閉め、ドアロックはしない。駐車

するときは、避難する人の通行や災害応急対策の実施の妨げとなるような場

所には駐車しない。 

イ 避難のための車両 

避難は原則として徒歩で行い、車両は使用しないこと。 

 

⑶ 路上の障害物除去等 

ア 県公安委員会は、災害対策基本法に基づき、緊急通行車両以外の車両の通行を

禁止し、又は制限を行うため必要があると認めるときは、道路管理者に対し、緊

急通行車両の通行の妨害となる車両等を移動することその他必要な措置をとるべ

きことを道路管理者に要請することができる。 

なお、当該通行禁止区域等の指定に当たっては、あらかじめ当該道路管理者に

通知するとともに、連携して通行禁止区域等における障害物の除去及び応急復旧

等を優先的に実施する。 

イ 警察官は、通行禁止区域等における緊急通行車両の通行を確保するため、車両

その他の物件の占有・所有・管理者に対して、道路外の場所へ移動することを命

じることができる。 

なお、命令の相手方が現場にいない等により、当該措置を命じることができな

いときは、警察官は自ら当該措置をとることができる。 

また、警察官がいない場合に限り、自衛官及び消防吏員は、当該措置をとるこ

とができる。 

⑷ 通行禁止又は制限に関する広報 

県公安委員会は、車両の通行禁止又は制限を行ったときには、直ちに居住者等に

対して立看板・広報幕等による現場広報を行うとともに、警察庁、中国四国管区警

察局、各都道府県警察本部、日本道路交通情報センター、交通管制センター、道路

管理者並びに報道機関等を通じて、交通規制状況、迂回路状況、車両の使用抑制及

び運転者のとるべき措置等について徹底した広報を実施するものとする。 

⑸ 停電時における交通の確保 

県公安委員会は、停電時において交通信号機が停止した場合、警察官を配備して

交通整理を実施するとともに、必要な交差点に可搬式発動発電機を搬送し、交通信
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号機を作動させる。 

⑹ 関係機関との連携 

ア 県公安委員会は、車両の通行を禁止し、又は制限する場合には、道路管理者等

の関係機関、警備業協会等の関係団体との間で相互に緊密な連携を保ち、適切な

交通規制を行うものとする。 

イ 交通規制のため車両が滞留し、その場で長時間停止することになった場合には、

関係機関・団体は一致協力して、その解消のため適切な対応措置を講じるものと

する。 

ウ 通行妨害車両等の排除については、（一社）日本自動車連盟中国本部広島支部

（以下「ＪＡＦ」という。）と「災害時における通行妨害車両等の排除活動に関す

る協定」を締結していることから、ＪＡＦに対して協力を要請する。 

２ 海上交通《広島海上保安部》 

⑴ 交通規制の実施 

広島海上保安部は、海上交通の安全を確保するため、次の措置を講じるものとす

る。 

ア 避難指示・入港制限等 

津波による危険が予想される海域に係る港及び沿岸付近にある船舶に対して

は、港外、沖合等安全な海域への避難を指示するとともに、必要に応じて入港の

制限又は港内停泊中の船舶に対する移動を命じる等の規制を行うものとする。 

イ 交通整理・指導 

船舶交通のふくそうが予想される海域においては、必要に応じて船舶交通の整

理・指導を行う。この場合、緊急輸送を行う船舶が円滑に航行できるよう努める

ものとする。 

ウ 交通の制限及び禁止 

船舶交通の安全のため必要があると認めるときは、船舶交通を制限し、又は禁

止する。 

⑵ 航路の障害物除去等 

ア 港湾管理者及び漁港管理者は、所管する港湾区域及び漁港区域内の航路等につ

いて、沈船、漂流物等により船舶の航行が危険と認められる場合には、関係機関

に報告するとともに、障害物除去に努めるものとする。 

また、港湾施設及び漁港施設の利用者等は、港湾管理者及び漁港管理者の指導

の下、自動車、コンテナ、ドラム缶、有害物質等が海域に流出し、転落しないよ

う措置するとともに、震災時には、調査点検の実施及び異常を認めた場合の防災

関係機関への通報や回復措置をとるものとする。 

イ 広島海上保安部は、海難船舶又は漂流物、沈没物その他の物件により船舶交通

の危険が生じ、又は生じるおそれがあるときは、原因者又は施設管理者等有者等

に対し、早急にこれらの除去その他船舶交通の危険を防止するための措置を取る

よう指導するものとする。 

ウ 広島海上保安部は、水路の水深に異常を生じたと認められるときは、早急に港

湾管理者及び漁港管理者へ通報の上、緊急情報等を発出する。 

エ 広島海上保安部は、航路障害物の発生、航路標識の異常等船舶交通の安全に重

大な影響を及ぼす事態の発生を認めたとき、又は船舶交通の制限若しくは禁止に

関する措置を講じたときは、緊急情報等を発出する。 

オ 広島海上保安部は、大量の油の排出、放射性物質の放出等により船舶、水産資

源、公衆衛生等に重大な影響を及ぼすおそれのある事態の発生を知ったときは、

緊急情報等を発出する。 

３ 航空交通《国土交通省大阪航空局広島空港事務所》 

国土交通省が作成した「災害時における救援航空機等の安全対策マニュアル」に基

づき、航空交通の安全を確保するものとする。 
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 住宅等応急対策 
 

 地震災害により住家が全壊、全焼又は流出し、自己の資力によって居住する住家を確保

できない者等を対象に、応急仮設住宅等を建設・供与する。住家が半壊、半焼若しくはこ

れらに準ずる程度の損傷を受け、自己の資力では応急修理ができない者又は大規模な補修

を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者を対象に、住宅の応急

修理を行い、被災者の居住の安定を図る。 

 また、被災建築物の応急危険度判定を実施し、必要な指導・相談等を行う。 

 

第１ 応急仮設住宅の調達・供給体制の整備 

 １ 建設用資機材の調達・供給体制の整備《都市整備局営繕課・設備課》 

   企業等と連携を図りつつ、応急仮設住宅の建設に必要な資機材に関し、供給可能量

を把握するなど、あらかじめ調達・供給体制を整備しておく。 

 ２ 建設候補地の把握《都市整備局営繕課・設備課・住宅政策課》 

   災害に対する安全性に配慮しつつ、常に応急仮設住宅が建設可能な用地を把握する

など、事前に調達・供給体制を整備しておく。 

応急仮設住宅建設候補地 

区  分 建   設   候   補   地 

中  区 千田公園、東千田公園、吉島東公園、江波山公園、吉島公園、舟入公園 

東  区 新牛田公園、福木公園、元牛田第四小学校（仮称）予定地、戸坂新町公園 

南  区 

出島東公園、広島みなと公園、渕崎公園、出島西公園、宇品第一公園・第五公園、大州公

園、東雲第二公園、東雲本町公園、柞木公園、仁保南第一公園、東青崎公園、比治山下公

園、松川公園 

西  区 

大芝公園、井口台公園、西部埋立第二公園・第三公園・第四公園・第六公園・第七公園・第

八公園、茶臼台公園、庚午第一公園、草津公園、鈴が峰公園、高須台第一公園、高須台中央

公園、古田台公園、陵北公園、山田公園 

安佐南区 

八木梅林公園、山本第六公園、高取公園、毘沙門台公園、Ａシティ中央公園、こころ北公

園、若葉台中央公園、西風新都東公園、相田第七公園、大塚学びの丘公園、平和台公園、伴

西公園、こころ第二公園・第七公園、毘沙門台東公園、春日野中央公園 

安佐北区 

中山公園、可部南第二公園、三入第一公園、あさひが丘公園、森城第四公園、星が丘第四公

園、寺山公園、西山公園、勝木台公園、勝木台第一公園、口田南公園、矢口が丘公園、倉掛

公園、寺迫公園、恵下山公園、桐陽台第一・第五公園、桐陽台公園 

安 芸 区 
瀬野川公園、矢野新町公園、月が丘公園、安芸矢野ニュータウン第一公園・第三公園・第七

公園・中央公園、みどり坂中央公園、みどり坂第一公園、畑賀公園、矢野南三丁目市有地 

佐 伯 区 

五月が丘第五公園、彩が丘中央公園、石内南中央公園、坪井公園、美鈴が丘中央公園、湯来

南運動広場、こころレイクサイドパーク、そらの第二公園、そらの中央公園、石内南第三公

園、五日市中央公園、石内流通第一公園、薬師ヶ丘第六公園、海老山公園、杉並台公園、藤

の木南第一・第五公園、藤の木四丁目市有地、美鈴が丘南第五公園 

 

第２ 応急仮設住宅の建設 

《都市整備局営繕課・設備課・住宅政策課》 

１ 建設の決定 

   応急仮設住宅の建設は、市域又は区域の被害状況を基に市災害対策本部長が決定す

る。 

 ２ 建設方法 

   災害救助法が適用された場合に、救助の実施主体となる県知事が建設する。ただし、
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災害救助法が適用されない場合又は救助を迅速に行うため必要があると県知事が認め、

その事務を委任した場合には、市長が同法に準じた応急仮設住宅を建設する。 

⑴ 建設戸数 

災害の規模や発生場所及び、別途確保し供与する市営住宅等の公的賃貸住宅や借

り上げ可能な民間賃貸住宅の状況等を勘案し、市災害対策本部長が決定する。 

⑵ 建設基準 

ア １戸当たりの規模 

被災地域の実情、被災世帯構成等に応じて設定する。 

イ １戸当たりの工事費の限度額 

災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準（令和５年

６月 16 日内閣府告示第 91 号）に基づき、6,775,000 円以内とする。 

※設置にかかる原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸送費及び建築事務費等の一切の経費  

ウ 標準仕様 

原則、広島県が災害時における応急仮設住宅の建設に関する協力協定を締結し

ている「一般社団法人プレハブ建築協会」、「一般社団法人全国木造建設事業協会」

及び「一般社団法人日本ムービングハウス協会」が作成した標準仕様書及び平面

プランに基づき計画する。 

⑶ 着工時期 

    原則として災害発生の日から２０日以内とする。 

 ３ 建設予定地 

⑴ 応急仮設住宅は、あらかじめ把握している建設候補地（公園その他公有地）に建

設する。ただし、これによりがたい場合には、市災害対策本部長が決定した用地と

する。 

  ⑵ 建設予定地は、応急仮設住宅の建築面積の２倍程度とし、当該予定地については、

財政局（管財課）及び都市整備局が協議して選定する。 

 ４ 応急仮設住宅の管理 

   災害救助法が適用され、市長が県知事から委任された場合等において、応急仮設住

宅の管理を行う。 

  ⑴ 供与の期間 

    供与の期間は、災害救助法の定める２年以内で、必要な期間とする。ただし、特

別の事情がある場合には、市災害対策本部長が決定した期間とする。 

⑵ 入居者の決定 

応急仮設住宅の供与対象者のうち、住宅の必要度の高い順に、抽選その他の方法

により入居者を決定する。 

 

第３ 応急仮設住宅等の供与 

《都市整備局住宅政策課》 

１ 借上げ住宅による応急仮設住宅の供与 

   市長は、広島県が不動産関係団体と締結している「大規模災害時における民間賃貸

住宅の媒介等に関する協定書」や「大規模災害時における民間賃貸住宅の提供に関す

る協定書」に基づき、広島県を通じて不動産関係団体に協力を要請し、民間賃貸住宅

の空家に関する情報の提供を受けるとともに、応急仮設住宅として借り上げ、応急仮

設住宅の供与対象者に供与する。 

また、当該年度の災害救助法の対象となる家賃上限額についてあらかじめ県・国と

協議するなど必要な事前準備を行う。 

 ２ 一時的な住宅の供与 

市長は、市営住宅の空家を、応急仮設住宅の供与対象者等に一時的な住宅として供

与するとともに、他の地方公共団体や企業等に対し、その所有する住宅・寮及びその

他宿泊施設の提供について協力を要請する。 
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第４ 住宅の応急修理 

《都市整備局建築指導課、各区建築課》 

災害救助法が適用され、市長が県知事から委任された場合等において、住家の応急修

理を行う。 

１ 対象となる者 

住宅の応急修理の対象となる者は、災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに

準ずる程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をすることができない者又は大規

模な補修を行わなければ居住することが困難である程度に住家が半壊した者とする。 

２ 修理の範囲 

住宅の応急修理は、居室、炊事場、便所等のように日常生活に欠くことのできない

必要最小限度の部分とする。 

３ 実施期間 

住宅の応急修理の実施期間は、災害発生の日から３か月以内（災害対策基本法（昭

和３６年法律第２２３号）第２３条の３第１項に規定する特定災害対策本部、同法第

２４条第１項に規定する非常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に規定する緊

急災害対策本部が設置された災害にあっては、６か月以内）とする。ただし、やむを

得ない事情がある場合はこの限りではない。 

 

第５ 被災建築物に関する指導・相談 

《都市整備局建築指導課、各区建築課》 

   被災建築物の復旧等に関する技術的指導及び融資に関する相談を行うため、その窓

口を市役所本庁及び必要な区役所に設置する。 

 

第６ 被災建築物応急危険度判定及び被災宅地危険度判定 

《都市整備局建築指導課・営繕課・宅地開発指導課・住宅整備課、各区建築課》 

１ 被災建築物応急危険度判定 

地震により被災した倒壊危険等のある建築物が使用・放置されれば、多くの住民が

二次災害の危険にさらされる可能性がある。 

このため、震災後の緊急対策として、被災建築物応急危険度判定士により、被災建

築物の倒壊の危険性及び落下物の危険性等を調査し、被災建築物の使用の可否につい

て判定を行う。 

   また、被災状況に応じ、被災建築物応急危険度判定体制を速やかに確保するため、

県に対し当該有資格職員の派遣要請、関係機関等への協力依頼等を行う。 

 ２ 被災宅地危険度判定 

地震により宅地が大規模かつ広範囲に被災した場合は、被災宅地危険度判定士の資

格を有した者により被災宅地での被害の発生状況を迅速かつ的確に把握し危険度判定

を実施することによって、二次災害を防止又は軽減し、もって住民の安全の確保を図

る。 

また、被災状況に応じ必要と認められる場合には、県に対して当該資格者の派遣等

の支援を要請する。 
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 公共施設等応急対策 
 

 防災拠点となる施設は、震災後の災害応急活動の円滑かつ確実な実施に資する必要があ

るため、優先順位を定め、被害状況の把握、施設及びライフライン機能の復旧を行う。 

 

第１ 応急復旧優先度 

《危機管理室》 

防災拠点の機能を回復するための応急復旧の優先度については、発災直後から災害

対応の中枢となる施設を最優先とし、次に、被災市民の生活維持に必要な施設、災害

復旧に必要な施設の順とする。 

 

優先度１「発災直後から災害対応の中枢となる施設」 
区    分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

災害対策本部 ○ 災害対応の中枢機能 市役所本庁舎、区役所 

情報収集・ 

伝達拠点 

○ 地域住民に正確な情報を

伝達するともに、災害に係

る情報を災害対策本部と

受伝達する機能 

市役所本庁舎、消防局、区役所、水道局、消防署所、水

道局管理事務所、浄水場、広島市総合防災センター、指

定緊急避難場所（大火）、指定避難所、国・県・公共機

関等の防災関係施設 

消防拠点 
○ 消防活動を行う拠点とし

ての機能 
消防署所、消防航空隊基地、消防団車庫 

保健・医療・救護拠

点 

○ 医療・救護機能 

○ 保健衛生管理機能 

○ 遺体の収容及び火葬機能 

○ 障害児の支援機能 

保健所、保健センター、救護所、災害拠点病院、舟入市

民病院、似島診療所、火葬場、こども療育センター 

優先度２「被災市民の生活維持に必要な施設」 

区  分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

避難場所等 
○ 避難場所等としての機能 

○ 避難者の収容機能 
指定緊急避難場所（大火）、指定避難所 

救援物資 

輸送拠点 

○ 食料・生活必需品・災害対

策用資機材等の物資を備

えておく機能 

指定避難所となる市立小中学校等、広島市民球場防災

備蓄倉庫、広島市総合防災センター倉庫、西消防署倉

庫、南消防署宇品出張所倉庫、安芸消防団中野分団中

央車庫 

輸送拠点 
〇 各種物資の輸送端末地と

なる機能 

東部市場、中央市場・草津岸壁・草津漁港、広島ヘリポ

ート、広島港宇品地区・宇品内港地区、太田川河川敷 

救援物資 

補給輸送拠点 

（２次拠点） 

○ 食料・飲料水・生活必需

品・医薬品等救援物資の

受入及び集配場としての

機能 

協定等を締結している民間団体が提供可能な施設、広

島みなと公園・ﾒｯｾｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ等交流施設用地一帯、広島

広域公園一帯、東区スポーツセンター・広島市総合屋

内プール、安佐北区スポーツセンター 

災害ボランティア

活動拠点 

○ 災害ボランティアの活動

拠点としての機能 

広島市総合福祉センター、各区地域福祉センター、公

民館 

給水拠点 
○ 飲料水・生活用水を供給

する拠点としての機能 

浄水場、緊急遮断弁設置配水池、飲料水兼用型耐震性防

火水槽設置場所、指定緊急避難場所（大火）、指定避難所 

優先度３「災害復旧に必要な施設」 

区  分 確保すべき機能 具 体 的 施 設 

廃棄物処理拠点 

○ 生活ごみや下水等の廃棄

物を処理する拠点として

の機能 

水資源再生センター、ポンプ場、農業集落排水処理施

設、清掃工場、資源ごみ選別施設、大型ごみ破砕処理

施設、埋立地 

 

第２ 市民への広報等 

《市有建築物管理担当課》 

本市及び公共施設の管理者は、公共施設の損傷等により、二次災害が発生するおそ

れのある場合は、市民に対し広報する等必要な措置を講じる。  
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 文教対策 
 

 地震災害が発生した場合には、園児・児童・生徒（以下「生徒等」という。）の安全確保

を図るとともに、文教施設の保全、応急教育の実施等必要な措置を講じる。 

 また、地震災害時において、学校や社会教育施設が被災者の避難場所として使用される

こととなった場合、学校教育等に支障を及ぼさないよう適切な運用に努める。 

 

第１ 文教対策部の設置 

《教育委員会事務局総務課》 

１ 設置時期 

   次のいずれかに該当するときは、教育委員会に文教対策部を設置する。 

⑴ 災害対策本部が設置され、本部長が必要と認めたとき。 

  ⑵ 災害対策本部が設置されない場合で、文教対策部の設置の必要があると教育長が

特に認めたとき。 

 ２ 組織編成及び所掌事務 

文教対策部の組織編成は、次のとおりとし、その所掌事務は、市災害対策本部が設

置された場合の所掌事務に準じる。 

 

 

 

第２ 学校教育における応急対策 

１ 学校施設の管理に係る応急措置《教育委員会事務局施設課・各学校》 

⑴ 地震災害が発生した場合、学校長はその状況を把握し、速やかに被害状況を教育

長に報告する。 

  ⑵ 教育長は、班を組織し、被災校の現地調査を行い、事態に即応した復旧計画を策

定する。 

 ２ 生徒等の措置と応急教育の実施《教育委員会事務局学事課・施設課・健康教育課・

指導第一課・指導第二課・特別支援教育課・生徒指導課・各学校》 

⑴ 生徒等の措置 

   ア 震度４以下の地震発生の場合又は「長周期地震動階級２」以下が観測された場合 

地震災害が発生し、授業の継続等が困難である場合、学校長の判断により、下

記の措置を講じる。 

(ｱ) あらかじめ作成された避難計画に基づき、生徒等を避難させるとともに、そ

の安全の確保を図る。 

(ｲ) 授業継続の可否及び復旧対策を検討するなど、学校（幼稚園）運営の正常化

に努める。 

(ｳ) 被害状況に応じ、臨時休校（園）などの措置をとる。また、部分休業により

生徒等を下校させる場合には、通学路の状況について把握し生徒等の安全対策

を図るものとする。 

(ｴ) 災害による生徒等の被災状況を迅速に把握し、生徒等への相談活動を行いな

がら、精神的な不安感の解消に努める。 

(ｵ) 地震災害発生後、生徒等を保護者に引渡すことが適切と判断される場合は、

あらかじめ定められた方法で速やかに保護者と連絡をとるものとする。保護者

と連絡が取れないなど生徒等の引渡しができない場合は、学校において保護す

るものとする。 

イ 震度５弱以上の地震発生の場合又は「長周期地震動階級３」以上が観測された場合 

  市域において「震度５弱」以上の地震が発生した場合又は「長周期地震動階級

３」以上が観測された場合は、上記ア(ア)(イ)(エ)の措置を講じるとともに、全

ての学校（幼稚園）において下記の対応とする。 

※ 市内の一つの区でも「震度５弱」以上又は「長周期地震動階級３」以上が

災害対策本部長 

( 市  長 ) 

 

文 教 対 策 部 長 

（ 教 育 長） 

 

同  副  部  長 

（ 教育次長） 

 

教 育 委 員 会 

事 務 局 各 課 



214 

 

発表されれば、市立全校（園）で同じ対応とする。 

(ｱ) 臨時休校（園）について 

校 種 対応等 

幼稚園 
小学校 
中学校 

高等学校（全日制） 
中等教育学校 
特別支援学校 

17 時から 24 時までに発生した場合は、翌日を一斉臨
時休校（園）とする。 

0 時から 8 時 30 分までに発生した場合は、当日を一斉
臨時休校（園）とする。 

高等学校（定時制・通信制） 各学校の取り決めによる。 

(ｲ) 生徒等の下校について 

「登校中に地震が発生し学校に登校した場合」、「在校中に地震が発生した場

合」、「下校中に地震が発生し学校に戻ってきた場合」は、下記のとおりとする。 

校 種 対応等 

幼稚園 
小学校 
中学校 

特別支援学校 

保護者が引き取りに来るまで、生徒等を学校（幼稚
園）等所定の指定緊急避難場所に待機させる。 

引き取り開始時刻は、各学校（幼稚園）で定める。 

高等学校（全日制） 
中等教育学校 

原則として、保護者が引き取りに来るまで、生徒を学
校に待機させる。 

引き取り開始時刻は、各学校で定める。 
（方法は、各学校と保護者で協議する。） 

高等学校（定時制・通信制） 各学校の取り決めによる。 

⑵ 応急教育の実施 

    学校長は、校舎等施設の被害程度により、特別教室、屋内体育施設等の利用、二

部授業などの方法を考慮し、あらかじめ作成された応急教育計画に基づき、授業を

実施するよう努める。この場合において、市教育委員会は学校長の要請に基づき、

応急教育実施場所を別に定めたときは、直ちに学校長に通知する。また、二部授業

を行うときは、学校長の報告に基づき、市教育委員会はその旨を県教育委員会に届

け出る。 

    また、応急教育の実施に当たっては、生徒等の登下校時における安全の確保に努

める。 

ア 校舎の被害が比較的軽微なとき 

     各学校において速やかに応急措置をとり授業を行う。 

   イ 校舎の被害が相当に甚大なとき 

     残存の安全な校舎の使用により、学級合併授業、一部又は全部にわたる二部授

業を行う。 

   ウ 校舎の使用が全面的に不可能であるが、数日で復旧の見込みがあるとき 

     臨時休校の措置をとり、その期間、家庭又は地域の集会所等を利用し、学習内

容・方法の指示、家庭訪問、生活指導を行う。 

   エ 校舎が甚大な被害を受け、復旧に長時間を要するとき 

     隣接に被害軽微な学校があるときは、その学校において授業を行い、生徒等が

個別に居住地を離れたときは、新居住地の学校に入学をさせ授業を行い、生徒等

が集団避難したときは、二部授業又は合併授業を行う。 

３ 教科書の調達等《教育委員会事務局学事課》 

   地震災害により教科書をそう失し、又はき損した生徒等に対して教科書が支給される

よう実情調査のうえ、その必要数を特約供給所へ報告し、あっせん又は確保に努める。 

 ４ 教職員の確保《教育委員会事務局教職員課》 

   学校施設の被害が甚大で復旧に長時間を要するため、生徒等を集団避難させた場合

は、原則として当該校の教職員が付き添う。 

   また、教職員の人的被害が大きく、応急教育の実施に支障があるときは、教育長は、

他校の教職員の臨時的派遺又は補完要員の臨時的任用を行うなど必要な教職員の確保

に努める。 
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 ５ 学校給食の措置《教育委員会事務局施設課・教職員課・健康教育課・各学校》 

⑴ 給食施設・設備、給食関係職員、物資納入業者等の被害状況について、速やかに

調査し、関係機関との連絡を密にし、復旧に全力をあげる。 

  ⑵ 給食の実施が可能な学校から給食を再開する。給食の再開に当たっては、施設・

設備の清掃消毒や給食関係職員の健康診断を実施し、感染症のまん延防止等保健衛

生対策に万全を期する。 

    なお、給食施設を被災者炊出し用に使用しなければならなくなった場合は、学校

給食と被災者炊出しとの調整を図る。 

 ６ 高等学校生徒等の災害応急対策への協力《各高等学校》 

   高等学校において、登校可能な生徒を、必要に応じて教職員の指導監督の下に学校

の施設・設備等の応急復旧整備作業や地域における救援活動及び応急復旧等に協力す

るよう指導することができる。 

 ７ 授業料等の減免《教育委員会事務局学事課》 

   市立高等学校の生徒が被害を受けた場合は、必要に応じ、授業料等の減免措置を講

じる。 

 ８ 指定避難所としての対策《教育委員会事務局総務課・施設課・教職員課・指導第一

課・指導第二課》 

⑴ 市教育委員会は、指定避難所に供する施設・設備の安全を確認したうえ、市長に

対し、その利用について必要な情報を提供する。また、市災害対策本部は、指定避

難所となる学校等に対しては、最優先に被災建築物応急危険度判定を行うものとす

る。 

   指定避難所の運営については、自主防災組織、区職員及び施設管理者である教

職員等が連携して、施設・設備の保全に努め、学校の応急教育活動に支障を及ぼ

さない範囲で、避難者のより快適な生活に資するよう、有効かつ的確な利用に万

全を期する。 

さらに、学校が有する情報伝達機能を有効に活用し、的確な情報提供に努める。 

  ⑵ 市教育委員会は、避難生活が長期化する場合には、応急教育活動と避難者への支

援活動との調整について市災害対策本部と必要な協議を行い、的確な応急教育が行

えるよう、避難所の規模の縮小又は早期の撤去について調整する。 

 

第３ 社会教育における応急対策 

１ 利用者への措置等《市民局生涯学習課、こども未来局こども青少年支援部青少年育

成担当》 

   災害が発生し、各種事業（個人又は団体による施設利用を含む。）を継続することが

困難であると施設の長が判断したときは、速やかに事業を休止し、利用者に対する安

全措置を講じるとともに、被災状況を速やかに把握し、応急修理を行う。 

 ２ 地域の避難場所となる場合の対策《市民局生涯学習課、こども未来局こども青少年

支援部青少年育成担当》 

   公民館等社会教育施設の管理者は、避難場所に供する施設・設備の安全を確認した

うえ、市長に対し、その利用について必要な情報を提供する。 

   また、施設・設備の保全に努め、有効かつ的確な利用に万全を期する。 

 ３ 文化財対策《市民局文化振興課》 

⑴ 文化財が被災した場合、所有者又は管理者に対し、消防機関等に通報させるとと

もに、速やかに市教育委員会に被災状況を報告させる。 

  ⑵ 市教育委員会は、前項の報告を受けたときは、被災文化財の被害拡大を防止する

ため、所有者又は管理者に対し、必要な応急措置をとるよう指示するとともに、国

指定文化財及び県指定文化財については、文化庁及び県教育委員会に被災状況を報

告し、市指定文化財については、広島市文化財審議会の意見に基づいて所要の措置

を講じる。 

 

（資料編）３－21－１ 指定文化財一覧表 
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 応急公用負担 
《危機管理室、消防局警防課・各消防署、各区区政調整課・地域起こし推

進課・維持管理課・農林課・建築課・地域整備課》 

 

第１ 公用負担命令権限の委任 

１ 災害応急対策のため緊急の必要があるときは、市長又は消防局長の委任を受けた者

（以下「受任者」という。）は、災害対策基本法第 64 条又は水防法第 28 条の規定によ

る権限を行使できる。 

２ 前項の受任者は、次に示す職員とする。 

所  属 職          名 

消防署 
消防署長、副署長、警防司令官、警防副司令官、警防係長、救助係長、 

出張所長、副出張所長 

区役所 
区長、区政調整課長、地域起こし推進課長、維持管理課長、農林課長、 

建築課長、地域整備課長 

 

第２ 公用負担命令の行使 

１ 受任者は、公用負担命令の権限を行使する場合は、表３－２２－１に示す公用負担

命令権限書を携行し、必要な場合にはこれを提示するとともに、表３－２２－２に示

す公用負担命令書を２通作成し、その１通を目的物の所有者、管理者又はこれに準じ

る者に手渡して行使する。 

２ 受任者は、公用負担命令の権限を行使した場合は、その旨を市長に報告する。 

 

第３ 応急措置の実施 

   迅速な人命救助や道路啓開等の応急措置を行うため、災害が発生し、又はまさに発

生しようとしている場合において、応急措置を実施するために緊急の必要があると認

めるときは、応急措置の実施に支障となる被災車両、被災した建築物等の移転、撤去

等を行うことができる。 

   なお、各担当課は、平常時から、応急措置の実施に支障となる被災車両等の移転先

となる候補地の選定に努めるものとする。 
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表３－２２－１ 公用負担命令権限書 
 

 

公 用 負 担 命 令 権 限 書 

 

                            年度 第    号 

 所   属    

 

 職   名    

 

 氏   名    

 

上記の者、災害対策基本法第 64 条第 1 項及び水防法第 28 条第１項の 

権限行使を委任したことを証明する。 

 

                     広島市長         印 

 

 

 

表３－２２－２ 公用負担命令書 

 

公 用 負 担 命 令 書               年度   第   号 

 

年   月   日  

 

                 殿 

 

 

広 島 市 長          印  

 

（事務取扱者          ） 

 

種    別 員  数 
負  担  内  容 

使  用 収  用 処  分 
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 災害時における要配慮者等への避難支援等 
《危機管理室、市民局国際化推進課、健康福祉局健康福祉企画課・高齢福

祉課・介護保険課・障害福祉課・障害自立支援課・精神保健福祉課・医療

政策課・健康推進課、こども未来局幼保企画課・幼保給付課・こども青少

年支援部、消防局警防課・予防課》 

 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、自分の身体・生命を守るため

の判断力や対応力が不十分で、その犠牲となりやすい要配慮者については、支援や対応に

万全を期する必要がある。 

 要配慮者が抱えるハンディによる災害時の対応に与える影響は、障害等の内容、程度及

び家族等周囲の状況によって一人ひとり異なるものであるが、要配慮者に対する対応は、

本地域防災計画の全般において配慮がなされなければならない。具体的には、介護等を必

要とする障害者、高齢者及び日本語に不慣れな外国人等の要配慮者の安否確認や避難支援、

状況把握などの対策を講じる。 

 

第１ 要配慮者の安否確認と要望の把握 

１ 介護等を必要とする障害者、高齢者等の安否・所在の確認と社会福祉施設等の被害

状況の把握 

⑴ 区災害対策本部及び危機管理室は、要配慮者、とりわけ避難行動要支援者につい

て、避難行動要支援者名簿等を活用し、避難状況の確認や安否確認に特に注意を払

う。 

⑵ 自主防災組織、民生委員・児童委員、地区社会福祉協議会、町内会・自治会及び

地域住民等は、互いに連携を図りながら、平素から把握している在宅の要配慮者の

情報を基に、発災後できるだけ速やかに、安否・所在の確認に努め、区災害対策本

部に可能な手段により連絡する。区災害対策本部においては、連絡された情報と、

各区において把握している情報とのチェックを行い、安否・所在の確認を徹底する。 

なお、区災害対策本部は、これら民生委員等も被災者であることを考慮し、これ

らの者に過度の負担をかけないような方策を講じる。 

⑶ 病院や社会福祉施設等要配慮者を受け入れている施設の管理者は、災害発生直後

に施設の被害状況及び入所者等の被災状況を把握し、区災害対策本部へ連絡する。 

２ 避難 

⑴ 自主防災組織、民生委員・児童委員、地区社会福祉協議会及び町内会・自治会は、

互いに連携を図りながら、自主的に又は区災害対策本部の要請に基づき、地域住民

の協力を得て、避難の必要がある要配慮者の避難の介助に努める。 

⑵ 個別避難計画が作成されている避難行動要支援者については、当該計画に基づき、

避難支援等関係者の協力の下に、あらかじめ定める避難支援者が中心となって避難

行動要支援者の避難支援を行う。 

⑶ 避難支援者は、避難支援に要する時間を考慮し、「注意喚起」の段階から、個々の

判断で避難行動要支援者の避難支援を開始するよう努める。また、「警戒レベル３高

齢者等避難」の発令があったときは、避難支援を開始する。 

⑷ 避難支援者及び避難支援等関係者も発災時には被災することもあり得ることから、

避難行動要支援者の避難支援については、自身及びその家族の安全を確保した上で、

できる範囲の避難支援を行う。 

⑸ 社会福祉施設の管理者は、施設が危険な状態にある場合は、入所者を避難場所等

へ避難させるとともに、区災害対策本部へ連絡する。 

３ 指定避難所等での要配慮者に対する配慮 

区災害対策本部は、自主防災組織、民生委員・児童委員、区（地区）社会福祉協議

会及び町内会・自治会と協力して、平常時から地域内の要配慮者の事態把握に努め、

災害時の避難・収容、物資・情報の提供等を行うに当たり、特に要配慮者に配慮した

支援を行うとともに、避難所等に避難した要配慮者に対しては、以下の点に配慮する。 

⑴ 高齢者、障害者や病人等の要配慮者はできるだけ環境条件の良い場所へ避難させ
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るように配慮する。特に、医療的ケアを必要とする避難者に対しては、人工呼吸器

や吸引器等の電源の利用等に配慮する。 

  ⑵ 視覚障害者・聴覚障害者・外国人への災害情報の提供に配慮する。 

なお、外国人への避難支援の充実を図るため、指定避難所等に「外国人避難者対

応シート」及び「多言語表示シート」を配備し、外国人への情報提供に活用する。 

⑶ 指定避難所等において、障害者や高齢者等要配慮者が避難生活を行う上での障害

をできるだけ取り除く（バリアフリー化）努力を行う。 

⑷ 指定避難所等において要配慮者が必要とする介護用品・衛生用品等の福祉用具等

物資は、原則として健康福祉局長において調達する。ただし、被害状況（被害地域

が限定されていたり、必要数量が少量の場合）によっては、区災害対策本部長（区

政調整課・地域起こし推進課）が健康福祉局長と協議の上、調達を行うこととし、

調達に係る購入・支払事務については健康福祉局長が行う。福祉用具等物資の供給

は、次のフロー図による。 

 

ア 市災害対策本部長が行う場合 

 

 市災害対策本部 

④協議 

⑤調達・要請書提出 ⑨購入・支払事務 
②報告 ③調達内容協議 

⑧報告書提出 

本 部 長 

副本部長 

本 部 員 

区 災 害 対 策 本 部 

（区政調整課、地域起こし推進課、

そ の 他 関 係 課 ） 

避 難 者 

（ 要 配 慮 者 等 ） 

業者 

健 康 福 祉 局 長 

（ 健 康 福 祉 企 画 課 ）  

③調達内容協議 

①状況把握 

⑦福祉用具専門相談 

員による適合確認 

⑥運搬・配布 

 

（注）① 福祉用具等物資を必要とする要配慮者の人数、状態を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （注）① 福祉用具等物資を必要とする要配慮者の人数、状態を把握する。 
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⑸ オストメイト対応トイレなど、指定避難所等において要配慮者が必要とする設備

が整っていない場合は、バリアフリーマップ等を活用し、設備が整っている周辺施

設について情報提供するよう努める。 

⑹ 区災害対策本部は、指定避難所での生活が長期化する場合は、要介護度や障害の

程度、難病等により、車椅子使用者等対応トイレやスロープ、手すり等の設備、専

門的な生活支援や心のケアなど福祉的配慮が必要になる者について、福祉避難所へ

の移動希望の有無を確認し、必要があると認めるときは福祉避難所を開設し移動さ

せる。 

なお、福祉避難所を開設したときは、市民に対し福祉避難所に関する情報を周知

する。 

 

（資料編）参考健健－７ 災害時における福祉用具等物資の緊急調達及び供給等の協力に

関する協定書（一般社団法人 日本福祉用具供給協会） 

 

４ 要配慮者の実態把握 

健康福祉局は、要配慮者に適切な援護を実施するため、区災害対策本部を通じ、発

災後早期（２～３日を目処とする。）に指定避難所等に避難している要配慮者及び在宅

の要配慮者の健康状態、生活状況等の実態把握に努める。 

また、区災害対策本部は、民生委員及び区（地区）社会福祉協議会等と協力して、

指定避難所や在宅の要配慮者を、巡回訪問又は区役所等に設置する市民相談窓口にお

いて、福祉に関する相談業務を実施する。 

５ 広島市災害多言語支援センター 

災害対策本部が設置されたとき、広島市災害多言語支援センターを設置する。多

言語により災害に係る包括的な情報提供を行うことにより、被災した外国人等を支

援するため、以下の業務を行う。 

⑴ 外国人等が必要とする情報を正確に提供するための情報の整理、翻訳、多言語発信 

イ 被害状況により区災害対策本部長が行う場合

 

健 康 福 祉 局 長 

（ 健 康 福 祉 企 画 課 ）  

 

業者 

 

避 難 者 

（ 要 配 慮 者 等 ） 

区 災 害 対 策 本 部  

（区政調整課、地域起こし推進

課、その他関係課） 

⑦福祉用具専門相談 

員による適合確認 

⑥運搬・配布 

①状況把握 

②報告 ④調達指導 

③調達内容協議 

⑧報告書提出 

⑨報告 ③調達内容協議 
⑩購入・支払事務 

⑤調達・要請書提出 

 

（注）⑤ 健康福祉局長が区災害対策本部長からの報告を受け、他区の状況を

把握し、区災害対策本部長が直接調達を行うのが適当と認めた場合は、

区災害対策本部長が調達を行う。なお、調達に係る購入・支払事務につ

いては健康福祉局長が行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       （注）① 福祉用具等物資を必要とする要配慮者の人数、状態を把握する。 
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⑵ 外国人等被災者やその関係者等の相談・問い合わせへの対応 

⑶ 外国人等の避難状況の把握等 

 

第２ 緊急援護の実施 

健康福祉局は、要配慮者の実態把握の結果に基づき、必要な場合は救護所又は医療

機関の医師の意見を求めたうえ、直ちに関係先との協議を行い、次のとおり緊急援護

を実施する。 

また、社会福祉施設等の被害等により、入所が困難な場合は、近隣市町村へ協力を

要請する。 

１ 救急入院・緊急一時入所 

指定避難所等での生活が困難で援護を必要とする要配慮者又は被災により在宅で十

分に介護できない要配慮者に対して、病院、特別養護老人ホーム、障害者施設、乳児

院等への救急入院・緊急一時入所を実施する。 

２ 在宅援護 

  ⑴ 介護・看護方法の訪問指導 

保健師は、要配慮者の介護・看護について随時指導するとともに、必要な在宅ケ

アに努める。 

⑵ 補装具及び日常生活用具の交付・給付 

盲人安全つえ（白杖）等要配慮者に必要な補装具、日常生活用具を速やかに確保

するとともに、迅速に交付・給付することに努める。 

  ⑶ ガイドへルパーの派遣 

    外出の困難な重度の身体障害者に対して、必要に応じ、外出時に付添いを行うガ

イドヘルパーを派遣する。 

⑷ ボランティアによる援助 

  社会福祉協議会等と協力して、ボランティアによる在宅支援活動に努める。 
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 災害救助法の適用等 
 

 災害救助法による救助は、災害の規模が個人の基本的生活権と全体的な社会秩序に影響

を与える程度のものであるとき、被災した者の保護と社会秩序の維持を図ることを目的と

して、国の責任において、地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下

に行われる。 

 

第１ 災害救助法による応急救助 

《危機管理室危機管理課》 

１ 災害救助法の適用基準 

災害救助法は、本市の全域又は区の地域において、原則として同一原因により、災

害救助法施行令第１条第１項各号に定める次の程度の地震による被害が発生し、被災

者が現に救助を必要とする状態にあるときに適用される。 

⑴ 全壊・全焼及び流失等により住家が滅失した世帯（以下「被災世帯」という。）が、

本市の全域又は区の地域において、下表に掲げる世帯数以上に達したとき。 

適用地域 被 災 世 帯 数 
算 定 基 礎 人 口  

(Ｒ2.10 国勢調査 ) 
摘      要 

全   市 150 世帯 1,200,754 人 被災世帯の適用基準は、全壊

（焼）、流失を１世帯とする。な

お、半壊（焼）する等著しく損傷

したときは２世帯、床上浸水、土

砂のたい積等により一時的に居

住することができないときは３

世帯をもって、住家の滅失した

１世帯とみなす。(以下同じ。) 

中   区 100 142,699 

東   区 100 119,353 

南   区 100 145,805 

西  区 100 190,232 

安佐南区 100 247,020 

安佐北区 100 138,979 

安 芸 区      80 77,103 

佐 伯 区 100 139,563 

⑵ 被災世帯が上記⑴の世帯数に達しないが、被害が県内の相当広範囲な地域にわた

り、県内の被災世帯が 2,000 世帯以上に達した場合で、本市の全域又は区の地域に

おいて、下表に掲げる世帯数以上に達したとき。 

適 用 地 域 被 災 世 帯 数 摘       要 

全     市 75 世帯   

中     区 50  

東     区 50  

南     区 50  

西     区 50  

安 佐 南 区 50  

安 佐 北 区 50  

安  芸   区 40  

佐   伯   区 50  

⑶ 被災世帯が上記⑴又は⑵の基準に達しないが、県内の被災世帯が 9,000 世帯以上

に達した場合又は当該災害が隔絶した地域に発生したものである等、地震災害にか

かった者の救護を著しく困難とする特別の事情がある場合で、多数の世帯の住家が

滅失したとき。 

⑷ 地震災害が前各号に該当しないが、多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は

受けるおそれが生じたとき。 
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２ 災害が発生するおそれ段階の適用 

災害救助法第２条第２項に基づき、災害が発生するおそれがある場合において、災

害対策基本法に規定する「特定災害対策本部」、「非常災害対策本部」又は「緊急災害

対策本部」が設置され、当該本部の所管区域が告示されたときは、都道府県知事は、

当該所管区域内の市町村の区域内において当該災害により被害を受けるおそれがあり、

現に救助を必要とする者に対しても、救助を行うことができる。 

３ 応急救助の実施 

災害救助法による救助は、県知事が団体及び住民の協力の下に実施するものであり、

市長はこれを補助する。 

このうち、県知事がその職権の一部を市長に委任した業務については、市長がこれ

を実施する。 

⑴ 救助の種類 

ア 避難所の設置 

イ 応急仮設住宅の供与 

ウ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

エ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

オ 医療及び助産 

カ 被災者の救出 

キ 被災した住宅の応急修理 

ク 学用品の給与 

ケ 埋葬 

コ 死体の捜索及び処理 

サ 災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石等で、日常生活に著しい支障を

及ぼしているものの除去 

⑵ 救助の程度、方法及び期間 

「災害救助法による救助の基準（資料編３－２４－１）」のとおり。 

⑶ 救助の実施 

被害の発生から災害救助法による救助の実施に至るまでの事務を図解すると、次

のとおりである。 
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災 害 救 助 法 適 用 事 務 

県災害対策本部 

市災害対策本部 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

危機管理課 健 康 危 機 管 理 課 

③被害状況 

報  告 

危 機 管 理 室 

（ 危 機 管 理 課 ） 

他 局 等 

④救助活動 

の 協 議 

告 

消 防 署 区 災 害 対 策 本 部 

（区政調整課・地域起こし推進課） 

罹 災 者 

③
被
害
状
況
報
告 

④
被
害
状
況
報
告 

⑤
災
害
救
助
法
適
用
通
知 

⑧
救
助
費
請
求
事
務 

⑦
救
助
活
動
逐
次
報
告 

④
救
助
内
容
協
議 

⑥ 
救 
助基 
法づ 
にく 
指 
導 

⑥ 
救 
助基 
法づ 
にく 
活 
動 

②
被
害
状
況
報
告  

（情報交換） 

①救助活動・ 
現地調査 

①救助活動・ 
現地調査 

 

第２ 小規模・中規模災害時の応急救助 

《健康福祉局健康福祉企画課》 

１ 応急救助の実施及び救助の種類 

   災害救助法が適用されるに至らない程度の災害の発生に際し、市長は、特に必要が

あると認めたときは、現に救助を必要とする者に対して、次に掲げる救助を行う。こ

の場合において、市長が必要と認めるときは、これらの救助に替えて金銭を支給して

これを行うことがある。 

  ⑴ 一時入所施設（応急仮設住宅を含む。）の供与 

  ⑵ 炊出しその他による食品の給与 

  ⑶ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

２ 災害救助組織の編成方法 

   災害救助法が適用されない場合の災害救助組織の編成は、「小規模・中規模災害に係

る応急救援組織の編成要領」（資料編３－２４－２）による。 

 ３ 救助の程度、方法及び期間 

   災害救助法による救助の基準に準じる。 

 

（資料編）３－24－１ 災害救助法による救助の基準 

３－24－２ 小規模・中規模災害にかかる応急救援組織の編成要領 
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 応援要請及び協力要請 
 

 地震災害時における災害応急対策又は災害復旧に当たり、本市の災害対応能力をもって

対処し得ない場合には、災害対策基本法や協定等に基づき、他の地方公共団体及び防災関

係機関等に応援・協力を要請する。 

 

第１ 公共的団体等への協力要請 

《危機管理室》 

１ 協力を要請できる公共的団体等 

   協力を要請できる公共的団体等は、次のとおりである。 

⑴ 赤十字奉仕団 

  ⑵ 青年団 

  ⑶ 町内会等住民自治組織 

  ⑷ 自主防災組織 

  ⑸ 社会福祉協議会等社会福祉関係団体 

  ⑹ (一財)広島市都市整備公社防災部 

  ⑺ (一社)建設コンサルタンツ協会災害対策中国支部 

  ⑻ 広島市指定上下水道工事業協同組合 

  ⑼ 広島市地域女性団体連絡協議会 

  ⑽ (一社)広島県タクシー協会 

⑾ その他 

 ２ 協力を求める事項 

   協力を求める事項は、次のとおりである。 

  ⑴ 救援物資の輸送又は配付に対する協力 

  ⑵ 避難の周知徹底及び避難者への炊出しに対する協力 

  ⑶ 清掃等に対する協力 

  ⑷ 救護活動に対する協力 

  ⑸ その他災害応急対策の実施に対する協力 

 ３ 公共的団体等への協力要請手続き 

   協力要請に当たっては、原則として、次の事項を記載した文書により行う。 

  ⑴ 応援を必要とする理由 

  ⑵ 従事場所 

  ⑶ 作業の種別 

  ⑷ 作業予定時間 

  ⑸ 所要人員 

  ⑹ 集合場所 

  ⑺ その他必要事項 
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４ 具体的な協力内容を協定している団体等  

下記の団体等に対しての協力要請が必要な場合には、それぞれの協定の要請手続等

に基づき要請を行う。 

⑴ 国及び地方公共団体等 

所管局・課 協力内容 団  体  名 資料番号 

危
機
管
理
室 

災害予防課 

食料・物資等の供給、資器材・

車両等の提供、職員の派遣等 
東京都及び 20 政令指定都市 

資料編参考  

危予-1 

食糧・物資等の供給、資機材・

車両・一時収容施設等の提供

等 

中国・四国地区の県庁所在 9 都市 
資料編参考  

危予-2 

食料・物資等の供給、資機材・

車両・一時収容施設等の提供

等 

広島県及び県内市町 
資料編参考   

危予-3 

警察通信設備の優先利用 広島県警察本部 
資料編参考  

危予-4  

食料・物資等の供給、資機材・

車両・一時収容施設等の提供

等 

宮崎県日南市 
資料編参考   

危予-5 

食料・物資等の供給、資機材・

車両・一時収容施設等の提供

等 

高知県安芸市 
資料編参考 

災予－6 

資機材・物資・臨時的な居住
施設の提供、職員の派遣、被
災傷者等の受入れ等 

瀬戸内海周辺 69 市町村（大阪府、

兵庫県、和歌山県、岡山県、広島

県、山口県、徳島県、香川県、愛

媛県、大分県） 

資料編参考 

災予-22 

企
画
総
務
局 

情報政策課 
保有する地理空間情報及び

物品について相互に活用 
国土交通省国土地理院 

資料編参考  

情政-1 

健
康
福
祉
局 

健 康 福 祉 企

画課 

民生主管部局所管業務の応

援 
東京都及び 20 政令指定都市 

資料編参考   

健健-1 

衛生主管部局所管業務の応

援 
東京都及び 20 政令指定都市 

資料編参考   

健健-2 

福祉避難所の設置 
広島県立広島北特別支援学校、広

島県立広島特別支援学校 

資料編参考 

健健-6 

経
済
観
光
局 

中央卸売市場 
住民に供給する生鮮食料品

の提供、搬送等 

東京都、奈良県、大阪府、沖縄県
及び 35 都市 

資料編参考 

場中-1 

下
水
道
局 

河川防災課 

被災状況の把握、災害に係る

情報の収集及び共有、災害応

急対策等 

国土交通省中国地方整備局 
資料編参考 

下河-1 

水
道
局 

企画総務課 
飲料水の補給、資機材の提供

等 

東京都及び 18 政令指定都市 

（千葉市、相模原市を除く。） 

資料編参考 

水企-1 

企画総務課 
応急給水活動、応急復旧活

動、資機材の提供等 
東京都 

資料編参考 

水企-2 
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水
道
局 

維持課 応援給水の実施 呉市 
資料編参考 

水維-1 

水質管理課 
災害時等における水質検査

の相互応援 

広島県水道広域連合企業団、福山

市、呉市、尾道市 

資料編参考 

水水-1 

消
防
局 

総務課 

消防応援隊の派遣、車両・資

器材の提供等 

広島県内市町及び消防組合 

及び山口県内 3 消防組合 

資 料 編 広 島

市 消 防 計 画

⑴⑵ 

情報交換、火災原因の調査等 広島海上保安部 

資料編 

広 島 市 消 防

計画⑶ 

交通整理、警戒区域の設定等 広島県公安委員会 

資料編 

広 島 市 消 防

計画⑷ 

広島ヘリポート及びその周

辺における航空機火災等の

消火・救難活動の実施 

広島県 

資料編 

広 島 市 消 防

計画⑸ 

広島市消防ヘリコプターに

よる応援 
広島県内市町 

資料編 

広 島 市 消 防

計画⑻ 

広島県防災ヘリコプターに

よる応援 
広島県 

資料編 

広 島 市 消 防

計画⑼ 

⑵ 民間団体 

所管局・課 協力内容 団  体  名 資料番号 

危
機
管
理
室 

 

危機管理課 
災害時における連絡体制等

の確立 
中国電力ネットワーク㈱ 

資料編参考 

危危-1 

災害予防課 

災害時における放送要請 

日本放送協会広島放送局、㈱中国
放送、広島テレビ放送㈱、㈱広島
ホームテレビ、㈱テレビ新広島、
広島エフエム放送㈱ 

資料編参考  

危予-7 

船舶による海上輸送や災害

応急対策 
広島地区旅客船協会 

資料編参考 

危予-8 

応急措置業務に従事する自

動車等への燃料補給等 
広島県石油商業組合 

資料編参考 

危予-9 

災害時における被災車両の
撤去等 

(一社)日本自動車連盟中国本部 
資料編参考 

危予-10 

大規模災害時における応急

対策等 
(一社)広島県建設工業協会 

資料編参考 

危予-11 

災害時における放送、臨時災

害放送局の運営 

㈱中国コミュニケーションネッ

トワーク 

資料編参考 

危予-12 

災害時における空調設備等

の応急対策 
広島県冷凍空調工業会 

資料編参考 

危予-13 

特設公衆電話の設置・利用 西日本電信電話株式会社 
資料編参考 

危予-14 

大規模災害時における応急

対策等 

広島地区建設業暴力追放対策協

議会 

資料編参考 

危予-15 

災害時におけるダンボール

製品の調達 

レンゴー株式会社広島工場、瀬戸

内カートン株式会社 

資料編参考 

危予-16 

広島市の防災情報等の提供 ㈱中国新聞社 
資料編参考 

危予-17 
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危
機
管
理
室 

災害予防課 

災害又は事故における緊急

的な応急対策等の支援 

（一社）日本建設業連合会、国土

交通省中国地方整備局、鳥取県、

島根県、岡山県、広島県、山口県、

岡山市 

資料編参考 

危予-18 

無人航空機による災害応急

対策活動（撮影・画像解析等） 
ルーチェサーチ㈱ 

資料編参考 

危予-19 

大規模災害時の専門家派遣

による被災者支援に関する

協定 

広島県災害復興支援士業連絡会 
資料編参考 

危予－20 

災害に係る情報発信等に関する

協定 
ヤフー株式会社 

資料編参考 

危予－21 

災害に係る情報発信等に関する

協定 
株式会社テレビ新広島 

資料編参考  

危予－23 

防災パートナーシップに関する

協定 
広島テレビ放送株式会社 

資料編参考  

危予－24 

災害救護資器材（ワンタッチ

パーテーション）の使用貸借 

日本赤十字社広島県支部広島市

地区本部 

資料編参考 

危予－25 

災害時における救援物資の

輸送等 
福山通運株式会社 

資料編参考 

危予－26 

災害時における救援物資の

輸送等 
佐川急便株式会社 

資料編参考 

危予－27 

災害時における救援物資の

輸送等 
ヤマト運輸株式会社 

資料編参考 

危予－28 

企
画
総
務
局 

政策企画課 

災害時における物資提供等 大塚製薬株式会社 
資料編参考 

調政-1 

防災・減災に対する児童教
育等 

東京海上日動火災保険 
株式会社 

資料編参考 

調政-2 

広島市と株式会社ポプラの
地域活性化包括連携に関す
る協定書 

株式会社ポプラ 
資料編参考 
調政-3 

広島市と日本郵便株式会社
との包括的連携に関する協
定書 

日本郵便株式会社 
資料編参考 

調政-4 

災害時における物資提供等 アース製薬株式会社 
資料編参考 

調政-5 

市
民
局 

国 際 化 推 進

課 

広島市災害多言語支援セン

ターの運営 
(公財)広島平和文化センター 

資料編参考 

国際-1 

市 民 活 動 推

進課 

広島市（区）災害ボランティ

ア本部（センター）の設置及

び運営等 

社会福祉法人広島市社会福祉協

議会 

資料編参考 

市活-1 

健
康
福
祉
局 

健 康 福 祉 企
画課 

福祉避難所において生活支

援等を行う生活相談員の選

定等 

（公社）広島県介護福祉士会 
資料編参考 

健健-3 

福祉避難所において生活支

援等を行う生活相談員の選

定等 

（公社）広島県社会福祉士会 
資料編参考 

健健-4 
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健
康
福
祉
局 

健 康 福 祉 企
画課 

福祉避難所の設置及び管理

運営 

（社福）広島常光福祉会、（社福）福

祉広医会、（公財）広島原爆被爆者援

護事業団、（社福）清恵会、（社福）も

みじ福祉会、（社福）かきつばた福祉

会、（社福）広島東福祉会、（社福）古

家真会、（社福）寿老園老人ホーム、

（社福）交響、（社福）つつじ、（社福）

広島光明学園、（社福）藤田長生会、

（社福）安芸会、（医）恒和会、（医）

輔仁会、（社福）光清学園、（社福）広

島和光園、（社福）広島平和養老館、

（社福）三篠会、（社福）広島県肢体

障害者連合会、（社福）あと会、（社福）

輝き奉仕会、（社福）サンシャイン、

（社福）広島市手をつなぐ育成会、

（社福）藤愛会、（社福）くすの木の

会、（社福）広島県同胞援護財団、（社

福）慈楽福祉会、（社福）燈心会、（医）

みやうち、（社福）ともえ福祉会、（医）

和同会、（社福）ひろしま四季の会、

（社福）楽友会、（社福）信々会、（社

福）慈光会、（社福）ＩＧＬ学園福祉

会、（社福）広島良城会、（社福）三矢

会（社福）希望の丘、地方独立行政法

人広島市立病院機構、（社福）和楽会、

（社福）松風会、（学）安田学園、（医）

恵愛会、（社福）平和会、（社福）可部

大文字会、（社福）フェニックス、（社

福）かつぎ会、（株）スキャット、（社

福）正仁会、（医）秀仁会、（社福）あ

さ、（医）うすい会、（医）あと会、（医）

恵正会、（社福）安芸の郷、（社福）柏

学園、（医）松栄会、（医）長寿会、（社

福）無漏福祉会、（社福）順源会、（社

福）双樹会、（社福）広島博愛会、（社

福）芸南福祉会、（医）松村循環器・

外科医院、（社福）広島県視覚障害者

団体連合会、（社福）経山会 

【74 団体 104 施設】 

資料編参考 

健健-5 

福祉避難所の設置 （学）古沢学園、（学）武田学園 
資料編参考 

健健-6 

災害時における福祉用具等

物資の緊急調達等 
（一社）日本福祉用具供給協会 

資料編参考 

健健-7 

医療政策課 

災害時の医療救護活動 
(一社)広島市医師会、(一社)安佐

医師会、(一社)安芸地区医師会 

資料編参考 

保医-1 

災害時の歯科医療救護活動 

（一社）広島市歯科医師会、安佐

歯科医師会、安芸歯科医師会、佐

伯歯科医師会 

資料編参考 

保医-2 
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健
康
福
祉
局 

医療政策課 

災害時の医療救護活動 
（一社）広島市薬剤師会、安佐薬剤

師会、安芸薬剤師会、佐伯薬剤師会 

資料編参考 

保医-3 

災害時の医療救護活動 （地独）広島市立病院機構 
資料編参考 

保医-4 

環境衛生課 

災害時における遺体安置所
の維持管理等に必要な資材
の緊急調達等 

広島県トラック協会霊柩部会 
資料編参考 

保環-1 

災害時における遺体の収容
及び安置に必要な機材、役務
の提供並びに遺体搬送等 

一般社団法人全日本冠婚葬祭互

助協会 

資料編参考 

保環-2 

環
境
局 

業務第一課 

災害一般廃棄物の収集運搬 広島市廃棄物処理事業協同組合 
資料編参考 

業一-1 

災害時におけるごみ収集車
両の提供に関する協定書 

㈱アクティオ中国支店、西尾レン
トオール㈱西中国営業部、太陽建
機レンタル㈱広島支店 

資料編参考 
業一-2 

業務第二課 
災害時における仮設トイレ

の設置 

㈱レンタルのニッケン広島営業
所、㈱プレコ、エフユーレンタル
㈱岡山営業所、日野興業㈱広島営
業所、㈱リョーキ 

資料編参考 

業二-1 

経
済
観
光
局 

商業振興課 

災害時における食料、生活必

需品の緊急調達等 

協同組合広島総合卸センター 
資料編参考 

産商-1 

イオンリテール㈱西日本カンパ

ニー 

資料編参考 

産商-2 

マックスバリュ西日本㈱ 
資料編参考 

産商-3 

生協ひろしま 
資料編参考 

産商-4 

㈱イズミ 
資料編参考 

産商-5 

㈱ファミリーマート 
資料編参考 

産商-6 

フレスタグループ 
資料編参考 

産商-7 

㈱福屋 
資料編参考 

産商-8 

㈱セブン－イレブン・ジャパン 
資料編参考 
産商-11 

災害時におけるＬＰガス等

の調達及び供給 

（一社）広島県ＬＰガス協会地区

協議会（広島東、安芸、広島、広

島西、安佐、広島北） 

資料編参考 

産商-9 

災害時における畳の調達及

び供給 

「５日で５０００枚の約束。」プ

ロジェクト実行委員会 

資料編参考 

産商-10 

農政課 

災害時における食料の緊急

調達等 

全国農業協同組合連合会広島県
本部、山崎製パン㈱広島工場、㈱
アンデルセンサービス、広島駅弁
当㈱、㈱千鳥 

資料編参考 

農政-1 

災害時における飲料品の緊

急調達等 
㈱アクアクララ中国 

資料編参考 

農政-2 

災害時における食糧の緊急

調達及び供給等 
㈱ランチセンター 

資料編参考 

農政-3 
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経
済
観
光
局 

中央卸売市場 
災害時における生鮮食料品

の緊急調達等 

広島市中央市場連合会､広島市中
央卸売市場東部市場運営協議会､
広島市食肉市場売買参加者組合 

資料編参考 

場中-2 

都
市
整
備
局 

建築指導課 

災害時における住宅の早期

復興に関連する情報の交換

等 

（独行）住宅金融支援機構 
資料編参考 

指建-1 

道
路
交
通
局 

道路管理課 

災害応急対策の実施に必要
な資機材等の緊急輸送 

(公社)広島県トラック協会 
資料編参考 

道管-1 

災害応急対策の実施に必要
な被災者等の緊急輸送 

(公社)広島県バス協会 
資料編参考 

道管-2 

大規模災害時における緊急
輸送等の協力に関する協定 

相互個人タクシー協同組合 
資料編参考 

道管-3 

大規模災害時における緊急
輸送等の協力に関する協定 

広島都市個人タクシー協同組合 
資料編参考 

道管-4 

災害時における要配慮者の緊
急輸送等の協力に関する協定 

オレンジ介護タクシーグループ 
資料編参考 

道管-5 

道路計画課 包括的相互協力等 西日本高速道路㈱ 
資料編参考 

路計-1 

道路課 
災害時の公共土木施設等の

応急対策等 
広島安全施設業協同組合 

資料編参考 

路路-1 

下
水
道
局 

計画調整課 災害時における復旧支援 

（地共）日本下水道事業団、（一
社）日本下水道施設業協会、（一
社）日本下水道施設管理業協会、
（公社）日本下水道管路管理業協
会、（公社）全国上下水道コンサル
タント協会中国・四国支部 

資料編参考 

設計-1 

水
道
局 

企画総務課 

応急給水、応急復旧等 
（公社）日本水道協会中国四国地

方支部 

資料編参考 

水企-3 

応急給水、応急復旧等 日本水道協会広島県支部 
資料編参考 

水企-4 

業務管理課 災害時における応急措置 第一環境株式会社 
資料編参考

水業-1 

維持課 

災害時における応急措置 
広島市指定上下水道工事業協同

組合 

資料編参考 

水維-2 

災害時等の応急給水場所の 

提供 
日本郵便株式会社 

資料編参考 

水維-３ 

災害時等の応急給水場所の 

提供 
㈱セブン-イレブン・ジャパン 

資料編参考 

水維-４ 

消
防
局 

総務課 
高速道路における消防・救急

業務 
西日本高速道路㈱中国支社 

資料編 

広 島 市 消 防

計画⑺ 

警防課 
災害時における災害救助犬

の出動 
（特非）日本レスキュー協会 

資料編参考 

消警-1 

予防課 
ガス漏れ及びガス爆発事故

の防止 
広島ガス㈱ 

資料編 

広 島 市 消 防

計画⑹ 
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第２ 広島市災害応急対策に係る協力事業者への応援要請 

《各担当課》 

１ 協力を求める事項 

   災害応急対策の実施（台風、豪雨等による風水害、地震による災害等により公共施

設に被害が発生した場合等における土のう積み、土砂及び倒木の撤去等の応急措置並

びに人命救出、行方不明者の捜索の補助等を行うことをいう。） 

 ２ 応援要請の方法  

   災害応急対策が必要となったときは、区災害対策本部又は当該災害応急対策を行う

担当課は、広島市災害応急対策に係る協力事業者（以下「災害協力事業者」という。）

のうち、迅速かつ円滑に作業すること及び確実な対応をすることが可能であると認め

られる事業者に対して、災害応急対策を行うよう要請する。 

  ⑴ 要請は文書により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は電話等で要請す

る。電話等で要請した場合においては、その後速やかに要請した旨の文書を交付す

る。 

  ⑵ 要請に基づき災害応急対策を実施した災害協力事業者は、実施内容を速やかに文

書により要請担当課に報告する。 

 ３ 協力事業者数 

   ４２８事業者（令和５年１０月末現在） 

 

第３ 指定行政機関及び指定公共機関への協力要請 

１ 日本郵便株式会社との相互協力 

「広島市と日本郵便株式会社との包括的連携に関する協定書」及び「広島市と日本

郵便株式会社との包括的連携に関する協定第２条第１項第５号に関する細則」に基づ

き、日本郵便株式会社と本市は、市域に災害が発生した場合は、次に掲げる事項につ

いて相互に協力を要請することができる。 

２ 国土交通省中国地方整備局との相互協力 

「災害時における相互協力に関する基本協定」に基づき、国土交通省中国地方整備

局と本市は、市域に大規模な災害が発生した場合、又は発生のおそれがある場合は、

次に掲げる内容の相互協力を行う。 

⑴ 被災状況の把握、災害に係る情報の収集及び共有、災害応急対策（被害の拡大、

二次災害の防止等に資する応急措置を含む。）その他必要と認められる事項につい

て、初動段階から緊密な連携・調整を行い、最大限の協力を行う。 

⑵ 国土交通省中国地方整備局は、広島市災害対策本部等が設置された場合において、

必要と認めたときは、速やかに当該広島市災害対策本部等に職員をオブザーバーと

して派遣し、相互に必要な協力体制を整える。 

３ 西日本高速道路株式会社との相互協力 

「広島市と西日本高速道路株式会社との包括的相互協力協定書」に基づき、西日本

高速道路株式会社と本市は、双方の資源を有効に活用し、防災・災害対策など地域の

安全・安心の向上を図るため、相互協力を行う。 

また、道路整備特別措置法に基づき、災害救助に使用する車両を対象とした有料道

路使用時の無料措置が講じられた場合は、被災地からの土砂、がれき混じりの土砂、

建築物の倒壊・解体等により生じたがれき等の搬出を迅速に行うため、本市が被災地

からの土砂等の運搬に使用する車両を対象とし、料金所で行う手続きの簡素化を、西

区分 協力事項 

日本郵便株式会社 

(1) 本市が収集した避難所開設状況の日本郵便株式会社への情報提供 

(2) 被災者への郵便物配達先申出書の早期提出の働きかけ 

(3) 郵便局ネットワークを活用した広報活動 

(4) 郵便局社員が業務中に発見した道路等の損傷状況の本市への情報提供  

(5) 避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物

の取集・交付等  

(6) 前各号に掲げるもののほか、協定の目的を達成するために必要な事項 
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日本高速道路株式会社に要請する。 

４ 国土地理院への協力要請 

   「地理空間情報の活用促進のための協力に関する協定書」に基づき、国土地理院と

本市は、災害対応等において相互に情報の共有を図り、同院から被災地域の写真・地

図等の防災に関連する地理空間情報の提供を受けるなど、迅速かつ効果的な防災の実

施に向けて協力する。 

５ 国等による応急措置の代行 

⑴ 県は、被災により本市がその全部又は大部分の事務を行うことが不可能になった

場合、本市が実施すべき権限のうち、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する

者以外の者に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区

域からの退去を命じる権限、他人の土地等を一時使用し、又は土石等を使用し、若

しくは収用する権限及び現場の災害を受けた工作物等で応急措置に実施の支障とな

るものの除去等をする権限並びに現場にある者を応急措置の業務に従事させる権限

により実施すべき応急措置の全部又は一部を本市に代わって行うものとする。 

⑵ 指定行政機関等は、被災により本市及び県がその全部又は大部分の事務を行うこ

とが不可能になった場合、本市が応急措置を実施すべき権限のうち、他人の土地等

を一時使用し、又は土石等を使用し、若しくは収用する権限及び現場の災害を受け

た工作物等で応急措置の実施の支障となるものの除去等をする権限並びに現場にあ

る者を応急阻止の業務に従事させる権限により実施すべき応急措置の全部又は一部

を、本市に代わって行うものとする。 

 

（資料編）参考調政－４ 広島市と日本郵便株式会社との包括的連携に関する協定書 

     参考情政－１ 地理空間情報の活用促進のための協力に関する協定書 

     参考場中－１ 全国中央卸売市場協会災害時相互応援に関する協定 

      参考路計－１ 広島市と西日本高速道路株式会社との包括的相互協力協定書 

 

第４ 他の地方自治体等応援職員の受援（人的受援） 

１ 人的受援の要請の基準 

市長等は、次のいずれかに該当すると認められるときは、他の地方公共団体等の長

に対して自治体等の職員の応援を要請する。 

なお、技術職員の派遣を求める場合においては、復旧・復興支援技術職員派遣制度

を活用するものとする。 

⑴ 各局等及び各区災害対策本部の間の相互応援をもってしても応急対策の実施が困

難であり、他の地方公共団体等の職員の応援が必要と認められる場合 

  ⑵ 特別な技術・知識・経験等を要する職員が不足し、他の地方公共団体等の職員の

応援を必要とする場合 

⑶ その他市長等が他の地方公共団体等の職員の応援の必要があると認めた場合 

２ 受援班の設置 

市長（市災害対策本部統制・検討班）が人的受援を受けることを決定した場合には、

市災害対策本部事務局に受援班を設置する。受援班は、人的受援に関する総務省及び

他自治体等との連絡調整を担当する。 

また、市民局長、健康福祉局長、保健医療担当局長、環境局長、下水道局長、消防

局長、水道事業管理者が人的受援を受けることを決定し、市長（市災害対策本部統制・

検討班）に報告した場合にも市災害対策本部事務局に受援班を設置する。この場合に

は、市民局、健康福祉局、環境局、下水道局、消防局、水道局等が、人的受援に関す

る総務省及び他自治体等との連絡調整を担当する。市民局、健康福祉局、環境局、下

水道局、消防局、水道局等は、受援調整を実施するにあたり、市災害対策本部事務局

受援班と綿密に連携、情報共有を図る。また、この際、受援班は受援に関する全体の

情報を把握・総括する。 

 

（資料編）２－13－１ 広島市受援計画 
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参考危予－１ 21 大都市災害時相互応援に関する協定 

     参考危予－２ 中国・四国地区都市防災連絡協議会災害時応援協定 

     参考危予－３ 災害時の相互応援に関する協定書 

参考危予－５ 広島市と宮崎県日南市との災害時相互応援に関する協定 

参考危予－６ 広島市と高知県安芸市との災害時相互応援に関する協定 

参考危予－22 瀬戸内・海の路ネットワーク災害時相互応援に関する協定 

参考健健－１ 21 大都市民生主管部局大規模災害時相互応援に関する覚書 

     参考健健－２ 21 大都市衛生主管局災害時相互応援に関する確認書 

     参考下河－１ 災害時における相互協力に関する基本協定 

参考水企－１ 19 大都市水道局災害相互応援に関する覚書 

参考水企－２ 東京都水道局と広島市水道局の災害時の救援活動に関する覚書 

     参考水企－３ 公益社団法人日本水道協会中国四国地方支部相互応援対策要綱 

     参考水企－４ 日本水道協会広島県支部水道災害相互応援対策要 

 

第５ 自衛隊への災害派遣要請 

《危機管理室》 

大規模な地震災害の発生により、自衛隊の救援を必要とするときは、災害対策基本

法第 68 条の 2 及び自衛隊法（昭和 29 年法律第 165 号）第 83 条の規定に基づき、市

長は県知事に対し派遣要請を依頼する。 

この場合において、市長は必要に応じて、同時に自衛隊に対し派遣要請した旨及び市

域に係る被災状況を通知する。 

 １ 情報連絡体制 

自衛隊への迅速かつ適切な派遣要請を行い、自衛隊の派遣に係る時間の短縮に供す

るため、本市は、災害警戒本部又は災害対策本部を設置したときは、県及び自衛隊と

緊密な連絡体制を保ち、被害や応急対策の状況などの防災情報を適宜提供する。 

⑴ 県危機管理課  電話 082-228-2111（内線 2784～2786） 

082-228-2159,082-511-6720（直通） 

⑵ 陸上自衛隊第 13 旅団 

ア 平日  第 46 普通科連隊 第２科 

電話 082-822-3101（内線 2501・2506）  

不在時（内線 2535･2536･2537 :第３科） 

イ 休日及び夜間 第 46 普通科連隊 部隊当直司令室 

電話  082-822-3101（内線 2505) 

２ 災害派遣要請の基準 

   自衛隊の災害派遣要請は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしているとき、

本市の防災能力をもってしては防災上十分な効果が得られない場合、その他特に市長

が必要と認める場合に行う。 

 ３ 災害派遣要請の対象となる応急対策の範囲 

⑴ 被災状況の把握及び通報 

  ⑵ 避難の援助 

  ⑶ 遭難者の捜索救助 

  ⑷ 消防活動 

  ⑸ 水防活動 

  ⑹ 救援物資の輸送 

  ⑺ 道路及び水路の確保 

  ⑻ 応急の医療・救護・防疫 

  ⑼ 人員及び救援物資の緊急輸送 

  ⑽ 給食・給水・入浴支援 

  ⑾ 通信支援 

  ⑿ 救援物資の無償貸与又は譲与 

  ⒀ 危険物の保安及び除去 
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４ 災害派遣要請の手続き 

   市長は、自衛隊の災害派遣要請を行おうとするときは、様式３－２５－１の文書に

より県知事に対し依頼する。ただし、緊急を要するときは、電話等迅速な方法で行い、

事後に文書を提出することができる。 

   なお、通信の途絶等により、県知事に対する自衛隊の派遣要請ができない場合には、

その旨及び災害の状況を防衛大臣の指定する者に通知できる。 

市長は、この通知をしたときは、速やかに県知事にその旨を通知する。 

様式３－２５－１ 災害派遣要請依頼書 

年  月  日  

    知  事  様 

                                市 長 名   

 

自衛隊の災害派遣要請依頼について 

 

  下記のとおり、自衛隊の災害派遣要請を依頼します。 

 

                 記 

 

  １ 災害の状況及び派遣を要請する事由 

     災害の状況（特に災害派遣を必要とする区域の状況を明らかにする。） 

     派遣を要請する理由 

  ２ 派遣を希望する期間 

  ３ 派遣を希望する区域及び活動内容 

     派遣を希望する区域 

     活動内容（負傷者の救出・救護、道路の啓開等） 

  ４ その他参考となるべき事項 

     作業用資材・宿営施設の準備状況 

５ 防衛大臣が指定する通知先 

県知事に対する自衛隊の派遣要請ができない場合にあって、防衛大臣が指定する通

知先は次のとおりである。 

⑴ 陸上自衛隊第 13 旅団長 

    陸上自衛隊第 13 旅団司令部  安芸郡海田町寿町２－１ 

     第３部（防衛班） 電話 082－822－3101 内線 2410 

              （夜間・土日・祝日等） 内線 2440（当直幕僚） 

  ⑵ 海上自衛隊呉地方総監 

    海上自衛隊呉地方総監部防衛部  呉市幸町８－１ 

     オペレーション  電話 0823－22－5511 内線 2222、2823（当直） 

  ⑶ 航空自衛隊西部航空方面隊司令官 

    航空自衛隊西部航空方面隊  福岡県春日市原町３－３－１ 

     司令部防衛部運用課  電話 092－581－4031 内線 2348 

      （課業時間外）内線 2203（SOC 当直） 

 ６ 自衛隊の自主派遣 

   自衛隊の災害派遣は、県知事からの派遣要請に基づくことが原則であるが、その事

態に照らし、特に緊急を要し、県知事の要請を待ついとまがないと認められるときは、

自衛隊は、部隊等の自主派遣を行うことができる。 

７ 自衛隊受入れに際しての注意事項 

   自衛隊の派遣が決定した場合、派遣要請をした市長は、次の点に十分留意して、派

遣部隊の活動が十分行えるよう努める。 

⑴ 災害派遣部隊到着前 

   ア 本市における派遣部隊等の受入れ担当連絡部署（職員）の指定及び配置（平常

時からの指定及び配置を含む｡） 
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   イ 派遣部隊指揮所及び連絡員が市災害対策本部と緊密な連絡をとるために必要な

適切な施設（場所）の提供 

   ウ 派遣部隊到着後速やかな作業開始ができるよう計画の立案及び資機材等の準備 

エ 現場責任者の指名及び配置 

   オ 必要に応じた派遣部隊の宿営適地及び駐車場等の準備（平常時からの宿営候補

地の検討を含む｡なお、県は、派遣部隊の集結場所として広島広域公園を指定して

いる。） 

   カ 臨時ヘリポートの設定（平常時からの臨時ヘリポート候補地の選定を含む｡） 

   キ 艦艇が使用できる岸壁の準備（接岸可能な岸壁の検討） 

⑵ 災害派遣部隊到着後 

   ア 派遣部隊を目的地に誘導するとともに、他の機関との作業の競合重複を避け、

かつ、最も効果的に作業の分担ができるよう派遣部隊指揮官と協議する。 

   イ 派遣部隊指揮官、編成装備、到着日時、活動内容及び作業進捗状況等を県知事

に報告する。 

  ⑶ ヘリコプターの受入れ時 

    ヘリコプターによる災害派遣を受け入れる場合は、次の事項に留意し、受入態勢

に万全を期する。 

    なお、災害時のヘリコプターの離着陸に適当と思われる場所は、資料編３－２５

－２に示すとおりである。 

   ア 臨時ヘリポートにおける指揮所、物資集積場等の配置については、地理的条件

に応じた機能的配置を考慮するとともに、事前に派遣部隊等と調整をすること。 

   イ 離着陸時の風圧により巻き上げられる危険性のあるものを撤去し、砂じんの舞

い上がるおそれがあるときは、十分に散水をしておくこと。また、積雪時は除雪

又はてん圧をしておくこと。 

   ウ 離着陸時は、安全確保のために関係者以外の者を接近させないようにすること。 

   エ 臨時ヘリポート近くに上空から風向、風速の判定、確認ができるよう吹き流し

又は旗を立てること。これが準備できないときは、ヘリコプターの進入方向を示

す発煙筒をたき安全進入方向を示すこと。 

   オ 着陸地には Ⓗ の記号を次図のとおり標示して着陸中心を示すこと。 

 

 

 

 

 

                           斜線内は通常白色（石灰） 

                           積雪時は赤色 

カ 物資を空輸する場合は、物資計量のための計量器を準備すること。 

   キ 臨時ヘリポートを使用する際は、県危機管理課及び施設管理者に連絡を行うこと。 

８ 派遣に要する経費の負担 

   部隊等の派遣を受けた場合の経費は、次に掲げるものを除き、本市の負担とする。 

⑴ 部隊の輸送費（民間の輸送力（フェリー等を含む｡）を利用する場合及び有料道路

の通行料を除く｡） 

⑵ 隊員の給与 

⑶ 隊員の食糧費 

⑷ その他部隊に直接必要な経費 

 ９ 自衛隊の撤収要請手続 

   市長は、災害の救援活動が終了し、自衛隊の派遣の必要がなくなった場合、又は作

業が復旧の段階にはいった場合には、速やかに県知事に対し自衛隊の撤収要請の連絡

を行う。 
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（資料編）２－13－１ 広島市受援計画 

３－25－１ 臨時ヘリポート可能箇所の目安 

３－25－２ 災害時のヘリポート適地 

 

第６ 緊急消防援助隊への応援等要請 

《消防局警防課》 

１ 応援等要請の基準 

市長は、大規模災害又は特殊災害の発生により、本市及び県内消防応援だけでは十分な

対応が取れないと判断したときは、県知事に対して緊急消防援助隊の応援等を要請する。 

なお、被災状況の全容把握が困難な場合等においては、１１９番通報の受信状況等

の情報をもとに、速やかに県等と協議のうえ、被災状況の把握のための先遣部隊等の

派遣要請を行う。 

 ２ 要請の方法 

  ⑴ 県知事への要請は、電話（災害時優先通信、消防防災無線、地域衛星通信ネット

ワーク、衛星携帯電話など）により連絡するものとし、県知事と連絡が取れない場

合には、直接総務省消防庁長官に対して電話により要請する。 

  ⑵ 出動の要請後、引き続き次の内容を速やかに連絡する。 

ア 災害の種別・状況 

イ １１９番通報の受信状況 

ウ 人的・物的被害の状況 

エ 道路・交通の被災状況 

オ 応援を必要とする地域 

カ 緊急消防援助隊の進出拠点 

キ 緊急消防援助隊の到達ルート 

ク その他必要な情報 

 ３ 受入体制 

  ⑴ 市長は、県に設置された「消防応援活動調整本部」に消防局職員を派遣する。 

  ⑵ 市長は、緊急消防援助隊の消防活動に必要な資機材の貸与、燃料補給体制の確保

及び野営空地や宿泊施設の準備等、円滑な活動に必要な手配に努める。 

  ⑶ 緊急消防援助隊の進出拠点は、広島市消防局緊急消防援助隊受援計画「別表４」

に規定する場所とする。 

なお、県は進出拠点として広島市立大学、西風新都消防訓練場及び広島県消防学

校を指定している。 

 

（資料編）３－25－４ 広島市消防局緊急消防援助隊受援計画 
 

 災害ボランティアの受入 
 

 災害時における市内外からの多数の災害ボランティアの受入体制を確保し、各災害応急

対策責任者が効果的に災害ボランティアの支援を受けられるよう総合調整を行うとともに、

災害ボランティアによる支援活動が円滑に実施できるよう努める。 

 災害ボランティア関係機関と相互に協力し、以下の項目についての実施を促進し、自発

的支援の申入れに対して適切に対応する。 

 

第１ 市（区）災害ボランティア本部（センター）の設置 

《市民局市民活動推進課、健康福祉局地域共生社会推進課、各区区政調整課・地域起

こし推進課》 

ボランティアと行政及びボランティア団体相互の連携を図るとともに、特別な資格・

技能を有しない一般ボランティアのコーディネートを行うため、広島市災害ボランテ

ィア活動連絡調整会議は、市災害ボランティア本部を、原則、「広島市総合福祉センタ

ー」（南区松原町５番１号）に、また、区社会福祉協議会は、区災害ボランティアセン
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ター（８区）を、原則、各区の地域福祉センターに、それぞれ必要に応じて設置する

ものとする。区災害ボランティアセンターの設置に当たっては、設置場所等について

区災害対策本部と調整を行う。 

１ 市災害ボランティア本部の設置については、広島市災害ボランティア活動連絡調

整会議を開催し、同会議において決定する。区災害ボランティアセンター（８区）

については、広島市災害ボランティア活動連絡調整会議の協議等を踏まえ、区社会

福祉協議会において決定する。 

なお､市災害ボランティア本部が設置された場合には、同本部をボランティアに

係る情報拠点とする。 

２ 次に該当する場合に、連絡調整会議を開催する。 

   ⑴ 市内で震度５弱以上の地震が発生したとき。 

   ⑵ 連絡調整会議の議長が開催の必要があると判断したとき。 

３ 市災害ボランティア本部の開設場所は、建物の被災状況により、次の順位で移行

する。 

   ⑴ 広島市総合福祉センター 

   ⑵ 広島市まちづくり市民交流プラザ  

   ⑶ 広島市役所本庁舎会議室 

     市（区）災害ボランティア本部（センター）においては、市（区）災害対策本

部等と連絡を密にし、市内各地の被災状況、応急対策実施状況、災害ボランティ

アのニーズ及び活動状況等を把握する。 

 市災害ボランティア本部は、必要に応じて各区災害ボランティアセンター間の

総合調整を行うものとする。 

 

第２ 広島県被災者生活サポートボランティアセンターとの連携 

《市民局市民活動推進課》 

災害発生時において、緊急時の広島県被災者生活サポートボランティアセンターを

広島県社会福祉協議会が設置した場合には、同センターとの連携を図るよう努める。 

 

第３ 受付窓口の設置 

《市民局市民活動推進課》 

災害発生時においては、多くの善意の支援の申入れが殺到することが予想されるた

め、市（区）災害ボランティア本部（センター）に災害ボランティアの受付窓口を設

置し、広島県被災者生活サポートボランティアセンターと連携し、迅速かつ円滑な災

害ボランティア活動の実施を図る。 

 

第４ 災害ボランティアの活動拠点及び資機材の提供 

《市民局市民活動推進課、各区区政調整課・地域起こし推進課》 

本市は、可能な範囲で、災害ボランティアの受入れのため、必要に応じて庁舎、公

民館、学校などの一部をボランティアの活動拠点として確保するとともに、ボランテ

ィア活動に必要な事務用品や電話などの資機材の貸出し又は提供を行う。 

   また、災害ボランティアが効率的に活動できるよう関係団体との連携に努める。 

 

第５ 海外からの支援の受入 

《市民局市民活動推進課・国際化推進課》 

１ 国等から、海外からの支援の受入計画が示された場合には、市災害対策本部で受

入の規模・受入体制等を決定する。 

２ 海外からの支援の申し出が直接本市にあった場合には、市民局国際化推進課を窓

口とし、申し出について外務省に報告するとともに、市災害対策本部で受入れの要

否を決定する。 

 

（資料編）２－13－１ 広島市受援計画  
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 区の応急対策 
 

第１ 活動方針 

《各区区政調整課・地域起こし推進課》 

地震災害発生時には、その被害状況等に応じて、区は、応急対策実施の要として「区

災害対策本部」を設置し、区民の生命、身体及び財産を保護し、被害を最小限に抑え

るとともに、区民の不安や動揺を鎮め、人心の安定を図ることを主な目的として活動

する。 

 

第２ 活動体制 

《各区区政調整課・地域起こし推進課》 

１ 組織・運営 

  本章「第２節 災害応急組織の編成・運用」の「第４ 災害警戒本部」及び「第５ 

災害対策本部」に定めるところによる。 

２ 職員の動員 

本章「第２節 災害応急組織の編成・運用」の「第７ 職員の動員」に基づき、各

区ごとに作成する動員計画による。 

３ 分掌事務 

本章「第２節 災害応急組織の編成・運用」の「第４ 災害警戒本部」及び「第５ 

災害対策本部」に定めるところによる。 

 

第３ 被害情報の収集・連絡 

《各区区政調整課・地域起こし推進課・維持管理課・地域整備課》 

本章「第３節 情報の収集及び伝達」に定めるところによる。 

 

第４ 災害広報・広聴 

《各区区政調整課・地域起こし推進課》 

１ 広報活動 

区災害対策本部は、地震に関する正しい情報を区民に提供し、パニック等の混乱を

防止するとともに、区民の生命の安全確保を目的として、地震発生後直ちに広報活動

を開始する。 

以後応急対策の進展に伴い、被災者等のニーズを十分把握し、各種の広報媒体を有

効に活用して適時適切に実施する。 

なお、災害広報に当たっては、あらかじめ広報文例を作成し、緊急時の対応に備え

るとともに、被災者のおかれている生活環境等に配慮した方法により行い、特に、聴

覚障害者、視覚障害者などの要配慮者への十分な配慮を行う。 

⑴ 広報窓口の設置 

災害広報に当たっては、広報窓口を設置して行う。 

広報窓口は、市災害対策本部設置と同時に各局等及び各区に設置し、総務班広報

担当の統制の下、各局等及び各区が連携を密にして広報対応の万全を図る。 

⑵ 広報事項 

ア 地震発生直後の広報 

(ｱ) 地震（余震も含む。）・津波・気象に関する情報 

(ｲ) パニック防止の呼びかけ 

(ｳ) 避難指示等 

(ｴ) 出火防止の呼びかけ 

(ｵ) 消火、人命救助の協力呼びかけ 

(ｶ) 区内被害状況の概要（建物破壊、火災発生等） 

(ｷ) 区の応急対策実施状況 

(ｸ) その他必要な事項 
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イ 災害の状況が静穏化した段階の広報 

(ｱ) 地震・津波に関する情報 

(ｲ) 被害状況及び応急対策実施状況 

(ｳ) 安心情報 

(ｴ) 生活関連情報 

ａ 電気・ガス・水道 

ｂ 食料・生活必需品の供給状況 

(ｵ) 通信施設の復旧状況 

(ｶ) 道路交通状況 

(ｷ) 交通機関の運行状況 

(ｸ) 医療機関の活動状況 

(ｹ) ボランティアの活動状況 

(ｺ) 臨時相談所に関する情報 

(ｻ) その他必要な事項 

ウ 救援期の広報 

(ｱ) 避難場所の状況 

(ｲ) 生活援護情報 

ａ 災害弔慰金等の支給、災害援護資金等の貸付 

ｂ 市税の減免等 

(ｳ) 企業援護情報 

(ｴ) 義援金等の支給手続き 

(ｵ) 公共施設復旧状況 

(ｶ) 罹災証明書の発行手続き 

(ｷ) 応急対策実施状況及び今後の見通し 

(ｸ) 死者・行方不明者の状況 

(ｹ) 仮設住宅の設置及び申込手続き 

(ｺ) その他必要な事項 

⑶ 広報事項の伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 道 
機 関 

市災害対策本部 

 

総務班広報担当 

各  局  等 
（ 広 報 担 当 ） 

消 防 局 
（広報担当） 

指 定 地 方 
公共機関等 

区 災 害 対 策 本 部 
（区政調整課・地域起こし推進課） 

 
消 防 署 

区  民 ・ 事 業 所 等 

 

⑷ 広報の方法 

ア テレビ・ラジオの利用 

区災害対策本部長は、区域内の広範囲に広報する必要がある場合、又はテレビ・

ラジオの利用により、その効果が絶大と認められる場合は、市災害対策本部長へ

放送の依頼を要請する。 
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イ 既存の無線放送の利用 

既存の無線放送の有効な活用を図る。 

ウ 広報車の利用 

(ｱ) 災害の状況に応じて、必要と認める地区へ広報車を出動させ広報を実施する。 

(ｲ) 広報車による広報は、音声のみならず、必要に応じてチラシ等の配布も行う。

エ 職員による広報 

広報車の活動不能な地域、その他特に必要と認められる地域については、職員

を派遣し広報を行う。 

オ チラシ等の配布 

区災害対策本部は、市災害対策本部の指示により、又は必要に応じ、安心情報

等のチラシ等を作成し、情報提供を行う。 

⑸ 報道機関への情報提供 

報道機関から、災害報道のための資料提供、放送出演等の依頼を受けた場合は、

積極的に協力する。 

２ 広聴活動 

   区災害対策本部は、被災者の要望を把握し、不安を解消するため、災害の状況が静

穏化し始めた段階において、関係部局及び防災関係機関の協力を得て、広聴活動を実

施する。 

⑴ 市民相談窓口の設置 

区災害対策本部は、災害状況の推移により必要と認めた場合、区民からの相談を

ワンストップで行う市民相談窓口を区役所、その他必要に応じて避難所や市有施設

等に設置する。 

⑵ 要望等の処理 

相談窓口において聴取した要望等は、関係部局及び防災関係機関に連絡し、必要

に応じて調整をするなど、適切な処理に努める。 

 

第５ 避難対策 

《各区区政調整課・地域起こし推進課》 

本章「第５節 避難対策」及び水防計画「第４章 避難対策」に定めるところによる。 

 

第６ 応急救助活動 

区災害対策本部は、地震災害による罹災者に対し、次により応急救助活動を実施する。 

なお、災害救助法の適用基準、救助の種類及び内容については、本章「第 24 節 災

害救助法の適用等」に定めるところによる。 

１ 応急救助の実施に関する協議・報告《各区区政調整課・地域起こし推進課》 

   区災害対策本部長は、応急救助の実施に際し、救助内容等について市災害対策本部

（危機管理室危機管理課）と協議して救助活動を実施するとともに、実施状況・被害

状況について報告する。 

２ 区災害対策本部が行う応急救助に関する事務 

⑴ 衣食等生活必需品対策《各区市民課・保険年金課・生活課》 

   ア 調達に関すること。 

     市長（市災害対策本部事務局統制・検討班）の指示により、原則として、区災

害対策本部が行う。この際、健康福祉局及び経済観光局が救援物資の調達に協力

する。 

     域内での救援物資の調達を区災害対策本部では行えない場合や市で一括して取

得する方が有利な場合には、市長（市災害対策本部事務局統制・検討班）の指示

により、健康福祉局及び経済観光局が協力して行う。 

イ 食品の供給に関すること。 

(ア) 炊き出しその他による食品の給与の対象者 

次に該当し、災害による流通の支障等により食品が得られない、また、住家

が被災し炊事ができないなど、金銭の有無に関わらず現に食物を得られない者

に対して行う。 
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ａ 避難指示により開設された避難所に収容された者 

ｂ 住家に被害を受け、又は災害により現に炊事ができない者 

ｃ 避難指示が発令されている地域において、住家に被害を受け、一時的に縁

故先等に避難する者で、食品の持ち合わせのない者 

ｄ その他市災害対策本部長又は区災害対策本部長が必要と認める者 

 (イ) 給与の基準 

１日１人当たりの基準は、原則として災害救助法の基準額以内とし、被災者

が直ちに食することができる現物によることを原則とするが、被害規模等の状

況を勘案し、炊き出しで代えることができる。 

ウ 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

(ア) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与の対象者 

  次のすべてに該当し、区災害対策本部長が必要と認めた者に対して行う。 

      ａ 災害により住家が全焼・全壊、流失、半焼、半壊又は床上浸水の被害を

受けた者 

      ｂ 被服・寝具その他生活上必要な最小限度の家財を喪失した者 

      ｃ 被服・寝具その他生活必需物資がないため、直ちに日常生活を営むこと

が困難者 

(イ) 被服・寝具その他の生活必需品目と内容（例） 

 

(ウ) 物資の供給基準額 

       １人当たりの基準額は、特別な理由がない限り、災害救助法の基準額以内と

し、現物支給を原則とする。 

⑵ 医療・救護対策《各区地域支えあい課・福祉課》 

   ア 医療救護資機材の調達・輸送 

     区災害対策本部長は、救護所設置に必要な資機材や救援物資を調達し、搬入を

行う。 

   イ 救護所の設置 

     区災害対策本部長は、保健医療担当局長と協議し、避難場所等その他必要と認

める場所に救護所を設置する。 

     なお、医療救護班の編成基準及び活動範囲等については、本章「第 12 節 医

療・救護対策」に定めるところによる。 

⑶ 避難所に滞在することができない被災者への対策《各区市民課・保険年金課・生

活課・地域支えあい課・福祉課》 

避難所に滞在することができない被災者に対しても、生活環境の確保が図られる

よう、食料等必要な物資の配給や保健師等による巡回健康相談等の実施に係る情報

の周知に努める。 

⑷ 遺体の収容及び火葬対策《各区市民課・保険年金課・生活課》 

   ア 遺体の捜索・安置 

     区災害対策本部長は、行方不明者等の届出及び遺体収容の要請があれば受理し、

受付簿に記録するとともに、速やか捜索活動を行い、警察、消防等関係機関の協

力を得て早期の収容に努める。 

品 目 内       容  （例） 

寝    具 タオルケット、毛布、布団等 

上  下  着 洋服、作業衣、子供服、シャツ、パンツ等 

身 の 回 り 品 タオル、靴下、靴、サンダル、傘、ビニールシート等 

日  用  品 石けん、歯磨用品、ティッシュペーパー、トイレットペーパー等 

調 理 道 具 炊飯器、鍋、包丁、カセットコンロ等 

食    器 茶碗、皿、箸等 

光 熱 材 料 マッチ、ＬＰガス、カセットコンロ用燃料、電池等 

消 耗 器 材 紙おむつ、生理用品、ストーマ用装具等 
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イ 遺体安置所の開設及び管理 

     区災害対策本部長は、災害により多数の遺体を安置する必要が生じた場合、公

共施設等に遺体安置所を開設するとともに、施設の運営・維持管理を行うため職

員を派遣し、適切な措置を講じる。 

   ウ 遺体の搬送及び火葬 

     区災害対策本部長は、保健医療担当局長に対し、遺体安置所別に火葬に付すべ

き遺体数の報告を行い、保健医療担当局長が作成する遺体搬送計画に基づき、火

葬場への搬送の手配を行う。また、身元不明の遺体又は遺体引受人のない遺体に

ついては、火葬後は区長が当該遺骨を保管する。 

 

第７ 応急復旧活動 

《各区維持管理課・農林課・地域整備課》 

区災害対策本部長は、応急復旧活動を実施するため、災害現地において技術指導を

行うとともに、関係機関と協力して必要な措置を講じる。 

 

第８ 緊急輸送 

《各区建築課》 

   区災害対策本部長は、災害が発生した場合、応援活動のための人員の輸送、物資の

運搬を迅速かつ効果的に行うために、次のとおり緊急輸送車両の確保等を行う。 

 １ 車両等の確保 

⑴ 区保有車両の確保 

    区災害対策本部長は、事前に区が保有する車両台数を把握し、市災害対策本部へ

実数報告を行うとともに、一定数の車両を待機させる。 

⑵ 民間車両の活用 

    区災害対策本部長は、現有車両台数では人員の輸送、物資の運搬が困難と認めら

れる場合は、市災害対策本部へあっせんを要請するとともに、現地において民間車

両の調達を行うことができる。 

２ 車両等の配車及び緊急通行車両の表示手続き 

   区災害対策本部長は、調達車両の適切な配車を実施するため、車両等の用途別配車

計画を作成するほか、県公安委員会（県警察本部、最寄りの警察署又は交通検問所）

に緊急通行車両の証明書及び確認標章の交付を申請し、緊急通行車両に掲示する。 

 

第９ 応援要請 

《各区区政調整課・地域起こし推進課》 

区災害対策本部長は、地震災害が発生した場合において、応急対策あるいは応急措置

を実施するために必要があると認めるときは、市災害対策本部長に応援の要請を行う。 

 １ 職員の応援要請 

⑴ 区災害対策本部長は、所掌事務を処理するに当たり、所属職員を動員してもなお

不足するときは、市災害対策本部長へ職員の応援を要請する。 

⑵ 応援職員は、区災害対策本部長の指揮を受けてその指示に従う。 

 ２ 他の地方公共団体等及び自衛隊に対する応援要請 

   区災害対策本部長は、必要と認めるときは、市災害対策本部長に対し、他の地方公

共団体等及び自衛隊の応援の要請を依頼する。 

 ３ 防災関係団体等に対する応援要請 

   区災害対策本部長は、必要と認めるときは、市災害対策本部長に対し、防災関係団

体等の応援の要請を依頼する。 

 ４ 応援隊の受入れ 

   区災害対策本部長は、応援隊の受入れに当たっては、応援隊の市内進入路、集結地

点及び救援物資の受取り場所等を選定し、適切に誘導を行う。 
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第１０  区応急対策実施計画の策定 

《各区区政調整課・地域起こし推進課》 

区長は、地震災害時における区災害対策本部の応急対策を迅速かつ効果的に実施

するため、本計画に基づき、区応急対策実施計画を策定し、その充実整備に努める。 
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第４章 津波災害対策 
 

 想定される津波及び被害の想定 
 

第１ 想定される津波 

１ 広島県の津波浸水想定 

⑴ 想定津波の選定 

平成25年3月に公表された広島県の津波浸水想定は、国土交通省の「津波浸水想

定の設定の手引き（平成24年10月）」等の手法に基づき、「最大クラスの津波」及

び「津波到達時間が短い津波」を想定津波として選定している。 

また、同想定は、「最大クラスの津波」として南海トラフ巨大地震による津波

を、「津波到達時間が短い津波」として瀬戸内海域の活断層及びプレート内地震

（以下「瀬戸内海域活断層等」という。）による津波を選定している。 

区分 地震 規模 

最大クラスの津波 

（発生頻度は極め

て低いものの、発

生すれば甚大な被

害 を も た ら す 津

波） 

○南海トラフ巨大地震 

 ・内閣府の「南海トラフの巨大地震モ

デル検討会」において示された11個の

津波断層モデルケースのうち、広島県

沿岸に対して津波の影響が大きいと

想定される8個のケース（ケース1・2・

3・4・5・8・10・11）  

マグニチュード：Ｍｗ＝９．１ 

津波到達時間が 

短い津波 

○瀬戸内海域活断層等 

 ・安芸灘～伊予灘～豊後水道 

 ・讃岐山脈南縁－石鎚山脈北縁東部 

 ・石鎚山脈北縁西部―伊予灘断層 

 ・安芸灘断層群（主部） 

・安芸灘断層群（広島湾―岩国沖断層帯） 

 

マグニチュード：Ｍｗ＝７．５ 

マグニチュード：Ｍｗ＝７．６ 

マグニチュード：Ｍｗ＝７．４ 

マグニチュード：Ｍｗ＝６．６ 

マグニチュード：Ｍｗ＝６．９ 

⑵ 津波浸水想定 

ア 津波浸水想定に係る主な設定条件等 

津波浸水想定は、次のような悪条件下において発生した場合に想定される津波

の浸水域、浸水深等を津波浸水想定図として作成している。 

    ・ 2009年から2013年までの年間最高潮位（最大と最小を除いた平均値）を初期

潮位として設定した。 

・ 地震による地盤の沈下を考慮し、隆起については考慮しない。 

    ・ 構造物について、耐震化や液状化に対する十分な対策が実施できていない区

間については、護岸や防波堤は機能せず、堤防は地震前の 25％の高さまで沈下

するものとして設定し、津波が越流した構造物は、その時点で破壊される。 

イ 浸水域・浸水深は、広島県における地形データを用いて10ｍメッシュ単位とし

ており、浸水域は選定した津波別に想定される浸水深の中で最も大きい値とす

る。 

ウ 本市域における浸水面積（最大の場合）           （単位：ha） 

浸水面積（浸水深別） 

１㎝以上 30 ㎝以上 1m 以上 2m 以上 5m 以上 

3,817 3,463 2,432 1,188 2 

※ 河川・砂浜部分を除いた陸域部浸水面積 

エ 本市域における南海トラフ巨大地震及び瀬戸内海域活断層等による「最高津波

水位」、「最大波到達時間」及び「津波影響開始時間」 
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区分 
最高津波水位※1（m） 最大波到達時間 

（分） 

津波影響開始時間※2 

（分）  うち津波の高さ（m） 

南海トラフ 

巨大地震※3 
3.6 1.5 246 37 

瀬戸内海域 

活断層等 
3.0 0.8 110 3 

※1 「最高津波水位」は、海岸線における最高の津波水位を標高で表示 

※2 「津波影響開始時間」は、海域を伝播してきた津波により、おおむね海

岸線において、地震発生後に初期潮位から±20㎝の変化が生じるまでの時

間 

※3 「南海トラフ巨大地震」は、津波断層モデルケース１の場合を示す。 

オ 河川水位や潮位が地盤高よりも高い状態で地震が発生した場合に、地震動によ

り堤防等が破壊されたときは、津波が到達する前に浸水が始まることに留意する

必要がある。 

カ 広島県津波浸水想定図（下記ＵＲＬ参照） 

(ア) 広島県ホームページ 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/soshiki/4/tsunamisinsuisouteizu.html 

(イ) 広島市ホームページ（「ひろしま地図ナビ」「防災情報」） 

https://www2.wagamachi-guide.com/hiroshimacity/ 

【参考】用語の解説等 

  １ 浸水域 

    海岸線から陸域に津波が遡上することが想定される区域 

  ２ 浸水深 

    陸上の各地点で水面が最も高い位置にきたときの地面から水面までの高さ 

  ３ 津波水位 

    津波襲来時の海岸線における、海面の高さ（標高※で表示） 

   ※標高は東京湾平均海面からの高さ（単位：TP.＋m）として表示しています。 

 ４ 津波の高さ 

    津波襲来時の海岸線における、「津波水位」と「初期潮位」との差 

  ５ 最大波到達時間 

    津波の最高到達高さが生じるまでの時間 

 ６ 津波影響開始時間 

    海域を伝播してきた津波により、初期潮位から±20㎝（海辺にいる人々の人命に

影響が出るおそれのある水位変化）の変化が生じるまでの時間 

  ７ 浸水面積 

  津波によって浸水する陸域の面積 

８ 津波被害と浸水深との関係 

浸水深 被害等 

30cm以上 避難行動がとれなく（動くことができなく）なる。 

1m以上 津波に巻き込まれた場合、ほどんどの人が亡くなる。 

2m以上 木造家屋の半数が全壊する（注：3m以上でほとんどが全壊する。）。 

5m以上 2階建ての建物（建物の2階部分まで）が水没する。 

10m以上 3階建ての建物（建物の3階部分まで）が完全に水没する。 
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図１ 津波水位の定義（広島県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 各用語の模式図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本市の津波浸水想定 

⑴ 想定津波の選定 

「平成25年度広島市地震被害想定」において、本市は、6つの想定地震のうち、

震源が海域に位置する、「南海トラフ巨大地震」、「安芸灘～伊予灘～豊後水道の

地震」及び「安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯）による地震」については、津

波による被害を想定している。 

なお、被害想定を行う上で必要となる津波解析は、「広島県地震被害想定調査 

平成25年10月」の解析結果を用いており、浸水深別面積については、構造物が機能

する場合としない場合に分けて想定をしている。 

ア 構造部が機能しない場合（構造物なし） 

地震発生から3分後に、盛土構造物※１は25％の高さ、コンクリート構造物※２

は0％の高さになる。ただし、地震発生から3分以内に津波が構造物を越流すると

構造物なし（その区間は破堤する。）とすることとした。 

イ 構造物が機能する場合（構造物あり） 

津波が構造物を越えるまでは当該構造物は機能し、越流すると構造物なし

（その区間は破堤する。）とすることとした。 

※１ 盛土構造物：横断図、台帳や航空写真に基づき、盛土構造が確認できるもの 

※２ コンクリート構造物：盛土構造物以外のもの 



248 

 

⑵ 浸水深別面積 

ア 構造物が機能しない場合、浸水面積が最も広いのは、南海トラフ巨大地震で

3,817ha となる。また、避難行動がとれなく（動くことができなく）なる浸水深

30cm 以上の浸水面積が最も広いのも、南海トラフ巨大地震で 3,462ha となる。 

イ 構造物が機能する場合、浸水面積が最も広いのは、南海トラフ巨大地震で、

1,316ha となり、避難行動がとれなく（動くことができなく）なる浸水深 30cm 以

上の浸水面積が最も広くなるのも、南海トラフ巨大地震で 1,085ha となる。 

地震名 南海トラフ巨大地震（津波断層モデルケース 1） 

区域 
浸水深別面積（単位：ha） 

１㎝以上 30 ㎝以上 1m 以上 2m 以上 5m 以上 

構

造

物

な

し 

中区 971 923 654 265 2 

東区 146 123 75 2 0 

南区 1,333 1,227 864 484 0 

西区 878 778 588 334 0 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 215 192 140 65 0 

佐伯区 273 219 111 38 0 

合計 3,817 3,462 2,432 1,188 2 

構

造

物

あ

り 

中区 81 69 47 0 0 

東区 78 54 5 0 0 

南区 929 763 316 9 0 

西区 11 8 2 0 0 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 214 190 134 53 0 

佐伯区 4 1 0 0 0 

合計 1,316 1,085 505 62 0 

※ 小数点以下の四捨五入により合計が合わないことがある。 

 

地震名 安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震 

区域 
浸水深別面積（単位：ha） 

１㎝以上 30 ㎝以上 1m 以上 2m 以上 5m 以上 

構

造

物

な

し 

中区 798 688 406 83 0 

東区 123 108 54 0 0 

南区 1,034 906 683 278 0 

西区 622 568 401 144 0 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 161 143 95 35 0 

佐伯区 86 69 49 7 0 

合計 2,824 2,481 1,688 547 0 
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地震名 安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震 

区域 
浸水深別面積（単位：ha） 

１㎝以上 30 ㎝以上 1m 以上 2m 以上 5m 以上 

構

造

物

あ

り 

中区 59 47 2 0 0 

東区 0 0 0 0 0 

南区 14 6 1 0 0 

西区 2 1 0 0 0 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 153 137 88 32 0 

佐伯区 0 0 0 0 0 

合計 229 191 91 32 0 

※ 小数点以下の四捨五入により合計が合わないことがある。 

 

地震名 安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯） 

区域 
浸水深別面積（単位：ha） 

１㎝以上 30 ㎝以上 1m 以上 2m 以上 5m 以上 

構

造

物

な

し 

中区 567 476 256 9 0 

東区 16 10 0 0 0 

南区 764 686 414 40 0 

西区 454 411 303 19 0 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 130 107 58 11 0 

佐伯区 24 22 19 2 0 

合計 1,955 1,711 1,051 81 0 

構

造

物

あ

り 
中区 0 0 0 0 0 

東区 3 0 0 0 0 

南区 0 0 0 0 0 

西区 0 0 0 0 0 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 125 102 52 8 0 

佐伯区 0 0 0 0 0 

合計 128 103 52 8 0 

※ 小数点以下の四捨五入により合計が合わないことがある。 

 

第２ 津波による被害想定 

１ 建物被害 

津波による建物被害が最大となるのは、「南海トラフ巨大地震」で、全半壊棟数は

21,297棟となる。 

２ 人的被害 

津波による人的被害のうち、死者が最大となるのは、「安芸灘～伊予灘～豊後水道

の地震」で4,427人、負傷者が最大となるのは、「南海トラフ巨大地震」で1,831人と

なる。 
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なお、人的被害の想定においては、過去の災害事例を参考とした4つの避難パター

ンのうち、本市の過去の津波災害事例の少なさなどを考慮し、早期避難者率が低い場

合を使用している。 

 

想定に使用した早期避難率 

区分 割合 

地震発生後すぐに避難する者 20％ 

避難するが、すぐには避難しない者 50％ 

切迫避難あるいは避難しない者 30％ 

※ 切迫避難：揺れがおさまった後、すぐには避難せず、なんらかの行

動をしている最中に津波が迫ってきてからとる避難行動 

 

地震名 南海トラフ巨大地震 

区域 

建物被害（棟） 人的被害（人） 

全 壊 半 壊 死 者 負傷者 
 

うち重傷者 

中区 598 1,311 622 293 100 

東区 27 863 28 13 4 

南区 1,681 12,614 1,750 822 280 

西区 587 667 612 287 98 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 754 1,738 785 369 126 

佐伯区 95 361 99 47 16 

合計 3,743 17,554 3,896 1,831 623 

※ 小数点以下の四捨五入により合計が合わないことがある。 

 

地震名 安芸灘～伊予灘～豊後水道の地震 

区域 

建物被害（棟） 人的被害（人） 

全 壊 半 壊 死 者 負傷者 
 

うち重傷者 

中区 772 3,279 814 201 68 

東区 22 546 23 6   2 

南区 2,072 3,245 2,184 539 184 

西区 786 2,124 829 205 70 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 475 1,394 501 124 42 

佐伯区 72 434 76 19 6 

合計 4,199 11,022 4,427 1,093 372 

※ 小数点以下の四捨五入により合計が合わないことがある。 
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地震名 安芸灘断層群（広島湾－岩国沖断層帯） 

区域 

建物被害（棟） 人的被害（人） 

全 壊 半 壊 死 者 負傷者 
 

うち重傷者 

中区 161 1,938 518 166 57 

東区 1 21 4 1 0 

南区 406 2,754 1,305 419 142 

西区 174 1,569 560 180 61 

安佐南区 0 0 0 0 0 

安佐北区 0 0 0 0 0 

安芸区 189 1,310 607 195 66 

佐伯区 15 74 48 15 5 

合計 947 7,666 3,042 976 332 

※ 小数点以下の四捨五入により合計が合わないことがある。 

 

 津波に強いまちづくり 
 

第１ 総合的な津波災害対策のための基本的な考え方 

本市は、平成25年3月に公表された広島県津波浸水想定図等において示された「最

大クラスの津波」である「南海トラフ巨大地震による津波」及び「津波到達時間が短

い津波」である「瀬戸内海活断層等による津波」並びに「水面より地面が低い場所に

おいて、地震による堤防等の破壊により、津波が到達する前に始まる浸水」に対し、

市民等の生命を守ることを最優先とし、市民等の避難を軸に、津波災害に対する知識

の普及、浸水時緊急退避施設の確保等の避難体制の整備に重点的に取り組む。 

また、海岸保全施設等の整備促進、浸水を防止する機能を有する交通インフラなど

の活用、土地のかさ上げ、避難路・避難階段の整備、土地利用・建築規制など、国、

県、市の役割に応じて地域の状況に応じた総合的な対策を講じるものとする。 

津波に関する防災教育、訓練、津波からの避難の確保等を効果的に実施するため、

津波対策にデジタル技術を活用するよう努めるものとする。 

なお、比較的発生頻度の高い津波（最大クラスの津波に比べて発生頻度は高く、津

波高は低いものの大きな被害をもたらす津波）については、県の検討結果等を踏ま

え、人命・住民財産の保護、臨海部の産業・物流機能への被害軽減による地域経済の

確保の観点から、国、県の港湾、河川部局等に対し海岸保全施設等の整備について働

き掛けを行う。 

 

第２ 津波に強いまちづくり 

１ 津波に強いまちの形成 

津波からの迅速かつ確実な避難を実現するため、徒歩による避難を原則として、地

域の実情を踏まえつつできるだけ短時間で避難が可能となるようなまちづくりを目指

すものとする。 

地域防災計画、都市計画等の計画相互の有機的な連携を図るため、関係部局による

共同での計画作成、まちづくりへの防災専門家の参画など、津波防災の観点からのま

ちづくりに努めるものとする。また、都市計画等を担当する職員に対して、ハザード

マップ、地理情報システム（ＧＩＳ）の防災情報等を用いた防災教育を行い、日常の

計画行政の中に防災の観点を取り入れるよう努めるものとする。 

２ ライフライン施設等の機能の確保 

ライフラインの被災は、安否確認、市民の避難、救命・救助等の応急対策活動など

に支障を与えるとともに避難生活環境の悪化等をもたらすことから、ライフライン関
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連施設の耐浪性の確保を図るとともに、系統多重化、拠点の分散、代替施設の整備等

による代替性の確保を進めるものとする。 

また、関係機関と密接な連携をとりつつ、ライフライン共同収容施設としての共同

溝・電線共同溝の整備等を図るものとする。 

なお、自ら保有するコンピュータシステムやデータのバックアップ対策を講じると

ともに、企業等における安全確保に向けての自発的な取組みを促進するものとする。 

３ 災害応急対策等への備え 

津波が発生した場合の災害応急対策、 災害復旧・復興を迅速かつ円滑に行うための

備えを平常時より十分行うとともに、職員、住民個々の防災力の向上を図るものとす

る。 

 

 

 津波災害の予防対策 
《危機管理室災害予防課》 

 

第１ 津波に対する防災意識の啓発等 

１ 防災思想の普及 

自らの身の安全は自らが守るのが防災の基本であり、市民はその自覚を持ち、平常

時より、津波災害に対する備えを心がけるとともに、発災時には自らの身の安全を守

るよう行動することが重要であることを市民等に周知する。 

２ 津波災害に関する知識の普及 

⑴ 津波災害の危険性等の周知 

市政出前講座の開催のほか、リーフレット「広島市の地震被害想定（平成 25 年

度）」の配布等を通じ、市民に対して、津波災害の危険性を周知させるとともに、以

下の事項について普及・啓発を図るものとする。  

ア 我が国の沿岸はどこでも津波が襲来する可能性があり、強い地震（震度４程度）

を感じたとき、又は弱い地震であっても長い時間ゆっくりとした揺れを感じたと

きは、迷うことなく迅速かつ自主的にできるだけ高い場所に避難すること、避難

に当たっては徒歩によることを原則とすること、自ら率先して避難行動を取るこ

とが他の地域住民の避難を促すことなど、避難行動に関する知識 

イ 津波の第一波は引き波だけでなく押し波から始まることもあること、第二波、

第三波などの後続波の方が大きくなる可能性や数時間から場合によっては一日以

上にわたり継続する可能性があること、さらには、強い揺れを伴わず、危険を体

感しないままに押し寄せる、いわゆる津波地震や遠地地震、火山噴火等による津

波の発生の可能性など、津波の特性に関する情報 

ウ 津波の影響が出始めるまでの時間は、想定されている最大波到達時間よりも短

いこと、特に、瀬戸内海域活断層等による津波の場合は、地震発生後すぐに津波

の影響が出始めると想定されていることや、水面よりも地面が低い場所では、地

震によって堤防等が破壊され、津波が到達する前に浸水が始まるおそれがあると

想定されていること。 

エ 地震・津波は自然現象であり、想定を超える可能性があること、特に地震発生

直後に発表される津波警報等の精度には一定の限界があること、浸水想定区域外

でも浸水する可能性があること、避難場所の孤立や避難場所自体の被災も有り得

ることなど、津波に関する想定・予測の不確実性 

⑵ 津波想定の正確な理解 

津波に関する想定・予測の不確実性を踏まえ、津波発生時に、刻々と変わる状況

に臨機応変の避難行動を住民等が取ることができるよう、防災教育などを通じた関

係主体による危機意識の共有、いわゆるリスクコミュニケーションに努め、津波想

定の数値等の正確な意味の理解の促進を図るものとする。 

３ 津波に対する心得 

「強い地震等を感じたら、住民や漁業及び港湾関係者等は海浜から離れ安全な場所
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に避難すること、船舶は港外に退避すること」を基本として、次の「津波に対する心

得」に基づき、津波に対する警戒意識の啓発を図る。 
  

津 波 に 対 す る 心 得 
  

〈一般編〉   

 １  正しい情報をテレビやラジオなどで入手する。  

２  津波注意報や津波警報、大津波警報が発表されたときは、直ちに海岸付近や川辺などか

ら離れ、急いで高台などの安全な場所へ避難する。  

３  高台などの安全な場所へ避難することが困難なときは、近くの頑丈な建物や浸水時緊急

退避施設へ避難する。  

４  屋外の移動に危険が伴う場合には、建物内の安全な場所（上階）へ避難する。  

５  津波は繰り返し襲ってくるので、津波注意報や津波警報、大津波警報が解除されるまで

は、絶対に海岸付近や川辺などに近づかない。  

〈船舶編〉  

１  強い地震（震度４程度以上）を感じたときや弱い地震であっても長い時間ゆっくりとし

た揺れを感じたときは、直ちに港外の水深の深い、広い海域へ退避する。  

２  地震を感じなくても、津波注意報や津波警報、大津波警報が発表されたら、すぐ港外へ退

避する。  

３  正しい情報をラジオ、テレビなどで入手する。  

４  港外退避できない小型船は、高い所に引き上げて固縛するなど最善の措置をとる。  

５  津波は繰り返し襲ってくるので、津波注意報、津波警報、大津波警報が解除されるまで、

気をゆるめない。  

 

 

第２ 津波に対する避難訓練の実施 

１ 実践的な避難訓練の実施 

津波災害を想定した訓練の実施に当たっては、津波到達時刻の予測は比較的正確で

あることを考慮しつつ、防災マップ等を活用して地域の特性に応じた実践的な訓練を

行うよう努めることとする。 

２ 津波情報伝達訓練の実施 

沿岸地域を重点として、防災関係機関、市民、事業所が一体となって必要に応じて

津波情報伝達訓練を実施し、誤伝達や伝達洩れの防止等を図る。 

 

第３ 津波からの避難 

津波等による被害軽減を図るため、平成 25 年 3 月に公表された広島県の津波浸水

想定による浸水想定区域等が存在する地区において住民が主体となって作成する防災

マップや浸水時緊急退避施設等の周知による防災知識の普及を積極的に推進する。 

１ 防災マップの作成 

浸水時緊急退避施設や避難経路等、地域の実情を踏まえた防災マップを作成し、印

刷物の配布や避難訓練等を通じて地域住民等へ周知する。 

２ 浸水時緊急退避施設の指定等 

津波等による浸水想定区域内に所在する、次の要件に適合する建築物の管理者等と

の協定締結により浸水時緊急退避施設を指定し、緊急退避先である旨を表す標識の設

置等により周知を図る。 

⑴ 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造で地上４階建以上の建

築物であること。 

⑵ 新耐震設計基準（昭和 56 年 6 月１日施行）に適合していること、又は、耐震診断

等により耐震性が確認された建築物であること。 

⑶ 地上４階以上の高さに、緊急一時的に退避できる場所（廊下や階段、集客スペー

ス等で、その合計面積が概ね 100 ㎡以上）を有すること。 

⑷ 緊急退避時に、容易に退避可能な構造または管理体制等を有すること。 

３ 避難誘導体制の確立 

指定緊急避難場所（津波）に案内標識を設置するとともに、避難路を選定し、速や

かに避難ができるよう平素から住民に避難誘導アプリや防災マップの周知を図る。ま

た、住民が日常生活の中で、常に津波災害の危険性を認知し、円滑な避難ができるよ

うにすることを目的とし、道路施設等へ広島県道路標識対策部会の設置方針に沿って
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海抜表示を行うこととし、津波の浸水想定区域内に立地する指定緊急避難場所（高潮

の浸水想定区域内に立地するものを除く。）にも災害種別ごとの適合表示に併せ、海抜

表示を行う。 

なお、高齢者、障害者等自力で避難の困難な者に関しては、事前に援助者を決めて

おく等の支援体制の整備に努める。 

 ４ 広島県津波避難計画策定指針を踏まえた津波避難対策の推進 

地震により発生した津波や堤防等が決壊した場合の浸水による人的被害を軽減する

ため、県が策定した「広島県津波避難計画策定指針」を踏まえ、必要な津波避難対策

を進めていく。 
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参考  震災対策の時系列一覧表 

 

地域防災計画（震災対策編） 発災前 震災時 
震  災  後 復旧・復興 

6 時間 24時間 ３日後 1 週間 1 か月 

予 

防 

対 

策 

地震に強い都市構造の形成        

地震に強い組織体制の整備        

地震に強い市民活動の推進        

地震に関する調査研究        

応 

 

 

 

 

急 

 

 

 

 

対 

 

 

 

 

策 

災害対策本部の設置  設 置      

職員の配備・動員  配 備 ・ 動 員     

情報の収集及び連絡  情報収集・連絡     

災害広報・広聴の実施  広    報 広 聴    

避難対策  避 難 ・ 誘 導     

衣食等生活必需品供給    生活必需品供給   

給水及び上水道施設応急対策   応 急 給 水    

消防活動  消 防 活 動     

水防活動  水 防 活 動     

救難対策  救 難 活 動     

医療・救護  医 療 ・ 救 護     

遺体の捜索、収容及び火葬  捜 索 ～ 収 容 ～ 火 葬 

保健衛生    
保 健 衛 

生 
  

清掃  清       掃   

下水道施設応急対策  応 急 復 旧     

輸送対策  緊急輸送・緊急輸送道路確保    

警備対策  警 備 対 策     

住宅等応急対策      仮設住宅建設 

公共施設等応急対策    応 急 復 旧   

文教対策  生徒等の避難   応 急 教 育 

災害救助法の適用  災 害 救 助 法 適 用    

応援要請及び協力要請  応 援 ・ 協 力 要 請    

災害ボランティアとの連携  受    入    れ  

災 

害 

復 

旧 

生活援護     生 活 援 護  

企業等援護     企 業 等 援 護  

義 援 金 ・ 救 援 物 資 の 受 入 れ 、 配 分   救 援 物 資 受 入 ・ 配 分 等 義 援 金 配 分 

罹災証明書の発行     罹災証明書発行 

公共施設災害復旧     公 共 施 設 復 旧 

公 

益 

事 

業 

等 

電力施設  応 急 対 策     

ガス施設  応 急 対 策     

電信電話施設  応 急 対 策     

交通輸送施設  応 急 対 策     

放送機関  応 急 対 策     

※ それぞれの範囲については、概ねの着手時期を示すものである。 
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第５章 南海トラフ地震防災対策推進計画 
 

 目的 
《危機管理室災害予防課》 

 

本計画は、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１４年

法律第９２号。以下「南海トラフ特措法」という。）第３条第１項の規定による南海トラフ

地震防災対策推進地域に指定（平成２６年３月３１日内閣府告示第２１号）されたことを

受け、同法第５条第２項の規定に基づき、南海トラフ地震による被害を軽減するため、地

震防災上緊急に整備すべき施設等の整備に関する事項、津波からの防護、円滑な避難の確

保及び迅速な救助に関する事項等を定め、南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進を図

ることを目的とする。 

 

 

 南海トラフ地震の概要 
《危機管理室災害予防課》 

 

第１ 地震の概要 

南海トラフは、日本列島が位置する陸のプレート（ユーラシアプレート）の下に、

海のプレート（フィリピン海プレート）が南側から年間数㎝の割合で沈み込んでいる

場所である。この沈み込みに伴い、２つのプレートの境界には、徐々にひずみが蓄積

されており、このひずみが限界に達したときに蓄積されたひずみを解放する大地震が

発生している。 

南海トラフでは津波を伴った地震が１６０５年慶長地震をはじめ、１７０７年宝永

地震、１８５４年安政南海地震、１９４６年昭和南海地震等、１００～１５０年の間

隔で繰り返し起こり、西日本はその都度大きな地震・津波災害に見舞われてきた。特

に、太平洋に面している和歌山、大阪、徳島、高知県沿岸で甚大な津波被害を受けた

ことはよく知られており、日本有数の津波常襲地帯に数えられている。 

広島県は、この津波常襲地帯に隣接しているが、過去の古文書において県内に津波

による被害はほとんど報告されていない。 

  

第２ 今後の地震発生確率 

国の地震調査研究推進本部（文部科学省に設置）地震調査委員会が公表する南海ト

ラフ地震の長期評価の地震発生確率の値は、時間の経過とともに高くなっている。 

令和４年１月１日を起点にした南海トラフ地震の発生確率については、次のとおり

である。 

区 分 評価時点 10 年以内 30 年以内 50 年以内 

南海トラフ地震 
（M8～M9 クラス） 

令和 4 年 
1 月 1 日 

30% 70％～80％ 
90%程度 

又はそれ以上 

 ※ マグニチュード９の最大クラスの地震（南海トラフ巨大地震）の発生確率は示され

ていない。 

 

第３ 想定結果 

国においては、平成２３年に発生した東北地方太平洋沖地震で得られたデータを含

め、現時点の最新の科学的知見に基づき、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの巨

大な地震（南海トラフ巨大地震）についての震度分布・津波高や被害想定（建物被

害、人的被害等）を行った。この国の検討結果などを踏まえ、県が平成２５年１０月

に作成した地震被害想定を基に、広島市域の地域特性を加味しながら、本市における

「南海トラフ巨大地震」の地震被害想定を行った。 
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想定地震の震源域位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 震度分布 

「南海トラフ巨大地震」による本市の最大震度は６弱であり、安佐北区を除く７区

に分布している。震度６弱の面積率は市全域の 3.1％、行政区の中で最大となる中区

では 35.8％、次いで西区 13.4％、南区 13.2％などとなっている。 

 

震度分布図 
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２ 液状化危険度分布 

「南海トラフ巨大地震」による本市における危険度が極めて高い（PL 値 30 超）領

域は、安佐北区を除く 7 区に分布している。その面積率は市全体の 6.0％、行政区の

中で最大となる中区では 89.5％、次いで西区 36.1％、南区 35.1％などとなっている。 

 

液状化危険度分布図 
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３ 津波による最大浸水深分布 

「南海トラフ巨大地震」の津波による想定浸水面積（浸水深 1cm 以上）は、護岸、

堤防等の構造物が機能しない場合で 3,817ha（市全域の 4.2％）であり、安佐南区と安

佐北区を除く６区に分布している。行政区の中で最大となる南区では 1,333ha、次い

で中区 971ha、西区 878ha などとなっている。 

 

津波による最大水深分布図（構造物が機能しない場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最高津波水位等 

区 分 
最高津波水位（T.P.海抜）※１ 

最大波到達時間 津波影響開始時間※２ 
 うち津波の高さ 

広島市 3.6ｍ 1.5ｍ 4 時間 6 分 37 分 

※１ 「最高津波水位」は、年間最高潮位（218cm）に津波の高さを加えたもの 
※２ 「津波影響開始時間」は、海域を伝播してきた津波により、おおむね海岸線にお

いて、地震発生後に初期潮位から±20ｃｍの変化が生じるまでの時間 
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４ 被害の想定 

被害想定項目 被害量等 

地震動・液状化 
震度 6 弱以上 

エリア 
中区、東区、南区、西区、 
安佐南区、安芸区、佐伯区 

エリア面積 市全面積の 3.1％ 

液状化危険度がかなり高い面積（PL＞15） 市全面積の 8.6％ 

土砂災害 
危険度ランクが
高い箇所 

急傾斜地崩壊 4 箇所 

山腹崩壊 6 箇所 

津波被害 津波による浸水面積（浸水深 1cm 以上） 3,817ha 

建物被害 

全壊の主な原因 液状化 

全壊棟数 18,696 棟 

半壊棟数 44,120 棟 

人的被害 

死者数が最大となる発災季節・時間 冬・深夜 

死者の主な原因 津波 

死者数 3,907 人 

負傷者数 2,670 人 

重傷者数（負傷者の内数） 642 人 

ライフライン施

設被害 

上水道（１日後の断水人口）*1 4,535 人 

下水道（１日後の機能支障人口）*1 401,156 人 

電力（直後の停電軒数）*1 73,443 軒 

通信（直後の固定電話不通回線数）*1 38,060 回線 

都市ガス（１日後の供給停止戸数）*1 120,628 戸 

交通施設被害 

道路（被害箇所数） 266 箇所 

鉄軌道（被害箇所数） 199 箇所 

港湾（揺れによる被害箇所数） 25 箇所 

生活支障 

避難所避難者数（当日・１日後）*1 172,041 人 

帰宅困難者数*2 78,385 人 

食料の需要量（当日・１日後）*1 619,349 食 

仮設トイレの需要量（当日・１日後）*1 5,144 基 

医療機能支障（医療需要過不足数）*3 38 人 

その他被害 

危険物施設の被害箇所数 8 箇所  

災害廃棄物発生量*1 
可燃物 33 万ｔ 

不燃物 101 万ｔ 

経済被害 
直接被害 *1 2 兆 3,610 億円 

間接被害(広島県全体) *1 3 兆 7,477 億円 

※ 被害想定項目のうち、季節、時刻、関連条件により被害量が異なるものは、条件の違いを

考慮し、下記のケースで想定 

*1：冬 18 時、風速 11ｍ/s 

*2：昼 12 時 

*3：冬 深夜、風速 11ｍ/s 

 

詳細は、震災対策編「第１章 総則、第３節 地震被害想定、第３ 被害想定結果」を参照 
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 地震防災上緊急に整備すべき施設等に関する計画 
 

地震・津波防災上緊急に整備すべき施設等の整備を促進するため、県が作成した地震防

災対策特別措置法に定める「第５次地震防災緊急事業五箇年計画」（令和３年度～令和７年

度）に基づき、地震防災上緊急に整備すべき施設等の整備の推進を図る。また、津波等に

よる浸水想定区域内において浸水時に市民等が緊急一時的に退避する施設として、浸水時

緊急退避施設の指定を行う。 

 

第１ 地震防災緊急事業五箇年計画に計上している事業 

《危機管理室危機管理課》 

事業項目 事業名等 事業期間 

消防用施設 消防防災施設整備事業 令和７年度 

緊急輸送道路 道路災害防除事業（道路防災対策・橋梁耐震対策） 
令和３年度 
～令和７年度 

共同溝等 電線共同溝整備事業（道路） 
令和３年度 
～令和７年度 

社会福祉施設 公共施設等耐震化事業 令和３年度 

公的建造物 公共施設等耐震化事業 
令和３年度 
～令和６年度 

水・自家発電設備等 配水池及び緊急遮断弁整備 
令和３年度 
～令和５年度 

 

第２ 浸水時緊急退避施設の指定状況 

《危機管理室災害予防課》 

資料編「２－６－２ 浸水時緊急退避施設一覧表」参照 

【浸水時緊急退避施設の指定要件】 

１ 鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨造で地上４階建以上の建築

物であること。 

２ 新耐震設計基準（昭和５６年６月１日施行）に適合していること、または、耐震診

断等により耐震性が確認された建築物であること。 

３ 地上４階以上の高さに、緊急一時的に退避できる場所（廊下や階段、集客スペース

等で、その合計面積が概ね１００㎡以上）を有すること。 

４ 緊急退避時に、容易に退避可能な構造または管理体制等を有すること。 
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 津波からの防護、円滑な避難の確保及び迅速な救助に関する

計画 
 

第１ 津波からの防護のための施設の整備等 

１ 河川、海岸、港湾及び漁港の管理者は、地震が発生した場合は直ちに、水門等の閉

鎖、工事中の場合は工事の中断等の措置を事前に講ずるものとする。また、内水排除

施設等は、施設の管理上必要な操作、非常用発電装置の整備、点検その他所要の被災

防止措置を講じておくものとする。 

２ 河川、海岸、港湾及び漁港の管理者は、津波が防潮提、水門等を越流し、提内に湛

水した場合を想定し、排水口、排水路、排水機場の整備等の内水排除対策を事前に講

じるものとする。 

３ 河川、海岸、港湾及び漁港の管理者は、次の事項について別に定めるものとする。 

⑴ 防潮堤、防波堤、水門等の点検方針 

    毎年点検・整備を実施し、常時容易に操作可能な状態を維持するものとする。 

⑵ 防潮堤、防波堤、水門等の自動化・遠隔操作化・補強等必要な施設整備等の方針 

施設整備の水準は、①現況及び将来計画、②背後地の現状と将来（自然的条件・

社会的条件）、③海岸域の利用形態（生産活動・日常生活）等の地域の実態を総合的

に判断して設定し検討するものとする。 

⑶ 水門等の閉鎖を迅速・確実に行うための体制、手順 

水門等の閉鎖を実施する体制として、水門・陸閘管理の手引に基づき、操作員と

の連絡手段の確保、経路の選定、輸送手段、操作員の指定を確実に実施し、操作員

の安全管理を徹底する。 

津波の到達時間を十分考慮し、出来るだけ早期に閉鎖を行えるように予め人員・

手順・輸送手段等を具体的に定めておく。防災上特に重要な施設で早期の閉鎖（お

おむね２時間程度）が困難なものについては、その解消のための検討を行う。 

⑷ 水門等の閉鎖訓練 

防災訓練に併せて、水門等の閉鎖訓練を実施するよう努めるものとする。 

    なお、訓練時において、操作及び作動状況の検証を行い、操作の確実性を確保す

るものとする。 

４ 市は、防災行政無線屋外受信機を津波による浸水が想定される沿岸部に設置する。 

 

第２ 水防業務従事者等の安全確保対策 

《危機管理室、消防局消防団室・警防課、各消防署》 

水防業務従事者等や避難誘導にあたる者が危険を回避できるよう、津波浸水想定区

域内で活動する水防業務従事者等の活動の安全を確保するための退避ルールの設定を

検討する。 

 

第３ 港湾、漁港の船舶対策 

１ 漁港、港湾内の船舶の処置 

船舶関係者は、津波警報が発令されるなど、当該水域に危険があると判断された場

合には、港則法の適用を受ける港湾については、港則法に基づき港長の勧告、規制、

指示に従い沖合退避等の安全措置を講ずることとする。 

２ 漁船の処置 

漁業協同組合や船舶管理者は、津波の到達時間まで十分な余裕（１０時間以上）が

ある場合は、水深の深い場所（１００ｍ程度）へ避難させることが望ましいが、本市

への津波到達予想時間を考慮すると、このような沖合避難は、非常に危険を伴うもの

と考えられる。よって、漁船の係船施設を用いた緩やかな係留と、余裕を持った錨係

留の併用により、陸上への漂流を出来る限り少なくする等の必要な措置について、事

前に検討しておくものとする。 

また、津波により陸上、特に道路上に打ち上げられた漁船の処置について、その手

続きや所有者における合意等を事前に検討しておくものとする。 
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第４ 津波に関する情報の伝達等 

１ 津波予報区《危機管理室》 

   震災対策編「第３章 震災応急対策、第３節 情報の収集及び伝達、第２の１ 津波予

報区」による。 

２ 津波等に関する情報の種類と内容《危機管理室》 

   震災対策編「第３章 震災応急対策、第３節 情報の収集及び伝達、第２の２ 津波警

報等の種類及び内容」及び「第３章 震災応急対策、第３節 情報の収集及び伝達、第

２の３ 広島地方気象台から発表される地震及び津波に関する情報の種類と内容」に

よる。 

３ 津波警報等の伝達経路《危機管理室》 

   震災対策編「第３章 震災応急対策、第３節 情報の収集及び伝達、第２の４ 津波警

報等の伝達経路」による。 

４ 津波警報等の住民等への伝達方法《危機管理室災害対策課》 

   津波注意報、津波警報及び大津波警報の住民等への伝達方法は、防災情報メール、

防災行政無線、市ホームページ、市防災情報共有システム、市公式ＳＮＳ、避難誘導

アプリ、Ｌアラート、緊急速報メール、サイレン等により情報提供を行う。 

なお、全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）により津波警報等の緊急情報が国

（消防庁）から発信され広島市域に影響がある場合は、自動的に防災行政無線で放送

されることになっている。 

※ 全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）により放送される情報 

情報区分 放送内容 

大津波警報 

サイレン 
「大津波警報が発表されました。海岸付近の方は高台に避
難してください。」（３回繰り返し） 
「こちらは、ぼうさいひろしまです。」 
下りチャイム 

津波警報 

サイレン 
「津波警報が発表されました。海岸付近の方は高台に避難
してください。」（３回繰り返し） 
「こちらは、ぼうさいひろしまです。」 
下りチャイム 

津波注意報 

サイレン 
「津波注意報が発表されました。海岸付近の方は注意して
ください。」（３回繰り返し） 
「こちらは、ぼうさいひろしまです。」 
下りチャイム 

５ 船舶（荷役船、作業船、漁船、プレジャーボート）関係者及び養殖事業者等に対す

る伝達《危機管理室災害対策課》 

広島海上保安部からの情報伝達と併せて各媒体を活用して伝達する。 

６ 船舶、漁船等の固定、港外退避などの措置 

港湾や漁港に停泊、又は係留中の船舶は、津波の満ち潮によって陸上に打ち上げら

れ、引き潮によって漂流・転覆するおそれがある。したがって、港湾・漁港管理者は、

漁業協同組合や船舶管理者との協議に基づき、緊急連絡網及び漁業無線により連絡し

て次の措置をとるよう要請することとして、津波避難誘導計画を策定する。 

⑴ 停泊中の大型、中型船舶は、港外に避難する。 

⑵ 港外の大型、中型船舶は、入港を差し控える。 

⑶ 避難できない小型船舶については、高い所に引き上げて固縛するなど最善の措置

をとる。 

⑷ 津波の到達までに時間が無いと予想される場合は、船は放置して避難する。（船舶

の港外避難、小型船の引き上げ等は、時間的余裕のある場合のみ行う。） 

７ 災害情報の収集伝達経路《危機管理室》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第３節 情報の収集及び伝達、第４ 災害情報の

収集、伝達及び報告」による。 
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第５ 津波避難対策 

１ 広島県津波避難計画策定指針を踏まえた津波避難対策の推進《危機管理室災害予防

課》 

震災対策編「第４章 津波災害対策、第３節 津波災害の予防対策、第３ 津波か

らの避難、４ 広島県津波避難計画策定指針を踏まえた津波避難対策の推進」による。 

２ 防災マップの作成及び周知《危機管理室災害予防課》 

市は、居住者等が津波来襲時に的確な避難を行うことができるように、津波等によ

る浸水想定区域内において、浸水時緊急退避施設や避難経路等、地域の実情を踏まえ

た防災マップを作成し、印刷物の配布や避難訓練等を通じて地域住民等へ周知する。 

３ 避難場所の選定・周知《危機管理室災害予防課》 

震災対策編「第２章 震災予防計画、第１４節 避難体制の整備、第３ 避難場所等の

防災機能の強化及び第６ 指定緊急避難場所等の周知」による。 

４ 防災上重要な施設の避難対策《危機管理室災害予防課、消防局予防課》 

⑴ 病院、学校、劇場、百貨店、地下街、工場及びその他防災上重要な施設の管理者

は、あらかじめ避難場所、避難経路、誘導責任者及び指示伝達方法について定めた

避難計画を作成し、市長が避難の指示を行った場合には、これらの施設に出入りす

る者等を速やかに安全な場所に避難させ、その者の安全の確保に努める。 

⑵ 幼稚園、小・中学校等保護を必要とする園児・児童・生徒等がいる学校（以下「学

校等」という。）並びに病院及び社会福祉施設等（以下「病院等」という。）におい

ては、特に次の事項に留意し、避難対策の徹底を図る。 

ア 学校等においては、園児・児童・生徒等を避難させる場合に備えて、平素から

教育、保健、衛生及び給食の実施方法について定める。 

イ 病院等においては、患者又は入所者を他の医療機関又は安全な場所に集団で避

難させる場合に備えて、平素から収容施設の確保、移送の方法、保健、衛生及び

入院患者又は入所者に対する必要な措置について定める。 

５ 津波発生時の応急対策《危機管理室、各区区政調整課・地域起こし推進課、各消防署》 

⑴ 避難指示等 

気象台から津波注意報、津波警報又は大津波警報が発表された場合には、必要な

区域に避難指示を発令する。 

また、河川管理者、海岸管理者等から構造物の機能支障等の通報を受けた場合は、

必要な区域に避難情報を発信・発令する。 

国外での地震・火山噴火等による津波の影響を「遠地地震に関する情報」として

発表された場合は、必要に応じ、沿岸部の住民に津波に対する注意喚起を促す。 

⑵ 避難の誘導《各区区政調整課・地域起こし推進課、区災害対策本部避難収容班を

構成する局等、危機管理室災害予防課》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第５節 避難対策、第５ 避難誘導」及び震災

対策編「第４章 津波災害対策、第３節 津波災害の予防対策、第３ 津波からの避難」

による。 

６ 指定避難所の開設・運営《各区区政調整課・地域起こし推進課、区災害対策本部避

難収 容班を構成する局、危機管理室、健康福祉局健康福祉企画課、道路交通局道

路管理課》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第５節 避難対策、第７ 指定緊急避難場所の開

設等」による。 

⑴ 指定避難所の管理運営 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第５節 避難対策、第７の３ 指定避難所の運

営」による。 

⑵ 指定避難所を開設したときは、次の事項について、県危機管理監（災害対策本部

を設置した場合は、本部情報連絡班）に報告する。 

ア 開設の日時 

イ 開設の場所 

ウ 収容人員 

エ 開設期間の見込み 
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オ その他必要と認められる事項 

⑶ 指定避難所の設置・運営について、必要に応じ、県に応援職員の派遣を要請する。 

７ 市域外への避難者の受入要請《危機管理室災害予防課》 

   震災対策編「第３章 震災応急対策、第５節 避難対策、第８ 市域外への避難者の受

入要請」による。 

８ 避難行動要支援者の避難等《危機管理室危機管理課・災害予防課、健康福祉局健康

福祉企画課、消防局警防課・予防課、各区地域起こし推進課・地域支えあい課》 

震災対策編「第２章 震災予防計画、第１６節 要配慮者に係る災害の予防対策、第

３ 避難行動要支援者に係る支援体制」による。 

 

第６ 消防活動及び水防活動 

１ 消防活動《消防局・各区》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第９節 消防活動対策」による。 

２ 水防活動《危機管理室、消防局警防課、水防関係部課、各区維持管理課・農林課・

地域整備課》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第１０節 水防活動対策」による。 

  

第７ ライフライン事業者及び放送機関の対応 

《危機管理室災害予防課》 

電力施設、ガス施設、水道施設及び下水道施設の復旧は、他機関の復旧作業や市民

生活の安定に大きな影響を及ぼすため、これらの施設の設置者又は管理者は、地震・

津波時には被害状況を迅速かつ的確に把握し、必要な要員及び資機材を確保するとと

もに、機動力を発揮し応急復旧を迅速に実施する。 

また、災害発生後の円滑な応急対策及びライフラインの迅速かつ効率的な復旧を図

るとともに、市災害対策本部及びライフライン関係機関相互の情報交換、協議調整等

を行うため、広島市ライフライン連絡調整会議を開催する。 

１ 電力施設の応急対策 

⑴ 実施責任者 

指定公共機関中国電力株式会社・中国電力ネットワーク株式会社 

⑵ 電力供給のための体制確保  

津波警報等の伝達や避難時の照明の確保等、円滑な避難を行うために重要な電力

の供給に関する措置や、災害応急活動を行う防災拠点施設への電力の優先的な供給

に関する体制を整備する。 

⑶ 地震・津波時における危険防止措置 

地震・津波時において送電又は配電を行うことが危険であると認められる地域に

対しては、送電又は配電の遮断等の適切な危険予防措置を講ずる。 

⑷ 復旧方針 

復旧に当たっては、電力確保に重要な電力施設の復旧を優先するとともに、需要

者に対する復旧に当たっては、次の需要者の復旧を優先させる。 

ア 人命救助に関わる病院 

イ 災害復旧の中枢となる災害対策本部、官庁、警察、ガス、水道、交通、通信、

報道等の機関 

ウ 被災者収容施設（学校など避難場所等に指定された施設） 

⑸ 要員及び資機材等の確保 

ア 復旧要員 

あらかじめ定める動員計画に基づき、災害復旧に必要な要員を確保するととも

に、被害状況に応じて請負工事業者等へ応援を依頼する。 

また、必要に応じて、広域的な応援・受援計画により他の電力会社へ応援を依

頼することとし、この場合は応援要員の宿舎と工事用車両の駐車場を確保する。 

イ 復旧資機材 

応急復旧は、あらかじめ備蓄する復旧資機材により実施するものとし、不足す

る場合は他の電力会社に融通を依頼する。 
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⑹ 広報サービス活動の実施 

    地震・津波時には、次により需要者に対する広報サービス活動を実施する。 

ア 災害時における広報 

施設の復旧状況、火災等の二次災害防止に必要な利用者によるブレーカーの開

放、公衆感電事故防止を主体とした被災者への広報活動を広報車及びホームペー

ジへの掲載を含むインターネットによる発信等により行い、必要に応じてテレビ、

ラジオ等による放送を報道機関に依頼するものとする。 

イ 移動相談所の開設 

被災地における需要者の電気相談及び公衆感電事故防止を図るため、状況に応

じ移動相談所を開設する。 

２ ガス施設の応急対策 

⑴ 一般ガス事業者 

ア 実施責任者 

指定地方公共機関広島ガス株式会社 

イ 情報の収集 

地震計による地震の強さ、テレメータによる主要導管の圧力変化、移動無線車

及び事業所等の情報に加え、関係機関からの情報を得て総合的に被害状況を把握

する。 

ウ 二次災害発生の防止 

ガス施設の損傷によって、二次災害の発生が懸念される場合には、ブロック化

された導管網を用い、他地域の供給を維持しながら、被害を受けた地域のガス供

給を停止する。 

エ 要員及び資機材等の確保 

    (ｱ) 復旧要員 

あらかじめ定める動員計画に基づき、災害復旧に必要な要員を確保するとと

もに、被害状況に応じて請負工事業者等へ応援を依頼する。また、必要に応じ

て、広域的な応援・受援計画により他のガス会社へ応援を依頼する。 

なお、他のガス会社に応援を依頼する場合は応援要員の宿舎と工事用車両の

駐車場を確保する。 

    (ｲ) 復旧資機材 

応急復旧は、あらかじめ備蓄する復旧資機材により実施する。不足する場合

は、他のガス会社に融通を依頼する。 

オ 広報活動 

利用者によるガス栓の閉止等、火災等の二次災害の防止のために必要な措置、

ガス施設の被害状況、復旧の見通し、ガス使用上の注意等の広報活動を広報車及

びホームページへの掲載を含むインターネットによる発信等により行い、必要に

応じてテレビ、ラジオ等による放送を報道機関に依頼するものとする。  

⑵ 簡易ガス事業 

ア 実施責任者 

     簡易ガス事業者 

イ 応急対策、広報活動等 

     一般ガス事業者に準じた応急対策、広報活動等をとるものとする。 

ウ 相互援助活動 

一般社団法人日本コミュニティーガス協会中国支部の「中国簡易ガス事業防災

相互援助要綱」に基づき、災害の発生又はその拡大を防止し相互に必要な援助活

動を行う。 

⑶ 液化石油ガス販売事業 

ア 実施責任者 

     液化石油ガス販売事業者 

イ 応急対策、広報活動等 

     一般ガス事業者に準じた応急対策、広報活動等をとるものとする。 
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３ 水道施設の応急対策《水道局、各区市民課・保険年金課・生活課》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第７節 給水及び上水道施設応急対策」によ

る。 

４ 下水道施設の応急対策《下水道局》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第１６節 下水道施設応急対策」による。 

５ 通信 

⑴ 通信事業者は、津波来襲時に機能を損なわないように、ケーブル、交換機等の配

置及び構造に十分配慮するものとする。 

特に危険性の高い地区内の施設については、電源の確保、地下への埋設や耐浪化

等の対策を講じるものとする。 

⑵ 指定公共機関西日本電信電話株式会社が行う措置 

ＮＴＴグループ会社は、関連会社と協力し、災害時において可能な限り電気通信

サービスを維持し、重要通信をそ通させるよう、防災業務の推進と防災体制の確立

を図るとともに、応急復旧を迅速かつ的確に実施し、通信サービスの確保を図る。 

ア 通信の利用制限 

災害等により通信のそ通が著しく輻輳し、困難となった場合、電気通信事業法

に基づき、通信の利用を制限（規制）する措置を行う。 

イ 非常通信の確保 

(ｱ) 特設公衆電話の設置 

災害救助法が適用された場合、避難場所等への特設公衆電話の設置に努める。 

(ｲ) 公衆電話の無料化 

広域停電時には、既設公衆電話の無料化に努める。 

ウ 通信設備の応急復旧 

災害を受けた通信設備は、災害対策用機器を活用し、できるだけ早く、かつ、

的確に復旧を実施する。 

エ 災害用伝言ダイヤル「１７１」及び災害用伝言板「Ｗｅｂ１７１」の運用 

震度６弱以上の地震発生時や災害の発生により安否連絡が多発すると想定さ

れる場合等に、災害用伝言ダイヤル「１７１」及び災害用伝言板「Ｗｅｂ１７１」

の提供を運用する。 

また、あらかじめ、住民等に対して、災害用伝言ダイヤル「１７１」及び災害

用伝言板「Ｗｅｂ１７１」の周知等を図るものとする。 

オ 広報活動（拡大防止策） 

(ｱ) 広報車による広報活動を行う。広報する主な内容は次のとおりとする。 

ａ 被災地域と被災模様 

ｂ 復旧のための措置と復旧見込時期 

(ｲ) 必要に応じて、テレビ・ラジオ等による放送を報道機関に、また防災行政無

線等による放送を行政機関に依頼するものとする。 

⑶ 指定公共機関株式会社ＮＴＴドコモ中国支社が行う措置 

株式会社ＮＴＴドコモ中国支社は、関連会社と協力し、災害時において可能な限

り移動通信サービスを維持し、重要通信をそ通させるよう、防災業務の推進と防災

体制の確立を図り、迅速かつ的確に実施し、通信サービスの確保を図る。 

ア 通信の利用制限と重要通信の確保 

災害等により移動通信のそ通が著しく輻輳し、困難となった場合、電気通信事

業法に基づき、通信の利用を制限（規制）する措置を行い、重要通信の確保に努

める。 

イ 非常通信の確保 

(ｱ) 災害救助法が適用された場合、行政機関が設置する災害対策本部の要請に応

じ、緊急連絡用として非常用衛星携帯電話、非常用携帯電話の貸出しに努める。 

(ｲ) 西日本電信電話株式会社が特殊公衆電話を設置できない場合には、同社と協

力し、避難場所等への非常用携帯電話の貸出しに努める。 

ウ 通信設備の応急復旧 

災害を受けた通信設備は、災害対策用機器を活用し、できるだけ早く、かつ、
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的確に復旧を実施する。 

エ 「災害用伝言板サービス」の運用 

震度６弱以上の地震発生時や災害の発生により安否確認連絡が多発すると想

定される場合等に、「災害用伝言板サービス」を運用する。 

オ 広報活動（拡大防止策） 

(ｱ) 移動通信設備の被害模様、復旧のための設置と回復見込み時期等の広報を報

道機関及び株式会社ＮＴＴドコモ中国支社のホームページを通じて行う。 

また、防災行政無線等による放送を行政機関に依頼するものとする。 

(ｲ) 「災害用伝言板サービス」を運用した場合には、その広報を報道機関に依頼

するものとする。 

⑷ 県等が行う支援の措置 

県、市町、県警察、気象庁、国土交通省、海上保安庁、西日本旅客鉄道株式会社、

西日本高速道路株式会社、更に電力、ガス会社等の無線を用いた専用通信は、災害

時の情報連絡網として極めて重要な役割を持っている。 

    各機関は次の点に留意して、災害時に有効、適切な措置を行うものとする。 

ア 要員の確保 

     専用通信施設の点検、応急復旧に必要な要員の確保を図る。 

イ 応急用資機材の確保 

非常用電源（自家発電用施設、電池等）、移動無線機、可搬形無線機等の仮回線

用資機材など、応急用資機材の確保充実を図るとともに、平常時においてもこれ

らの点検整備を行う。 

６ 放送 

日本放送協会広島放送局、株式会社中国放送、広島テレビ放送株式会社、株式会社

広島ホームテレビ、株式会社テレビ新広島及び広島エフエム株式会社（以下「放送事

業者」という。）は、地震及びこれに伴う二次災害の発生によって放送設備が故障し、

放送が中断する場合に備えて、放送をできるだけ速やかに再開できるように、次のよ

うな対策の推進に努める。 

⑴ 放送所が被災しても放送が継続できるように、可能な限り放送所内に最小限の予

備の放送設備を設ける。 

⑵ 中波放送については、可能な限り非常用放送設備を設ける。 

⑶ 放送番組中継回線及び防災関係機関との連絡回線が不通となった場合は、臨時無

線回線の設定など放送の継続や災害情報の収集が確保できるよう措置する。 

⑷ 発災後も放送を継続できるよう、あらかじめ必要な要員の配置、施設等の緊急点

検その他被災を防止するための措置を講ずる。 

津波に対する避難が必要な地域の住民等に対しては、大きな揺れを感じたときは、

津波警報等が発表される前であっても津波に対する注意喚起に努めるとともに、津波

警報等の正確かつ迅速な報道に努めるものとする。 

また、関係機関と協力して、被害情報、交通情報、ライフラインに関する情報、津

波情報等、防災関係機関や地域住民等が津波からの円滑な避難を行うために必要な情

報の提供に努めるよう留意するとともに、視覚障害者等の情報入手に資するよう、テ

レビにおける字幕放送等の活用に努めるものとする。 

 

第８ 交通対策 

１ 道路《道路交通局道路課》 

県公安委員会及び道路管理者は、津波の来襲により危険度が高いと予想される区間

での交通規制、避難路についての交通規制の内容をあらかじめ計画し周知するものと

する。 

なお、津波浸水想定区域へ通ずる管理道路については、当該地域境界線上において、

緊急通行車両以外の車両の区域内への流入を禁止するものとする。 

また、地理不案内者等の津波浸水想定区域への進入を防ぎ、地理不案内者等の安全

を確保するとともに住民等の避難の妨げにならないように通行止めなどの措置を実施

する。 
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２ 海上 

⑴ 第六管区海上保安本部は、海上交通の安全を確保するため、船舶交通の輻輳が予

想される海域における船舶交通の制限等の措置に係る計画を定め、これに基づき必

要な措置を実施するものとする。 

⑵ 第六管区海上保安本部及び港湾管理者は、津波による危険が予想される海域から

安全な海域へ船舶を退避させる等の措置を実施するものとする。 

３ 鉄道 

鉄・軌道事業者は、走行路線に津波の発生により危険度が高いと予想される区間が

ある場合等における運行の停止その他運行上の措置を実施するものとする。 

４ 乗客等の避難誘導等 

津波の影響を受けると予想される、船舶、鉄・軌道事業者は、船舶、列車等の乗客

や駅、港湾のターミナルに滞在する者の避難誘導計画等を策定するものとする。 

 

第９ 市が管理又は運営する施設関係 

１ 不特定多数かつ多数の者が出入りする施設《各施設の所管課》 

市が管理する庁舎、社会教育施設、社会体育施設、社会福祉施設、学校等の管理上

の措置はおおむね次のとおりである。 

⑴ 各施設に共通する事項 

ア 津波警報等の入場者等への伝達 

イ 入場者等の安全確保のための退避等の措置 

ウ 施設の防災点検及び設備、備品等の転倒、落下防止措置 

エ 出火防止措置 

オ 消防用設備の点検、整備 

カ 非常用発電装置の整備、防災行政無線、テレビ・ラジオ・コンピュータなど情

報を入手するための機器の整備 

⑵ 個別事項 

学校等にあっては、 

ア 当該学校等が、津波浸水想定区域にあるときは、避難の安全に関する措置 

イ 当該学校等に保護を必要とする生徒等がいる場合（たとえば特別支援学校等）

これらの者に対する保護の措置 

ウ 社会福祉施設にあっては重度障害者、高齢者等、移動することが不可能又は困

難な者の安全の確保のための必要な措置 

なお、施設ごとの具体的な措置内容は施設ごとに別に定める。 

２ 災害応急対策の実施上重要な建物に対する措置《危機管理室、企画総務局総務課、

各区区政調整課》 

災害対策本部がおかれる庁舎等の管理者は、⑴アに掲げる措置をとるほか、次に掲

げる措置をとるものとする。 

⑴ 自家発電装置等による非常用電源の確保 

⑵ 無線通信機等通信手段の確保 

⑶ 災害対策本部等開設に必要な資機材及び緊急車両等の確保 

３ 工事中の建築等に対する措置 

工事中の建築物その他の工作物又は施設については、津波の来襲のおそれがある場

合には、原則として工事を中断するものとする。 
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 関係者との連携協力の確保に関する計画 
 

第１ 他の地方自治体等応援職員受援（人的受援）への対応 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第２５節 応援要請及び協力要請、第４ 他の地

方自治体等応援職員の受援（人的受援）」による。 

 

第２ 自衛隊への災害派遣要請 

《危機管理室》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第２５節 応援要請及び協力要請、第５ 自衛隊

への災害派遣要請」による。 

 

第３ 緊急消防援助隊への出動要請 

《消防局警防課》 

震災対策編「第３章 震災応急対策、第２５節 応援要請及び協力要請、第６ 緊急消

防援助隊への応援等要請」による。 

 

第４ 食料・生活必需品等の備蓄・調達体制の整備 

《危機管理室災害予防課》 

震災対策編「第２章 震災予防計画、第１４節 避難体制の整備、第８ 食料・生活必

需品等の備蓄・調達体制の整備」による。 

 

第５ 帰宅困難者対策 

《道路交通局公共交通政策部、危機管理室災害予防課》 

 震災対策編「第２章 震災予防計画、第２４節 帰宅困難者対策」による。 

 

 

 防災訓練に関する計画 
《危機管理室、消防局警防課・予防課、各区地域起こし推進課、各消防署》 

 

震災対策編「第２章 震災予防計画、第１９節 自主防災体制の整備・防災訓練の実施、

第２ 防災訓練の実施・指導」及び「第４章 津波災害対策、第３節 津波災害の予防対策、

第２ 津波に対する避難訓練の実施」による。  

 

 

 地震防災上必要な教育及び広報に関する計画 
 

第１ 市職員に対する教育 

災害応急対策業務に従事する職員を中心に、地震が発生した場合における災害応急

対策の円滑な実施を図るため、必要な防災教育を行うものとし、その内容は少なくと

も次の事項を含むものとする。 

 １ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）の内容及びこれに基づきとられる措置の内容 

 ２ 南海トラフ地震に伴い発生すると予想される地震動及び津波に関する知識 

  ３ 地震及び津波に関する一般的な知識 

  ４ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震が発生

した場合に具体的にとるべき行動に関する知識 

 ５ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震が発生

した場合に職員等が果たすべき役割 
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 ６ 南海トラフ地震防災対策として現在講じられている対策に関する知識 

 ７ 南海トラフ地震対策として今後取り組む必要のある課題 

 

第２ 住民等に対する教育・広報 

《企画総務局広報課、危機管理室災害予防課、消防局予防課・各消防署、各区区政調

整課・地域起こし推進課、動物愛護センター》 

震災対策編「第２章 震災予防計画、第１８節 防災知識の普及、第２ 市民に対

する防災広報」及び「第 4 章 津波災害対策、第３節津波災害の予防対策、第１津波

に対する防災意識の啓発等」による。また、防災関係機関や企業、大学等と連携して、

南海トラフ地震臨時情報（調査中）、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）、南海

トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が出された場合及び南海トラフ地震発生時に

市民等が的確な判断に基づいた行動ができるよう、あらゆる機会を通じて、各臨時情

報の内容及びこれに基づきとられる措置の内容や広島市地震被害想定と防災・減災対

策による被害軽減効果のほか、地震についての正しい知識や津波からの早期避難や耐

震化などの防災・減災対策の普及・啓発を行い、意識の高揚を図る。 

 

第３ 児童、生徒等に対する教育 

《教育委員会事務局健康教育課》 

震災対策編「第２章 震災予防計画、第１８節 防災知識の普及、第３ 学校における

防災教育」による。 

 

 

 南海トラフ地震臨時情報発表時における円滑な避難の確保

等に関する計画 
《危機管理室災害予防課》 

 

第１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合における災害応急対策に係る

措置 

１ 南海トラフ地震臨時情報（調査中）の伝達等 

南海トラフ地震臨時情報（調査中）が発表された場合の情報は、震災対策編第３章

第３節第２により関係機関に通知する。 

２ 市の配備体制 

   市の配備体制は、震災対策編第３章第２節第２による。 

 

第２ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合における災害応急対

策に係る措置 

１ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の伝達等 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発表された場合の情報は、震災対策編

第３章第３節第２による。 

２ 市の配備体制 

   市の配備体制は、震災対策編第３章第２節第３による。 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された後の周知 

市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の内容、交通に関する情報、ラ

イフラインに関する情報、生活関連情報など地域住民等に密接に関係のある事項につ

いて周知するものとし、その周知方法等は、震災対策編第３章第４節による。 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された後の災害応急対策に関す

る情報の収集・伝達等 

市は、災害応急対策の実施状況、その他南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）

等が発表された後の諸般の状況を具体的に把握するため、各種情報の収集及び伝達体

制について整備するものとし、その収集体制等は、震災対策編第３章第３節による。 

５ 災害応急対策をとるべき期間等 
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震災対策編第３章第２節第２、第３による。 

６ 地域住民等に対する呼びかけ等 

市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合において、地

域住民等に対し、日頃からの地震への備えを再確認する等防災対応をとる旨を呼びか

ける。 

また、大規模地震発生時には、堤防の崩壊や地盤の沈下等により、津波到達前に浸

水が開始することも想定されることから、地震発生後の避難では避難が完了できない

恐れがあるため、津波災害の不安がある住民に対し、知人宅や親類宅等への自主的な

避難など個々の状況に応じた防災対応の実施を促すこととする。 

７ 消防機関等の活動 

   市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合において、消

防機関が出火及び混乱の防止、津波からの円滑な避難の確保等のために、津波警報等

の情報の的確な収集及び伝達を重点として、その対策を定めるものとする。 

８ 警備対策 

県警察は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合において、

犯罪及び混乱の防止等に関して、次の事項を重点として、措置をとるものとする。 

  ⑴ 正確な情報の収集及び伝達 

  ⑵ 不法事案等の予防及び取締り 

  ⑶ 地域防犯団体、警備業者等の行う民間防犯活動に対する指導 

９ 水道、電気、ガス、通信、放送、金融関係 

   計画主体である各事業者は、南海トラフ地震防災対策推進基本計画に基づき、南海

トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合における災害応急対策に係

る措置等について、推進計画に明示するものとする。 

10 交通対策 

⑴ 道路 

ア 県警察は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合の運

転者のとるべき行動の要領について、地域住民等に周知するものとする。 

イ 市は、道路管理者等と調整の上、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等

が発表された場合の交通対策等の情報についてあらかじめ情報提供するものとす

る。 

⑵ 海上及び航空 

ア 広島海上保安部及び港湾管理者は、在港船舶の避難等対策について、津波に対

する安全性に留意し、必要な措置を実施するものとする。 

イ 港湾管理者は、津波による危険が予想される地域に係る港湾の対策について、

津波に対する安全性に留意し、必要な措置を実施するものとする。 

⑶ 鉄道 

    鉄道・軌道事業者は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された

場合、安全性に留意しつつ、運行するために必要な措置を実施するものとする。 

11 市が管理又は運営する施設関係 

  ⑴ 不特定多数かつ多数の者が出入りする施設 

市が管理する庁舎、会館、社会教育施設、社会体育施設、社会福祉施設、美術館、

図書館、病院、学校等の管理上の措置及び体制は、概ね次のとおりである。 

   ア 各施設に共通する事項 

( ｱ ) 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等の入場者等への伝達 

(ｲ) 入場者等の安全確保のための退避等の措置 

(ｳ) 施設の防災点検及び設備、備品等の転倒、落下防止措置 

(ｴ) 出火防止措置  

(ｵ) 水，食料等の備蓄 

(ｶ) 消防用設備の点検、整備 

(ｷ) 非常用発電装置の整備、防災行政無線、テレビ・ラジオ・コンピュータなど

情報を入手するための機器の整備 

(ｸ) 各施設における緊急点検、巡視 
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イ 個別事項 

(ｱ) 橋梁、トンネル及び法面等に関する道路管理上の措置 

(ｲ) 河川、海岸について、水門及び閘門の閉鎖手順の確認又は閉鎖等津波の発生

に備えて講じるべき措置 

(ｳ) 病院においては、患者等の保護等の方法について、各々の施設の耐震性・耐

浪性を十分に考慮した措置 

(ｴ) 幼稚園、小・中学校等にあっては、児童生徒等に対する保護の方法等につい

て必要な措置 

(ｵ) 社会福祉施設にあっては、入所者等に対する保護の方法等について必要な措置 

なお、施設ごとの具体的な措置内容は、施設ごとに別に定める。 

⑵ 災害応急対策の実施上重要な建物に対する措置 

市は、屋内施設に使用する建物の選定について、県有施設の活用等を図る。 

⑶ 工事中の建築等に対する措置 

南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）等が発表された場合における工事中の

建築物その他の工作物又は施設については、津波やがけ崩れに対する安全性に留意

し、必要な措置を実施するものとする。 

 

第３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合における災害応急対

策に係る措置 

１ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等の伝達経路 

前記１⑴による。 

２ 市の配備体制 

前記１⑵による。 

３ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された後の周知 

前記２⑶による。 

４ 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された後の災害応急対策に関す

る情報の収集・伝達等 

前記２⑷による。 

５ 災害応急対策をとるべき期間等 

震災対策編第３章第２節第２による。 

６ 地域住民等に対する呼びかけ等 

市は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合において、地

域住民等に対し、日頃からの地震への備えを再確認する等防災対応をとる旨を呼びか

ける。 

７ 防災関係機関のとるべき措置 

防災関係機関は、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）等が発表された場合に

おいて、施設・設備等の点検等日頃からの地震への備えを再確認するものとする。 


